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1 1-1

野生動物環
境被害対策
推進事業

41,378

　東京電力福島第一原子力発
電所事故の影響により野生生
物に出荷制限等が指示された
ことにより、捕獲数が減り、
生活環境や農林業への被害を
もたらす有害獣となるおそれ
があることから、野生生物の
捕獲活動を促進し、環境中の
放射性物質の除去及び生活環
境等の被害の軽減を図る。

［新規］ 　野生生物の捕獲活動を促
進するため、狩猟により捕
獲したイノシシへの補助金
制度、アライグマの生息状
況調査を実施する。

　イノシシ補助金制度は、
市町村に補助内容の周知と
事業量について照会中。
　アライグマ生息状況調査
は、業者委託準備中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

生活環境部

2 1-1
除染推進体
制整備事業

205,460

　県土の除染を迅速に進めて
いくため、除染事業者等の育
成・技術的支援の強化・住民
理解の促進に取り組む。

１ 除染事業者等の育成
（修了者）
・業務従事者　1,662名
・現場監督者　1,019名
・業務監理者　587名
２ 技術支援の強化
・除染技術実証事業 5件
・除染技術強化事業 3件
３ 住民理解の促進
・ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾐﾅｰ
  2回開催
・仮置場現地視察会
  2回開催
４ 市町村担当者研修会等
・方部別意見交換会
  2回開催

１ 除染事業者等の育成の計
画
・業務従事者コース 1,000
名
・現場監督者コース 500名
２ 技術支援の強化
・市町村除染技術支援事業
5技術予定
３ 住民理解の促進
・ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾐﾅｰ　3回開
催予定
・仮置場現地視察会　5回開
催予定
４ 市町村担当者研修会等
・方部別意見交換会　2回開
催予定

１ 除染事業者等の育成
・業務従事者コース 204名
・現場監督者コース 99名
２ 市町村への意向調査の結
果等を踏まえ4技術を選定
３ セミナー1回開催(6/23
40名出席)
４ 市町村担当者研修会等
・実績なし（7～8月実施予
定）

【課題】
　技術支援(残り1技術)の検
討。

【対応方向】
　特になし。

生活環境部

3 1-1
除染対策推
進事業

10,220,989

　放射性物質汚染対処特措法
により市町村が策定した除染
実施計画に基づいて、県管理
施設等の除染を実施する。

　県有施設除染実施状況
H25年度末
・施設：245施設
    （着手率44.5%）
・道路：137路線
    （着手率28.1%）
※H26.4以降、除染施設の母
数等を見直した場合
・施設：355施設
    （着手率53.7%）
・道路：不明

　市町村除染実施計画と連
携した除染の実施。

　県有施設除染実施状況

H26年度6月末
・施設：405施設
　（着手率60.5%）
・道路：148路線
　（着手率55.2%）
※H26.4以降、除染施設の母
数等を見直し

【課題】
　市町村の実施計画に対し
て遅れている施設の進行管
理。

【対応方向】
　設計や発注方法等につい
て、適宜、情報共有するた
めの会議や未発注箇所の進
行管理を実施していくこと
で、可能な限り除染の前倒
しを進める。

生活環境部

4 1-1

市町村除染
対策支援事
業

202,743,812

　放射性物質汚染対処特措法
に基づき、市町村の策定した
除染実施計画により行う除染
対策や仮置場の設置など、市
町村等が行う除染事業を総合
的に支援する。
１　市町村除染対策支援事業
  汚染状況重点調査地域の指
定を受けた市町村が、除染実
施計画に基づき本格的な面的
除染を実施し、また、一時保
管のための仮置場を設置する
にあたり、必要な経費負担等
の支援を行う。
２　線量低減化（活動）支援
事業
  除染実施区域以外において
市町村が行う局所除染や町内
会と市町村の協働による線量
低減活動を支援する。

　市町村除染地域における
除染実施状況
・H25年度末
　住宅 計画数：246,644
　 　　発注数：177,938
　 　　発注率：72.6%
　 　　進捗数：114,636
　 　　進捗率：46.5%

線量低減化活動支援事業
　実施市町村数　14市町村

　市町村除染地域における
除染実施状況
・H26年度末
　住宅　計画数に対し、進
捗率 100％を目指す。

　市町村除染地域における
除染実施状況
・H26年6月末
　住宅 計画数：312,482
　　　 発注数：246,239
　　　 発注率：78.8%
　　　 進捗数：136,405
　　　 進捗率：43.7%

線量低減化支援事業申請状
況
　申請市町村数　5市町村

【課題】
・市町村の除染実施体制の
強化。
・仮置場の確保。
・事業者等の育成・確保
等。

【対応方向】
　課題解決のため、除染推
進体制整備事業を実施等に
より、除染の加速化を図
る。

生活環境部

5 1-1

緊急時・広
域環境放射
能監視事業

1,909,665

　福島第一原子力発電所の事
故に伴う放射性物質の拡散に
対する環境監視を行うととも
に、測定結果を広く公表す
る。

　福島第一原子力発電所の
事故に伴う放射性物質の拡
散に対する環境監視を実施
し、県ホームページ等によ
り測定結果を公表した。

　福島第一原子力発電所の
事故に伴う放射性物質の拡
散に対するきめ細かな環境
監視を行い、測定結果を広
く公表することで県民の安
心の確保につなげる。

・原子力発電所周辺（30km
圏内）の環境放射能の監視
を継続
・全県的なモニタリングと
して、6地方にて委託契約
（4/1）
・環境モニタリング評価部
会を開催（ 6/4 ）
・モニタリング対策補助金
を9市町村に交付決定
（5/9、5/30、6/4）

【課題】
　県民の安心の確保につな
げる必要がある。

【対応方向】
　県民のニーズに沿ったき
め細かな測定と結果の分か
りやすい公表を継続してい
く。

生活環境部

6 1-1

ため池等汚
染拡散防止
対策実証事
業

1,849,919

　ため池等の農業水利施設か
らの農地への放射性物質の流
入防止を目的として、モニタ
リングを強化しつつ、農業用
水の水質改善技術の確立、た
め池等の汚染土対策技術の確
立を目指し、有効な新技術の
実証に取り組む。
１　ため池、農業用水路等の
モニタリングの強化
２　農業用水水質改善対策技
術の実証
３　ため池等の汚染土対策の
実証

地区数：19地区

事業費：800,000千円

地区数：10地区

事業費：1,849,919千円
(H26当初1,500,000千円
　H25繰越  349,919千円）

地区数：5地区
（飯舘村、浪江町、天栄
村）
繰越分：県、玉川村
事業費：365,922千円
（H26当初　43,274千円
   H25繰越322,648千円）

【課題】
　ため池における放射性物
質の動態、対策工法の実施
について知見が不足してい
る。

【対応方向】
　本年度中に対策マニュア
ルを策定する予定でいる。
農水省等と打ち合わせを行
い、本年度の執行方針を調
整中。より広範に対策技術
の知見を集めるため、技術
公募を開始。

農林水産部

7 1-1
森林除染技
術開発事業

100,000

　森林内の放射性物質の動態
変化に対応した新たな除染技
術の確立に向けて、除間伐、
木柵工、土壌被覆、林地肥培
等の工法を組み合わせ面的に
森林施業を行い、データ収
集、解析を行う。

［新規］ 　1地区
　事業費：100,000千円

　8月上旬委託予定 【課題】
　委託先の選定。

【対応方向】
　委託先を適正に選定し、
事業の円滑化を目指す。

農林水産部

8 1-1
森林除染等
実証事業

70,785

　放射性物質に汚染されたき
のこ原木林等の再生を図るた
め、モデル地区における除染
技術の実証やコシアブラによ
る放射性物質の吸収状況調査
を行う。

１ ぼう芽枝等の放射性物質
状況調査50箇所。
２ 竹林の放射性物質移行低
減調査20箇所。
３ 野生きのこ及びわらびの
放射性物質移行低減調査11
箇所。
４ しいたけ原木除染処理方
法のシステム開発と植菌。
５ 森林内の放射性物質の拡
散防止等を調査。H26.10末
まで繰越。
６ ｺｼｱﾌﾞﾗの放射性物質除去
状況調査5箇所。

１ 昨年度実施箇所での経年
調査。
２ 昨年度実施箇所での経年
調査。
３ 昨年度実施箇所での経年
調査。
４ 実用化に向けた原木洗
浄、植菌、きのこの放射性
物質濃度測定。
５ 昨年度実施箇所での経年
調査。
６ 昨年度実施箇所での経年
調査。

１ 7月委託予定。
２ 委託契約済、調査開始。
３ 7月委託予定。
４ 7月委託予定。
５ 調査実施中。
６ 委託契約済、調査開始。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部
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9 1-2

自家消費野
菜等放射能
検査事業

1,565,760

　非破壊式放射能測定器を配
備するほか、市町村に配備し
た放射能簡易分析装置の活用
に当たり、市町村へ操作員の
人件費など必要な経費を補助
する。あわせて、住民自らが
検査し確認できる体制の構築
に向けて、放射能の正しい知
識や、検査機器の操作法に関
する研修会を開催する。

【事業名等変更】
旧事業：
放射能簡易分析装置整備事
業

１ 非破壊式放射能測定器の
配備
　市町村79台　県1台
２ 放射能簡易分析装置の維
持管理
　市町村530台　県3台
３ 市町村に対する放射能測
定員の人件費の補助
 (放射能検査体制強化事業
分)
　58市町村　337,402千円
 (放射能検査所運営事業分)
　40市町村　672,191千円
　4市町村職員及び検査員対
象研修会等の実施12回

・市町村に対する交付決定
(放射能検査体制強化事業
分)
 58市町村　337,402千円
(放射能検査所運営事業分)
 40市町村　672,191千円
・市町村研修会2回開催

【課題】
　試料を切り刻まずに検査
できること。

【対応方向】
　非破壊式放射能測定器を
新たに導入する。

生活環境部

10 1-2

食の安全・
安心推進事
業

80,304

　放射能や食品等の安全性に
ついて、消費者の関心が高
まっていることから、放射能
や食の安全性をテーマとした
講習会を開き、消費者の理解
を深める。
　食の安全・安心アカデミー
の開催、食と放射能に関する
説明会の開催、「食品と放射
能Q＆A」全戸配布

１ 食の安全・安心アカデ
ミーの開催
・講演会6回開催
  335名参加
・シンポジウム
  1回開催126名参加
２ 食と放射能に関する説明
会
・市町村対象 65回開催
  2,097名参加
３ 「食品と放射能Ｑ＆Ａ」
希望市町村へ
　186,000部配布

１食の安全・安心アカデ
ミーの開催
・シンポジウム 2回開催予
定
２　食と放射能に関する説
明会
・市町村対象 65回開催予定
・事業者・団体対象 5回開
催予定
３　「食品と放射能Ｑ＆
Ａ」全戸配布

・食と放射能に関する説明
会
　16回開催 1,745人参加

【課題】
　食と放射能の正しい知識
の継続した普及。

【対応方向】
　引き続き、適切なテーマ
設定に努め、県内消費者へ
の周知と理解促進を図る。

生活環境部

11 1-2

ふくしまから
はじめよう。
消費者風評
対策事業

163,662

　食と放射能に関して、県内
外の消費者が不正確な情報や
思い込みに惑わされることな
く、自らの判断で正しく食品
の選択ができるよう、県内の
農林水産業関係者の取組を広
く紹介するとともに、消費者
と生産者との理解交流を図る
など風評被害の払拭に資する
取組を実施・支援する。

　事業名等変更：旧事業
（H25.6月補正事業）
「風評被害対策の先駆的取
組事業」
１ 首都圏等の消費者を県内
へ招き理解促進を図る交流
イベントを4回実施
２ 県外において本県の放射
性物質低減の取組等を紹介
するイベントを3回実施
３ 市町村が実施する風評対
策事業を財政的に支援
（43,084千円）

１ 首都圏等の消費者を県内
へ招き理解促進を図る交流
事業を年度内に3回実施予
定。
２ 県外の消費者教育の場に
県内の生産・加工・流通関
係者を講師として派遣し、
合わせて交流を図る事業を
年度内20回実施予定。
３ 市町村が実施する風評対
策事業を財政的に支援す
る。

・市町村に対する交付決定
　11市町村　57,368千円

【課題】
　食と放射能に関する正し
い知識の効果的な普及。

【対応方向】
　生産者との交流等を通
じ、冷静な消費行動を促し
風評払拭に資する。

生活環境部

12 1-2

野生鳥獣放
射線モニタリ
ング調査事
業

2,550

　食用となり得る主な狩猟鳥
獣の放射性核種濃度調査を定
期的、継続的に実施し、県民
生活の安全・安心を確保す
る。

　303検体について調査を実
施し、219検体において基準
（100Bq/kg)超過を確認し
た。

　平成25年度に引き続き、
定期的、継続的に調査を実
施する。

・4月24日に「野生鳥獣放射
線モニタリング調査のため
の検体採取等業務」の委託
契約を締結した。
・4月30日に「野生鳥獣放射
線モニタリング調査業務」
の委託契約を締結した。
・17検体の調査結果を公表
済。
平成26年度は384検体をめや
すに調査予定。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

生活環境部

13 1-2
水道水質安
全確保事業

10,168

　飲料水の放射性物質による
汚染に対する安全を確認し、
安心を確保するため、飲料水
を対象とした放射性物質のモ
ニタリング検査を実施する。

　飲料水の安全性確保のた
め、県内全ての水道水を対
象とした放射性物質モニタ
リング検査を実施し、検査
結果を速やかに公表した。
　検査箇所数　324箇所
　検査実績　12,159件

　平成25年度と同様に県内
全ての水道水を対象とした
放射性物質モニタリング検
査を実施する。

○ 検査箇所数 328箇所
○ 検査実績 2,084件
（5月末現在）

【課題】
　検査担当者が異動等によ
り変更した場合の検査技術
の確実な継承。

【対応方向】
　検査担当職員を対象とし
た研修会等を開催する必要
がある。

保健福祉部

14 1-2

食品中の放
射性物質対
策事業

10,234

　市場等に流通する食品等に
ついての安全を確認するた
め、県内農林水産物等を原材
料とする加工食品の放射性物
質検査を行う。

目標検体数：5,000検体
（あんぽ柿等の試験加工品
の検査についても、昨年度
と同様に実施していく。）

○ 検査件数：952検体
○ 基準値超過数：1件（大
豆粕）
　ただし、市場等への出
荷、流通はなかった。

【課題】
　各保健所において、大規
模に加工・製造している施
設は把握しているが、生産
者（農家）が加工して少量
販売しているケースがある
ため、県民（消費者）の健
康保護を最重要として実施
している観点から、これら
の小規模加工施設の把握に
も努める。

【対応方向】
　農林水産部と連携し、生
産者が加工品を出荷してい
る農産物直売所に対して、
納品者の調査を実施し、重
点的に収去検査を実施す
る。

保健福祉部

15 1-2

農林水産物
等緊急時モ
ニタリング事
業

220,128

　本県産の農林水産物等の安
全性確保のため、緊急時モニ
タリング検査（野菜、果実、
山菜、きのこ、穀類、肉類、
魚介類、原乳、鶏卵、飼料作
物等）を実施するとともに、
その結果を消費者や生産者、
流通業者に迅速かつ的確に公
表する。

　検査点数：27,160点
　うち基準値（又は暫定規
制値）超過点数：390点

　検査点数：41,000点 　検査点数：7,147点
　うち、
　基準値超過点数：67点

【課題】
　出荷制限品目の周知徹
底。

【対応方向】
　周知状況を確認し、出荷
管理の徹底を図る。

農林水産部

　県産農林水産物を原材料
とした加工食品等の放射性
物質検査は、流通加工食品
の安全確認、加工可否を判
断するために行っており、
平成25年度は、4,481検体の
検査を実施し、食品衛生法
上の基準値を超えたものが
28検体確認されている。
１ 流通加工食品等検査（乾
燥野菜、乾燥野草、漬物、
ジャム類、菓子類等）
  4,239検体の検査を実施
し、4検体が基準値を超過。
２ 加工の可否を判断するた
めの検査（あんぽ柿、干し
柿の試験的加工品）
  242検体の検査を実施し、
あんぽ柿及び干し柿24検体
が基準値を超過。
  なお、基準値超過のあっ
た加工地域である5市町（福
島市、伊達市、桑折町、国
見町及び南相馬市）に対
し、平成25年度産柿を原料
としたあんぽ柿及び干し柿
などの乾燥果実の加工自粛
要請を行っている。

2



１　環境回復プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

16 1-2

児童福祉施
設等給食体
制整備事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ３
再掲）

487,904

　児童福祉施設等の給食用食
材に対する保護者等の不安を
軽減し、給食に関してより一
層の安全・安心を確保するた
め、児童福祉施設等の給食の
検査体制の整備を図る。
１　児童養護施設等給食検査
体制整備事業
２　保育所等給食検査体制整
備事業
３　障がい児施設等給食検査
体制整備事業

１　児童養護施設等給食検
査体制整備事業
【対象施設】
・児童養護施設　8カ所
・児童相談所　4カ所
・乳児院　1カ所
・児童自立支援施設　1カ所
・女性のための相談支援セ
ンター　１カ所
２　保育所等給食検査体制
整備事業
・39市町村　255施設
３　障がい児施設給食検査
体制整備事業
・7施設（1市5法人）に対し
て試料代、人件費等計7,482
千円の補助を行った。

１　引き続き適切に対応す
る。
２　給食に関してより一層
の安全・安心を確保するた
め、、引き続き平成25年度
の事業を継続する。
３　障がい児施設給食検査
体制整備業務
・5法人6施設と委託契約を
締結し、継続して給食検査
の支援を図る。

１　児童養護施設等
  県有施設７施設へ予算配
当済。8法人と委託契約。
　委託額 合計：26,564千円
２　保育所等
　補助市町村　38市町村
　内示額　　 103,180千円
３　障がい施設等
　県有施設3施設へ予算配当
済。5法人と委託契約。
　委託額 合計：11,108千円
　各市町村、施設　4/1から
検査実施。

　【課題】
　国庫補助へ移行したこと
により、検査機器の購入経
費が補助対象とならなく
なった。

【対応方向】
　適切に対応する。

保健福祉部

17 1-2

学校給食モ
ニタリング事
業（（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ３再掲）

57,043

　希望する市町村において、
学校給食センター等で提供し
た学校給食1食分に含まれる放
射性物質の検査を民間の検査
機関に委託して行う。

　2,480検体検査。 　放射性物質検査を継続。 　国との委託契約6月16日
　第1回調査委員会開催（書
面開催）

　26市町村5県立学校
　6月24日から検査開始。

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　引き続き国へ要望する。

教育庁

18 1-2

学校給食検
査体制支援
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ３再掲）

146,208

　学校給食の一層の安全･安心
を確保するため、学校給食用
食材の放射性物質検査を実施
する市町村等を支援する。

　43市町村に対して補助事
業等を実施。

　市町村に対して、校正費
等を補助するとともに、県
立学校の検査を継続する。

　国との委託契約　6月16日
　（市町村との委託契約手
続き中）

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　引き続き国へ要望する。

教育庁

19 1-2

農畜産系有
機性資源活
用推進事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ５
再掲）

114,620

　農畜産系有機性資源の放射
性物質の影響を把握し、利用
可能な有機性資源の活用体制
を構築する。
１　有機性資源の放射性濃度
調査
２　落ち葉等有機質資材利用
再開支援事業
３　農業系副産物循環利用体
制再生・確立事業（推進事
業）
４　農業系副産物循環利用体
制再生・確立事業（整備事
業）

１　牛ふん堆肥の放射性セ
シウム検査件数：291件。う
ち92％が暫定許容値以下と
なり、利用可能と判断し
た。
２　（26年度からの新規）
３　新たなマッチングによ
る滞留堆肥の利用促進を
図った結果、約20,000tの滞
留堆肥が利用された。
４　堆肥の滞留状態を解消
するため、川内村内の畜産
農家が中心となった生産組
織が事業実施主体となり、
新たな堆肥舎を建設した。

１　畜産農家に対し、堆肥
製造過程の再確認と生産方
法の見直しを誘導の上、引
き続き、堆肥等有機性資源
の放射性物質の汚染状況を
把握し、循環利用の再構築
を図る。
２　現在、利用自粛となっ
ている有機質資材の利用再
開を図るため、予備調査を
行う。
３．４　放射性物質が暫定
許容値以下の堆肥であって
も利用が滞っている堆肥等
有機性資源について利活用
を推進し、地力低下などの
問題を解決するため、堆肥
の安全性を確認しながら耕
畜連携体制の再構築を進め
る。

１　今年度の牛ふん堆肥の
放射性セシウム検査は6月下
旬からの開始となった。

２　予備調査を実施するた
めの計画作成中。

３　事業実施申請中。

４　事業実施主体側にて計
画書作成中。

【課題】…１
　耕畜連携体制の確立・再
生が必要である。アは今年
度の実施が始まったばか
り、イウエは現在事業申請
中である。

【対応方向】
　引き続き推進する。

【課題】…２．３．４
　依然として有機性資源の
循環利用が停滞している。

【対応方向】
　有機性資源の安全性を確
認の上、地域ごとのマッチ
ングを支援し、滞留解消と
流通促進を図る。

農林水産部

20 1-2

ふくしまの恵
み安全・安
心推進事業
（（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ５
再掲）

708,990

１
(1)ふくしまの恵み安全対策
協議会の設置・運営
(2)農林事務所を中心とした
放射性物質吸収抑制対策等
産地支援活動の実施
２
(1．2)検査機器整備　米206
台（自己資金等による整備6
台を含む）、園芸品目113
台、
(3)地域協議会の設置・運営
40協議会（54市町村）、
（エ、オ）精米ラベルの貼
付推進　1,000万枚配付
３
(1)システム開発業務委託に
より、検査結果等の情報を
発信する「農産物安全管理
システム」を構築：米と園
芸36品目
(2)流通業者に検査結果等の
情報発信ツールとしてタッ
チパネル式ディスプレイ109
か所（店舗）の運用
　※数値は平成24年度から
の累計

１
(1)ふくしまの恵み安全対策
協議会　通常総会開催　6/9
(2)産地支援活動の実施　随
時
２
(1．2)検査機器整備　米202
台（新規の整備は見送り
（南相馬市）、園芸品目105
台（新規：相馬市1台）
(3)地域協議会設置　37協議
会（51市町村）
(4．5)精米ラベルの貼付推
進　25年産　487万枚、26年
産　取組を関係者に周知（6
月末）
３
(1)システムの改良及び保守
管理業務を委託
・保守管理契約　4/1～（ア
クセスログ解析を含む）
・改良業務契約　6/16（検
査結果分析ツール）

【課題】
　システムにより発信する
情報の充実。

【対応方向】
　産地情報等の拡充を図
る。

農林水産部

21 1-2

米の全量全
袋検査推進
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ５再掲）

6,620,000

　県産米の全量全袋検査を確
実に実施し、安全確保を徹底
するため、運搬費や作業員の
人件費など検査に必要な追加
的費用に対して、賠償金が支
払われるまでの間、検査運営
資金の貸付を行う。

・平成25年8月16日：ふくし
まの恵み安全対策協議会へ
の資金貸付実施（5,000,000
千円）
・平成26年3月31日：県に対
する貸付金の全額返還
（参考）
・全量全袋検査実施件数：
1,095万件（H26.3.31現在）
・損害賠償合意額：
4,876,061千円（H26.3.31現
在）

　25年度に引き続き米の全
量全袋検査の確実な実施を
図るため、賠償金が支払わ
れるまでの間、ふくしまの
恵み安全対策協議会に対し
検査の追加的経費に相当す
る資金の貸付を行う。

　26年産米の全量全袋検査
実施に向けて、資金貸付準
備を進めている。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　26年産米の検査が開始さ
れる前までに貸付を行う。

農林水産部

22 1-2

肥育牛全頭
安全対策推
進事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ５再
掲）

59,449

　肥育牛を県外へ出荷する際
に、放射性物質検査を全頭実
施し安全性を確保すること
で、牛肉に対する消費者等の
信頼を回復するとともに、県
産ブランドの再生及び肥育牛
農家の経営の安定を図る。
１　県外と畜場において採取
された検査材料の放射性物質
検査を検査機関に委託する。
２　出荷予定の和牛廃用牛等
の血液中や筋肉中の放射性物
質を検査する。

　県外と場において牛肉を
採取し、流通前に放射性物
質検査を行い安全を確認す
ることで牛肉に対する消費
者の信頼回復を図った。
県外と畜  17,360頭
(H25.4.1-H26.3.31)
(うち本事業により実施：
4,941頭)
 全て基準値以下

　県外と場において牛肉を
採取し、流通前に放射性物
質検査を実施。
 予定頭数　6,447頭

①県外でと畜し委託により
放射性物質検査を実施。（6
月末現在）
 頭数　1,257頭
 支払い　5,953千円

②ゲルマニウム半導体検出
器保守点検 681千円

【課題】
　特に課題はない。

【対応方向】
　継続し情報発信。

農林水産部

23 1-2

県産材検査
態勢整備事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
５再掲）

5,585

　県産材の安定的な流通を確
保するため、県産材の放射性
物質検査体制の構築を促進す
るとともに、安全性のPRを行
う。

　県産材を取り扱っている
県内の製材工場等におい
て、年4回、製材品の表面線
量調査を行い、放射性防護
に詳しい専門家から、環境
や健康への影響は無いとの
評価が得られた。

　本事業は継続事業であ
り、引き続き県産材を取り
扱っている県内の製材工場
等において、年4回、製材品
の表面線量調査等を実施す
る。

　6月分の調査として、県内
の製材工場等において製材
品の表面線量調査を実施し
ている。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部


１
(1)ふくしまの恵み安全対策
協議会の設置・運営（13団
体等、Ｈ24．5．2）
(2)農林事務所を中心とした
放射性物質吸収抑制対策等
産地支援活動の実施
２
(1．2)検査機器整備　米202
台（自己資金等による整備6
台を含む）、園芸品目104
台。
(3)地域協議会の設置・運営
37協議会（51市町村）、
（エ、オ）精米ラベルの貼
付推進　448万枚配付
３
(1)システム開発業務委託に
より、検査結果等の情報を
発信する「農産物安全管理
システム」を構築：米と園
芸36品目
(2)流通業者に検査結果等の
情報発信ツールとしてタッ
チパネル式ディスプレイを
導入　109か所（店舗）
※数値は平成24年度からの
累計

　県産農産物の安全性確保と
消費者の信頼回復を図るた
め、産地における放射性物質
検査体制の強化を支援すると
ともに、検査結果や産地の取
組の消費段階での見える化を
進める農産物安全管理システ
ムを構築・運用する。

１　安全管理システム緊急強
化対策事業
(1) 協議会の設置・運営
(2) 産地支援活動
２　安全管理システム地区推
進事業
(1) 検査機器等整備
(2) 検査施設整備拡充
(3) 地域の恵み安全対策協議
会設置・運営
(4) 精米用ラベルの作成と貼
付推進
(5) 精米ラベル自動貼付機補
助
３　安全・安心見える化対策
事業
(1) 安全管理基本システムの
管理運営
(2) 見える化整備（産地）

3



１　環境回復プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

24 1-3

災害廃棄物
処理基金事
業

1,360,815

　東日本大震災における災害
廃棄物を迅速に処理するた
め、東日本大震災災害廃棄物
処理基金から災害廃棄物の収
集、運搬及び処分を行う市町
村に対しその経費の一部を補
助する。（国の災害等廃棄物
処理事業の上乗せ補助）

○ 平成25年度災害廃棄物処
理基金事業
・基金補助金額：1,239,303
千円
・交付先：16市町村
※翌年度繰越額含む

【災害廃棄物処理・処分
率】
○ 平成25年度末：65.7％

　国の直轄区域、代行区域
を除いては、平成26年度の
できるだけ早期の処理完
了。

【災害廃棄物処理・処分
率】
○ 平成26年6月末：67.0％
（うち国直轄及び代行地域
を除く処分率：96.6％）

【課題】
・再生利用や処理困難物の
処理の促進を図る必要があ
る。
・国代行処理が遅れてい
る。

【対応方向】
・処理が完了していない市
町村に対して、再生利用や
処分先の調整等の支援を引
き続き行う。
・国代行処理については、
国に対し処理の加速化につ
いて強く要請していく。

【進捗状況が低い理由】
　交付決定の基となる国か
らの内示が第4四半期である
ため。

生活環境部

25 1-3

放射性物質
汚染廃棄物
処理総合対
策事業

75,896

　県内の汚染された産業廃
棄物の適正な処理を推進さ
せるため、事業者、国、市
町村、県が連携し、各種事
業に取り組む。
　特に、産業廃棄物処理施
設周辺の住民理解の醸成の
ため、各種補助事業への応
募者の拡大を図りたい。

1(1)
　32施設を対象に産業廃棄
物処理施設の排ガス、排水
中の放射能濃度の検査を実
施するため公告中。
　6/30 公告 7/29 開札
2
　交付決定：3,000千円(1
件)
4
　汚染廃棄物処理施設等設
置における技術的検討
　延べ4回開催(5/17,5/24)

【課題】
　応募数の拡大を図る必要
がある。

【対応方向】
　対象者への個別訪問や業
界団体を通じた周知を図
る。

生活環境部

26 1-3

農業系汚染
廃棄物処理
事業

2,101,684

　暫定許容値または食品の基
準値を超過した農林産物及び
その副産物並びに農業生産資
材等、あるいは超過のおそれ
があるとして国又は地方自治
体による流通、利用等の自粛
の対象となったそれらについ
て、一時保管、運搬、焼却に
よる減容化及び計画策定、モ
ニタリング等の費用を助成す
る。

農業系汚染廃棄物の処理状
況
○ 処理量：堆肥 23,098t、
稲わら：221t、牧草：
4,774t、その他：2,404t
○ 補助金額：
2,048,626,078円

　本年度が最終年度である
ため、農業系汚染廃棄物に
ついて、もれなく一時保管
等を完了するとともに、焼
却等の減容化を進める。

○ 事業実施主体：12
○ 処理等計画量
・堆肥：4,687トン
・牧草：2,200トン
・稲わら：82トン
・その他（せん定枝、ほだ
木等）：855トン

【課題】
　焼却等の減容化できる施
設が少ないため、一時保管
場所の維持管理が必要とな
る。

【対応方向】
　国の減容化施設が設置さ
れるまで事業実施期間の延
長を協議する。

農林水産部

27 1-3

放射性物質
被害林産物
処理支援事
業

820,800

　放射性物質に汚染された樹
皮の処理を促進するため、木
材産業関係団体が行う処理経
費等の貸付に対して支援す
る。

　事業の実施に伴い、バー
クの滞留量はH25.8月末の約
84,000ﾄﾝをピークに、H26.2
月末には約62,094ﾄﾝまで減
少した。

　引き続きバーク滞留量を
減少するため、本事業を継
続する。

　平成26年4月21日に貸付契
約を締結し、4月30日に支出
した。

【課題】
　県当初予算どおりの国庫
補助金が確保できていな
い。

【対応方向】
　国に対し、引き続き補助
金の増額を要望していく。

農林水産部


28 1-3

インフラ復
旧・復興事
業加速化プ
ロジェクト事
業

59,400

　沿岸部の災害復旧工事等か
ら発生する膨大な建設副産物
（コンクリート塊等）の処理
について、移動式破砕機の運
転業務を委託し、再利用可能
な材料を製造することによ
り、効率的にインフラ復旧・
復興事業を進める。

　移動式破砕機を所有して
いる産業廃棄物処理業者と
契約し、災害復旧工事等か
ら発生する建設副産物を破
砕し、工事進捗を図り効率
的なインフラ復旧・復興事
業を進めた。

　平成25年度に引続き、中
間処理業者へ受け入れられ
ず、残った建設副産物を移
動式破砕機で破砕し、他工
事で再利用が可能な状態と
し、インフラ復旧・復興を
加速させる。

　6月12日に移動式破砕機の
運転業務委託に必要な予算
を出先事務所へ配信した。8
月中旬に契約の見込みであ
る。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。 土木部

29 1-3

下水汚染汚
泥放射能対
策事業

11,093,518

　日常発生の下水汚泥は、原
発事故で放射能に汚染された
ことにより、外部搬出が滞っ
ていることから、下水処理場
内での適切な保管や減容化処
理を実施するとともに、外部
搬出先の確保に取り組む。

　日常発生の下水汚泥の外
部搬出を実施するととも
に、溶融施設を使用して減
容化し、処理場内の汚泥保
管量の縮減を図った。

　日常発生の下水汚泥の外
部搬出を拡大するととも
に、減容化施設を早期に建
設し、保管汚泥の減容化を
図り、処理場内の汚泥保管
量の縮減に取り組む。

　日常発生の下水汚泥及び
保管汚泥の処理状況
(1)県北浄化センター
・発生汚泥のほぼ全量を外
部搬出している。
・保管汚泥の減容化のた
め、乾燥施設の建設を進め
ており、設計を概ね完了さ
せた。
（保管汚泥量25,258t）
(2)県中浄化センター
・発生汚泥は溶融施設で減
容化を実施しており、一部
は外部搬出している。
・保管汚泥については、焼
却施設による減容化を実施
している。
（保管汚泥量25,489t）

【課題】
　日常発生の下水汚泥の外
部搬出は、放射能濃度の制
限があり、全量できない。

【対応方向】
　外部搬出先を拡大すると
ともに、減容化施設の早期
の建設で汚泥保管量の縮減
を図る。 土木部

　県内に保管されている汚染
された産業廃棄物の処理を進
めるため、施設周辺の住民理
解の促進など様々な施策を実
施する。
１放射性物質安全確認調査事
業
　産業廃棄物処理施設や汚染
廃棄物の保管施設における環
境放射線モニタリングの実施
や、産業廃棄物焼却施設等の
排ガ スや産業廃棄物最終処分
場の排水等の放射能濃度検査
を実施するとともに、市町村
等が行う環境放射線モニタリ
ング経費等を支援する。
２放射能濃度分析機器等支援
事業
　産業廃棄物処理業者等が実
施する放射線監視施設の設備
に対して支援する。
３汚染廃棄物処理リスクコ
ミュニケーション事業
　汚染廃棄物処理に関する住
民説明会等へ講師として専門
家を派遣し、安全性について
の住民理解を促進する。
４汚染廃棄物処理推進事業
　汚染廃棄物処理施設の確保
や汚染廃棄物処理に関する市
町村等の理解のため、市町村
等との意見交換等を国と連携
して実施する。
　また、汚染廃棄物処理施設
の設置申請の審査等の際に、
専門家を委員とする組織によ
り技術的な検討を行う。

１ 放射性物質安全確認調査
事業
(1)産業廃棄物処理施設の排
ガス、排水中の放射能濃度
の行政検査の実施
　対象：32施設
  業務委託：1,879千円
(2)市町村等が実施する産業
廃棄物処理施設周辺の環境
放射能モニタリング経費等
の支援
　交付決定：3市町村
1,205千円
２ 放射能濃度分析機器等支
援事業
　産業廃棄物処理業者等が
実施する放射線監視施設の
整備に対する支援。
　交付決定：11件　22,185
千円
３ 汚染廃棄物処理リスクコ
ミュニケーション事業
　汚染廃棄物処理に関する
住民説明会等へ講師として
専門家を派遣。
  派遣件数：2件
４ 汚染廃棄物処理推進事業
　汚染廃棄物処理施設等設
置検査における技術的検討
会
　延べ7回開催
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１　環境回復プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

30 1-4

環境創造セ
ンター整備
事業

4,500,593

 放射性物質により汚染された
環境を回復し、県民が将来に
わたり安心して暮らせる環境
を創造するため、モニタリン
グ、調査・研究、情報収集・
発信、教育・研修・交流機能
を持つ環境創造センターを整
備する。
 環境創造センターの運営組織
である運営戦略会議や連絡調
整会議などを立ち上げ、「中
長期取組方針」や「年次計
画」を策定する等、開所に向
けた準備を行う。

１ 三春町施設
①建物の基本・実施設計
・本館（8月完了）
・研究棟及び交流棟（3月完
了）
②建設用地取得（8月完了）
③建設工事
・本館（3月着工）
２ 南相馬市施設
①建物の基本・実施設計（8
月完了）
②建設用地取得（1月完了）
③建設工事（3月着工）
３ 附属施設（大玉村及び猪
苗代町）
①建物の基本・実施設計（3
月完了）
４ 開所に向けた準備
①設置準備検討委員会（6
月、10月、2月）

１ 三春町施設
①建設工事の発注手続き
（研究棟、交流棟）
②建設工事
（本館、研究棟、交流棟）
③分析機器等の整備
④展示の整備
２ 南相馬市施設
①建設工事
②分析機器等の整備
３ 附属施設（大玉村及び猪
苗代町）
①建設工事
４ 開所に向けた準備
①運営戦略会議
②県民委員会
③連絡調整会議
④連携協力協定の締結

【課題】①
　労務費高騰等による整備
費の不足。

【対応方向】①
　不足分の財源措置を国へ
要望する。

【課題】②
　効果的・効率的な運営体
制の構築。

【対応方向】②
　招致機関であるＪＡＥＡ
や国立環境研究所との調整
を進めながら、国の協力を
得て運営体制を構築する。

生活環境部

31 1-4

IAEAとの協
力プロジェク
ト

126,608

　本県とＩＡＥＡとの間で締
結した覚書に基づき、放射線
モニタリング及び除染の分野
における次の協力プロジェク
トを実施する。
①福島における除染
②除染活動から生じた放射性
廃棄物の管理
③無人航空機（ＵＡＶ）によ
る環境マッピング技術の活用
④分かりやすいマップ作成の
ための放射線モニタリング・
データ活用上の支援
⑤河川・湖沼における放射性
核種の動態調査
⑥野生動物における放射性核
種の動態調査
⑦河川・湖沼等の除染技術検
討事業
⑧ＧＰＳ歩行サーベイによる
環境マッピング技術の開発
⑨一般廃棄物焼却施設におけ
る放射性物質を含む廃棄物の
適正処理推進検討事業

１ ＩＡＥＡ専門家が来県・
協議（７月、12月）
２ ＩＡＥＡ本部を訪問・協
議　（10～11月）

１ ＩＡＥＡ専門家が来県・
協議
２ ＩＡＥＡ本部を訪問・協
議
　

１ ＩＡＥＡ専門家が来県・
協議（7月予定）
２ ＩＡＥＡ本部を訪問・協
議（10～11月予定）
　

【課題】
　研究成果を早期に上げ、
実用化を図る。

【対応方向】
　ＩＡＥＡから助言を受け
ながら、プロジェクトを進
める。

生活環境部

32 1-4

農業再生研
究拠点整備
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ５再掲）

679,562

　避難地域等の営農再開・農
業再生を図るため、現地にお
いて調査研究を行う拠点
「（仮称）浜地域農業再生研
究センター」を整備する。

　別事業（農業技術開発推
進事業）により、基本計画
を策定。

　前年度策定した基本計画
に基づき、施設の設計及び
建設工事を実施する。

　実施設計業務委託につい
て発注済み。現在実施中。
（前年度繰越事業）

【課題】
　現時点では特にない。今
後に向けては、県発注建設
工事の入札不調が相次ぐな
ど不透明な要素がある。
　
【対応方向】
　進捗管理を適切に行う。

農林水産部

33 1-※

原子力安全
監視対策・
防災体制整
備事業

102,739

　東京電力福島第一原発の廃
炉に向けた取組が安全かつ着
実に進められるよう、現地調
査等を実施し、取組状況を確
認する。

（原子力安全監視対策）
・原子力対策監や原子力専
門員を新たに設置し、ま
た、廃炉安全監視協議会の
現地調査等により、廃炉に
向けた取組を厳しく確認し
てきた。

（原子力安全監視対策）
・引き続き、原子力対策監
や原子力専門員、廃炉安全
監視協議会等により、廃炉
に向けた取組状況を厳しく
監視していく。
・また、Ｈ26年度より新た
に配置した現地駐在員によ
り、現地における確認や情
報収集体制を強化してい
く。

（原子力安全監視対策）
・原子力対策監(１名)や原子力
専門員（３名）を委嘱（4/1）
・楢葉現地駐在の設置(4/1)
・廃炉安全監視協議会　３回
開催（4/9現地、5/20会議、
6/2現地）
・廃炉安全確保県民会議３回
開催（4/13現地、4/18現地、
5/8会議）

【課題】
・引き続き厳しく監視して
いく。
・県民への迅速かつ分かり
やすい情報提供。

【対応方向】
・引き続き、廃炉安全監視
協議会等により廃炉に向け
た取組を監視していく。

生活環境部

34 1-※

原子力災害
対策セン
ター整備事
業

2,024,383

　原子力発電所の緊急事態応
急対策の拠点施設として、福
島県原子力災害対策センター
（オフサイトセンター）を整
備する。

・設置場所を選定し、用地
取得を進めるとともに、地
質測量、測量設計、基本・
実施設計など、本体工事に
向けた準備を進めた。

・Ｈ27年度末の完成に向
け、本体工事に着工し、作
業を進めていく。

（楢葉町、南相馬市）
　実施設計完了(5/30)
（南相馬市）
　南相馬市と土地取得に係
る本契約(6/25)

【課題】
・Ｈ27年度末の完成

【対応方向】
・Ｈ27年度末の完成に向
け、引き続き、作業を着実
に進めていく。

生活環境部

  　

１三春町施設
①建設工事の発注手続き
・研究棟（10月完了予定）
・交流棟（10月完了予定）
②建設工事
・本館（25年度～）
・研究棟（10月着工予定）
・交流棟（10月着工予定）
③分析機器等の整備（発注
手続き中）
④展示の整備
・実施設計（5月～）
・展示等検討会（6月）
・シアター映像制作（9月～
予定）
・シアター設備制作（10月
～予定）
２南相馬市施設
①建設工事（25年度～）
②分析機器等の整備（発注
手続き中）
３附属施設（大玉村及び猪
苗代町）
①建設工事（3月着工予定）
４開所に向けた準備
①運営戦略会議（5月）
②県民委員会（11月頃予
定）
③連絡調整会議（3月頃予
定）
④連携協力協定の締結（12
月頃予定）
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２　生活再建支援プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 2-1
里山いきい
き戦略事業

15,064

１  「女性の力を活用したあぶ
くま地域復興支援」
・委託先：2団体
２  「大学生の力を活用した集
落復興支援」
・新規委託：4グループ
・継続委託：6グループ
３  「集落（復興）支援員等育
成」
・セミナー1回、ケーススタディ2
回、地域おこし協力隊設置奥
会津4町村による意見交換会
開催。

１ 委託先（継続）：2団体
２ 継続委託：4グループ、新規
委託：5グループ
３ 復興支援員向け研修への
参加など、昨年度までの研修
よりレベルアップを図る。

１ 委託先の決定（継続2団体）
２ 継続4グループ、新規4グ
ループが決定。
３ 実施実績なし。（6か月以内
に採用された地域おこし協力
隊、復興支援員を対象とした
新人研修会を7/15に開催予
定）

【課題】
１ 委託期間終了後（H28年3
月）の自立に向けた活動の強
化。
２ 委託期間終了後の大学生と
集落の関係維持、大学や集落
間の連携。
３ 市町村に対し一層の制度活
用を働きかける。（国は現在の
隊員数1,000人今後3年間で
3,000人に増員する意向）

【対応方向】
１ 26年度は販売を強く意識し
て商品開発に取り組む。
２ メールマガジンの配信等。
３ そば打ち、つる細工や和紙
等の製作等、地域文化の継承
者育成を目的とした募集の実
施を促す。

企画調整部

2 2-1

生活路線バ
ス運行維持
のための補
助

499,736

　震災により避難を余儀なくされ
た被災地住民等を始め、地域住
民の日常生活の足を確保するた
め、乗合バス事業者が運行する
生活交通路線(広域的・幹線的な
路線)の欠損等に対して、国の地
域公共交通確保維持改善事業
と協調して、補助金を交付する。

　生活交通路線を運行するバ
ス事業者に対して補助金を交
付し、地域住民の日常生活の
足の確保を図った。
　補助実績
１ 運行費補助
   56路線（5事業者）
   417,310千円
２車両減価償却費補助
   ２台（１事業者）
   3,177千円
３ 車両取得事業費補助
   17台（2事業者）
   103,019千円

　地域住民の日常生活の足を
確保するため、引き続き、国の
地域公共交通確保維持改善
事業と協調して、補助金を交
付する。

　なし
（実績は11月以降確定）

【課題】
　現在国から措置されている
「被災地特例」の延長。

【対応方向】
　国に対して本県の実情を訴
え特例の延長を図る。

生活環境部 　

3 2-1

仮設住宅等
交通事故防
止対策

900

　仮設住宅等に入居している避
難者の交通事故防止を図るた
め、福島県交通安全母の会連絡
協議会に委託し、訪問指導活動
等を実施する。

　福島県交通安全母の会連絡
協議会に委託し、県内の仮設
住宅等への訪問活動を実施し
た。
１　県連絡協議会による活動
　会長以下協議会の役員が県
内5箇所の仮設住宅の集会所
で交通安全教室を実施した。
２　市町村母の会による活動
　12市町村の母の会が管内の
仮設住宅への訪問活動を実
施した。（25箇所）

　仮設住宅等の避難者の交通
事故防止を図るため、県連絡
協議会において5箇所以上の
仮設住宅で交通安全教室を実
施するとともに、各市町村の母
の会においても管内の仮設住
宅等の訪問活動を実施する。

　6月10日に福島県交通安全
母の会連絡協議会と契約を締
結し、7月以降随時事業を実施
予定。

【課題】
　仮設住宅の高齢者が事故に
遭うなど高齢者の交通事故死
者数が全死者の約半数を占
める状況であり、高齢者の交
通事故防止対策が重要であ
る。

【対応方向】
　高齢者事故防止対策。

生活環境部 　

4 2-1

原子力賠償
被害者支援
事業

12,295

　原子力災害により被害を受け
ている個人、事業者を対象とし
て、円滑な賠償請求・支払いが
行われるよう、弁護士による巡
回法律相談をはじめとする支援
を実施する。
１　原子力損害賠償法律相談事
業
２　原子力損害賠償巡回法律相
談事業
３　不動産鑑定士による巡回相
談

１　原子力損害賠償法律相談
　　実施回数51回 相談件数84
件数

２　原子力損害賠償巡回法律
相談
　　実施回数102回、相談件数
174件

３　不動産鑑定士巡回相談
　　実施回数62回、相談件数
255件

１　原子力損害賠償法律相談
　　実施回数48回
　　窓口対応弁護士48人（予
定）

２　原子力損害賠償巡回法律
相談
　　実施回数130回（予定）
　　相談窓口弁護士総数130
人（予定）
３　不動産鑑定士による巡回
相談
　　実施回数72回（予定）
　　相談不動産鑑定士総数72
人（予定）

１　原子力損害賠償法律相談
　　実施回数13回
　　相談件数18件数

２　原子力損害賠償巡回法律
相談
　　実施回数10回、相談件数
15件

３　不動産鑑定士巡回相談
　　実施回数13回、相談件数
22件

【課題】
　被害者の個別具体的な相談
の割合が高くなっており、適切
に対応する必要がある。

【対応方向】
　弁護士による巡回法律相談
及び不動産鑑定士による巡回
相談などを通して、引き続き、
被害者の円滑な損害賠償請
求手続の支援に取り組む。

生活環境部 　

5 2-1
災害見舞金
の交付

1,472,350

　災害弔慰金の支給等に関する
法律に基づき、東日本大震災の
被災者に対し、災害弔慰金等の
支給と災害援護資金の貸付を実
施する。

・災害弔慰金の支給
　21市町村　363件　777,188千
円
・災害障害見舞金の支給
　6市町　10件　13,125千円
・災害援護資金の貸付
　17市町村　224件　470,610千
円

【平成26年度当初予算額】
・災害弔慰金の支給
　340件　787,500千円
・災害障害見舞金の支給
　4件　3,750千円
・災害援護資金の貸付
　309件　681,100千円

・災害弔慰金の支給
　5件　9,375千円

【課題】
１　避難の長期化に伴い、市
町村において、災害弔慰金に
係る震災関連死の判断が困
難になってきている。
２　災害援護資金の借受人が
自己破産するなど、回収困難
事例が発生している市町村が
ある。

【対応方向】
１　関連死の認定については、
認定事例の共有化など、事務
の円滑化に向け市町村と一体
となって取り組む。
２　他県や市町村との情報交
換を通じ、市町村の債権回収
の支援に努めていく。

生活環境部

6 2-1

地域コミュニ
ティ復興支
援事業

1,064,532

　東日本大震災の被災地及び被
災地からの避難者を受け入れて
いる地域において、「関係者間の
総合調整」、「地域の支援体制の
構築」、「被災者等のニーズ把握
及び孤立防止のための支援」等
を行うことにより、地域コミュニ
ティの復興を図るため、対象事
業を実施する市町村及びNPO等
各支援団体に補助する。

　県内29の市町村社会福祉協
議会に生活支援相談員200人
（平成25年4月1日時点）を配
置し、応急仮設住宅や民間借
り上げ住宅へ避難している被
災高齢者等を個別訪問し、見
守り、相談支援等を行った。
　また、避難により通常の範囲
を超えて活動している民生委
員児童委員の負担軽減のた
め、市町村民生児童委員協議
会に対し旅費や報償費を補助
した。
　その他、被災者を支援する
自治体や社会福祉法人等の
支援団体に対し、補助金を交
付した。
・平成25年度補助金交付実績
　採択件数　7件（いわき市、伊
達市、福島県社会福祉協議
会、他4団体）

　新規補助事業を公募し、社
会福祉法人及びNPO等各支
援団体と連携して地域コミュニ
ティの復興を図る。

・県内29の市町村社会福祉協
議会に生活支援相談員193人
（平成26年6月1日時点）を配
置。

・平成26年度補助金交付実績
　採択件数　5件
　○いわき市
　○福島県社会福祉協議会
　○富岡町社会福祉協議会
　○NPO法人しんぐるまざあず
　　　・ふぉーらむ・福島
　○楢葉町民生児童委員協議
会

【課題】
　避難生活の長期化に伴い、
生活支援相談員等の見守り人
員を配置する事業を中長期的
に実施するための財源確保。

【対応方向】
　厚生労働省及び復興庁に対
し、事業継と生活支援相談員
の複数年雇用が可能となるよ
う財政的支援の拡充を引き続
き要望していく。

保健福祉部

　過疎・中山間地域振興戦略を
踏まえ、施策の柱と位置付ける
地域力の育成、働く場と収入の
確保、生活基盤づくりを進めると
ともに復興に向けた足がかりと
するため、人材育成や集落活性
化、新たなビジネスモデルの実
証実験などを行う。
１　女性の力を活用した「あぶく
ま地域復興支援事業」
　あぶくま地域の復興に向け、女
性を中心として活動する避難住
民の団体に、あぶくま地域の産
業復活、人材育成、情報発信な
どの事業を委託し、避難住民に
よる成功モデルの創出と過疎・
中山間地域振興の新たなビジネ
スモデルの創出を図る。
２　大学生の力を活用した集落
復興支援事業
　大学生と住民の協働による集
落調査・活性化策の提案や、活
性化策の実証実験の実施及び
県民を交えた報告会を行うなど、
福島の復興に意欲のある県内
外の大学生の力を活用して、集
落の復興や、維持・活性化につ
なげる。
３　集落支援員等育成事業

【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
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２　生活再建支援プロジェクト

No
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【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

7 2-1

高齢者見守
り等ネット
ワークづくり
支援事業

1,051,760

　仮設住宅等被災高齢者等生活
支援事業
（１）高齢者サポート拠点の整
備・運営
　市町村が仮設住宅等に高齢者
等サポート拠点を整備する場合
に、建設費や運営費等を補助す
る。また、県が設置した高齢者等
サポート拠点を引き続き運営す
る。
（２）介護支援専門員等の派遣
（３）相双地域等介護職員応援事
業
（４）地域支え合いに資する事業
補助
　緊急通報設備の設置等、地域
の支え合いに資する事業を実施
する市町村に補助する。

　市町村設置の高齢者等サ
ポート拠点1か所の整備及び
これを含む高齢者等サポート
拠点26か所の運営を行ったほ
か、介護支援専門員等の派
遣、地域支え合い体制づくり助
成事業を通して被災高齢者等
の支援を行った。
　また、　地域支え合い体制づ
くり助成事業により、高齢者等
を地域で支え合う体制づくりを
支援した。

１　仮設住宅等被災高齢者等
生活支援事業
　被災高齢者等の状況に応じ
て、高齢者等サポート拠点や
市町村等への補助事業を通し
て生活支援を継続する。
２　地域支え合い体制づくり助
成事業
　高齢者等を地域で支え合う
体制の整備をめざす。

（１）高齢者サポート拠点の整
備・運営
　県が設置する21カ所のサ
ポート拠点への委託契約、4町
村が設置する5カ所のサポート
拠点に対する交付決定。
（２）介護支援専門員等の派遣
　福島県介護支援専門員への
委託契約。
（３）相双地域等介護職員応援
事業
　福島県社会福祉協議会への
委託契約。
（４）地域支え合いに資する事
業補助
　13市町村29事業に対する交
付決定。

【課題】
　被災者の支援ニーズにあっ
た支援を行う。

【対応方向】
　被災高齢者のニーズを把握
して、適切な支援を行ってい
く。

保健福祉部

8 2-1
緊急雇用創
出事業

31,725,586

　国から交付された緊急雇用創
出事業臨時特例交付金を基に
造成した福島県原子力災害等復
興基金等を活用し、被災求職者
の就労支援、雇用創出を産業施
策と一体的に取り組む事業等に
より、本県産業の本格的な復興
と雇用の創出を図る。

１　震災対応等事業
２　ふくしま産業復興雇用支援事
業
３　地域雇用再生・創出モデル事
業

１　震災対応等事業
　　雇用実績：13,243人
　　目標達成率：151.9％
　　　　　（13,243÷8,720）
２　ふくしま産業復興雇用支援
事業
　雇用実績：
　19,355人（支給決定）
　18,900人（支給対象）
　支給対象事業所数：
　3,515事業所
　目標達成率：
　86.4％（19,355÷22,400）
３　地域雇用再生・創出モデル
事業
　雇用実績：905人
　目標達成率：
　101.1％（905÷895）

１　震災対応等事業
　　雇用創出人数：約6,500人

２　ふくしま産業復興雇用支援
事業
　　雇用創出人数：約32,000人

３　地域雇用再生・創出モデル
事業
　　雇用創出人数：約900人

※２及び３の事業の実績は、
平成23年度からの継続雇用
分

１ 震災対応等事業
　　4,185人
　　目標達成率：
　　68.0％（4,185÷6,450）
２ ふくしま産業復興雇用支援
事業
　　19,345人　3,515事業所
　　目標達成率：61.0％
　　　　（19,355÷31,749）
３ 地域雇用再生・創出モデル
事業
　　雇用実績：905名
　　目標達成率：98.8％
　　　　　　　（905÷916）
(5月末現在)
※２及び３の事業の実績は、
平成23年度からの継続雇用
分。

【課題】
・制度の趣旨に則した事業の
適正執行

【対応方向】
（共通）
・事業の趣旨に則した制度の
厳格化により一層努める。
（ふくしま産業復興雇用支援事
業）
・今年度の募集開始は7月16
日。
・早急な支払が求められてい
るため、今年度採択分より支
払回数を年2回から年1回に変
更するなど、事務の見直しを
随時実施する。

商工労働部


9 2-1

ふくしま就職
応援セン
ター運営事
業【緊急雇
用創出事
業】

137,105

　緊急雇用創出事業を活用し、
被災者等が自立した生活を取り
戻すことを支援するため、県内5
か所に窓口を設置するとともに、
県内外の仮設住宅等を巡回し、
きめ細かな就職相談や職業紹
介を実施する。

・利用者数：21,600人
・巡回就職相談回数：4,603回
・県内企業訪問数：7,785社
・求職登録者数：1,656人
・就職決定者数：1,200人

・利用者数：20,500人以上
・巡回就職相談回数：
　　　　　　　　　　3,800回以上
・県内企業訪問数：8,000社以
上
・求職登録者数：
・就職決定者数：1,200人以上

・利用者数：3,354人
・巡回就職相談回数：596回
・県内企業訪問数：1,245社
・求職登録者数：276人
・就職決定者数：188人
（5月末現在）

【課題】
　年齢や職種、スキル等のミス
マッチの解消。

【対応方向】
　引き続き、きめ細かい就職相
談や職業紹介を実施していく。

商工労働部

10 2-1

ふるさと福島
Ｆターン就職
支援事業

15,161

　県内企業への就職を希望する
学生や被災求職者等の県内就
職を促進するため、福島市に相
談窓口を設置し、きめ細かな就
職相談や職業紹介を実施する。

○ふるさと福島就職情報セン
ター福島窓口
・Ｆターンコーディネーター
　　3名配置
・利用者数：4,004人
・企業訪問数：659社
・登録者数：632人
・就職決定者数：359人

・利用者数：3,400人以上
・企業訪問数：50社以上
・登録者数：
・就職決定件数：350人以上

・利用者数：539人
・企業訪問数：0人
・登録者数：66人
・就職決定件数：42人
（5月末現在）

【課題】
・スタッフ2名体制での支援
サービスの維持。
・県内就職促進、ミスマッチの
解消。

【対応方向】
　東京窓口や応援センターとも
連携し、きめ細かい就職相談
や職業紹介を行うとともに、県
内企業の魅力情報を発信し県
内就職の促進を図る。

商工労働部

11 2-1

避難農業者
一時就農等
支援事業

38,900

　震災等により避難している被災
農業者が、ふるさとに戻り営農を
再開できるまでの間、避難先等
において一時的に農業経営を開
始することを支援する。

避難農業者経営開始支援事業
　避難先等において一時就農し
ようとする被災農業者に対し、経
営開始に必要な経費を助成す
る。

　避難先における営農再開の
ための初期生産資材等の経
費を補助し、一時就農を支援
した。
実績　7市町村・31経営体
　（うち、県内15件、県外16件）
　（うち、畜産2件、園芸等29
件）
補助額　31,250千円（避難元
市町村の事務費 264千円含
む）

　37経営体の避難先での一時
就農を支援する。

事業実施経営体数 18経営体
（県内：8　県外：10）
補助額19,215千円

【課題】
　避難先における農地の確保
に時間を要する場合がある。

【対応方向】
　避難先における農地等の情
報提供や市町村との連携を密
にし、継続して支援を行ってい
く。

農林水産部

12 2-1

農家経営安
定資金融通
対策事業

69,106

　被災農業者等の営農の維持・
安定や県内での営農再開に必
要な資金の融通を円滑にするた
め、融資機関に対し利子補給を
行う。

貸付件数　114件
貸付額　371,590千円
利子補給額　60,692千円

　震災・原発事故被害農業者
等が必要とする資金の円滑な
融通をはかり、経営の維持安
定や営農再開を支援する。

　利子補給承認実績
　　8件　34,000千円

【課題】
　資金需要等を踏まえ適切な
運用を図る必要がある。

【対応方向】
　市町村、融資機関等との情
報共有に努める。

農林水産部

13 2-1

道路施設整
備関連調査
事業（再生・
復興）

10,000

　飯舘村は、震災からの復興、
帰村に向けて、雇用と産業・交流
拠点施設「までい館(仮称)」整備
の検討を進めている。
　避難住民や復興事業従事者な
どの道路利用者の安全・安心を
確保するため、「までい館（仮
称）」整備計画に併せて、休憩施
設整備の調査設計を行う。

［新規］ 　飯館村の整備計画と調整を
図り、調査設計を進める。

　速やかに休憩施設整備の調
査設計に着手できるよう発注
準備を進めている。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　飯館村と調整を図り計画を
進める。

土木部
避難地域
復興局

14 2-1

応急仮設住
宅維持管理
事業

898,483

・　応急仮設住宅に入居している
被災者の居住環境を維持するた
め、必要な修繕等を行う。
・　応急仮設住宅の共用部分の
光熱水費や法定点検費用など、
管理する市町村へ維持管理経
費を補助する。

・ 必要な修繕を行い、被災者
の住環境の維持に努めた。
・ 管理する市町村に対し、維
持管理経費を補助した。
・ また、平成25年度は応急仮
設住宅の一斉点検を実施し、
不具合のあった箇所について
は修繕を実施している。

・ 修繕をはじめとして、被災者
の居住環境の維持に努める。
・ 仮設の長期化に伴い、基礎
などの劣化が懸念されること
から、昨年度に引き続き一斉
点検を行い、良好な居住環境
が維持を図る「予防保全」の実
施に努める。
・ 市町村に対する補助につい
ては適切に事務を遂行する。

・ 375件の不具合について、修
繕を適切に実施した。

【課題】
　昨年度は一斉点検の時期が
冬期になってしまった。

【対応方向】
　今年度は台風時期（秋期）ま
で一斉点検が終わるよう、ス
ケジュール管理して行く。

土木部

15 2-1

住宅復興資
金（二重ロー
ン）利子補給
事業

120,010

　被災した住宅の再建を支援す
るため、東日本大震災で被災し
た住宅に残債務がある被災者
が、新たな住宅の建設、購入、
補修に必要な資金を借り入れる
場合、既存住宅債務の5年間分
の利子補給相当額を補助する。

　協定締結金融機関：50社
　交付決定　51名　43,984千円

　交付予定数
　120件　120,000千円

　協定締結金融機関：50社
　交付決定　7名　7,145千円

【課題】
　想定件数を下回っているが、
防災集団移転事業等に合わ
せた実施期間の見直しが必
要。

【対応方向】
　様々な媒体を活用し、ＰＲに
努めるとともに、各事業の進捗
に合わせた実施期間を検討す
る。

土木部
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16 2-1
安心耐震サ
ポート事業

27,500

　東日本大震災の教訓を踏ま
え、災害に強く安全・安心なまち
づくりを推進するため、市町村が
木造住宅の耐震改修に補助す
る場合、その費用の一部を補助
する。

　Ｈ25補助実績
　　6戸　1,149（千円）

・市町村の事業化の誘導
・制度の周知、啓発
・補助対象の掘り起こし
・予定戸数　150戸

・各公所へ予算を配分。
・広報周知（新聞、チラシ配
布、説明会の開催等）。
・市町村で対象者を募集中。

【課題】
・市町村の事業化の周知。
・県民への周知。
・補助対象の掘り起こし。

【対応方向】
・市町村と連携し、事業を推
進。

土木部

17 2-1
安全安心耐
震促進事業

8,625

　県民の安全・安心を確保する
ため、昭和56年以前に建築され
た木造住宅の耐震診断及び補
強計画の策定に取り組む市町村
を支援する。

・木造住宅の耐震化を促進す
るため、耐震診断事業を実施
する市町村へ支援を行った。
・Ｈ25補助実績
　131戸　4,673（千円）

・市町村の事業化の誘導。
・制度の周知、啓発。
・補助対象の掘り起こし。
・予定戸数　230戸

・各公所へ予算を配分。
・広報周知（新聞、チラシ配
布、説明会の開催等）。
・市町村で対象者を募集中。

【課題】
・県民への周知。
・補助対象の掘り起こし。

【対応方向】
・市町村と連携し、事業を推
進。

土木部

18 2-1
災害救助法
による救助

23,613,482

　東日本大震災の被災者に対
し、災害救助法の規程に基づき
被災者の保護を図るため、応急
仮設住宅の供与と民間借り上げ
住宅の家賃支払い等を行う。

【応急仮設住宅】
　応急仮設住宅本体の建設自
体は完了しているが、要請を
受けて玄関手摺り、スロープ
設置などの追加工事を実施し
ている。

【民間借上げ住宅】
　応急仮設住宅の供与期間の
延長に伴い、約23,000件の再
契約を行うとともに、家賃等の
支払を行った。

【応急仮設住宅】
　引き続き期間延長に伴う補
修やバリアフリー等の追加工
事を行い、被災者等に応急仮
設住宅を供与していく。また、
今年度から応急仮設住宅の
撤去が始まるので、土地所有
者等の意向に沿い、速やかに
撤去を行う。

【民間借上げ住宅】
　再契約が済んでいない貸主
に対して、再契約書の提出を
促すとともに、家賃等の支払を
行う。
　また、応急仮設住宅の供与
期間が再度延長されれば、再
契約の手続きを行う。

【応急仮設住宅】
　82件の追加工事を実施し、
良好な住環境の整備を行って
いる。

【借上げ住宅】
　再契約が未了の貸主に契約
書の提出を依頼し、契約手続
きを進めるとともに、家賃等の
支払を行った。
　また、災害救助法による応
急仮設住宅の供与期間が延
長されたため、不動産関係団
体に依頼し、貸主の再契約に
対する意向確認を行ってい
る。

【課題】
　応急仮設住宅の供与期間の
延長により、借上げ住宅の再
契約が必要となる。

【対応方向】
　市町村、不動産団体と連携
し、早期に契約手続きが完了
できるよう準備を行う。

土木部

19 2-1

被災地、被
災者の安
全・安心確
保事業

3,019

　被災者の帰還に向けて被災地
域の治安維持対策を強化すると
ともに、仮設住宅等を始め、新た
に建築が予定されている復興公
営住宅入居者の地域コミュニ
ティの再構築（特に高齢者の孤
立化防止対策）を図るとともに、
被災者による防犯ボランティア
活動の支援を行う。

　被災地の治安対策として防
犯のぼり旗を設置
　仮設住宅及び周辺地域の治
安対策として、防犯のぼり旗
や広報チラシを入れたクリア
ファイルを配布
　仮設住宅入居者による自主
防犯パトロール隊に対して、帽
子やベスト、腕章等の活動用
資機材を支援

　本事業を効果的に推進し、
被災地や被災者の安全・安心
の確保に努める。

　仮設住宅の自主防犯パト
ロール隊にベスト、帽子、腕章
を支援
　仮設住宅に防犯のぼり旗を
設置
　被災者に対して詐欺被害防
止を呼びかけるポスターを作
成・貼付

【課題】
　新規の自主防犯ボランティア
団体の発足。
　継続した被災地委、被災者
の安全・安心の確保対策。

【対応方向】
　引き続き住民の自主防犯意
識の向上に努め、防犯ボラン
ティア団体発足の働きかけを
行うほか、自治体や関係機
関・団体と連携し、被災者や事
業者等による自主防犯活動の
支援に取り組む。

警察本部

20 2-1

交通事故疑
似体験教育
事業（避難
者対象の交
通安全教育
事業）

1,048

　これまでと異なる生活環境にあ
る仮設住宅の避難者に対して、
「歩行環境シミュレータ」を利用し
た模擬的交通環境を再現し、実
際の道路を横断しているような
体験を通して、道路横断に関す
る効果的な交通安全教育を実施
する。

　県内21署5分庁舎管内の仮
設住宅等において、交通安全
教育を実施し、避難者等に対
する交通事故防止を図った。

　歩行環境ｼﾐｭﾚｰﾀｰによる交
通安全講習会の開催総数166
回、4,701人。（うち、仮設住宅
等21回、373人）

・地域と一体となった交通安全
活動の継続推進
・住民参加・協働による交通安
全活動の継続推進

　県内22署5分庁舎管内の仮
設住宅等において、交通安全
教育を実施し、避難者等に対
する交通事故防止を図ってい
る。

　歩行環境ｼﾐｭﾚｰﾀｰによる交
通安全講習会の開催総数45
回、1,322人。（うち、仮設住宅
等4回、137人）

【課題】
　多数の者に対する浸透方
策。

【対応方向】
　関係機関・団体と連携した幅
広い参加者の確保。

警察本部

21 2-1

空き家・ふる
さと復興支
援事業（人
口減少ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ再掲）

100,300

　被災者の住宅再建や定住人口
の確保、空き家問題の改善等を
促進するため、被災者や県外か
らの移住者が自ら居住するため
に行う空き家のリフォーム、市町
村が実施する空き家の実態調査
を支援する。

［新規］ 交付予定：
① 実態調査補助　5件
　　5,000千円
② 改修等補助　　50件
　95,000千円
③チラシ作成　　　1式
　300千円

・補助金交付要綱を制定
・各公所へ予算を配分
・チラシ作成　6/6
・広報周知（新聞、ラジオ、チラ
シ配布、説明会の開催等）

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　初年度のため、事業の周知
徹底を図る。

土木部

22 2-1

被災した子
どもの健康・
生活対策等
総合支援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

165,417

１　子どもの健やか訪問事業
　避難の長期化等に伴う課題に
対応するため、仮設住宅等に住
んでいる子育て世帯に対して、
心身の健康に関する訪問による
相談支援を行う。

２　仮設住宅に住む子どもの環
境づくり事業
　仮設住宅に住んでいる子ども
が、安心して過ごすことができる
スペースを確保し、当該スペース
において子どもたちの遊び等へ
の支援を行う者及びスペースを
管理する立場の者を確保する事
業を実施する。

［新規］ １　子ども健やか訪問事業
　　被災市町村から県内に避
難している被災児童で、1歳、4
歳、小学1年生の子どもを持つ
家庭を対象に、保健師等専門
職が家庭訪問する。

２　市町村、NPO法人に制度
の周知をはかる。

1  訪問対象者を決定し、各保
健福祉事務所毎に振り分けを
行った。

２　ニーズ調査中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　できるだけ専門職を発掘し、
効果的な相談支援を行ってい
く。
　また、子どもの交流等ができ
る場の提供を進める。 保健福祉部

23 2-1

災害救助法
による救助
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ２
再掲）

10,427,379

　災害救助法に基づき、国及び
市町村と協力して必要な救助を
実施し、東日本大震災により被
災した者の保護と社会秩序の保
全を図るため、応急仮設住宅の
供与等の応急救助を実施する。

　県内市町村、他都道府県と
連携し、東日本大震災により
被災した方へ必要な救助を実
施した。
【実績額　13,360,552千円】
内訳
・応急仮設住宅の供与（雇用
促進住宅、ＵＲ住宅、民間賃
貸住宅等借上げ料）　564,568
千円
・市町村繰替支弁（住宅の応
急修理等）　1,229,233千円
・他都道府県繰替支弁（県外
民間賃貸住宅の借上げ等）
11,445,259千円
・医療及び助産その他 9,882
千円
・救助事務費　111,610千円

　災害救助法に基づき、引き
続き必要な救助を実施する。

【６月末現在実績額 89,575千
円】
・応急仮設住宅の供与（県内
自主避難者340世帯、飯舘村
避難者 NTT社宅16世帯）
74,151千円
・救助事務費 15,424千円

【課題】
　応急仮設住宅の供与につい
ては、供与期間を平成28年3
月31日まで延長したが、恒久
住宅に円滑に移行し、被災者
の居住の安定が確保されるま
で、供与期間の更なる延長と、
供与期間終了も見据えた支援
策の検討が必要であること。

【対応方向】
　国に対して供与期間の更な
る延長と、終了後における支
援策を講ずるよう要望していく
とともに、関係部局と連携し支
援策の具体化に向けた検討を
図っていく。

生活環境部

24 2-1

森と住まい
のエコポイン
ト事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ５再
掲）

25,000

　県産木材を使用して木造住宅
の建設等を行う建築主に対し
て、県産の農林水産品等と交換
可能なポイントを交付する。

交付件数：
　105件 24,000千円

交付予定件数：
 最大120件 24,000千円

・補助金交付決定
・ポイントとの交換商品を登録
・広報周知（チラシ配布等）
・7月1日より募集開始

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の周知、活動の実施。

土木部
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25 2-1

復興まちづく
り加速支援
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ６再掲）

66,161

　復興まちづくりを加速させるた
め、避難解除等区域における商
業機能の確保等を支援するとと
もに、その他の被災地域におけ
る地域商業の復興・再生に向け
た取組に対し支援する。

［新規］ １ 避難解除等区域商業機能
回復事業
・公設商業施設運営費補助　3
件
・買い物支援ｼｽﾃﾑ保守管理
1件
２ 避難解除等区域買い物環
境確保支援事業
・商業機能存続支援　3件
３ 復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活
用事業
・専門家派遣　42件
４ 商業まちづくり復興課題対
応ﾓﾃﾞﾙ事業
・施設修繕補助　2件

1避難解除等区域商業機能回
復事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・買い物支援ｼｽﾃﾑ管理委託
契約締結
2避難解除等区域買い物環境
確保支援事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活用
事業
・専門家派遣　14件
4商業まちづくり復興課題対応
ﾓﾃﾞﾙ事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応

【課題】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動の遅滞
【対応方向】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動を活性化する
ため、引き続き、市町村や商
工会等を個別訪問し、地域の
抱える問題点の把握と解決支
援に取り組む。

【進捗率が低い理由】
・避難解除区域等の住民帰還
が進んでいないため、商業機
能回復活動が遅滞している。
これに伴い、補助申請も遅滞
している。
【進捗率向上に係る対応方
向】
・商業機能回復のための取組
み事例の紹介や活動案の提
示等により避難解除区域等に
おける問題点の解決に努め、
商業機能回復活動の活性化
を図る

商工労働部

26 2-2
災害救助法
による救助

10,427,379

　災害救助法に基づき、国及び
市町村と協力して必要な救助を
実施し、東日本大震災により被
災した者の保護と社会秩序の保
全を図るため、応急仮設住宅の
供与等の応急救助を実施する。

　県内市町村、他都道府県と
連携し、東日本大震災により
被災した方へ必要な救助を実
施した。
【実績額　13,360,552千円】
内訳
・応急仮設住宅の供与（雇用
促進住宅、ＵＲ住宅、民間賃
貸住宅等借上げ料）　564,568
千円
・市町村繰替支弁（住宅の応
急修理等）　1,229,233千円
・他都道府県繰替支弁（県外
民間賃貸住宅の借上げ等）
11,445,259千円
・医療及び助産その他 9,882
千円
・救助事務費　111,610千円

　災害救助法に基づき、引き
続き必要な救助を実施する。

【６月末現在実績額 89,575千
円】
・応急仮設住宅の供与（県内
自主避難者340世帯、飯舘村
避難者 NTT社宅16世帯）
74,151千円
・救助事務費 15,424千円

【課題】
　応急仮設住宅の供与につい
ては、供与期間を平成28年3
月31日まで延長したが、恒久
住宅に円滑に移行し、被災者
の居住の安定が確保されるま
で、供与期間の更なる延長と、
供与期間終了も見据えた支援
策の検討が必要であること。

【対応方向】
　国に対して供与期間の更な
る延長と、終了後における支
援策を講ずるよう要望していく
とともに、関係部局と連携し支
援策の具体化に向けた検討を
図っていく。

生活環境部

27 2-2

ふるさとふく
しま帰還支
援事業

456,733

　東日本大震災により県外に避
難した県民に対して、本県に帰
還するまでの間、避難先での生
活安定化を図り、最終的に本県
への帰還につなげるため、各種
情報提供や支援団体への補助
等を実施する。
　また、リアルタイムでふるさとの
状況を確認できるウェブカメラの
維持管理費を市町村に対して補
助する。

生活環境部

28 2-2

原子力賠償
被害者支援
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ２再掲）

12,295

　原子力災害により被害を受け
ている個人、事業者を対象とし
て、円滑な賠償請求・支払いが
行われるよう、弁護士による巡
回法律相談をはじめとする支援
を実施する。
１　原子力損害賠償法律相談事
業
２　原子力損害賠償巡回法律相
談事業
３　不動産鑑定士による巡回相
談

１　原子力損害賠償法律相談
　　実施回数51回 相談件数84
件数

２　原子力損害賠償巡回法律
相談
　　実施回数102回、相談件数
174件

３　不動産鑑定士巡回相談
　　実施回数62回、相談件数
255件

１　原子力損害賠償法律相談
　　実施回数48回
　　窓口対応弁護士48人（予
定）

２　原子力損害賠償巡回法律
相談
　　実施回数130回（予定）
　　相談窓口弁護士総数130
人（予定）
３　不動産鑑定士による巡回
相談
　　実施回数72回（予定）
　　相談不動産鑑定士総数72
人（予定）

１　原子力損害賠償法律相談
　　実施回数13回
　　相談件数18件数

２　原子力損害賠償巡回法律
相談
　　実施回数10回、相談件数
15件

３　不動産鑑定士巡回相談
　　実施回数13回、相談件数
22件

【課題】
　被害者の個別具体的な相談
の割合が高くなっており、適切
に対応する必要がある。

【対応方向】
　弁護士による巡回法律相談
及び不動産鑑定士による巡回
相談などを通して、引き続き、
被害者の円滑な損害賠償請
求手続の支援に取り組む。

生活環境部 　

29 2-2

ふくしま就職
応援セン
ター運営事
業【緊急雇
用創出事
業】（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ２再掲）

137,105

　緊急雇用創出事業を活用し、
被災者等が自立した生活を取り
戻すことを支援するため、県内5
か所に窓口を設置するとともに、
県内外の仮設住宅等を巡回し、
きめ細かな就職相談や職業紹
介を実施する。

・利用者数：21,600人
・巡回就職相談回数：4,603回
・県内企業訪問数：7,785社
・求職登録者数：1,656人
・就職決定者数：1,200人

・利用者数：20,500人以上
・巡回就職相談回数：
　　　　　　　　　　3,800回以上
・県内企業訪問数：8,000社以
上
・求職登録者数：
・就職決定者数：1,200人以上

・利用者数：3,354人
・巡回就職相談回数：596回
・県内企業訪問数：1,245社
・求職登録者数：276人
・就職決定者数：188人
（5月末現在）

【課題】
　年齢や職種、スキル等のミス
マッチの解消。

【対応方向】
　引き続き、きめ細かい就職相
談や職業紹介を実施していく。

商工労働部

１ 地元紙提供事業
　全国の公共施設等に地元紙
（民報・民友）を送付し、避難者
に対してふるさと福島の情報
提供を行った。
【送付先】46都道府県513カ所
に対し、週2回送付（H26.3.31
現在）
２ 広報誌等送付事業
　原発特例法対象地域（川俣
町を除く12市町村）からの避難
世帯に対し、国・県・市町村の
広報誌やお知らせ、地元紙の
ダイジェスト版をDMで送付。
【発送世帯・回数】約43,000世
帯へ月2回発送。
３ 地域情報紙の発行
　避難者向け地域情報紙を月
1回、約10万部発行し、全国の
交流拠点や公共施設等に発
送。年2回は拡大版、年4回は
子育て世帯向けの特集号を発
行。
【発送先】公共施設等約1,600
箇所
４ 県外避難者支援事業
　県外において、避難者に対し
て支援事業を行う団体に対
し、その経費の一部を助成。
【交付実績】27都府県90団体。
　また、支援情報の収集・発信
や支援団体間のネットワーク
を構築する人員として、全国各
地の主要な支援団体から「地
域調整員」を配置。これに合わ
せ、支援情報を掲載したＨＰを
開設。
５ ウェブカメラ設置
　維持管理費を交付（双葉地
方広域市町村圏組合、南相馬
市、飯舘村）。

１ 地元紙提供事業
　送付先施設や読者等へのア
ンケートを実施することによ
り、より避難者ニーズに即した
事業とする。
２ 広報誌等送付事業
　これまでの送付先に加え、そ
れ以外の市町村からの県外
自主避難世帯にも対象を拡大
し、広報誌等を送付する。市町
村と連携し、地域の復興に向
けた取組を伝える広報物の提
供に努める。
３ 地域情報紙の発行
　引き続き25年度と同様の頻
度で発行するとともに、支援団
体等と連携し、避難者ニーズ
に即した情報を提供する。
４ 県外避難者支援事業
　左記に加え、避難者の相談
に対する案内窓口を開設し、
避難者のニーズに対応する。
また、県民を県外に派遣し、福
島の正しい情報を伝えること
で、県外避難者に帰還のため
の判断材料を提供する。
５ ウェブカメラ設置
　前年度に続き、維持管理費
を交付（双葉地方広域市町村
圏組合、南相馬市、飯舘村）

１ 地元紙提供事業
【送付先】46都道府県461箇所
（491部）に週2回送付
（H26.6.30時点）
２ 広報誌等送付事業
【発送世帯等】
・原発特例法指定12市町村か
らの県内・県外避難世帯約
42,000世帯に月2回送付
・県外自主避難世帯約5,500世
帯に月1回送付
３ 地域情報紙
・第19号～第20号発行（計2
回）
【送付先】47都道府県など約
1,600箇所、広報誌等送付事
業により避難者世帯に送付。
（約10万部発行）
４ 県外避難者支援事業
・5/23 補助金交付決定 全国
23都府県86団体
【主な事業】
・避難者交流サロン運営事業
・避難者交流会開催事業
・避難者からの相談受付事業
・避難者宅の訪問等による見
守り事業
５ ウェブカメラ設置
　交付決定済み（双葉地方広
域市町村圏組合(4/1)、南相馬
市(4/1)、飯舘村(4/1)）

【課題】
　避難生活が長期化するなか
にあって、ふるさととのきずな
を維持し、将来的な帰還に繋
げるため、避難者に寄り添っ
た支援活動の継続と、避難者
のニーズに対応した情報発信
の充実が必要である。

【対応方向】
　県内の民間団体と連携して
新たに避難者向け総合相談
窓口を開設し、避難者への相
談体制の充実強化を図るとと
もに、県独自に整備した避難
者情報データベースや意向調
査の結果を反映させながら、
より正確な避難者の実態や
ニーズを把握し、きめ細かな
情報発信に努めていく。

（ウェブカメラ）
【課題】
　カメラの維持管理。

【対応方向】
　引き続き、カメラの維持管理
経費を交付し、ウェブカメラに
よる住民への情報提供を支援
する。

9
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30 2-2

被災市町村
に対する人
的支援事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ２
再掲）

8,677

　震災や原子力災害等の一連の
災害により、被災市町村におい
ては著しい業務量の増加に伴っ
てマンパワー不足が続いてお
り、復旧・復興に携わる職員の確
保が急務であることから、被災
市町村に対して職員の確保のた
めの支援事業を実施する。

１　被災市町村職員確保対策
等連絡会議を開催し、被災市
町村の職員確保に向けての情
報を共有した。（4/26,2/6,3/25
年3回実施）
２　被災市町村において不足
する職員確保のため、被災3
県合同で、全国の市長会の会
議の場や都道府県、町村会を
訪問し、人的支援の要請活動
を行った。(27都府県)
３　平成25年4月から任期付県
職員を14市町村へ27名派遣し
た。
　さらに平成26年度に追加派
遣するため、公募、選考を行
い、8名の採用が内定した。(土
木4名、保健師4名）
４　国見町・富岡町による合同
採用試験を実施し、必要とす
る職員を確保した（国見町：土
木1名、富岡町：保健師3名）。

１　被災市町村職員確保等連
絡会議の開催(年3回程度）
２　総務省スキーム等による
職員派遣に係る被災3県合同
訪問要請活動（6～11月頃）
３　市町村派遣任期付県職員
の追加派遣検討
４　市町村職員合同採用試験
の実施（6/1説明会、7/6試験
実施）
５　市町村OB職員、第三セク
ター等職員活用（年間）
６　復興庁スキームなど人的
支援方策についての情報提
供、その他助言（年間）

１　被災市町村職員確保等対
策等連絡会議を開催し、被災
市町村の職員確保に向けての
情報を共有した（6/27実施）。
２　被災市町村において不足
する職員確保のため、被災3
県合同訪問要請活動を開始し
た（長野県）。
３　平成26年度から任期付県
職員を8名（3市町）追加派遣
し、合計29名（10市町村）派遣
した。
４　南相馬市、大熊町、富岡
町、川内村による合同採用試
験説明会を東京都庁で実施し
た（6/1実施）。

【課題】
　復興・再生業務の本格化に
伴い、土木・保健師などの専
門職の不足への対応が必要
である。

【対応方向】
　市町村の職員採用を支援す
るとともに、任期付県職員の採
用・派遣などによる直接的な
支援を行っていく。

総務部 　

31 2-2

ふるさとの絆
電子回覧板
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ９再掲）

59,704

　避難者とふるさとの絆を維持す
るため、原発避難者特例法に基
づく市町村から県内外へ避難し
た人たちに行政情報をリアルタ
イムで配信し、併せてふるさとの
画像なども配信する。

　県内外に避難された方々
に、通信機能付きデジタルフォ
トフレームやタブレット端末　を
配付し、県及び市町村の行政
情報やふるさとの画像、復興
に向けた動きなどをリアル　タ
イムで情報配信し、ふるさとと
の絆の維持を図った。
・デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年3月末現在）：22,560台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）
・全体稼働率：41.4％

・公益社団法人に業務委託
し、原発避難者特例法に基づ
く指定市町村のうち事業希望
の9市町村において情報発信
業務を支援。
（平成25年度から飯舘村が追
加）
・各市町村の状況に応じたサ
ポートを行い、避難者にとって
必要な情報のわかりやすい発
信に努める。

○デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年6月末現在）：22,495台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）

○全体稼働率：40.5％

【課題】
　端末の更なる利用向上。

【対応方向】
　県内外における端末利用講
習会などにより、利用を促進
する。

知事直轄

32 2-3

市町村復
興・地域づく
り支援事業
（人口減少ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ再掲）

114,176

　県民自らが主体的に復興に向
けた活動に参画していく意識を
醸成するため、民間団体や行政
との連絡調整を行う人材の育成
と地域おこし活動の促進を目的
として、意欲ある人材を県内外
から募り、一定期間雇用するしく
みを構築する。
　被災地の実情に応じた住民主
体の地域活動を支援する復興支
援員及びこれらの復興支援員を
支える復興支援専門員を設置す
る。

■採用決定数10名（専門員3、
相馬市2、新地町3、川内村2）

■3/1着任者数5名（専門員2、
相馬市1、新地町2）
残り5名は4/1に着任。

■県設置復興支援（専門）員
活動者数
H26年度当初10名　→　H26年
度末22名
■市町村設置復興支援員活
動者数
H25年度末30名　→　H26年度
末60名
■復興支援員研修会等開催
回数
H25年度0回　→　H26年度5回

■県設置復興支援（専門）員
数12名。

■市町村設置復興支援員数
44名

■復興支援員研修会開催数
 5/16第1回研修会開催。
 年度内に全6回開催予定。

【課題】
　復興支援員制度の定着を図
るため、支援員の能力向上・
設置数の増加が必要。

【対応方向】
　復興支援員専門員が中心と
なって市町村に対して自ら復
興支援員の設置を働きかける
とともに、研修会の開催により
復興支援員の質の向上を図
る。

企画調整部

33 2-3

空き家・ふる
さと復興支
援事業（人
口減少ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ再掲）

100,300

　被災者の住宅再建や定住人口
の確保、空き家問題の改善等を
促進するため、被災者や県外か
らの移住者が自ら居住するため
に行う空き家のリフォーム、市町
村が実施する空き家の実態調査
を支援する。

［新規］ 交付予定：
① 実態調査補助　5件
　　5,000千円
② 改修等補助　　50件
　95,000千円
③チラシ作成　　　1式
　300千円

・補助金交付要綱を制定
・各公所へ予算を配分
・チラシ作成　6/6
・広報周知（新聞、ラジオ、チラ
シ配布、説明会の開催等）

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　初年度のため、事業の周知
徹底を図る。

土木部

34 2-3

緊急雇用創
出事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

31,725,586

　国から交付された緊急雇用創
出事業臨時特例交付金を基に
造成した福島県原子力災害等復
興基金等を活用し、被災求職者
の就労支援、雇用創出を産業施
策と一体的に取り組む事業等に
より、本県産業の本格的な復興
と雇用の創出を図る。

１　震災対応等事業
２　ふくしま産業復興雇用支援事
業
３　地域雇用再生・創出モデル事
業

１　震災対応等事業
　　雇用実績：13,243人
　　目標達成率：151.9％
　　　　　（13,243÷8,720）
２　ふくしま産業復興雇用支援
事業
　雇用実績：
　19,355人（支給決定）
　18,900人（支給対象）
　支給対象事業所数：
　3,515事業所
　目標達成率：
　86.4％（19,355÷22,400）
３　地域雇用再生・創出モデル
事業
　雇用実績：905人
　目標達成率：
　101.1％（905÷895）

１　震災対応等事業
　　雇用創出人数：約6,500人

２　ふくしま産業復興雇用支援
事業
　　雇用創出人数：約32,000人

３　地域雇用再生・創出モデル
事業
　　雇用創出人数：約900人

※２及び３の事業の実績は、
平成23年度からの継続雇用
分

１ 震災対応等事業
　　4,185人
　　目標達成率：
　　68.0％（4,185÷6,450）
２ ふくしま産業復興雇用支援
事業
　　19,345人　3,515事業所
　　目標達成率：61.0％
　　　　（19,355÷31,749）
３ 地域雇用再生・創出モデル
事業
　　雇用実績：905名
　　目標達成率：98.8％
　　　　　　　（905÷916）
(5月末現在)
※２及び３の事業の実績は、
平成23年度からの継続雇用
分。

【課題】
・制度の趣旨に則した事業の
適正執行

【対応方向】
（共通）
・事業の趣旨に則した制度の
厳格化により一層努める。
（ふくしま産業復興雇用支援事
業）
・今年度の募集開始は7月16
日。
・早急な支払が求められてい
るため、今年度採択分より支
払回数を年2回から年1回に変
更するなど、事務の見直しを
随時実施する。

商工労働部


35 2-3

ふくしま就職
応援セン
ター運営事
業【緊急雇
用創出事
業】（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ２再掲）

137,105

　緊急雇用創出事業を活用し、
被災者等が自立した生活を取り
戻すことを支援するため、県内5
か所に窓口を設置するとともに、
県内外の仮設住宅等を巡回し、
きめ細かな就職相談や職業紹
介を実施する。

・利用者数：21,600人
・巡回就職相談回数：4,603回
・県内企業訪問数：7,785社
・求職登録者数：1,656人
・就職決定者数：1,200人

・利用者数：20,500人以上
・巡回就職相談回数：
　　　　　　　　　　3,800回以上
・県内企業訪問数：8,000社以
上
・求職登録者数：
・就職決定者数：1,200人以上

・利用者数：3,354人
・巡回就職相談回数：596回
・県内企業訪問数：1,245社
・求職登録者数：276人
・就職決定者数：188人
（5月末現在）

【課題】
　年齢や職種、スキル等のミス
マッチの解消。

【対応方向】
　引き続き、きめ細かい就職相
談や職業紹介を実施していく。

商工労働部

36 2-3

ふるさと福島
Ｆターン就職
支援事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

15,161

　県内企業への就職を希望する
学生や被災求職者等の県内就
職を促進するため、福島市に相
談窓口を設置し、きめ細かな就
職相談や職業紹介を実施する。

○ふるさと福島就職情報セン
ター福島窓口
・Ｆターンコーディネーター
　　3名配置
・利用者数：4,004人
・企業訪問数：659社
・登録者数：632人
・就職決定者数：359人

・利用者数：3,400人以上
・企業訪問数：50社以上
・登録者数：
・就職決定件数：350人以上

・利用者数：539人
・企業訪問数：0人
・登録者数：66人
・就職決定件数：42人
（5月末現在）

【課題】
・スタッフ2名体制での支援
サービスの維持。
・県内就職促進、ミスマッチの
解消。

【対応方向】
　東京窓口や応援センターとも
連携し、きめ細かい就職相談
や職業紹介を行うとともに、県
内企業の魅力情報を発信し県
内就職の促進を図る。

商工労働部

37 2-3

道路施設整
備関連調査
事業（再生・
復興）（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

10,000

　飯舘村は、震災からの復興、
帰村に向けて、雇用と産業・交流
拠点施設「までい館(仮称)」整備
の検討を進めている。
　避難住民や復興事業従事者な
どの道路利用者の安全・安心を
確保するため、「までい館（仮
称）」整備計画に併せて、休憩施
設整備の調査設計を行う。

［新規］ 　飯館村の整備計画と調整を
図り、調査設計を進める。

　速やかに休憩施設整備の調
査設計に着手できるよう発注
準備を進めている。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　飯館村と調整を図り計画を
進める。

土木部
避難地域復興局

10
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38 2-3

安心耐震サ
ポート事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ２
再掲）

27,500

　東日本大震災の教訓を踏ま
え、災害に強く安全・安心なまち
づくりを推進するため、市町村が
木造住宅の耐震改修に補助す
る場合、その費用の一部を補助
する。

　Ｈ25補助実績
　　6戸　1,149（千円）

・市町村の事業化の誘導
・制度の周知、啓発
・補助対象の掘り起こし
・予定戸数　150戸

・各公所へ予算を配分。
・広報周知（新聞、チラシ配
布、説明会の開催等）。
・市町村で対象者を募集中。

【課題】
・市町村の事業化の周知。
・県民への周知。
・補助対象の掘り起こし。

【対応方向】
・市町村と連携し、事業を推
進

土木部

39 2-3

安全安心耐
震促進事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ２
再掲）

8,625

　県民の安全・安心を確保する
ため、昭和56年以前に建築され
た木造住宅の耐震診断及び補
強計画の策定に取り組む市町村
を支援する。

・木造住宅の耐震化を促進す
るため、耐震診断事業を実施
する市町村へ支援を行った。
・Ｈ25補助実績
　131戸　4,673（千円）

・市町村の事業化の誘導。
・制度の周知、啓発。
・補助対象の掘り起こし。
・予定戸数　230戸

・各公所へ予算を配分。
・広報周知（新聞、チラシ配
布、説明会の開催等）。
・市町村で対象者を募集中。

【課題】
・県民への周知。
・補助対象の掘り起こし。

【対応方向】
・市町村と連携し、事業を推
進。

土木部

40 2-3

ふるさとふく
しま帰還支
援事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

456,733

　東日本大震災により県外に避
難した県民に対して、本県に帰
還するまでの間、避難先での生
活安定化を図り、最終的に本県
への帰還につなげるため、各種
情報提供や支援団体への補助
等を実施する。
　また、リアルタイムでふるさとの
状況を確認できるウェブカメラの
維持管理費を市町村に対して補
助する。

生活環境部

41 2-3

被災市町村
に対する人
的支援事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ２
再掲）

8,677

　震災や原子力災害等の一連の
災害により、被災市町村におい
ては著しい業務量の増加に伴っ
てマンパワー不足が続いてお
り、復旧・復興に携わる職員の確
保が急務であることから、被災
市町村に対して職員の確保のた
めの支援事業を実施する。

１　被災市町村職員確保対策
等連絡会議を開催し、被災市
町村の職員確保に向けての情
報を共有した。（4/26,2/6,3/25
年3回実施）
２　被災市町村において不足
する職員確保のため、被災3
県合同で、全国の市長会の会
議の場や都道府県、町村会を
訪問し、人的支援の要請活動
を行った。(27都府県)
３　平成25年4月から任期付県
職員を14市町村へ27名派遣し
た。
　さらに平成26年度に追加派
遣するため、公募、選考を行
い、8名の採用が内定した。(土
木4名、保健師4名）
４　国見町・富岡町による合同
採用試験を実施し、必要とす
る職員を確保した（国見町：土
木1名、富岡町：保健師3名）。

１　被災市町村職員確保等連
絡会議の開催(年3回程度）
２　総務省スキーム等による
職員派遣に係る被災3県合同
訪問要請活動（6～11月頃）
３　市町村派遣任期付県職員
の追加派遣検討
４　市町村職員合同採用試験
の実施（6/1説明会、7/6試験
実施）
５　市町村OB職員、第三セク
ター等職員活用（年間）
６　復興庁スキームなど人的
支援方策についての情報提
供、その他助言（年間）

１　被災市町村職員確保等対
策等連絡会議を開催し、被災
市町村の職員確保に向けての
情報を共有した（6/27実施）。
２　被災市町村において不足
する職員確保のため、被災3
県合同訪問要請活動を開始し
た（長野県）。
３　平成26年度から任期付県
職員を8名（3市町）追加派遣
し、合計29名（10市町村）派遣
した。
４　南相馬市、大熊町、富岡
町、川内村による合同採用試
験説明会を東京都庁で実施し
た（6/1実施）。

【課題】
　復興・再生業務の本格化に
伴い、土木・保健師などの専
門職の不足への対応が必要
である。

【対応方向】
　市町村の職員採用を支援す
るとともに、任期付県職員の採
用・派遣などによる直接的な
支援を行っていく。

総務部 　

42 2-3

ふくしま回帰
就職応援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

27,677

　福島県内に就職を希望してい
る首都圏の学生や若年者等を
対象として、東京窓口での就職
相談や県内企業の情報発信、合
同企業説明会の開催等の就職
支援を通じて、県内回帰、ミス
マッチの解消を図り、本県産業
の復興につなげる。
１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口運営事業
２　知事メッセージ伝達事業
　 本県の未来を担う人材となる
新規高卒者に対して、知事から
のメッセージを伝達する。
３　企業見学訪問バスツアー
　首都圏及び県内の学生を対象
として、成長産業分野や福祉介
護等県内事業所の魅力を伝える
ことにより、県内への就職促進
や職業意識の醸成、県内企業の
人材確保の支援を行う。
４　Ｆターン就職ガイダンスの開
催
　合同企業説明会を開催し、若
年者の県内企業への就職を支
援する。

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・　Ｆターンコーディネーター3
名配置
・　利用者数：3,136人、
・大学等訪問数：391件
・登録者数：601人、就職決定
者数：109人
２　新規高卒者知事メッセー
ジ：19,110人
３　Ｆターン就職ガイダンス
・実施日：東京会場：平成25年
12月1日（日）
 郡山会場：平成25年12月15
日（日）
・セミナー参加者数：354人、
・合同企業説明会参加者数：
880人
・参加企業数：161社
※ふるさと福島若年者就職サ
ポート事業と統廃合

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・利用者数：2,500人以上
・大学等訪問数：340校以上
・県内への就職決定件数：100
人以上
２　新規高卒者知事メッセー
ジ：新規高卒者対象
３　企業見学訪問バスツアー
　計7回実施
４　Ｆターン就職ガイダンス
・27年3月に東京と福島で各1
回開催

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・利用者数：392人
・大学等訪問数：88校
･登録者数：50人
・県内への就職決定件数：36
人
（5月末現在）
２　新規高卒者知事メッセージ
　2月に実施予定
３　企業見学訪問バスツアー
　業務委託企画コンペ公告
　　　　　　　　　　　　　6月25日
　企画コンペ7月17日予定
４　Ｆターン就職ガイダンス
　　3と同じ

【課題】
　首都圏の学生等の県内就職
促進と復興を担う人材の確保

【対応方向】
　東京窓口において、福島窓
口や応援センターとも連携し
て、きめ細かい就職相談や職
業紹介を行うとともに、企業見
学や合同説明会の開催による
県内企業の魅力情報の発信
により県内への就職促進、人
材確保、ミスマッチの解消を図
る。 商工労働部

１ 地元紙提供事業
　全国の公共施設等に地元紙
（民報・民友）を送付し、避難者
に対してふるさと福島の情報
提供を行った。
【送付先】46都道府県513カ所
に対し、週2回送付（H26.3.31
現在）
２ 広報誌等送付事業
　原発特例法対象地域（川俣
町を除く12市町村）からの避難
世帯に対し、国・県・市町村の
広報誌やお知らせ、地元紙の
ダイジェスト版をDMで送付。
【発送世帯・回数】約43,000世
帯へ月2回発送。
３ 地域情報紙の発行
　避難者向け地域情報紙を月
1回、約10万部発行し、全国の
交流拠点や公共施設等に発
送。年2回は拡大版、年4回は
子育て世帯向けの特集号を発
行。
【発送先】公共施設等約1,600
箇所
４ 県外避難者支援事業
　県外において、避難者に対し
て支援事業を行う団体に対
し、その経費の一部を助成。
【交付実績】27都府県90団体。
　また、支援情報の収集・発信
や支援団体間のネットワーク
を構築する人員として、全国各
地の主要な支援団体から「地
域調整員」を配置。これに合わ
せ、支援情報を掲載したＨＰを
開設。
５ ウェブカメラ設置
　維持管理費を交付（双葉地
方広域市町村圏組合、南相馬
市、飯舘村）。

１ 地元紙提供事業
　送付先施設や読者等へのア
ンケートを実施することによ
り、より避難者ニーズに即した
事業とする。
２ 広報誌等送付事業
　これまでの送付先に加え、そ
れ以外の市町村からの県外
自主避難世帯にも対象を拡大
し、広報誌等を送付する。市町
村と連携し、地域の復興に向
けた取組を伝える広報物の提
供に努める。
３ 地域情報紙の発行
　引き続き25年度と同様の頻
度で発行するとともに、支援団
体等と連携し、避難者ニーズ
に即した情報を提供する。
４ 県外避難者支援事業
　左記に加え、避難者の相談
に対する案内窓口を開設し、
避難者のニーズに対応する。
また、県民を県外に派遣し、福
島の正しい情報を伝えること
で、県外避難者に帰還のため
の判断材料を提供する。
５ ウェブカメラ設置
　前年度に続き、維持管理費
を交付（双葉地方広域市町村
圏組合、南相馬市、飯舘村）

１ 地元紙提供事業
【送付先】46都道府県461箇所
（491部）に週2回送付
（H26.6.30時点）
２ 広報誌等送付事業
【発送世帯等】
・原発特例法指定12市町村か
らの県内・県外避難世帯約
42,000世帯に月2回送付
・県外自主避難世帯約5,500世
帯に月1回送付
３ 地域情報紙
・第19号～第20号発行（計2
回）
【送付先】47都道府県など約
1,600箇所、広報誌等送付事
業により避難者世帯に送付。
（約10万部発行）
４ 県外避難者支援事業
・5/23 補助金交付決定 全国
23都府県86団体
【主な事業】
・避難者交流サロン運営事業
・避難者交流会開催事業
・避難者からの相談受付事業
・避難者宅の訪問等による見
守り事業
５ ウェブカメラ設置
　交付決定済み（双葉地方広
域市町村圏組合(4/1)、南相馬
市(4/1)、飯舘村(4/1)）

【課題】
　避難生活が長期化するなか
にあって、ふるさととのきずな
を維持し、将来的な帰還に繋
げるため、避難者に寄り添っ
た支援活動の継続と、避難者
のニーズに対応した情報発信
の充実が必要である。

【対応方向】
　県内の民間団体と連携して
新たに避難者向け総合相談
窓口を開設し、避難者への相
談体制の充実強化を図るとと
もに、県独自に整備した避難
者情報データベースや意向調
査の結果を反映させながら、
より正確な避難者の実態や
ニーズを把握し、きめ細かな
情報発信に努めていく。

（ウェブカメラ）
【課題】
　カメラの維持管理。

【対応方向】
　引き続き、カメラの維持管理
経費を交付し、ウェブカメラに
よる住民への情報提供を支援
する。
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２　生活再建支援プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

43 2-3

復興まちづく
り加速化支
援事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ６再
掲）

66,161

　復興まちづくりを加速させるた
め、避難解除等区域における商
業機能の確保等を支援するとと
もに、その他の被災地域におけ
る地域商業の復興・再生に向け
た取組に対し支援する。

［新規］ １ 避難解除等区域商業機能
回復事業
・公設商業施設運営費補助　3
件
・買い物支援ｼｽﾃﾑ保守管理
1件
２ 避難解除等区域買い物環
境確保支援事業
・商業機能存続支援　3件
３ 復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活
用事業
・専門家派遣　42件
４ 商業まちづくり復興課題対
応ﾓﾃﾞﾙ事業
・施設修繕補助　2件

1避難解除等区域商業機能回
復事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・買い物支援ｼｽﾃﾑ管理委託
契約締結
2避難解除等区域買い物環境
確保支援事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活用
事業
・専門家派遣　14件
4商業まちづくり復興課題対応
ﾓﾃﾞﾙ事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応

【課題】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動の遅滞
【対応方向】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動を活性化する
ため、引き続き、市町村や商
工会等を個別訪問し、地域の
抱える問題点の把握と解決支
援に取り組む。

【進捗率が低い理由】
・避難解除区域等の住民帰還
が進んでいないため、商業機
能回復活動が遅滞している。
これに伴い、補助申請も遅滞
している。
【進捗率向上に係る対応方
向】
・商業機能回復のための取組
み事例の紹介や活動案の提
示等により避難解除区域等に
おける問題点の解決に努め、
商業機能回復活動の活性化
を図る

商工労働部

44 2-4

被災市町村
に対する人
的支援事業

8,677

　震災や原子力災害等の一連の
災害により、被災市町村におい
ては著しい業務量の増加に伴っ
てマンパワー不足が続いてお
り、復旧・復興に携わる職員の確
保が急務であることから、被災
市町村に対して職員の確保のた
めの支援事業を実施する。

１　被災市町村職員確保対策
等連絡会議を開催し、被災市
町村の職員確保に向けての情
報を共有した。（4/26,2/6,3/25
年3回実施）
２　被災市町村において不足
する職員確保のため、被災3
県合同で、全国の市長会の会
議の場や都道府県、町村会を
訪問し、人的支援の要請活動
を行った。(27都府県)
３　平成25年4月から任期付県
職員を14市町村へ27名派遣し
た。
　さらに平成26年度に追加派
遣するため、公募、選考を行
い、8名の採用が内定した。(土
木4名、保健師4名）
４　国見町・富岡町による合同
採用試験を実施し、必要とす
る職員を確保した（国見町：土
木1名、富岡町：保健師3名）。

１　被災市町村職員確保等連
絡会議の開催(年3回程度）
２　総務省スキーム等による
職員派遣に係る被災3県合同
訪問要請活動（6～11月頃）
３　市町村派遣任期付県職員
の追加派遣検討
４　市町村職員合同採用試験
の実施（6/1説明会、7/6試験
実施）
５　市町村OB職員、第三セク
ター等職員活用（年間）
６　復興庁スキームなど人的
支援方策についての情報提
供、その他助言（年間）

１　被災市町村職員確保等対
策等連絡会議を開催し、被災
市町村の職員確保に向けての
情報を共有した（6/27実施）。
２　被災市町村において不足
する職員確保のため、被災3
県合同訪問要請活動を開始し
た（長野県）。
３　平成26年度から任期付県
職員を8名（3市町）追加派遣
し、合計29名（10市町村）派遣
した。
４　南相馬市、大熊町、富岡
町、川内村による合同採用試
験説明会を東京都庁で実施し
た（6/1実施）。

【課題】
　復興・再生業務の本格化に
伴い、土木・保健師などの専
門職の不足への対応が必要
である。

【対応方向】
　市町村の職員採用を支援す
るとともに、任期付県職員の採
用・派遣などによる直接的な
支援を行っていく。

総務部 　

45 2-4

復興公営住
宅整備促進
事業

62,442,426

　原子力災害により、長期避難
を余儀なくされている方々の居
住の安定を確保するため、県が
復興公営住宅を整備する。

　第二次福島県復興公営住宅
整備計画をH25.12月に策定
し、全体の整備戸数を4,890戸
とした。（第一次計画から1,190
戸拡大）
　県営復興公営住宅につい
て、1,157戸分の用地を確保
し、うち1,129戸の建築設計に
着手、472戸の建築工事に着
手した。
　また、県代行による整備につ
いて、67戸の造成設計に着手
した。

　早期に第2次復興公営住宅
整備計画の全4，890戸分の用
地確保を図る。
　また、様々な整備手法・発注
方式を検討しながら、早期整
備に努める。

【6月末実績】
・交付申請戸数：3931戸
・用地取得完了：1723戸
・建築設計着手：1389戸
・建築工事着手：730戸

【課題】
・早急な用地の確保。
・住宅の供給能力の向上。
・資材や人件費高騰への対
応、入札不調に対する対策。

【対応方向】
・用地買収を推進するため、
（仮称）加速化会議の随時開
催。
・新たな整備手法や発注方式
を検討し、供給能力の向上を
図る。
・発注規模、工法・構造の検討
を行い、必要に応じて復興庁、
国交省と調整する。

避難地域
復興局
土木部

46 2-4

復興公営住
宅入居支援
事業

61,333

　復興公営住宅の入居対象者で
ある居住制限者は、全国に約３
万世帯避難しており、膨大な数
の問合せへの対応及び募集・選
定業務を円滑かつ適正に執行
するため委託業務を行う。

　入居募集等に関する問合せ
等に対し、情報提供を行った。
・入居、住宅、家賃、その他
　各項目の計（重複あり）
　3,485件
・問合せ実人員　907名

　　入居募集等問合せ等に対
し、引き続き情報提供を行い、
入居申込みの受付及び抽選
等を的確かつ円滑に実施す
る。

・入居募集に関する問合せ
　5,998件
　問合せ実人員　2,289人
・入居申込受付　922件
  申込書記載漏れ等の電話
    確認　459件

【課題】
　定員に満たなかった場合の
再募集。

【対応方向】
　募集の広報・周知の的確な
実施を図る。

土木部

47 2-5

災害救助法
による救助
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ２
再掲）

10,427,379

　災害救助法に基づき、国及び
市町村と協力して必要な救助を
実施し、東日本大震災により被
災した者の保護と社会秩序の保
全を図るため、応急仮設住宅の
供与等の応急救助を実施する。

　県内市町村、他都道府県と
連携し、東日本大震災により
被災した方へ必要な救助を実
施した。
【実績額　13,360,552千円】
内訳
・応急仮設住宅の供与（雇用
促進住宅、ＵＲ住宅、民間賃
貸住宅等借上げ料）　564,568
千円
・市町村繰替支弁（住宅の応
急修理等）　1,229,233千円
・他都道府県繰替支弁（県外
民間賃貸住宅の借上げ等）
11,445,259千円
・医療及び助産その他 9,882
千円
・救助事務費　111,610千円

　災害救助法に基づき、引き
続き必要な救助を実施する。

【６月末現在実績額 89,575千
円】
・応急仮設住宅の供与（県内
自主避難者340世帯、飯舘村
避難者 NTT社宅16世帯）
74,151千円
・救助事務費 15,424千円

【課題】
　応急仮設住宅の供与につい
ては、供与期間を平成28年3
月31日まで延長したが、恒久
住宅に円滑に移行し、被災者
の居住の安定が確保されるま
で、供与期間の更なる延長と、
供与期間終了も見据えた支援
策の検討が必要であること。

【対応方向】
　国に対して供与期間の更な
る延長と、終了後における支
援策を講ずるよう要望していく
とともに、関係部局と連携し支
援策の具体化に向けた検討を
図っていく。

生活環境部

48 2-5

ふるさとの絆
電子回覧板
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ９再掲）

59,704

　避難者とふるさとの絆を維持す
るため、原発避難者特例法に基
づく市町村から県内外へ避難し
た人たちに行政情報をリアルタ
イムで配信し、併せてふるさとの
画像なども配信する。

　県内外に避難された方々
に、通信機能付きデジタルフォ
トフレームやタブレット端末　を
配付し、県及び市町村の行政
情報やふるさとの画像、復興
に向けた動きなどをリアル　タ
イムで情報配信し、ふるさとと
の絆の維持を図った。
・デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年3月末現在）：22,560台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）
・全体稼働率：41.4％

・公益社団法人に業務委託
し、原発避難者特例法に基づ
く指定市町村のうち事業希望
の9市町村において情報発信
業務を支援。
（平成25年度から飯舘村が追
加）
・各市町村の状況に応じたサ
ポートを行い、避難者にとって
必要な情報のわかりやすい発
信に努める。

○デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年6月末現在）：22,495台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）

○全体稼働率：40.5％

【課題】
　端末の更なる利用向上。

【対応方向】
　県内外における端末利用講
習会などにより、利用を促進
する。

知事直轄
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 3-1

地域リハビリ
テーション支
援体制整備
推進事業

3,821

  高齢者や障がい者が、それぞ
れの状態に応じた適切なリハビ
リテーションが実施され、住み慣
れた地域において生き生きとし
た生活を送ることができるよう、
地域リハビリテーション支援体制
の整備を図る。
　また、震災により、避難生活を
余儀なくされた仮設住宅や借り
上げ住宅等の高齢者の介護予
防を図るため、専門的立場から
圏域における支援活動の検討
と、支援者等に対する研修等を
行う。
１　地域リハビリテーション協議
会の運営
２　地域リハビリテーション広域
支援センターの運営
３　仮設住宅等における生活機
能支援事業（生活機能の低下防
止の研修会等）

１　地域リハビリテーション協
議会の運営　1回開催

２　地域リハビリテーション広
域支援センターの運営
・6圏域の7医療機関に委託し
て実施。
・地域リハビリテーション研究
大会、テクノエイド研修会を各
１回開催。
３　仮設住宅等における生活
機能支援事業
・10市町村の仮設住宅等入居
者を対象に、4医療機関に委
託して実施。

１　地域リハビリテーション協
議会の運営
・１回開催予定。
２　地域リハビリテーション広
域支援センターの運営
・6圏域7医療機関に委託して
実施。
・地域リハビリテーション研究
大会、テクノエイド研修会を各
1回開催予定。
３　仮設住宅等における生活
機能支援事業
・10市町村の仮設住宅等入居
者を対象に、4医療機関に委
託して実施予定。

１　協議会を27年2月に開催予
定
２　6圏域7医療機関と委託契
約済み。
　各広域支援センターで計画
書をもとに事業実施中。
３　4医療機関と委託契約し、
概算払いで支払い済み。4医
療機関で計画書にも基づき、
事業実施中。

【課題】
　民間借り上げ住宅入居者や
閉じこもり高齢者への対応。

【対応方向】
　医療機関と避難元、避難先
市町村との協力体制構築。

保健福祉部

2 3-1

児童福祉施
設等給食体
制整備事業

487,904

　児童福祉施設等の給食用食材
に対する保護者等の不安を軽減
し、給食に関してより一層の安
全・安心を確保するため、児童
福祉施設等の給食の検査体制
の整備を図る。
１　児童養護施設等給食検査体
制整備事業
２　保育所等給食検査体制整備
事業
３　障がい児施設等給食検査体
制整備事業

１　児童養護施設等給食検査
体制整備事業
【対象施設】
・児童養護施設　8カ所
・児童相談所　4カ所
・乳児院　1カ所
・児童自立支援施設　1カ所
・女性のための相談支援セン
ター　１カ所
２　保育所等給食検査体制整
備事業
・39市町村　255施設
３　障がい児施設給食検査体
制整備事業
・7施設（1市5法人）に対して試
料代、人件費等計7,482千円
の補助を行った。

１　引き続き適切に対応する。
２　給食に関してより一層の安
全・安心を確保するため、、引
き続き平成25年度の事業を継
続する。
３　障がい児施設給食検査体
制整備業務
・5法人6施設と委託契約を締
結し、継続して給食検査の支
援を図る。

１　児童養護施設等
  県有施設７施設へ予算配当
済。8法人と委託契約。
　委託額 合計：26,564千円
２　保育所等
　補助市町村　38市町村
　内示額　　 103,180千円
３　障がい施設等
　県有施設3施設へ予算配当
済。5法人と委託契約。
　委託額 合計：11,108千円
　各市町村、施設　4/1から検
査実施。

　【課題】
　国庫補助へ移行したことによ
り、検査機器の購入経費が補
助対象とならなくなった。

【対応方向】
　適切に対応する。

保健福祉部

3 3-1

被災者健康
サポート事
業

500,000 保健福祉部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

　東日本大震災及び原発事故の
影響により、仮設住宅等で生活
している被災者等が健康的な生
活を維持していくことができるよ
う、健康支援活動の実施体制整
備を図りながら、被災者に対す
る健康支援活動を行う。

１　保健医療専門職人材確保支
援事業
（１）被災市町村等の保健専門職
確保支援。
（２）市町村が専門職を雇用する
場合の雇用経費補助。

２　保健活動支援事業
（１）被災者への健康づくり事業
及び県外避難者の検診体制を
確保する場合の事業経費等の
補助
（２）県機関による被災者及び被
災市町村支援活動

３　健康支援ネットワーク推進事
業
（１）被災者健康支援活動ネット
ワーク会議、連絡会等開催によ
る市町村支援活動
（２）被災者健康支援活動の検証
と活動マニュアル整備

４　健康ふくしま「生活習慣改善
推進事業」
（１）健診項目追加助成事業（市
町村補助）
（２）特定保健指導実施機関補助

【課題】
　保健師等専門職について
は、募集しても応募者がいな
いため、県内被災者の健康支
援も十分に行き届いていな
い。
　また、県外避難者への健康
支援については、さらに対応
ができない状況となっている。
　避難生活が長期化しており、
生活の変化等により、健康課
題も変化していくことから、そ
れらに応じた対策の検討が必
要である。
　本事業は、被災地健康支援
臨時特例交付金を活用してお
り、利用期限が２６年度末まで
となっている。交付金の利用
期限の延長と次年度以降の積
み増しがなければ、事業実施
が難しくなることから、安定し
た財源の確保が必要である。

【対応方向】
　避難生活が長期化し、避難
されている地域も広域化して
いることから、保健医療専門
職による健康支援は継続して
実施していく必要がある。
　相双地域の多くの市町村に
おいては、役場機能の移転に
より、十分な体制が確保でき
ない状況であり、今後も被災
者健康支援体制整備に必要
な財源の確保のため、国への
働きかけ等を実施する。
　また、保健医療の専門職の
確保については、様々な機会
を活用して全国に周知していく
ようにするとともに、現在被災
者健康支援の活動に関わる
保健医療福祉等専門職が連
携し、効果的な活動ができるよ
うなネットワークづくりをすすめ
る。

１　保健医療専門職人材確保
支援事業
（１）保健医療専門職活用によ
る市町村健康支援事業
・希望数(保健師/看護師20
名、管理栄養士/栄養士8名､
歯科衛生士5名)
・確保数(保健師/看護師13
名、管理栄養士/栄養士8名､
歯科衛生士5名）
（２）市町村保健医療専門職雇
用支援事業（市町村補助事
業）
　被災者健康支援体制整備事
業補助金交付要綱の改正準
備
（３）被災者栄養・食生活支援
事業
（４）被災者口腔ケア支援事業
　福島県歯科衛生師会と委託
契約し、市町村等の要望に応
じた事業を実施。

２　保健活動支援事業
（１）被災市町村健康推進事業
（市町村補助事業）
（２）県外避難者健診体制整備
事業（市町村補助事業）
　被災者健康支援体制整備事
業補助金交付要綱の改正準
備
（３）被災市町村健康支援活動
調整、被災者健康支援活動

３　健康支援ネットワーク推進
事業
（１）被災者健康支援活動ネッ
トワーク会議開催事業
（２）被災者健康支援活動連絡
会開催事業
（３）東日本大震災における健
康支援活動の検証と活動マ
ニュアル作成事業
・福島県災害時健康支援活動
検討会実施予定(第１回：７月
１０日、第２回８月５日)
・福島県災害時健康支援活動
検討会分科会の実施(歯科/
栄養：５月２日）

４　健康ふくしま「生活習慣改
善推進事業」
（１）特定健診項目追加助成事
業（市町村補助事業）
　被災者健康支援体制整備事
業補助金交付要綱の改正準
備
（２）特定保健指導による生活
習慣改善強化事業（補助事
業）
　補助要綱等事業実施準備

１　保健医療専門職人材確保
支援事業
（１）保健医療専門職活用によ
る市町村健康支援事業
（２）市町村保健医療専門職雇
用支援事業（市町村補助事
業）
（３）被災者栄養・食生活支援
事業
（４）被災者口腔ケア支援事業

２　保健活動支援事業
（１）被災市町村健康推進事業
（市町村補助事業）
（２）県外避難者健診体制整備
事業（市町村補助事業）
（３）被災市町村健康支援活動
調整、被災者健康支援活動

３　健康支援ネットワーク推進
事業
（１）被災者健康支援活動ネッ
トワーク会議開催事業
（２）被災者健康支援活動連絡
会開催事業
　各保健福祉事務所におい
て、被災者健康支援活動を効
果的に実施していくために連
絡会等を開催した。
（３）東日本大震災における健
康支援活動の検証と活動マ
ニュアル作成事業

４　健康ふくしま「生活習慣改
善推進事業」
（１）特定健診項目追加助成事
業（市町村補助事業）
（２）特定保健指導による生活
習慣改善強化事業（補助事
業）

１　保健医療専門職人材確保
支援事業
（１）保健師6名､看護師12名、
管理栄養士3名､栄養士5名､
歯科衛生士5名､その他2名の
専門職を確保。
（２）11市町村の保健医療専門
職雇用経費を補助。
（３）相双保健福祉事務所いわ
き出張所に看護師１名を配
置。
（４）被災者栄養・食生活支援
事業（県栄養士会委託）
・個別指導：54回（支援対象者
644人）
・集団指導：78回（支援対象者
1,235人）
（５）被災者口腔ケア支援事業
（県歯科衛生士会委託）
・個別訪問：62回（仮設 52回、
借上 9回、その他 1回）
・集会所等での活動：76回
・施設等での活動：106回、そ
の他：11回
・支援対象数：2,723人

２　保健活動支援事業
（１）被災者健康支援補助事業
（市町村補助事業）
ａ　被災市町村健康推進事業
（20市町村）
ｂ　県外避難者健診体制整備
事業（14市町村）
（２）被災市町村の健康支援活
動調整・被災者健康支援活動
・集団支援(健康教育・教室
等）847回
・個別支援(家庭訪問 等）延べ
10,324人

３　健康支援ネットワーク推進
事業
（１）①ネットワーク会議の開
催。
　　　②庁内連絡会の開催。
　　　③庁内関係各課及び保
健福祉事務所合同連絡会の
開催。
（２）健康支援活動連絡会
　被災者健康支援活動を効果
的に実施するための連絡会等
を開催。
実施回数383回
（３）健康状況把握改善促進事
業
　特定健康診査結果を震災前
後で比較し、市町村毎の状況
を把握・分析するため特定健
康診査等データの集計分析。
（４）災害時健康支援活動マ
ニュアル整備事業
　策定検討会の実施1回

【平成２６年６月末現在】
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番号
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予算額
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

4 3-1

ふくしまから
はじめよう。
検診からは
じまる健康
安心復興事
業

100,349

【課題】
　がん検診受診率向上対策を
実施する市町村支援が当初
の想定より下回った。

【対応方向】
　昨年度は個別受診勧奨に対
する支援という漠然としたもの
であったが、本年度は具体的
な個別受診勧奨方法を県から
提案する研修会や市町村に対
する直接的な技術的支援を実
施するなど、市町村ががん検
診受診率向上対策を実施しや
すい環境を整えている。

保健福祉部

5 3-1
県民健康調
査事業

6,266,826

【課題】
　甲状腺の本格検査に関し、
県民がより身近な医療機関等
で検査を受けることができる体
制の整備。

【対応方向】
　県内検査拠点の確保とス
ムーズな一次検査の実施に向
け、関係機関と調整を図る。

保健福祉部

6 3-1
県民健康調
査支援事業

1,573,443

　住民自らが放射線量を確認す
ることで、自身の積極的な健康
管理につなげるため、市町村が
妊婦や子ども等に対する個人線
量計等を整備する市町村を支援
する。

　平成24年度に引き続き、妊
婦や子ども等に対する個人線
量計等の整備費用、線量測定
に要した経費を補助した。
　平成25年度補助金交付実績
　→42市町村、434,306千円

　市町村が住民に対する個人
線量計等の整備、線量測定に
要した経費及び放射線による
健康影響の理解促進を図るた
めの相談等を実施するために
要した経費を補助する。

　平成26年5月30日に各市町
村の担当者を対象とした会議
を開催し、制度概要を説明し
た。
　今後、各市町村からの交付
申請を経て、9月以降の交付
決定を予定している。

【課題】
　個人線量計の計測結果を、
他の県民健康調査の結果と併
せてデータベースに蓄積し、総
合的に評価すること。

【対応方向】
　医科大学に整備したデータ
ベースに円滑に統合できるよ
う、市町村及び医科大学と連
携・調整を図る。

保健福祉部

１　受診率向上で安心推進事
業
(1)受診啓発強化支援事業
・個別受診勧奨に関する技術
的支援の実施（直営）
・市町村補助
　受診券、個別通知等の作成
及び発送に係る経費等
（2)受診機会拡大支援事業
（市町村補助）
　受診機会の拡大のために要
する経費等を補助
⇒市町村への支援を継続して
実施するとともに、新たな受診
勧奨方法を提案しての研修会
や個別の市町村への手厚い
支援を行うことで、県内受診率
の底上げを図る。

２　がん検診等普及ボランティ
ア育成事業
(1)地域啓発活動研修の実施
・地域啓発活動研修事業（委
託）
・検診等推進員認定事業（直
営）
(2)地域の実状を踏まえた啓発
資材の開発（直営）
⇒昨年度に引き続き、がん検
診推進員の養成を実施する。

３　健康長寿をめざした県民運
動推進事業
(1)「健康長寿」推進イベント
（仮称）（直営）
⇒９月２３日に健康長寿推進
イベントを実施
(2)「健康長寿」啓発活動（直
営）

１　受診率向上で安心推進事
業
(1)受診啓発強化支援事業
・個別受診勧奨に関する技術
的支援の実施（直営）
・市町村補助
  受診券、個別通知等の作成
及び発送に係る経費等
⇒補助実施市町村　２５市町
村 （2)受診機会拡大支援事業
（市町村補助）
  受診機会の拡大のために要
する経費等を補助
⇒補助実施市町村　１０市町
村

２　がん検診等普及ボランティ
ア育成事業
(1)地域啓発活動研修の実施
・地域啓発活動研修事業（委
託）
・検診等推進員認定事業（直
営）
(2)地域の実状を踏まえた啓発
資材の開発（直営）
⇒県内各地においてがん検診
推進員の養成研修会を14回
実施。

　がん検診等受診率向上のた
め、①受診率向上に効果のある
対策を実施する市町村に対して
の支援、②関係機関と連携しが
ん検診推進員を引き続き養成す
るとともに、県民一丸となった県
民運動を展開するために啓発イ
ベントや活動を行うことで、県民
の生涯にわたる健康の保持・増
進につなげ、全国に誇れる健康
長寿県を目指す。

１　受診率向上で安心推進事業
(1)受診啓発強化支援事業
・個別受診勧奨に関する技術的
支援の実施（直営）
・市町村補助
　受診券、個別通知等の作成及
び発送に係る経費等
（2)受診機会拡大支援事業（市
町村補助）
　受診機会の拡大のために要す
る経費等を補助

２　がん検診等普及ボランティア
育成事業
(1)地域啓発活動研修の実施
・地域啓発活動研修事業（委託）
・検診等推進員認定事業（直営）
 (2)地域の実状を踏まえた啓発
資材の開発（直営）

３　健康長寿をめざした県民運
動推進事業
(1)「健康長寿」推進イベント（仮
称）（直営）
　がん検診やがん予防などの重
要性を含め健康について考える
啓発イベントを実施し、全国に誇
れるような健康長寿県をめざし
県民運動を展開する。
  (2)「健康長寿」啓発活動（直営）

1　受診率向上で安心推進事
業
(1)受診啓発強化支援事業
①個別受診勧奨に関する技術
的支援
・がん検診受診率向上に向け
た研修会　H26年5月29日実
施。
・がん検診受診率向上対策モ
デル事業　10市町村選定。
②市町村補助
・実施市町村照会
(2)受診機会拡大支援事業（市
町村補助）
・実施市町村照会

２　がん検診等普及ボランティ
ア育成事業
(1)地域啓発活動研修
①地域啓発活動研修（委託）
受講数　660
②検診等推進員認定（直営）
認定数　660

３　健康長寿をめざした県民運
動推進事業
平成26年9月23日　ビッグパ
レットふくしまにて開催予定。

１　県民健康調査検討委員会
　・平成26年5月19日に第15回
検討委員会を開催した。今
後、8月、11月及び2月に開催
予定。
２　県民健康調査の実施
【基本調査】
　引き続き、様々な手段で回
答率の向上に努めている。
【甲状腺検査】
　4月より、本格検査の平成26
年度対象者への検査を開始し
ている。
【健康診査】
　避難区域等の市町村の総合
検診等と連携し､5月から対象
者への上乗せ健診を開始して
いる｡
【こころの健康度・生活習慣に
関する調査】
　平成25年度に実施した調査
の結果を集計、分析中。
【妊産婦に関する調査】
　平成25年度に実施した調査
の結果を集計、分析中。
３　県民健康管理ファイル作
製・交付事業
　第2四半期以降の作成・交付
を予定。
４　放射線と健康アドバイザ
リーグループ
　市町村等が実施する放射線
に関する講習等への講師派遣
のほか、各種助言を実施中。
５　放射線健康リスク管理のた
めの研修会
　2回（5/26、6/23）の基礎研
修を実施済み。今後、基礎研
修、応用研修、フォローアップ
研修等を予定。
６　ホールボディカウンター検
査事業
　4月より、平成26年度対象者
への検査を開始している。
７　リスクコミュニケーション強
化事業
　6月末までに4回の甲状腺検
査説明会を開催した。
８　データ管理システム開発・
運用
　基本調査等のデータを随時
入力している。

１　県民健康調査検討委員会
を定例で4回（その他必要に応
じて）開催する。
２　県民健康調査の実施
【基本調査】
　広報活動や書き方支援によ
り、回答率の向上を目指す。
【甲状腺検査】
　平成26年度より本格調査を
実施する。
【健康診査】
　震災時に何らかの避難区域
等に指定された市町村の住民
を対象に、平成26年度分の健
康診査を実施する。
【こころの健康度・生活習慣に
関する調査】
　健康診査と同じ対象者に対
して平成26年度分の調査を実
施し、要支援者に対し支援を
実施する。
【妊産婦に関する調査】
　妊産婦に対し調査を実施し、
要支援者に対し支援を実施す
る。
３　県民健康管理ファイル作
製・交付事業
　基本調査の回答者等へファ
イルを交付する。
４　放射線と健康アドバイザ
リーグループ
　引き続き、講演会等への講
師派遣等を実施する。
５　放射線健康リスク管理のた
めの研修会
　市町村等の職員や教育関係
者等を対象とした各種研修会
を開催する。
６　ホールボディカウンター検
査事業
　検査を希望する全県民を対
象とした内部被ばく検査を実
施する。
７　リスクコミュニケーション強
化事業
　甲状腺検査説明会を学校等
できめ細かな単位で実施す
る。
８　データ管理システム開発・
運用
　データ収集・登録を実施す
る。

１　県民健康管理調査検討委
員会を4回（第11回～第14回）
開催
２　県民健康管理調査の実施
【基本調査（平成25年度末時
点での累計】
・詳細版の回答件数
　⇒487,855件
・簡易版の回答件数
　⇒44,191件
・詳細版と合わせて、25.9％の
回答率
・被ばく線量結果送付件数
　⇒471,713件
【甲状腺検査】
・約29万6千人の検査を実施
し、1回目の検査（先行検査）を
終了
【健康診査】
・平成25年度受診者数
　⇒53,632人（速報値）
【こころの健康度・生活習慣に
関する調査】
・平成25年度調査を約21万人
に対し実施
【妊産婦に関する調査】
・平成25年度調査を約15千人
に対し実施
３　県民健康管理ファイル作
製・交付事業
・基本調査回答者、甲状腺検
査対象者等、約70万人分を作
製・交付
４　放射線と健康アドバイザ
リーグループ
・講演会等への講師派遣　21
回
５　放射線健康リスク管理のた
めの研修会
・基礎研修3回、応用研修8
回、フォローアップ研修4回実
施
６　ホールボディカウンター検
査事業
・約18万9千人に対し検査実
施。
・年度末までに18歳以下の希
望者への検査を概ね終了
７　リスクコミュニケーション強
化事業
・甲状腺検査説明会を88回実
施
８　データ管理システム開発・
運用
　・データベースシステムの開
発を3月に完了。

今回の原子力災害を受け、長期
にわたり県民の健康を見守るこ
とを目的として、全県民を対象と
した「県民健康調査」を実施す
る。
１　調査検討委員会運営経費
　県民健康管理調査の実施に関
し、必要な協議等を行う。
２　県民健康調査
　引き続き基本調査の結果を返
すとともに、詳細調査として、甲
状腺検査、健康診査を行う。
３　県民健康ファイル交付事業
　県民の健康の維持・増進に資
するため、基本調査や詳細調
査、内部被ばく検査の結果等を
保存できる健康ファイルを作製
し、全県民に配布する。
４　県民健康調査事務経費
５　県民健康調査事業支援経費
(1)　「放射線と健康」アドバイザ
リーグループ設置経費専門
(2) 　放射線健康リスク管理のた
めの研修会開催経費
６　ホールボディカウンター検査
事業
　県が所有するホールボディカウ
ンターにより、県民を対象に内部
被ばく検査を実施する。
７　リスクコミュニケーション機能
強化事業
　県民健康調査を実施している
中で、リスクコミュニケーション機
能強化を図る各種事業を展開す
る。
８　データ管理システム開発・運
用経費
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

7 3-1

ふくしまのお
いしい『食』
で元気にな
ろう食育プロ
ジェクト

1,561

　福島県のおいしい食材で、震
災に負けない健康な体をつくるこ
とをめざして、産官学連携を活用
しながら地域住民の食育推進活
動の活性化を図る。
１　福島県食育応援企業団の募
集
２　会津大学短期大学部「地域
活性化センター」との連携事業
３　「ふくしまのおいしい『食』で元
気になろう」事業検討会・研修会
の開催
４　「ふくしまのおいしい『食』で元
気になろう」ワークショップの開
催
５　お向かいさん、お隣さんへの
食育推進一声運動の実施

１ 福島県食育応援企業団の
募集と食育活動の推進
　12社登録
２ 会津大学短期大学部「地域
活性化センター」との連携事業
３ 「ふくしまのおいしい『食』で
元気になろう」事業
　検討会・研修会の開催　9月
と3月に開催。

１ 福島県食育応援企業団の
募集と食育活動の推進
２ 会津大学短期大学部「地域
活性化センター」との連携事業
３ 「ふくしまのおいしい『食』で
元気になろう」事業　検討会・
研修会の開催
４ 「ふくしまのおいしい『食』で
元気になろう」ワークショップの
開催
５  お向かいさん、お隣さんへ
の食育推進一声運動の実施

１ 福島県食育応援企業団の
登録数　12社
２　会津大学短期大学部「産
学官連携業務」の委託契約
H26.5.16
３「ふくしまのおいしい『食』で
元気になろう」事業　検討会・
研修会　H26.5.1開催。
４「ふくしまのおいしい『食』で
元気になろう」ワークショップ
  ６保健福祉事務所で開催予
定。
５  お向かいさん、お隣さんへ
の食育推進一声運動
　県内約2,000件の家庭訪問を
実施予定。

【課題】
　一時的な取り組みではなく、
継続して県民運動として定着
できる仕組みづくりが必要であ
る。

【対応方向】
　関係者・関係機関が一丸と
なって県民運動としての取り組
みを推進する。

保健福祉部

8 3-1

学校給食モ
ニタリング事
業

57,043

　希望する市町村において、学
校給食センター等で提供した学
校給食1食分に含まれる放射性
物質の検査を民間の検査機関
に委託して行う。

　2,480検体検査。 　放射性物質検査を継続。 　国との委託契約6月16日
　第1回調査委員会開催（書面
開催）

　26市町村5県立学校
　6月24日から検査開始。

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　引き続き国へ要望する。

教育庁

9 3-1

学校給食検
査体制支援
事業

146,208

　学校給食の一層の安全･安心
を確保するため、学校給食用食
材の放射性物質検査を実施する
市町村等を支援する。

　43市町村に対して補助事業
等を実施。

　市町村に対して、校正費等を
補助するとともに、県立学校の
検査を継続する。

　国との委託契約　6月16日
　（市町村との委託契約手続き
中）

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　引き続き国へ要望する。

教育庁

10 3-1

水道水質安
全確保事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ１
再掲）

10,168

　飲料水の放射性物質による汚
染に対する安全を確認し、安心
を確保するため、飲料水を対象
とした放射性物質のモニタリング
検査を実施する。

　飲料水の安全性確保のた
め、県内全ての水道水を対象
とした放射性物質モニタリング
検査を実施し、検査結果を速
やかに公表した。
　検査箇所数　324箇所
　検査実績　12,159件

　平成25年度と同様に県内全
ての水道水を対象とした放射
性物質モニタリング検査を実
施する。

○ 検査箇所数 328箇所
○ 検査実績 2,084件
（5月末現在）

【課題】
　検査担当者が異動等により
変更した場合の検査技術の確
実な継承。

【対応方向】
　検査担当職員を対象とした
研修会等を開催する必要があ
る。

保健福祉部

11 3-1

食品中の放
射性物質対
策事業（２－
１再掲）

10,234

　市場等に流通する食品等につ
いての安全を確認するため、県
内農林水産物等を原材料とする
加工食品の放射性物質検査を
行う。

　県産農林水産物を原材料と
した加工食品等の放射性物質
検査は、流通加工食品の安全
確認、加工可否を判断するた
めに行っており、平成25年度
は、4,481検体の検査を実施
し、食品衛生法上の基準値を
超えたものが28検体確認され
ている。
１ 流通加工食品等検査（乾燥
野菜、乾燥野草、漬物、ジャム
類、菓子類等）
  4,239検体の検査を実施し、4
検体が基準値を超過。
２ 加工の可否を判断するため
の検査（あんぽ柿、干し柿の
試験的加工品）
  242検体の検査を実施し、あ
んぽ柿及び干し柿24検体が基
準値を超過。
  なお、基準値超過のあった加
工地域である5市町（福島市、
伊達市、桑折町、国見町及び
南相馬市）に対し、平成25年
度産柿を原料としたあんぽ柿
及び干し柿などの乾燥果実の
加工自粛要請を行っている。

目標検体数：5,000検体
（あんぽ柿等の試験加工品の
検査についても、昨年度と同
様に実施していく。）

○ 検査件数：952検体
○ 基準値超過数：1件（大豆
粕）
　ただし、市場等への出荷、流
通はなかった。

【課題】
　各保健所において、大規模
に加工・製造している施設は
把握しているが、生産者（農
家）が加工して少量販売してい
るケースがあるため、県民（消
費者）の健康保護を最重要と
して実施している観点から、こ
れらの小規模加工施設の把
握にも努める。

【対応方向】
　農林水産部と連携し、生産
者が加工品を出荷している農
産物直売所に対して、納品者
の調査を実施し、重点的に収
去検査を実施する。

保健福祉部

12 3-1

農林水産物
等緊急時モ
ニタリング事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
１再掲）

220,128

　本県産の農林水産物等の安全
性確保のため、緊急時モニタリ
ング検査（野菜、果実、山菜、き
のこ、穀類、肉類、魚介類、原
乳、鶏卵、飼料作物等）を実施す
るとともに、その結果を消費者や
生産者、流通業者に迅速かつ的
確に公表する。

　検査点数：27,160点
　うち基準値（又は暫定規制
値）超過点数：390点

　検査点数：41,000点 　検査点数：7,147点
　うち、
　基準値超過点数：67点

【課題】
　出荷制限品目の周知徹底。

【対応方向】
　周知状況を確認し、出荷管
理の徹底を図る。

農林水産部

13 3-1

新生児聴覚
検査支援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

100,412

　県内で安心して子どもを生み
育てられる環境整備の一環とし
て、先天性聴覚障がいの早期発
見、支援を行えるよう新生児聴
覚検査の費用を助成する。

【新生児聴覚検査事業】
　初回検査　13,410件
　確認検査　　　440件
　再確認検査　　78件
　聴覚障がいと診断された者
15名
○ 聴覚障がいと診断された児
については各保健福祉事務所
を通して市町村と連携し、事後
フォローをしている。

　当該事業で発見された聴覚
障がい児のフォローをきめ細
やかに行う。

・県内のAABR(自動聴性脳幹
反応)及びOAE(耳音響放射検
査）検査機器を有している産
科医療機関で検査を実施した
場合の検査費用の助成、及び
県外に里帰り出産し検査を実
施した場合の費用助成中。
・検査周知のリーフレットを印
刷し、医療機関及び市町村等
へ送付した。

【課題】
　要精密検査児の受診結果の
把握が充分でない。

【対応方向】
　要精密検査児の受診結果に
ついて市町村、保健福祉事務
所と情報を共有し、」把握す
る。

保健福祉部

14 3-1

子どもの医
療費助成事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

4,609,739

　子どもの疾病の早期発見及び
早期治療を促進するとともに、子
育てに伴う経済的負担を軽減
し、子どもを安心して産み育てる
環境づくりの一助とするため、市
町村が実施する子どもの医療費
助成事業に対し、必要な経費の
－部を補助する。
○ 実施主体：市町村
○ 補助対象年齢・補助率
　・就学前まで　1/2以内
　・小学校4年生から18歳 10/10

　H24年10月から全市町村に
おいて事業を開始した。

　子どもの疾病の早期発見及
び早期治療を促進するととも
に、子育てに伴う経済的負担
を軽減し、子どもを安心して産
み育てる環境づくりの一助とす
るため、市町村が実施する子
どもの医療費助成事業に対
し、必要な経費の－部を補助
する。

・6月末現在、実績なし。
 9月中旬頃、交付申請を各市
町村へ通知し、交付決定後、
その額の1／2を概算払する予
定。

【課題】
　制度継続のための財源確保
が必要である。

【対応方向】
　制度継続の財源について、
国への要望を行っていく。 保健福祉部
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No
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事 業 名
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予算額
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

15 3-1

ふくしまから
はじめよう。
元気なふくし
まっ子食環
境整備（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

29,965

［新規］ （保福部）
【課題】
　一時的な取り組みではなく、
継続して県民運動として効果
の見える事業展開とする仕組
みづくりが必要である。

【対応方向】
　関係者・関係機関が一丸と
なって県民運動としての取り組
みを推進する。

（農林部）
【課題】
　学校等、サポーター派遣の
利用周知を図る必要がある
が、開始年度のため認知度が
低い。

【対応方向】
　関係機関・団体と連携し事業
内容等の周知徹底を図る。

（教育庁）
【課題】
　体力向上との連携。

【対応方向】

保健福祉
部
農林水産
部
教育庁

16 3-2

医科大学修
学支援宿泊
施設整備事
業

181,141

　地域社会に貢献する熱意を
持った真に人間性豊かな医療人
を養成し、その県内定着に大き
な役割を果たしてきた学生寮の
整備に要する経費を補助する。

　公立大学法人福島県立医科
大学が実施した次の事業の経
費に対し21,760千円を補助し
た。
①設計委託業務
②地質調査業務

　大学における学生寮整備の
早期完了に向け、県としては
適正な時期に補助金を交付す
ることに努めるとともに、定期
的に進捗状況を確認するなど
計画的に実施するよう大学に
働きかける。

　医大において、建設前の準
備手続きに着手したところであ
る。

【課題】
　法人の事業進捗に併せた交
付が求められる。

【対応方向】
　事業進捗の把握など法人と
連絡を密にする。

総務部

17 3-2

ふくしまから
はじめよう。
福祉人材確
保推進プロ
ジェクト

226,985

平成25年度と同様の活動を実
施する。

【課題】
福祉介護人材の定着

【対応方向】
県社協はじめ関係各機関との
より一層の連携を図る。

保健福祉部

18 3-2

県外からの
福祉・介護
人材確保支
援事業

190,000

　県外から相双地域等の介護施
設等に就職を予定している者に
対して、研修受講料や主食準備
金を貸与するとともに、住宅情報
の提供を行い、住まいの確保を
支援する。

［新規］ (1)貸付予定件数
・研修等受講料　80件
・就職準備金　　80件

(1)貸付予定件数
・研修等受講料　3件申請済
・就職準備金　　　3件申請済

【課題】
　給付ではなく貸付であるため
抵抗のある対象者も多い。

【対応方向】
　一定期間継続して就業すれ
ば返還義務がなくなる旨の説
明を丁寧に行う必要がある。

保健福祉部

（保福部）
　食育推進の観点から関係部
局が連携し、家庭・学校・地域
が一体となって地域における
食育推進体系を再構築し「元
気なふくしまっ子が育つ食環
境整備を推進する。
１　子どもの食を考える地域
ネットワーク会議
２　保育所等を対象とした食の
指導者育成研修会
３　福島県食育応援企業団等
におけるスリムアップイベント
の開催
４　地域の子育て食環境支援
事業

（農林部）
１　食育実践サポーター派遣
事業
ア　サポーターの募集及び登
録、イ　公開　ウ　派遣
２　地域の「食」体験・交流活
性化支援事業
ア　 食に関する体験・交流等
の食育推進活動団体の選定、
業務委託 10団体
イ　食育推進活動事例の取り
まとめ・紹介

（教育庁）
　学校における食の担当者連
絡会議（5月開催）
　ふくしまっ子の食環境を考え
る会（8月12月開催）
　ふくしまっ子ごはんコンテスト
　ふくしまっ子栄養教室

（保福部）
１　子どもの食を考える地域
ネットワーク会議
　6保健福祉事務所で開催予
定
２　保育所等を対象とした食の
指導者育成研修会
  6保健福祉事務所で開催予
定
３　福島県食育応援企業団等
におけるスリムアップイベント
の開催
　県内10カ所で実施予定
４　地域の子育て食環境支援
事業
  公益社団法人福島県栄養士
会へ委託　(H26.5.20)

（農林部）
１　食育実践サポーター派遣
事業
ア　サポーターの募集及び登
録、
　　5／28～募集開始
イ　公開　7月末予定、ウ　派
遣　イに同じ
２　地域の「食」体験・交流活
性化支援事業　ア　 食に関す
る体験・交流等の食育推進活
動団体の選定、業務委託
　募集7月（予定）

（教育庁）
　学校における食の担当者連
絡会議　5月19日開催

（保福部）12,270千円
　食育の観点から、東日本大震
災後の子どもたちの新たな健康
課題に対応するため、家庭・学
校・地域が一体となった食育推
進体系を再構築し、「元気なふく
しまっ子」が育つ食環境整備を
進める。
１　子どもの食を考える地域ネッ
トワーク会議
２　保育所等を対象とした食の指
導者育成研修会
３　福島県食育応援企業団等に
おけるスリムアップイベント
４　地域の子育て食環境支援事
業

（農林部）12,786千円
　先進的な食育活動の実践者を
サポーターとして登録し学校等
に派遣するとともに、地域団体が
行う体験・交流等を通した特色あ
る食育活動を支援する。
１　食育実践サポーター派遣事
業
２　地域の「食」体験・交流活性
化支援事業

（教育庁）4,909千円
　保健福祉部・農林水産部・教育
委員会等関係機関が連携し、家
庭・学校・地域が一体となって地
域における食育推進体制を整備
するとともに、食育推進体系を再
構築し「元気なふくしまっ子」が育
つ食環境整備を進める。

　東日本大震災及び原子力発電
所の事故による福祉･介護事業
所の深刻な人材不足に対応する
ため、緊急的に人材の育成、確
保、定着を図るための様々な事
業を総合的に展開する。

１　福祉･介護人材定着促進事
業
　キャリアアップの仕組みの構築
及び新人向けＯＪＴの導入を支
援する。

２　福祉･介護人材育成確保支
援事業
　法人等が実施する一般向け資
格取得研修や県内外での求人
活動、職場内での資格取得を支
援するとともに、就職支度金等
の支援により介護人材の確保･
定着を図る。

３　福祉･介護人材潜在的有資
格者再就職支援事業
　就職していない介護福祉士等
有資格者の再就職を促進するた
め就職情報を発信するとともに、
基礎的な知識や技術を取得する
ための講習会を開催し、人材確
保を支援する。

４　福祉･介護人材マッチング支
援事業
　県社会福祉協議会（福祉人材
センター）に出前就職相談事業
や合同面接会、啓発事業等を委
託し、人材のマッチングを支援す
る。

１　福祉･介護人材定着促進事
業
　キャリアアップの仕組みの構
築及び新人向けＯＪＴの導入を
支援する。
・介護プリセプター検討・普及委
員会　４回
・キャリアパス制度理解研修　1
回　204名参加
・キャリアパス制度導入研修　4
回　124名参加
・キャリアパス制度再構築研修
3回　66名参加
・介護プリセプター先進事例（新
入職員向けOJT）研修　1回
158名参加
・介護プリセプター導入（新入職
員向けOJT）研修　3回　74名参
加
・介護プリセプター模擬（新入職
員向けOJT）研修　3回　72名参
加
・県社会福祉施設人材定着促
進事業補助金　５法人に交付
２　福祉･介護人材育成確保支
援事業
・コーディネーターの配置（2名）
　(1)一般向け介護職員初任者
研修
　修了確定件数　10件
(2)法人の求人活動支援事業
確定件数　24件
(3)介護福祉士候補者学習支援
事業　確定件数　35件
(4)新規採用職員就労支援金事
業(浜通り限定）　確定件数　34
件
(5)新規採用職員住まい支援事
業(浜通り限定） 確定件数　6件
(6)中堅介護職員就労支援事業
(浜通り限定）　確定件数　2件
(7)介護福祉士緊急養成事業
確定件数　4件
(8)福祉の職場内定者導入研修
会の開催
県内6方部・各1回開催
(9)施設・事業所に対する事業
説明
・各種会議での説明(8回）
・施設・事業所等への訪問
施設・事業所　25ヶ所　専門学
校　3校
(10)福祉人材の確保・育成・定
着に関する調査の実施
配付数2,186ヶ所、回収率40.2％
(11)関係会議への参加
福島県福祉・介護人材育成確
保対策会議(年3回）
福祉人材センタ-基幹職員会議
(年1回）
３　福祉・介護人材潜在的有資
格者再就職支援事業

１　福祉･介護人材定着促進事
業
　　キャリアアップの仕組みの
構築及び新人向けＯＪＴの導
入を支援する。
・介護プリセプター検討・普及
委員会　１回
・介護プリセプター先進事例
（新入職員向けOJT）研修　-
(※8月以降1回予定）
・介護プリセプター導入（新入
職員向けOJT）研修　-　 (※10
月以降3回予定）
・介護プリセプター模擬（新入
職員向けOJT）研修　-　 (※11
月以降3回予定）
・県社会福祉施設人材定着促
進事業補助金
　５法人に交付決定
２　福祉･介護人材育成確保支
援事業
　　・コーディネーターの配置
（2名）
　(1)一般向け介護職員初任者
研修
　　　今年度修了予定件数　１
８件
(2)法人の求人活動支援事業
確定予定件数　２６件
(3)介護福祉士候補者学習支
援事業
確定件数　２２件
(4)新規採用職員就労支援金
事業
確定件数　７９件
(5)新規採用職員住まい支援
事業
確定件数　７件
(6)中堅介護職員就労支援事
業
確定予定件数　0件
(7)介護福祉士緊急養成事業
確定件数　１件
(8)実務者研修に係る代替職
員等確保事業
確定件数　0件
３　福祉・介護人材潜在的有
資格者再就職支援事業
再就職支援講習会の開催準
備　　3会場　年3回
就労支援講習会　年3回開催
就労に向けたアンケート作成・
集計中
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No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

19 3-2

精神科病院
入院患者地
域移行マッ
チング事業

20,167

  東日本大震災及び東京電力福
島第一原子力発電所の事故の
影響により、転院を余儀なくされ
た精神科病院入院患者の転退
院調整に必要な相談体制を整備
するため、精神保健福祉士や看
護士等から構成されるコーディ
ネーター及び精神障がい者ピサ
ポーターを配置し、連携して入院
患者の転院や地域移行を支援
する。

　平成25年度の下半期から2
名のコーディネーターを委嘱
し、県内外に入院している患
者の転退院の調整を実施。
　4,445,478円

　県内外の病院に転院した入
院患者の再転院・退院の相談
に円滑に対応し、希望に合わ
せた調整ができるようする。
　実施拠点：県立矢吹病院
　支援体制：コーディネーター3
人、精神障がい者ピアサポー
ター

　5月から2名のコーディネー
ターを追加委嘱し、計3名体制
となる。
県内外の病院へ赴き、入院し
ている患者の転退院調整を実
施している。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　3名体制で、順調に事業遂行
できるように調整する。 保健福祉部

20 3-2

地域医療再
生基金事業
（三次医療
圏）

1,510,907

　東日本大震災からの復旧・復
興と地域医療の再生を図るた
め、地域医療再生計画（三次医
療圏）に基づく事業を実施する。
１　放射線相談外来設置支援事
業
２　がん登録推進事業
３　医師事務作業補助者導入推
進事業
４　寄附講座設置支援事業
５　過疎地域等医師研修事業
６　認定看護師養成事業
７　三次救急医療機関機能向上
事業
８　救急医療機関の連携強化事
業
９　救急医療従事者資質向上支
援事業
10　院内助産所・助産師外来開
設支援事業　 11　地域医療再生
支援フォローアップ事業
12　県外医師招へい事業

２　がん登録推進事業
　交付決定　1病院
４　寄附講座設置支援事業
　交付決定　1町
６　認定看護師養成事業
　交付決定　2病院
９　救急医療従事者資質向上
支援事業
　交付決定　9医療機関・消防
本部

【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　手上げ式の事業について、
診療所等からの申請を促すた
め、医師会法に掲載するなど
して事業の周知を図る。

保健福祉部

21 3-2

ふくしま医療
人材確保事
業

640,624

　東日本大震災により離職した
医療従事者の流出防止を図ると
ともに、被災地に必要な医療従
事者の確保を図り、県内の医療
提供体制の回復及び復興に繋
げるため、事業を実施する医療
機関等に必要な経費を補助す
る。

１　緊急医療体制強化事業
２　災害医療研修事業
３　医療人材確保緊急支援事業
４　被災地域医療寄附講座支援
事業
５　（新）帰還支援教員増員事業

１　緊急医療体制強化事業
　46医療機関で実施。
２　仮設診療所運営費助成事
業
　1町の仮設診療所で実施。
３　災害医療研修事業
　1病院で実施。
４　医療人材確保緊急支援事
業
　6病院で実施。
５　被災地域医療寄附講座設
置事業
　7名の医師を浜通りの病院へ
派遣。

　医療人材確保に努める。 　交付決定なし。 【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　申請漏れがないよう、医療機
関に周知する。

保健福祉部

22 3-2
地域医療復
興事業

4,528,930

　東日本大震災とそれに伴う原
子力災害により被災した浜通り
の医療の復興のため、福島県浜
通り地方医療復興計画に基づい
て、医療提供体制の再構築を図
る。
１　病院機能強化施設設備整備
事業
２　新機能整備事業
３　初期救急医療確保支援事業
４　警戒区域等医療施設再開支
援事業
５　医療情報連携基盤整備事業
６　新病院整備支援事業
７　計画進行管理経費
８　病院移転補助事業
９　中核病院救急機能強化事業
10　災害時医療用水確保事業
11　被災地域支援医療施設設備
整備事業

　浜通り地方医療復興計画に
基づき、医療機関を支援す
る。

10 災害時医療用水確保事業
　交付決定　2病院　72,213千
円

【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　申請漏れがないよう、医療機
関　に周知する。
　また、箇所付けしている医療
機関に対して連絡を密に取
り、申請書の提出を促す。

保健福祉部

１　放射線相談外来設置支援事
業
　5病院で実施。
２　がん登録推進事業
　1病院で実施。
３　がん医療施設設備整備事業
　2病院で実施。
４　医師事務作業補助者導入推
進事業
　人材派遣会社に委託。
５　寄附講座設置支援事業
　1町で実施。
６　過疎地域等医師研修事業
　福島県立医科大学へ委託。
７　認定看護師等養成事業
　14病院で実施。
８　三次救急医療機関機能向上
事業
　2病院で実施。
９　二次救急医療機関機能向上
事業
　1病院で実施。
10　救急医療機関の連携強化
事業
　6病院で実施。
11　休日夜間急患センター設置
支援事業
　1市で実施。
12　救急医療従事者資質向上
支援事業
　33医療機関、12消防本部で実
施。
13　周産期医療機関施設設備
整備事業
　1病院で実施。
14　院内助産所・助産師外来開
設支援事業
　1病院で実施。
15　地域医療再生支援フォロー
アップ事業
　計画の進行管理を行った。
16　県外医師招へい事業
　福島県立医科大へ委託。
17　実践能力向上支援事業
　2病院等で実施。

１ 放射線相談外来設置支援事
業
　5病院で実施予定。
２ がん登録推進事業
　20病院で実施予定。
３ 医師事務作業補助者導入推
進事業
　人材派遣会社等へ委託予
定。
４ 寄附講座設置支援事業
　2市町村で実施予定。
５　過疎地域等医師研修事業
　県立医大へ委託予定。
６　認定看護師養成事業
　県内医療機関等で実施予定。
７　三次救急医療機関機能向
上事業
　県立医大で実施予定。
８　救急医療機関の連携強化
事業
　2病院で実施予定。
９　救急医療従事者資質向上
支援事業
　県内医療機関・消防本部で実
施予定。
10　院内助産所・助産師外来開
設支援事業
　1病院で実施予定。
11　地域医療再生支援フォロー
アップ事業
　進行管理経費。
12　県外医師招へい事業
 　県立医大へ委託予定。

１　病院機能強化施設設備整
備事業
　4病院が医療機器の整備や
施設改修を実施。
２　新機能整備事業
　1病院が歯科口腔外科施設・
設備の整備を実施。
３　初期救急医療確保支援事
業
　相馬郡医師会が南相馬市の
病院で休日夜間急患センター
を運営。
４　警戒区域等医療施設再開
支援事業
　2病院5診療所が診療再開等
へ向けた設備整備を実施。
５　医療情報連携基盤整備事
業
　2病院が医療情報連携の仕
様書作成及び院内ネットワー
クの整備を実施。
６　新病院整備支援事業
　1病院が建替えに向けた設
計等を実施。
７　計画進行管理経費
８　病院移転補助事業
　1病院が移転新築のための
施設設備整備を実施。
９　中核病院救急機能強化事
業
　1病院が病棟の新築に伴う
施設設備整備を実施。
10　災害時医療用水確保事業
11　被災地域支援医療施設設
備整備事業
　1医療機関が移転新築に伴
う施設設備整備を実施。
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

23 3-2

地域医療復
興事業（第２
次）

3,207,836

　福島県浜通り地方復興計画
（第２次）（平成25年2月策定）に
基づいて、医療提供体制の再構
築を図る。

１　病院機能強化施設設備整備
事業
２　自家発電機器整備事業
３　人工腎臓装置整備事業
４　甲状腺検査機器整備事業
５　計画進行管理経費
６　在宅医療推進事業
７　臨床研究イノベーションセン
ター医師派遣事業
８　浜通り医療提供体制強化事
業

１　病院機能強化施設設備整
備事業
　９病院が医療機器の整備や
施設改修を実施。
２　自家発電機器整備事業
　4病院が自家発電機器を整
備。
３　人工腎臓装置整備事業
　　5病院が人工腎臓装置を整
備。
４　甲状腺検査機器整備事業
　　甲状腺検査機器の整備。
５　計画進行管理経費
６ 在宅医療推進事業
　4病院が訪問看護車を整備。
７　臨床研究イノベーションセ
ンター医師派遣事業
８　浜通り医療提供体制強化
事業
　20医療機関に対して支援を
実施。

　浜通り地方医療復興計画
（第２次）に基づき、医療機関
を支援する。

２　自家発電機器整備事業
　交付決定　2病院
　（繰越分　2病院）
４　甲状腺検査機器整備事業
　交付決定　4医療機関
８　浜通り医療提供体制強化
事業
　交付決定　1病院

【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　申請漏れがないよう、医療機
関に周知する。
　また、箇所付けしている医療
機関に対して連絡を密に取
り、申請書の提出を促す。

保健福祉部

24 3-2

地域医療再
生基金事業
（三次医療
圏）【第２次】

215,983

　福島県地域医療再生計画（三
次医療圏）策定後の状況変化に
対応するとともに、復興を加速さ
せるため福島県地域医療再生
計画（三次医療圏）の第２次計画
を策定し、医療提供体制の再構
築を図る。

１　県外看護師等修学資金貸与
支援事業
２　多職種連携研修会等支援事
業
３　多職種連携拠点構築支援事
業
４　在宅医療連携体制構築支援
事業
５　災害時電源安定確保支援事
業

１　理学療法士等修学資金貸
与事業
　修学資金の制度設計を実
施。
２　県外看護師等修学資金貸
与支援事業
　2病院で実施。
３　多職種連携研修会等支援
事業
　5団体等で実施。
４　多職種連携拠点構築支援
事業
　2団体で実施。
５　在宅医療連携体制構築支
援事業
　平成26年度以降に延期。
６　在宅医療推進設備整備事
業
　1団体で実施。
７　災害時電源安定確保支援
事業
　38医療機関等で実施。
８　災害医療材料・医薬品備
蓄支援事業
　18医師会・歯科医師会で実
施。

１　県外看護師等修学資金貸
与支援事業
　県内医療機関で実施予定。
２　多職種連携研修会等支援
事業
　県内医療機関・医療関係団
体で実施予定。
３　多職種連携拠点構築支援
事業
　2医師会で実施予定。
４　在宅医療連携体制構築支
援事業
　2医師会等で実施予定。
５　災害時電源安定確保支援
事業
　10医療機関で実施予定。

１　県外看護師等修学資金貸
与支援事業
　交付決定　2病院
５　災害時電源安定確保支援
事業
　交付決定　10医療機関

【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　手上げ式の事業について、
診療所等からの申請を促すた
め、医師会法に掲載するなど
して事業の周知を図る。

保健福祉部

２８５ 3-2

地域医療支
援センター
運営事業

59,330

　県内における医師不足及び地
域偏在を解消するため、将来の
地域医療を担う学生や修学資金
受給者の県内定着への取組や
医師のキャリア形成支援と一体
的に医師が不足する病院の医
師確保等の支援等を行い、地域
医療の確保・充実を図る。

１　地域医療支援センター運営
事業
２　医師派遣等推進事業
３　医師研修・研究資金貸与事
業
４　特定診療医師確保対策事業
５　へき地医療医師確保対策事
業

１　地域医療支援センター運
営事業
２　医師派遣等推進事業
３　医師研修・研究資金貸与
事業
　特定診療科医師研究資金1
名
　特定診療科医師確保研修資
金　2名

　医師確保対策を迅速かつ効
果的に進めるため、26年度か
ら福島県地域医療支援セン
ターの組織を拡充し、県と県立
医大との連携のもと、寄附講
座による地域医療支援の充
実、医学部生（修学資金被貸
与学生）へのサポートの強化、
臨床研修病院との連携強化、
医師確保に繋がる情報の発
信など、あらゆる策を講じて、
地域医療の充実に努める。

１　地域医療支援センター運
営事業
５　へき地医療医師確保対策
事業

【課題】
医師の地域偏在及び診療科
偏在

【対応方向】
医大と連携を強化し、地域医
療の充実を図る。

保健福祉部

26 3-2

復興を担う
看護職人材
育成支援事
業

450,367

  復興を担う看護職の人材育成
を支援するため、進学・就職活
動及びキャリアアップを支援す
る。
　また、浜通りの医療機関が看
護職員確保に取り組む際の経費
を補助する。
１　県内定着のための普及・啓
発事業
２　認定看護管理者要請研修支
援事業
３　浜通り看護職員確保支援事
業
４　医療機関における看護力向
上支援事業
５　看護職員ふるさと就職促進
等事業
６　看護職員保育施設確保支援
事業

１　県内定着のための普及・啓
発事業
・就職ガイドブックの作製・配
布
　県内外関係先447か所に計
7000冊配布。
・県内学校養成所説明会
　Ｈ26.3.10ビッグパレットふくし
ま
　県内養成所15校出展。
　参加者210名
・就職説明会
　Ｈ26.3.24-25福島看護専門
学校講堂
　県内26病院出展。
　参加者約102名
３　浜通り看護職員確保支援
事業
・交付状況：22病院14診療所
４　医療機関における看護力
向上支援事業
・相双地域の4病院へ支援
５　看護職員ふるさと就職促進
等事業
６　看護職員保育施設確保支
援事業

１　県内定着のための普及・啓
発事業
３　浜通り看護職員確保支援
事業
４　医療機関における看護力
向上支援事業
５　看護職員ふるさと就職促進
等事業
６　看護職員保育施設確保支
援事業

１　県内定着のための普及・啓
発事業
・看護学校・養成所進学相談
会
　福島県学校協議会に委託済
　7/28ビックパレットふくしまで
開催予定。
・県内病院合同説明会
　12月実施予定。
・被災地における看護の現状
研修ﾂｱｰ
　8月末実施予定。
３　浜通り看護職員確保支援
事業
・通知等発送準備。
４　医療機関における看護力
向上支援事業
・委託契約済。
５　看護職員ふるさと就職促進
等事業
・通知等発送準備。
６　看護職員保育施設確保支
援事業
・通知等発送準備。

【課題】
　医療機関等への周知を図
り、事業の活用を促進する。

【対応方向】
　医療機関に対しわかりやす
い資料を作成し、早めに事業
周知を行う。

保健福祉部
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

27 3-2

看護職員離
職防止・復
職支援事業

65,027

　看護職員の離職防止や復職を
支援するとともに、看護職員の
定着に向けた職場の環境づくり
や再就業等を支援することによ
り、県内医療機関等の看護職員
の安定的確保を図る。

１　看護職員在籍出向支援事業
２　看護業務推進連絡会議
３　看護職再就業支援研修会
４　新人看護職員研修事業（新
人看護職員研修）
５　新人看護職員研修事業（研
修責任者等研修）
６　看護職ワークライフバランス
推進事業
７　看護補助者活用推進事業
８　看護補助者養成事業

１　看護職員在籍出向支援事
業
２　看護業務推進連絡会議
３　看護職再就業支援研修会
４　　新人看護職員研修事業
　　　（新人看護職員研修）
５　新人看護職員研修事業
　　　（研修責任者等研修）
６　看護職ワークライフバラン
ス推進事業
７　看護補助者活用推進事業
８　看護補助者養成事業
　　４カ所（12回）

１　看護職員在籍出向支援事
業
２　看護業務推進連絡会議
３　看護職再就業支援研修会
４　新人看護職員研修事業(新
人)
・通知等発送準備
５　新人看護職員研修事業(責
任者）
・(公社）看護協会から委託承
諾書受理（新たな財政支援制
度決定時点で正式な契約書を
取り交わす予定）
６　看護職ワークライフバラン
ス推進事業
・委託契約済
７　看護補助者活用推進事業
・(公社）看護協会から委託承
諾書受理（新たな財政支援制
度決定時点で正式な契約書を
取り交わす予定）
８　看護補助者養成事業
・企画案募集の公告
（公募型プロポーザル方式）

【課題】
　県内医療機関等の看護職員
の安定的確保を図る必要があ
る。

【対応方向】
　看護職員の定着に向けた取
組を強化する。

保健福祉部

28 3-2

看護師等求
人開拓・マッ
チング事業

6,353

　看護師等の就業を支援するた
め、就業アドバイザーによる求人
の掘り起こし及び求人・求職マッ
チングを実施する。

１　求人開拓事業
　　実施個所数　54
　　登録件数　　　 9

２　マッチング（巡回相談会）事
業
　　相談件数     126
　　就業件数       41

１　求人開拓事業

２　マッチング（巡回相談会）事
業

１　求人開拓事業
　　相談件数　41
　　就業件数　  7
 
２　マッチング（巡回相談会）事
業
　　相談件数
　　実施所数　14
    登録件数　　0

【課題】
　県内の看護師数は徐々に増
え、震災前と同程度にはなっ
てきたが、相双地区など特定
地域では未だ深刻な看護師不
足が続いている。

【対応方向】
　事業の継続を続け、看護師
確保に努める。

保健福祉部

29 3-2
看護教育体
制強化事業

76,487

　高度化する医療に対応できる
臨床実践能力の高い看護職を
養成するため、実習教員の配置
や教育機器の整備、研究活動に
係る費用を支援することで、看護
基礎教育の充実を図る。

１　看護師等教育機器整備支援
事業
２　看護師等養成所教育体制支
援事業
３　看護教育・研究支援事業

１　看護師等教育機器整備支
援事業
・対象：16施設
２　看護師等養成所教育体制
支援事業
・対象：3施設
３　看護教育・研究支援事業
・対象：1団体

１　看護師等教育機器整備支
援事業
　　19施設
２　看護師等養成所教育体制
支援事業
　　19施設
３　看護教育・研究支援事業
　　1団体

１　看護師等教育機器整備支
援事業
・補助要綱通知、申請受付
２　看護師等養成所教育体制
支援事業
・補助要綱通知、申請受付
３　看護教育・研究支援事業
・補助要綱通知、申請受付

【課題】
　高度化する医療に対応する
臨床実践能力の高い看護職
を養成する必要がある。

【対応方向】
　事業の継続。 保健福祉部

30 3-3

ふくしま国際
医療科学セ
ンター整備
事業

10,056,468

１　早期診断部門整備・運営
事業　　2,480,827千円
　　最先端の画像診断装置の
整備・運営及び施設整備費等
を補助

２　本部・データセンター等整
備事業　1,166,388千円
　　施設整備費を補助。

３　早期治療（病棟）部門整備
事業　　5,486,780千円
　　施設整備費等を補助。

４　教育、人材育成部門整備・
運営事業　887,205千円
　　施設整備費等を補助。

１　早期診断部門整備・運営
事業
　　最先端の画像診断装置の
整備・運営及び施設整備費等
を補助
　　一部概算払（824,280千円）

２　本部・データセンター等整
備事業
　　施設整備費を補助。
　　一部概算払（285,218千円）

３　早期治療（病棟）部門整備
事業
　　施設整備費等を補助。
　　一部概算払（1,478,107千
円）
４　教育、人材育成部門整備・
運営事業　768,783千円
　　施設整備費等を補助。
　　一部概算払（418,674千円）

【課題】
　一部の部門について仮設駐
車場の整備が大雪の影響で
年度内に完成せず、事故繰越
となった。

【対応方向】
　平成２６年度に繰越となった
仮設駐車場を整備。

保健福祉部

31 3-3

放射線医学
研究開発事
業

354,075

　放射性核種の生態系における
環境動態調査及び低線量にお
ける被ばく線量モニター開発に
対して助成する。
１　放射性物質環境動態調査事
業
　　原子力災害により放出された
放射性物質の生態系を通じた
人々への影響に関する調査に要
する経費を補助する。
 ・補助先：独立行政法人放射線
医学総合研究所、県立医科大学
２　被ばく線量モニター開発事業
　　低線量域での生物学的被ば
く線量モニターの開発に要する
経費を補助する。
・補助先：県立医科大学

１　放射性物質環境動態調査
事業
　　高精度分析に係る備品等
の購入及び調査に係る経費に
対して補助した。
　補助実績額　252,655千円

２　被ばく線量モニター開発事
業
　被ばく線量モニター開発に係
る備品等の購入及び研究に係
る経費に対して補助した。
　補助実績額　現年181,872千
円+繰越95,025千円

１　放射性物質環境動態調査
事業 186,650千円
　　高精度分析に係る備品等
の購入及び調査・費を補助す
る。
 
２　被ばく線量モニター開発事
業167,425千円
　被ばく線量モニターの開発に
係る備品等の購入及び研究に
係る経費を補助する。

１　放射性物質環境動態調査
事業 186,650千円
　　7月下旬頃交付決定予定
 
２　被ばく線量モニター開発事
業167,425千円
　7月下旬頃交付決定予定

【課題】
　研究開発の進捗を図る必要
がある。

【対応方向】
　平成26年度も引き続き支援
する。

保健福祉部

１　看護職員在籍出向支援事
業
２　看護業務推進連絡会議
３　看護職再就業支援研修会
４　新人看護職員研修事業
　　（新人看護職員研修）
・交付状況：44病院
５　新人看護職員研修事業
　　（研修責任者等研修）
・委託先　（公社）県看護協会
・研修責任者研修 4日間(40名
受講)
・教育担当者研修 3.5日間実
施(63名受講)
・実地指導者研修 3日間実施
(100名受講)
６　看護職ワークライフバラン
ス推進事業
・ワークショップ　2回開催
・地域研修会　会津・いわき・
相双地域で 各1回開催
７　看護補助者活用推進事業
・委託先　（公社）県看護協会
８　看護補助者養成事業
・委託先　（有）ビズネット
・説明会　4カ所（12回）実施
・受講者職業紹介病院数　62
病院
・受講者職業紹介実績数　25
名

　将来にわたる県民の健康維
持・増進に資するため、本県にお
ける放射線医学に係る研究・診
療拠点を福島県立医科大学に
整備する。
１　早期診断部門整備・運営事
業
　　最先端の画像診断装置を活
用した放射線障害等の早期診断
を行う拠点を整備・運営するた
め、実施設計、運営費等を補助
する。
２　本部部門整備事業
　放射線影響に関する長期的な
健康管理調査、がん登録、デー
タ管理及び国際連携の拠点を整
備するため、実施設計等を補助
する。
３　早期治療部門整備事業
　小児病棟、甲状腺外科病棟、
血液内科・放射線治療病棟によ
る放射線障害等の早期治療の
拠点を整備するため、実施設計
等を補助する。
４　教育、人材育成部門整備事
業
　長期間にわたる県民健康調査
や早期診断・最先端治療を支え
る医療人の育成や放射線の専
門家を養成のための組織・講座
を整備するため、実施設計等を
補助する。

１　早期診断部門整備・運営
事業
　最先端の画像診断装置の整
備・運営費や、実施設計に対
して補助した。
　補助実績額
　早期診断部門：223,572千円
　サイクロトロン：777,600千円

２　本部・データセンター等整
備事業
　実施設計等に対して補助し
た。
　補助実績額
　42,926千円

３　早期治療（病棟）部門整備
事業
　実施設計等に対して補助し
た。
　補助実績額
　126,133千円

４教育・人材育成部門整備事
業
　実施設計に対して補助した。
　補助実績額
　29,307千円
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

No
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現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

32 3-4

緊急スクー
ルカウンセ
ラー等派遣
事業

50,373

　東日本大震災により被災した
児童生徒等の心のケアなどに当
たるため、国の委託により緊急
にスクールカウンセラー等の派
遣を実施する。

＜心のケア＞
実績額：19,768千円
派遣校・園数：48校・園
派遣回数：606回（時間：2,817）
＜就職支援＞
実績額：14,913千円
派遣校数：17校
派遣回数：1,293回

　当事業の支援を希望する私
立学校に対して適正な支援を
行う。
＜心のケア＞
派遣校・園数：56校・園
派遣回数：840回
＜就職支援＞
派遣校数：17校
派遣回数：204回

　当事業の支援を希望してい
る私立学校に対して、再委託
先をとおして調整の上、適正な
支援を実施する。
＜心のケア＞
　事業内容の説明会を各校・
園及びｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰに実施。
各校・園より派遣希望内容を
照会し、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰとﾏｯﾁﾝ
ｸﾞの上、支援を実施する。
＜就職支援＞
　7月から解禁となる高校生へ
の求人情報紹介に向け、ハ
ローワークや各種説明会にお
いて情報収集を実施する。

【課題】
　スクールカウンセラー等の人
材確保が難しい。

【対応方向】
　＜心のケア＞
　再委託先による事業説明会
等を実施し、県外にも範囲を
広げて人材確保を図っていく。
　＜就職支援＞
　再委託先による人的ネット
ワーク活用により人材確保を
図っていく。

総務部

33 3-4
ピアカウンセ
リング事業

18,466

　様々な悩みや困難を有する青
少年を支援するため、同じような
経験をした同年代の者同士によ
る交流会や地位貢献活動等を
行い、自己有用感を高め、社会
的自立の促進を図る。

１　青少年支援ネットワーク事
業
　福島県青少年支援協議会開
催
　　・全体会 1回
　　・地域連絡会議 7回
２　青少年総合相談センター
事業
　　相談対応
　　研修会、講習会の開催
３　ピアカウンセリング事業
　　若者同士の交流会等
　　・県内6方部で7回実施
　　保護者同士の情報交換会
　　・県内6方部で実施

○青少年総合相談センター事
業
（4月1日～5月31日）
・相談件数 86件
・研修会開催 5回 260名
○ピアカウンセリング事業
・会津　5/28～7/23  8回実施
予定　参加者6名
・県南　5/29～7/18  8回実施
予定　参加者9名

【課題】
　相談受付件数及びピアカウ
ンセリングへの参加者数をい
かにして増加させていくか。

【対応方向】
　広報活動の強化に取り組
む。

生活環境部

34 3-4
子どもの心
のケア事業

131,000

１　子ども支援センター事業
　　ＮＰＯ法人ビーンズふくしま
に事業委託し、「ふくしま子ども
支援センター」を設置。

２　相談・支援体制強化事業
　　専門職を雇用し、専門的相
談・支援体制の強化を図って
いる。

３　子どもの心のケア支援強
化事業
　　ＮＰＯ法人福島子どものこ
ころと未来を育む会に業務委
託。

【課題】
　震災から3年半が経過し、現
在の県内及び県外避難者の
現状やニーズ・課題を把握し
ていく必要がある。

【対応方向】
　市町村や関係機関及び委託
先と連携し、ニーズ把握に努
めるとともに、効果的な支援を
継続する。

保健福祉部

35 3-4
ひきこもり対
策推進事業

10,000

　ひきこもり状態にある本人やそ
の家族が、地域においてまずど
こに相談するか、その相談先を
明確にし、支援に結びやすくする
ことを目的として「ひきこもり支援
センター」を設置する。

［新規］ 　ひきこもり支援センターの開
設。

　平成26年4月24日に「福島県
ひきこもり支援センター」を青
少年会館１階に開設した。

【課題】
　相談窓口の周知。
　関係機関・団体等との連携、
ネットワークの構築。

【対応方向】
　マスコミを活用した広報。
　チラシ・ポスターの作成。
　関係機関との協議会の開
催。

保健福祉部

○ 青少年支援ネットワーク事
業
　福島県青少年支援協議会開
催
・代表者会議　1回
・地域連絡会議　7回
・ケース検討会　3回
○ 青少年総合相談センター
事業（4月1日～3月31日）
・相談件数　232件
・研修会開催 42回 2,674名
・講習会開催 4回 240人
○ ピアカウンセリング事業
〔若者同士の交流会等〕計53
名参加
・県北（1回目）5/23～8/27　16
回実施　参加者11名
・会津 5/16～7/5　8回実施
参加者6名
・県南 6/24～12/4　9回実施
参加者9名
・いわき9月12日～1１月13日
8回実施　参加者4名
・相双　10月4日～11月21日
8回実施　参加者4名
・県北（2回目）11月28日～2月
13日　10回実施　参加者12名
・県中　1月17日～3月7日　8
回実施  参加者7名 合計53名
〔保護者同士の情報交換会〕
・県内6方部で計10回開催、48
名参加
○ 若者自立支援カウンセラー
派遣事業（4月1日～3月31日）
・派遣回数　40回

１　子ども支援センター事業
　震災時から子どもの支援を
行っている団体に業務を委託
し、県内の支援者育成、専門的
人材の派遣、心の健康の普及啓
発等を行い、県外避難者を含
め、震災により様々なストレスを
受けた子どもたち及び子どもた
ちに接している大人をより効果
的に支援する。
２　相談・支援体制強化事業
(1) 児童相談所の専門的相談・
支援体制の強化
　児童相談所における医師、児
童福祉司、心理判定員等の専門
職員の体制を強化。市町村や学
校等の取組を通して、専門的な
支援を求められたケースなどに
対する支援。
ア　専門的、継続的な支援を必
要とする児童や家庭への訪問指
導や電話相談の実施
イ　県内外の被災児童への支援
(2) 保健福祉事務所の専門的相
談・支援体制の強化
　市町村が実施する乳幼児健診
や相談会等において、被災した
乳幼児親子の心の相談を行う場
合の事前打合せ、事後フォロー
等を行う。
ア　乳幼児健診等において、必
要時心の相談を実施
イ　相談後の事後フォローや健
診未受診者の把握
３　子どもの心のケア支援強化
事業（新規）
　子どもの支援を行っている団体
間の情報を集約し、ニーズと支
援者をつなぐプラットホームを構
築し、支援者とのネットワークを
図る。
　震災後実際に子どもたちと関
わっている専門職のスーパーバ
イズ研修を実施し、子どもたちの
心のケアの充実強化を図る。

 1　中央子ども支援センター事
業
・県内の支援者及び支援団体
向け研修会の開催　 6回
・県外避難者の支援者及び支
援団体向け研修会の開催　12
回
・県外避難者交流会の開催　3
回
・児童相談所への精神科医の
派遣　延べ13回
・被災者と保護者のためのパ
ンフレット作成　30，000部
・子どもの心の相談会の実施
及び市町村からの要望に基づ
く人材派遣　299事業　延べ
470人専門職派遣
・リフレッシュママクラスにおけ
る保育士・託児スタッフ派遣等
の支援の実施　7児町村、1保
健福祉事務所　103人
・子どもの運動遊び教室事業
に11市町村において70事業を
実施し、のべ136名の運動指
導士を派遣
２　相談・支援体制強化事業
　専門職を雇用し、専門的相
談・支援体制の強化を図った。

１　子ども支援センター事業
　県内に設置する子ども支援
センターが、県内での支援者
養成に向けた各種研修会及び
市町村等が開催する各種事
業への専門的人材の派遣や
心の健康の普及啓発等を行
い、県外避難者を含め、震災
により様々なストレスを受けた
子どもたち及び子どもたちに
接している大人をより効果的
に支援する。
２　相談・支援体制強化事業
(1) 児童相談所の専門的相
談・支援体制の強化
(2) 保健福祉事務所の専門的
相談・支援体制の強化
３　子どもの心のケア支援強
化事業
(1) 子どもの支援を行っている
団体間の情報を集約し、ニー
ズと支援者をつなぐプラット
ホーム（基盤）を構築し、支援
者のネットワーク化を図る。
(2) 震災後子どもたちに関わっ
ている専門職へのスーパーバ
イズ研修を実施。
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

36 3-4
被災者の心
のケア事業

538,489

　ケアの拠点として心のケアセン
ターを県内６カ所に設置し、被災
者に対する地域精神保健活動
の拠点とする。
　また、県外で心のケア業務を
実施できる団体に委託し、県外
の避難者の心のケアを実施す
る。

・相談支援件数　6,216名
・サロンでの心の健康講話
10,634名
・自治体職員等への研修会
2,247名
・自治体職員へのメンタルヘル
ス（個別）　386名
（集団）　835名

①県内の心のケア関連業務
の充実
　アルコール問題、自殺対策
の強化

②県外避難者の心のケア相
談窓口の設置拡大

　ふくしま心のケアセンターア
ルコールプロジェクトを開始。

　県外避難者の心のケア相談
窓口の設置拡大のため団体と
の折衝開始

【課題】
　避難生活の長期化による避
難者の疲労。
　支援者の疲労。

【対応方向】
　県外避難者への相談窓口の
設置拡大。
　支援者支援の強化。
　アルコール対策の強化。

保健福祉部

37 3-4

（ピュアハー
トサポートプ
ロジェクト）い
じめ・教育相
談事業

625,012

【課題】
　カウンセラー等にあっては人
材の確保及び資質の向上。

【対応方向】
　関係する機関との連携によ
る人材の確保や、研修の充実
に努める。

教育庁

　 　 　
　 　 　

１学校教育相談員配置事業
　学校教育相談員を教育ｾﾝﾀｰに
2名配置
２ スクールカウンセラー等活用
事業
　緊急時スクールカウンセラー派
遣事業（災害分）と併せて学校
106校、中学校224校へ199名の
スクールカウンセラーを配置し
た。
３ 緊急時カウンセラー派遣事業
　中学校１校へ派遣
４ 緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）
　スクールカウンセラー等活用事
業と併せて小学校106校、中学校
224校へ、199名のスクールカウ
ンセラーを配置した。
５ スクールカウンセラー活用事
業（高等学校）
　サテライト校を含む全ての県立
学校に配置（９３校９５名）すると
ともに、昨年から東日本大震災
の被害の大きかったいわき、相
双地区の学校においては、カウ
ンセラーの１回の勤務時間を４時
間から６時間（年間１８０時間）と
長くし、教育相談活動の充実を
図っている。
６ 緊急時カウンセラー派遣事業
（災　害分・高等学校）
　サテライト校にもカウンセラーを
配置するとともに、東日本大震災
の被害の大きかったいわき、相
双地区の学校においては、カウ
ンセラーの勤務時間を長くし、カ
ウンセリングを充実している。
７　スクールソーシャルワーカー
緊急派遣事業
　7教育事務所16名、19市町村21
名、計37名のスクールソーシャル
ワーカーを配置した。また、スー
パーバイザーを3名配置した。
８　子ども24時間いじめ電話相談
事業
　いじめで悩んでいる児童生徒に
対してカウンセリング的手法によ
り相談業務を行い、未然防止及
び心のケアを実施している。
９　いじめ対策等生徒指導推進
事業
　第1回の運営協議会を実施。
　各教育事務所での教育相談担
当者協議会の計画立案。
10　不登校対策推進事業
　第1回不登校定期調査の実施。
11　（新）生徒指導アドバイザー
事業
　各関係機関及び職能団体から
の生徒指導アドバイザーの推
薦。

１ 学校教育相談員配置事業
　不登校、いじめ、体罰等で悩
んでいる児童生徒、保護者に対
してカウンセリング的手法により
相談業務を行い、未然防止及
び心のケアを目指す。
２ スクールカウンセラー等活用
事業
　緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）と併せて小
学校106校、中学校224校へス
クールカウンセラーを配置。
３ 緊急時カウンセラー派遣事業
　学校に関わる緊急事態発生
時にカウンセラーを派遣する。
４ 緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）
　スクールカウンセラー等活用
事業と併せて小学校106校、中
学校224校へスクールカウンセ
ラーを配置。
５ スクールカウンセラー活用事
業（高等学校）
　サテライト校にもカウンセラー
を配置するとともに、東日本大
震災の被害の大きかったいわ
き、相双地区の学校において
は、カウンセラーの勤務時間を
長くし、カウンセリングを充実さ
せる。
６ 緊急時カウンセラー派遣事業
（災害分・高等学校）
　サテライト校にもカウンセラー
を配置するとともに、東日本大
震災の被害の大きかったいわ
き、相双地区の学校において
は、カウンセラーの勤務時間を
長くし、カウンセリングを充実さ
せる。
７ スクールソーシャルワーカー
緊急派遣事業
　7教育事務所16名、19市町村
21名、計37名のスクールソー
シャルワーカーを配置し、児童
生徒のケアに当たるとともに、
スーパーバイザーを3名配置
し、資質や能力の向上を図る。
８ 子ども24時間いじめ電話相
談事業
　いじめで悩んでいる児童生徒
に対してカウンセリング的手法
により相談業務を行い、未然防
止及び心のケアを目指す。
９　いじめ対策等生徒指導推進
事業
　運営協議会の参加者につい
て検討し、社会全体でいじめ対
策に当たれるようにする。また、
今日的な課題への対応を検討
する。
10　不登校対策推進事業
　関係機関と連携し、不登校対
策への支援体制の充実を図る
とともに、震災と不登校の関係
を調査する。
11　（新）生徒指導アドバイザー
事業
　需要にあったアドバイザーを
選任し、生徒指導の充実を図
る。

１ 学校教育相談員配置事業
　不登校、いじめ等で悩んでい
る児童生徒、保護者に対して相
談業務を行い、未然防止及び
心のケアを実施。
２ スクールカウンセラー等活用
事業
　緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）と併せて小
学校105校、中学校227校へス
クールカウンセラーを配置。
３ 緊急時カウンセラー派遣事業
　小学校1校、中学校2校、高等
学校2校　計5校へ臨床心理士
を派遣し、児童生徒の心のケア
を実施。
４ 緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）
　スクールカウンセラー等活用
事業と併せて小学校105校、中
学校227校へスクールカウンセ
ラーを配置。
５ スクールカウンセラー活用事
業（高等学校）
　県内のすべての高校にスクー
ルカウンセラーを配置し、生徒
相談及び職員研修等を実施。
６ 緊急時カウンセラー派遣事業
（災害分・高等学校）
　県内のすべての高校にスクー
ルカウンセラーを配置し、生徒
相談及び職員研修等を実施。
７ スクールソーシャルワーカー
緊急派遣事業
　5教育事務所に11名、17市町
村に19名、計30名のスクール
ソーシャルワーカーを県内に配
置し、児童生徒の心のケア及び
生活のケアを実施。
８ 子ども24時間いじめ電話相
談事業
　いじめで悩んでいる児童生徒
に対して相談業務を行い、未然
防止及び心のケアを実施。
９ いじめ対策等生徒指導推進
事業
　各関係機関や職能団体のメン
バーが集まり、2回のいじめ協
議会を開催し、情報交換を図
り、いじめ対策への助言を受け
ることができた。
10 不登校対策推進事業
　不登校支援訪問を各事務所と
実施し、域内の不登校対策で参
考となる事案について収集し、
不登校対策の資料を改定。
11 （新）生徒指導アドバイザー
事業
　26年度新規事業

　不登校、いじめ、暴力など、児童
生徒の問題行動に対して、スクー
ルカウンセラー等の配置による教
育相談体制の充実を図り、問題行
動の未然防止と早期解決を図り、
今後の福島県の復興を担う児童
生徒を健全に育成する。

１　学校教育相談員配置事業
　教育センターに2名の学校教育
相談員を配置する。
２　スクールカウンセラー等活用
事業（小・中学校への配置）
３　緊急時カウンセラー派遣事業
　重大な事故や事件、災害等の初
期対応に当たる。
４　緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）
　大震災で被災した小・中学校等
の児童生徒等の心のケア及び教
職員に対するコンサルテーション
に当たる。
５　スクールカウンセラー活用事
業（高等学校への配置）
６　緊急時カウンセラー派遣事業
（災害分）
　大震災で被災した高等学校の生
徒等の心のケア及び教職員に対
するコンサルテーションに当たる。
７　スクールソーシャルワーカー緊
急派遣事業
　社会福祉等の専門的な知識や
技術を有するスクールソーシャル
ワーカーを配置し、関係機関と連
携し、被災した児童生徒の心のケ
ア及び生活のケアに当たる。
８　子ども２４時間いじめ電話相談
事業
　いじめの未然防止を図るととも
に、いじめに早期に対応し、解決
を図るために、24時間電話相談体
制を整備する。
９　いじめ対策等生徒指導総合推
進事業
　生徒指導上の諸課題について
の調査研究を行う。
13１０　不登校対策推進事業
　関係機関が連携し、不登校対策
への支援体制の充実を図る。
１１　生徒指導アドバイザー派遣
事業
　生徒指導の諸問題の未然防止
及び的確な対応のための支援な
どを行う。
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1 4-1

私立幼稚園
心と体いき
いき事業
（１－１再掲）

43,500

　園児の体力向上や肥満防止等
を目的としたプログラムを計画的
に実践する私立幼稚園に対し
て、その経費を助成する。

［新規］ 　私立幼稚園における、園児
の体力向上や肥満防止等を
目的としたプログラムを計画的
に実践させ、評価する。
　　補助対象園　145園

　各私立幼稚園設置者に計画
書の照会を行い、提出された
書類についての精査を行って
いる。
　精査が完了次第、交付申請
書の提出を求める予定であ
る。

【課題】
　新規事業のため幼稚園等に
事業内容の理解を深めてもら
い適切な事業執行を図る必要
がある。

【対応方向】
　各幼稚園等との連絡を密に
するとともに事業内容の周知
を図っていく。

総務部

2 4-1
浜児童相談
所整備事業

143,325

　東日本大震災、原子力事故に
よる避難者が特に集中している
いわき市を管轄する浜児童相談
所管内において、相談件数の増
加が著しく、児童相談所機能に
支障を来していることから、復興
地域のセーフティネットとしての
機能を強化するため、浜児童相
談所の全面的な改築を行う。
・浜児童相談所改築に係る経費

［新規］

【ＰＴ会議】
　7月、8月で3回開催。
【財源の検討】
　福島原子力事故影響対策特
別交付金を充てることを決定。

　測量設計等委託関係業務の
発注、用地購入を行う。

・購入予定地の地権者と用地
買収の意向を伝えた。
・隣県の新しい児童相談所の
視察を実施した。
・7月に測量設計業務の指名
競争入札を行う準備を進め
た。

【課題】
・いわき市の土地が高騰して
おり、地権者と売買金額で折り
合いがつくか懸念される。

【対応方向】
・地積確定後、不動産鑑定を
行い金額を提示し、適切に対
応する。

保健福祉部

3 4-1

新生児聴覚
検査支援事
業

100,412

　県内で安心して子どもを生み
育てられる環境整備の一環とし
て、先天性聴覚障がいの早期発
見、支援を行えるよう新生児聴
覚検査の費用を助成する。

【新生児聴覚検査事業】
　初回検査　13,410件
　確認検査　　　440件
　再確認検査　　78件
　聴覚障がいと診断された者
15名
○ 聴覚障がいと診断された児
については各保健福祉事務所
を通して市町村と連携し、事後
フォローをしている。

　当該事業で発見された聴覚
障がい児のフォローをきめ細
やかに行う。

・県内のAABR(自動聴性脳幹
反応)及びOAE(耳音響放射検
査）検査機器を有している産
科医療機関で検査を実施した
場合の検査費用の助成、及び
県外に里帰り出産し検査を実
施した場合の費用助成中。
・検査周知のリーフレットを印
刷し、医療機関及び市町村等
へ送付した。

【課題】
　要精密検査児の受診結果の
把握が充分でない。

【対応方向】
　要精密検査児の受診結果に
ついて市町村、保健福祉事務
所と情報を共有し、」把握す
る。

保健福祉部

4 4-1

子どもの医
療費助成事
業

4,609,739

　子どもの疾病の早期発見及び
早期治療を促進するとともに、子
育てに伴う経済的負担を軽減
し、子どもを安心して産み育てる
環境づくりの一助とするため、市
町村が実施する子どもの医療費
助成事業に対し、必要な経費の
－部を補助する。
○ 実施主体：市町村
○ 補助対象年齢・補助率
　・就学前まで　1/2以内
　・小学校4年生から18歳 10/10

　H24年10月から全市町村に
おいて事業を開始した。

　子どもの疾病の早期発見及
び早期治療を促進するととも
に、子育てに伴う経済的負担
を軽減し、子どもを安心して産
み育てる環境づくりの一助とす
るため、市町村が実施する子
どもの医療費助成事業に対
し、必要な経費の－部を補助
する。

・6月末現在、実績なし。
 9月中旬頃、交付申請を各市
町村へ通知し、交付決定後、
その額の1／2を概算払する予
定。

【課題】
　制度継続のための財源確保
が必要である。

【対応方向】
　制度継続の財源について、
国への要望を行っていく。 保健福祉部

5 4-1
母子の健康
支援事業

30,892

　安心して子どもを生み育てる環
境を整備するため、妊婦や乳幼
児を持つ保護者を対象に電話相
談窓口を設置し、子育てや健康
に関する相談体制の充実を図る
とともに、必要な場合には、訪問
による支援及び妊産婦や乳幼児
を持つ保護者同士の交流の場を
設ける。
　相談の中で母乳の放射線検査
を希望する場合は、検査費用の
助成と検査後のきめ細かな相談
支援を行う。

【ふくしまの赤ちゃん健康相
談】
　電話相談件数 877件
　母乳検査　　　　51件
【妊産婦、乳児等の訪問】
　1,050件
【交流会、育児サロン】
　開催回数 202回
  参加組数 2,473組

・安心して子どもを生み育てる
環境を整備するため、引き続
き、妊婦や乳幼児を持つ保護
者を対象に電話相談を実施
し、子育てや健康に関する相
談体制の充実を図り、不安解
消に努める。

・福島県助産師会に委託し、
電話相談、交流会等を実施。
また、ＭＳＴに委託し、母乳の
放射線検査の検査費用の助
成を実施した。

【課題】
　事業継続のための財源確保
が必要である。

【対応方向】
・事業継続の財源について、
国への要望を行っていく。
・相談体制の充実を図り、妊産
婦の不安の軽減を図っていく。

保健福祉部

6 4-1

被災した子
どもの健康・
生活対策等
総合支援事
業

165,417

１　子どもの健やか訪問事業
　避難の長期化等に伴う課題に
対応するため、仮設住宅等に住
んでいる子育て世帯に対して、
心身の健康に関する訪問による
相談支援を行う。

２　仮設住宅に住む子どもの環
境づくり事業
　仮設住宅に住んでいる子ども
が、安心して過ごすことができる
スペースを確保し、当該スペース
において子どもたちの遊び等へ
の支援を行う者及びスペースを
管理する立場の者を確保する事
業を実施する。

［新規］ １　子ども健やか訪問事業
　　被災市町村から県内に避
難している被災児童で、1歳、4
歳、小学1年生の子どもを持つ
家庭を対象に、保健師等専門
職が家庭訪問する。

２　市町村、NPO法人に制度
の周知をはかる。

1  訪問対象者を決定し、各保
健福祉事務所毎に振り分けを
行った。

２　ニーズ調査中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　できるだけ専門職を発掘し、
効果的な相談支援を行ってい
く。
　また、子どもの交流等ができ
る場の提供を進める。 保健福祉部

7 4-1

子育て応援
パスポート
事業

8,187

　社会全体で子育て支援の気運
を盛り上げるため、企業、地域、
行政が一体となって子育て家庭
を応援することを目的とし、事業
の普及・拡大に向け積極的な広
報・啓発を行う。
　18歳未満の子どもを持つ世帯
を応援するため、協賛店の協力
により各種サービスが受けられ
るカード（愛称「ファミたんカー
ド」）を交付する。利用者の利便
性を向上させるため、事業の周
知を図るとともに、さらに協賛店
舗数を拡大する。
　現在交付しているカードの有効
期限が平成27年3月31日である
ことから、新カードを作成・配布
する。
　避難者が多い地域ごとにファミ
たんカード協賛店のガイドブック
を作成する。

１ カード交付枚数（H26.1.1現
在）
　361,285枚
２ 協賛店舗（H26.3.31現在）
　4,139店（2,259事業者）
３ 広域連携カード交付人数
（H26.3.31）
　茨城県：418名
　栃木県：454名
　群馬県：306名
　新潟県：213名
　埼玉県：52名

１ 新カードへの更新作業
　庁内各課、各市町村等と連
携を図りながら、新カードへの
更新を行う。
２ 協賛店舗ガイドブックの作
成

１ カード交付枚数（H26.4.1現
在）
　364,998枚
２ 協賛店舗
　4,160店（2,262事業者）
３ 広域連携カード交付人数
　茨城県：435名
　栃木県：471名
　群馬県：318名
　新潟県：227名
　埼玉県：65名

【課題】
１　新カードの配付方法
２　避難中の町村における
カード交付について

【対応方向】
１　学校等を通して幅広く配付
できるよう関係機関に協力を
求める。
２　県内部、該当町村と対応を
検討。 保健福祉部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

8 4-1

ふくしまから
はじめよう。
豊かな遊び
創造事業

417,921

　身近なところでの屋内遊び場
整備を支援するとともに、子ども
が野外空間で創造的な遊びを行
うことができる冒険ひろば実施団
体を支援し、併せて子ども・子育
て支援関係者の研修を行うこと
により、子どもの健やかな発育
や体力向上に寄与する。
１　屋内遊び場確保事業
　原発事故により飛散した放射
性物質に不安を抱く保護者の方
がいることなどから、身近なとこ
ろでの屋内遊び場整備を支援す
る。
２　子どもの冒険ひろば設置支
援事業
　子ども達の遊び環境が徐々に
改善してきていることから、遊び
環境づくりのモデルとして、子ど
もが野外空間で創造的な遊びを
おこなうことができる冒険ひろば
を実施する団体を支援する。
３　子どもの施設等への訪問助
言事業
　保護者等が遊びや運動につい
て専門家から助言を受ける機会
を設ける。

１　屋内遊び場確保事業
＜市町村＞13市町村16施設
へ補助　　補助額　154,561千
円
＜民間団体＞16団体16施設
へ補助　　補助額　   2,488千
円　　　補助額計　157,049千
円

２　子どもの冒険ひろば設置
支援事業
＜遊びコーディネーター養成
事業＞屋内遊び場の運営や
子どもたちへの指導に携わる
者、市町村の子育て支援関係
者等に対する研修会　4回実
施（参加者（合計）365名）
＜子どもの冒険ひろば設置モ
デル事業＞3団体へ業務委託
委託金額　9,237千円

　屋内遊び場については、6市
町へ整備拡充費用を補助する
とともに、以前に設置した屋内
遊び場を継続運営する費用を
補助していく。また、外遊びに
ついては、冒険ひろばの委託
団体を昨年度の3団体から6団
体へ拡充し、事業を推進して
いく。

・子どもの冒険ひろば設置事
業については、今年度６団体
と委託契約を結び、冒険ひろ
ばを開設している。
・屋内遊び場確保事業につい
ては、国と調整中であるため、
調整後速やかに市町村に対し
交付決定を行う。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

9 4-1

子ども・子育
て支援制度
移行推進事
業

690,332

　幼保一体化の推進、保育の量
的拡大や幼児教育・保育の質的
向上等を図る「子ども・子育て支
援新制度」の本格施行が平成27
年度に予定されていることを踏
まえ、スムーズな移行ができるよ
うに市町村や各児童関連施設等
を支援する。
１　認可外保育施設運営支援事
業
２　認定こども園事業費
３　子ども・子育て新制度に係る
システム構築等事業

１　認可外保育施設運営支援
事業
　認可保育所への移行を目指
す認可外保育施設に対して、
運営費の一部を補助した。
　2施設　補助額6,639千円
３　新制度に係るシステム構
築等事業
　子ども・子育て支援新制度の
施行に向けて、市町村におい
て必要となる電子システム導
入経費を補助。
　55市町村に対して568,267千
円補助（502,973千円を繰越）

１　認可外保育施設運営支援
事業
平成26年度は運営費補助に
加えて、認可基準を満たすた
めの改修費についても補助す
る。
２　認定こども園事業費
長時間預かり保育を実施する
認定こども園を構成する幼稚
園に対して、運営費の一部を
補助する。
３　新制度に係るシステム構
築等事業
　平成26年度も引き続き平成
25年度の事業を継続する。

・認可外保育施設運営支援事
業の運営費及び認定こども園
事業については、国に事前協
議書を提出し、国の内示を受
けた。
・新制度に係るシステム構築
等事業については、平成26年
度に新規申請のあった2町村
に対して交付決定を行った。

【課題】
　平成27年度から子ども・子育
て支援新制度が本格施行され
るため、新制度施行後の補助
事業がどのようになるかが不
透明。

【対応方向】
　新制度以降の補助事業につ
いての情報収集に努めていき
たい。

保健福祉部

10 4-1
地域の寺子
屋推進事業

2,005

　東日本大震災やそれに伴う原
子力災害からの避難生活によ
り、地域の人と人との絆の重要
性が認識され、地域コミュニティ
の再生が求められている。また、
やむなく県外に避難している
方々の避難先での地域コミュニ
ティーの構築の支援が求められ
ている。
　これらの状況を踏まえ、知恵と
経験のある方と、次世代を担う
子どもとその親が、地域の資源
を活用して、互いに交流する取
組である「地域の寺子屋」を県内
外に拡大するため、以下の事業
を行う。
１　地域の寺子屋セミナー事業
２　地域の寺子屋事業

１　仮設住宅等での寺子屋
　40箇所で実施。2,067名参加
（うち、子ども987名）。
２　地域の寺子屋セミナー
　7月8日に福島市で開催（31
名参加）。
　7月18日にいわき市で開催
（36名参加）。
３　地域の寺子屋設置支援事
業
　新規30団体、継続22団体に
対し補助（うち、県外団体24団
体）。

　子育て世帯と高齢者等の地
域の人々との交流を促進する
ため、下記の事業を実施す
る。
1　地域の寺子屋セミナー
会津・浜通り各1箇所、中通り2
箇所で実施する。
2　地域の寺子屋実施事業
セミナー参加者を講師とする
寺子屋を、会津・中通り・浜通
り各3箇所ずつ実施する。

　6月13日付で公益財団法人
福島県老人クラブ連合会と委
託契約を締結した。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

11 4-1

ふくしまスマ
イルキャラバ
ン事業

30,898

　未来を担う子どもたちを元気づ
けられるよう、市町村や地域の
子育て団体等と連携して、県内
各地で子どもや子育て家庭のた
めのイベントを実施する。

　県内7方部で、展示会（約1週
間）及びイベント（1日）を実施
した。

　県内7方部でイベントを開催
し、その中で展示会も行う。

　県内7方部でのイベント開催
日及び開催会場等について調
整中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
保健福祉部

12 4-1

ふくしまキッ
ズ夢サポー
ト事業

85,610

　子どもたちが夢や希望を持って
成長することをサポートするた
め、子ども及び子育て家庭を支
援する事業について、民間から
企画提案を公募し、審査選定し
た事業に補助する。

１　ふくしまキッズ夢サポート
事業
・単独枠:1団体上限500千円
　11団体に総額50,00千円を補
助。
・連携枠:1団体上限5,000千円
　17団体に総額75,000千円を
補助。

　今年度も引き続き事業を実
施する。
　単独枠については、予算額
を10,000千円に増額し実施す
る。

　補助団体を選定し、連携枠
で20団体(計74,855千円)、単
独枠で23団体(計10,000千円)
の交付決定を行った。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
保健福祉部

13 4-1

ふくしま保育
元気アップ
緊急支援事
業

961,213

　放射線不安により外遊びが制
限されている保育所等の子ども
の健やかな成長を守るため、子
どもの運動量の確保や自然体験
の充実等に取り組む保育所等を
支援する市町村に対して補助を
行う。

１　ふくしま保育サポート事業
　保護者の相談や子どもの運動
量を確保する取組等を実施する
保育所等に補助を行う。
２　相談支援者育成研修事業
　保護者の相談等に必要な専門
的知識を習得するための研修会
を実施する。
３　幼児はつらつ運動プログラム
事業
　幼児向けの運動プログラムを
作成し、体を動かすことに親しみ
ながら運動習慣の定着を図る。

１　ふくしま保育サポート事業
　＜市町村＞
　28市町村 266施設へ補助
　補助額　444,001千円
２　相談支援者育成研修事業
　4会場で実施
　受講者288名

１　ふくしま保育サポート事業
　平成26年度も引き続き事業
を継続する。
２　相談支援者育成研修事業
　4会場で実施予定
３　幼児はつらつ運動プログラ
ム事業
　こども環境学会に委託する
が、より効果的なものとなるよ
う検討していく。

　各市町村（中核市除く）に対
し、事前協議書を7/10までに
提出するよう依頼した。

相談支援者育成研修
　3回（1回あたり3日間）開催予
定
　第1回目のコースで、10名修
了した。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

14 4-1

ふくしま保育
士人材確保
事業

334,758

１　保育士等支援センター事
業
　・相談件数：302件（うち、マッ
チング12件）
　・合同説明会：6回実施
２　保育士修学資金貸付事業
　・貸付人数12人。
３　保育士等処遇改善臨時特
例事業
　・21市町村　133施設

　「保育士・保育所支援セン
ター」　の設置による保育士と
保育所のマッチング支援、修
学資金の貸付、保育士の処遇
改善を引き続き実施するととも
に、潜在保育士を確保するた
めの取組を実施する。

・保育士等支援センター事業
ついては、引き続き実施してい
る。
・保育士修学資金貸付につい
ては、H26年度の募集を行って
いる。
・保育士等処遇改善臨時特例
事業については、国に事前協
議書を提出し内示を受けた。

【課題】
　国の財源措置（安心こども基
金の継続性）が不透明。

【対応方向】
　財源措置について、引き続き
国へ要望する。

保健福祉部

15 4-1

地域の子育
て力向上事
業

44,088

　地域の子育て力を向上させ、
子育て支援を推進するため、
県、市町村及び子育て支援に取
り組む民間団体が、子育て支援
に関する各種事業を支援する。
１　子育て支援ネットワーク促進
事業
　子育て支援者の専門性の向上
と連携強化を目的として「ふくし
ま子育て支援ネットワーク」への
補助により研修会を実施する。
２　市町村企画事業
　市町村が実施する東日本大震
災により被災した子ども等への
支援に対する事業に補助する。
３　民間団体企画提案事業
　地域の子育て支援に取り組む
民間団体から企画提案 を公募
し、審査選定した事業に補助す
る。

１　子育て支援ネットワーク促
進事業
　「ふくしま子育て支援ネット
ワーク」に対し、910千円を補
助。
２　市町村企画事業
　6市町村に対し、25,449千円
を補助。
３　民間団体企画提案事業
　6団体に対し、2,500千円を補
助。

１ 子育て支援ネットワーク促
進事業
　「ふくしま子育て支援ネット
ワーク」に対し、子育て支援者
向けの研修会の開催及び連
携強化のため補助を行う。
２ 市町村企画事業
　市町村が実施する、東日本
大震災により被災した子ども
達への支援に対する事業に補
助する。
３ 民間団体企画提案事業
　地域の子育て支援に取り組
む民間団体から企画提案を公
募し、審査選定した事業に補
助する。

１ 子育て支援ネットワーク促
進事業
　「ふくしま子育て支援ネット
ワーク」に対し交付決定の手
続きを行っている途中である。
２ 市町村企画事業
　市町村と調整中。
３ 民間団体企画提案事業
　10団体を採択し、計2,500千
円の補助を行った。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

16 4-1

ふくしまから
はじめよう。
元気なふくし
まっ子食環
境整備事業

29,965

［新規］

保健福祉
部
農林水産
部
教育庁

17 4-1

地域でつな
がる家庭教
育応援事業

6,107

　「親の学び」を支援するため
に、PTAと連携し、親自身が学ぶ
機会が充実するよう支援する。
また、学習プログラムを作成し、
家庭教育支援者をリードする人
材を育成するとともに、企業と連
携して地域の家庭教育推進を働
きかける。

［新規］   保護者が子育ての意欲を高
め、自信を持って役割を果た
せるようにするために、関係団
体等との連携により諸事業を
展開する。

   県地域家庭教育推進協議
会を5月26日に実施。地域家
庭教育推進（各地区）ブロック
会議を6地区で実施。1地区は
7月に実施予定。第2回につい
ては2月頃実施予定。
　親子の学び応援講座は2講
座実施。7月から12月にかけて
18講座実施予定。
　家庭教育応援企業推進活動
は今後実施予定。
　家庭教育支援者スキルアッ
プセミﾅｰは7月から10月にか
けて8回実施予定。

【課題】
　事業の大部分が7月以降に
実施する研修会等であるた
め、現在の進捗率が低い。

【対応方向】
　予定されている研修会や協
議会などを計画的に行うこと。 教育庁

　保育士の専門性向上と人材の
安定的確保のため、潜在保育士
への就労支援や保育士資格取
得支援、保育士の処遇改善に取
り組む保育所支援を行う。

１　保育士等支援センター事業
　保育士の資格を有しながら現
在働いていない方に対し、就職
支援等を行う「保育士・保育所支
援センター」を設置する。
２　保育士修学資金貸付事業
　保育士資格取得に必要な修学
資金の貸付事業を行う福島県社
会福祉協議会に対して補助す
る。
３　保育士等処遇改善臨時特例
事業
　保育士等の処遇改善に要する
費用を補助する。
４　潜在保育士再就職支援研修
事業【新規】
　潜在保育士の再就職を支援す
るため、事前研修や経営者研修
を行う。
５　保育士資格取得支援事業
【新規】
（1）幼稚園教諭に対する保育士
資格取得支援
（2）保育所等従事者の保育士資
格取得支援

（保福部）
１　子どもの食を考える地域
ネットワーク会議
　6保健福祉事務所で開催予
定
２　保育所等を対象とした食の
指導者育成研修会
  6保健福祉事務所で開催予
定
３　福島県食育応援企業団等
におけるスリムアップイベント
の開催
　県内10カ所で実施予定
４　地域の子育て食環境支援
事業
  公益社団法人福島県栄養士
会へ委託　(H26.5.20)

（農林部）
１　食育実践サポーター派遣
事業
ア　サポーターの募集及び登
録、
　　5／28～募集開始
イ　公開　7月末予定、ウ　派
遣　イに同じ
２　地域の「食」体験・交流活
性化支援事業　ア　 食に関す
る体験・交流等の食育推進活
動団体の選定、業務委託
　募集7月（予定）

（教育庁）
　学校における食の担当者連
絡会議　5月19日開催

（保福部）
　食育推進の観点から関係部
局が連携し、家庭・学校・地域
が一体となって地域における
食育推進体系を再構築し「元
気なふくしまっ子が育つ食環
境整備を推進する。
１　子どもの食を考える地域
ネットワーク会議
２　保育所等を対象とした食の
指導者育成研修会
３　福島県食育応援企業団等
におけるスリムアップイベント
の開催
４　地域の子育て食環境支援
事業

（農林部）
１　食育実践サポーター派遣
事業
ア　サポーターの募集及び登
録、イ　公開　ウ　派遣
２　地域の「食」体験・交流活
性化支援事業
ア　 食に関する体験・交流等
の食育推進活動団体の選定、
業務委託 10団体
イ　食育推進活動事例の取り
まとめ・紹介

（教育庁）
　学校における食の担当者連
絡会議（5月開催）
　ふくしまっ子の食環境を考え
る会（8月12月開催）
　ふくしまっ子ごはんコンテスト
　ふくしまっ子栄養教室

（保福部）12,270千円
　食育の観点から、東日本大震
災後の子どもたちの新たな健康
課題に対応するため、家庭・学
校・地域が一体となった食育推
進体系を再構築し、「元気なふく
しまっ子」が育つ食環境整備を
進める。
１　子どもの食を考える地域ネッ
トワーク会議
２　保育所等を対象とした食の指
導者育成研修会
３　福島県食育応援企業団等に
おけるスリムアップイベント
４　地域の子育て食環境支援事
業

（農林部）12,786千円
　先進的な食育活動の実践者を
サポーターとして登録し学校等
に派遣するとともに、地域団体が
行う体験・交流等を通した特色あ
る食育活動を支援する。
１　食育実践サポーター派遣事
業
２　地域の「食」体験・交流活性
化支援事業

（教育庁）4,909千円
　保健福祉部・農林水産部・教育
委員会等関係機関が連携し、家
庭・学校・地域が一体となって地
域における食育推進体制を整備
するとともに、食育推進体系を再
構築し「元気なふくしまっ子」が育
つ食環境整備を進める。

（保福部）
【課題】
　一時的な取り組みではなく、
継続して県民運動として効果
の見える事業展開とする仕組
みづくりが必要である。

【対応方向】
　関係者・関係機関が一丸と
なって県民運動としての取り組
みを推進する。

（農林部）
【課題】
　学校等、サポーター派遣の
利用周知を図る必要がある
が、開始年度のため認知度が
低い。

【対応方向】
　関係機関・団体と連携し事業
内容等の周知徹底を図る。

（教育庁）
【課題】
　体力向上との連携。

【対応方向】
　新たに食育と体力向上の連
携方法を検討する必要があ
る。
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

18 4-1

子どもの本
がつなぐス
マイルプロ
ジェクト

1,939

　震災で被災して心が傷ついて
いる子どもたちや親たちに、本と
のふれあいを通して心を癒して
もらうため、読み聞かせなどを行
うフェスティバルを開催する。
　読書ボランティアの活動も推進
しながら、本を通じて子どもたち
や親たちの心の復興を図る。

新規   今年度は仮設住宅等が多く
集まっている県北・県中地区
でフェスティバル（各1日間）を
開催する。第1回目は県北地
域で５月に美術館の企画展示
に合わせ、絵本をテーマに講
演会、おはなしコンサートなど
を開催。第2回目は県中地域
で10月～11月の読書週間に
合わせ、プロのおはなし会や
科学のおはなし会などを開催
予定。

  5月11日県立図書館　第１回
フェスティバル開催。
　わらべうたの部屋、講演会、
お話コンサートなど実施。延べ
約720名参加。

【課題】
　事業の広報・周知の充実を
図り、仮設住宅等の方々を含
め多くの県民が参加してもらえ
るよう事業を実施する。

【対応方向】
　被災（避難）自治体をはじめ
とする各自治体への周知・広
報の強化が必要である。

教育庁

19 4-1

ふくしまっ子
自然体験・
交流活動支
援事業

1,008,945

　震災の経験を踏まえ、再発見
した郷土の良さを伝え合い発信
していくような交流活動を行うと
ともに、充実した自然体験活動を
行う機会を提供し、豊かな人間
性と生きる力の育成を図る。

  幼稚園、保育所、小中学校
等が対象の移動教室体験活
動応援補助事業、社会教育関
係団体が対象の体験活動応
援補助事業併せて5千件を超
える利用があり、ふくしまっ子
自然の家体験活動応援事業
も合わせると約16万3千人の
県民が活用した。伸び伸びと
活動する機会を提供すること
ができ、団体内での交流を通
してそれぞれの絆を深めるこ
とができた。

　補助事業を適正に推進して
いくことにより、子どもたちがそ
の元気をもっと発信したり、海
浜や森林等での自然体験活
動を行ったりできるように支援
したい。

１ 小中学校自然体験・交流活
動等支援事業
・補助申請520件
・補助対象人数28,354人
２ 幼稚園・保育所自然体験活
動等支援事業
・補助申請216件
・補助対象者数28,176人
３ ふくしまっ子体験活動応援
補助事業
・補助申請427件
・補助対象者数10,446人

【課題】
　事業継続の要望が多い。

【対応方向】
　事業実績や事業を取り巻く
状況等を勘案しながら検討す
る。 教育庁

20 4-1

子どもの健
康を守る安
全・安心対
策支援事業

30,029

　放射線に対する不安により外
出や屋外活動を控えている児童
生徒の精神的ストレスや運動不
足を解消するために、医師やス
ポーツトレーナー等を派遣し、講
話や実技等を実施する。
１　協議会の開催
２　専門家の派遣
３　重点地域の指定

　6月26日、2月12日に市町村
及び関係団体の連絡会議を
開催。
・県事業　国立青少年教育振
興機構等へ専門家派遣109名
・14市町村と再委託契約
・119校に1,445名の専門家派
遣

　6月・2月に運営協議会開催。
　15市町村と委託契約し、当
該市町村の学校に専門家及
び地域のボランティアを派遣
し、体力低下や肥満の解消を
図る。

　第1回市町村連各会議　6月
26日開催

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　引き続き国へ要望する。 教育庁

21 4-1

多子世帯保
育料軽減事
業（人口減
少ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
再掲）

87,476

　認可保育所、認可外保育施設
に入所する第3子以降の3歳未
満児にかかる保育料について、
市町村が減免する額の一部を補
助する。

　平成25年度 42市町村84,880
千円

　平成26年度も引き続き事業
を継続する。

　7月7日を期限とし、保健福祉
事務所を通じ、交付申請状況
を集計中。

【課題】
 　特になし。

【対応方向】
 　継続。

保健福祉部

22 4-2

私立学校被
災児童生徒
就学支援事
業

476,285

　東日本大震災に起因する事情
により被災した児童生徒等の就
学を支援するため、授業料等減
免措置を行った私立学校に対し
て減免相当額を補助する。

  授業料等免除を行った学校
法人に対して支援を行った。
　補助対象者数（のべ人数）
　①高等学校　2,024人
　②中学校       135人
　③小学校         55人
　④幼稚園       825人

　実績額　261，737千円

　授業料等免除を行った学校
法人に対して、適切な支援を
行う。
　補助対象見込数（のべ人数）
　①高等学校　2,146人
　②中学校       141人
　③小学校         56人
　④幼稚園     1,135人

　今年度の実施計画書の提出
に向けて準備中。

【課題】
　今年度対象となる児童生徒
等の数を改めて把握する必要
がある。
　当該事業の財源である被災
記載児童生徒修学支援等臨
時特例交付金の終期が平成
26年度である

【対応方向】
　私立学校からの実施計画に
基づき、適切に支援する。

総務部

23 4-2

福島県私学
振興会貸付
金

32,284

　私立学校等の校舎等の整備を
促進し、教育条件の向上を図る
とともに、その整備事業の実施
に伴う父母の負担の軽減に資す
るため、（公社）福島県私学振興
会が私立学校の施設設備事業、
災害復旧事業及び防災強化施
設整備のための資金として、私
立学校へ融資する場合の当該
貸付金の原資を同振興会へ貸
付けを行う。
　また、同振興会が東日本大震
災により被災した私立学校の経
営安定のため融資する資金に係
る支払利子相当額を同振興会に
補給することにより、融資を受け
た私立学校の利子負担を軽減
する。

・25年度貸付金実績
　32,864,000円
・25年度利子補給
　692,800円

　各私立学校の施設設備事業
に対して（公社）私学振興会が
融資する場合は、貸付等を行
い、私立学校の運営に対して
適切な支援を行う。
・貸付金予定額
　31,684,000円
・26年度利子補給
　492,000円

・26年度貸付金額実績
　31,684,000円
（26年度は、私立学校から（公
社）私学振興会に対して新規
借受申請がないため、新規で
（公社）私学振興会に貸し付け
した実績はなし。6月末現在に
おける実績は24年度以前から
の継続貸付分のみ。）
・26年度利子補給金補助実績
　0円

【課題】
　学校の利用促進に向けた周
知等が必要である。

【対応方向】
　引き続き、制度の周知を図る
など利用促進に向けた適切な
対応を行っていく。

総務部

24 4-2

ふくしまから
世界へ！
「ふくしま夢
アスリート」
育成支援事
業

24,949

［新規］ １　「ふくしま夢アスリート」の競
技成績の向上。
２　トップコーチ養成講習会の
対象者の中央競技団体との連
携強化。
３　「ふくしま夢アスリート」との
ふれあいからスポーツに興味
を持つ子供を増やす。
４　「ふくしま夢アスリート」が医
科学的な支援をいかした発育
発達段階に応じた練習の実
施。

・トップコーチ養成講習会
　5月22日開催
・スタートダッシュミーティング
　6月18日開催

【課題】
　夢アスリートやトップコーチが
事業計画を立てやすいよう、
早期の指定が必要である。
マルチサポート事業のメディカ
ルチェックが、予定した期間内
の終了が困難である。

【対応の方向性】
　指定の早期化。
　各競技ごとにシーズンが異
なり、一期間内でのメディカル
チェック実施が困難であること
から、関係機関の協力を得て
複数期間の設定で対応する。

文化スポーツ局

　2020年東京オリンピックを見据
え、将来、世界での活躍が期待
される青少年を「ふくしま夢アス
リート」として指定し、育成を支援
する。

１　「ふくしま夢アスリート」スター
トダッシュミーティング
　専門家による講習やオリンピア
ンからの助言を受けるミーティン
グを開催し、「ふくしま夢アスリー
ト」の効果的な交流強化がスター
トできるよう支援する。
２　「ふくしま夢アスリート」交流
事業
　「ふくしま夢アスリート」がJOC
や中央競技団体等の実施する
強化練習会などへの参加の支
援を行う。
３　「ふくしま夢アスリート」ふれあ
い教室
　「ふくしま夢アスリート」が県内
の小中学校と交流するスポーツ
教室を開催する。
４　トップコーチ養成講習会
　本県競技力向上の推進役とし
て期待される指導者に対しJOC
等の助言のもと国際競技力向上
に資する研修を実施する。
５　マルチサポート事業
　「ふくしま夢アスリート」が、安心
して効果的な競技力向上が図れ
るよう医学的、心理学的、栄養
学的な支援を行う。
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

25 4-2

「陸上王国
福島」パワー
アップ事業

3,663

１ 小・中学校陸上競技出前講
座
２ 小学校特設陸上部指導事
業
　　（川本キッズ塾）
３ 中学校陸上選手指導事業
　　（川本ジュニア塾）

　昨年度の実績を上回る。
　日本陸上開催記念事業によ
り、更なる裾野の拡大を図る。

6月末日現在
「川本キッズ塾」　2回
「川本ジュニア塾」　2回

【課題】
　各所との日程調整。

【対応方向】
　連絡調整の充実。

文化スポーツ局

26 4-2

子供達によ
るふるさと
「ふくしま」の
学び事業

5,894

　本県の子どもたちが、復興に
向けた地域の現状やふるさとの
すばらしさを学ぶため、地域の方
やふくしまにゆかりのある方等に
取材等を行い、「ふくしまの未来」
や「夢・希望」等について考え、
新聞やラジオ放送等で発信する
ことにより、ふくしまの復興を担う
子どもたちの育成を図る。
１　ジャーナリストスクールの実
施
２　パーソナリティーアカデミーの
実施

ジャーナリストスクール
【日程】
　平成25年7月23(火)～25日
(木)
　（2泊3日）
【場所】
　福島県男女共生センター
【参加人数】
　受講者35名
　講話一般聴講者400名
【特別講師】
　池上彰氏
(ジャーナリスト・東京工業大学
教授)
【講師】
　県立相馬高校　武内教諭、
　福島民報社及び福島民友新
聞社の協力

　ふくしまの復興を担う子ども
たちの育成を図る。

１　ジャーナリストスクール
　子どもたち（小学校高学年～
高校生）が、復興に向けてが
んばる本県の現状や地域の
文化、自然などについて取材
し、地域の置かれている現状
や「ふくしま」の未来について
考え、新聞にまとめ、ＨＰなど
を活用し、県内外に発信する。
【参加人数】30名程度

２　パーソナリティアカデミー
　子どもたち（小学校高学年～
中学生）が、ふくしまの良さや
夢・希望等について、街頭イン
タビューやふくしまにゆかりの
ある方々等にインタビューし、
放送原稿等にまとめ、ラジオ
放送等の中で自分の声でその
思いやふくしまの「いま」を発
信する。
【参加人数】20名程度

１　ジャーナリストスクール
【開催予定日】
日時：H26.7.23（水）～25（金）
　(2泊3日)
場所：いわき市生涯学習プラ
ザ
　　　　福島県いわき海浜自然
の家
特別講師：池上彰氏
【実行委員会の開催】
第1回：H26.4.24（木）
第2回：H26.7.7（月）（予定）
【広報】
 新聞、ＨＰ、ちらし等
【受講生の募集】
 受講生36名（決定）

２　パーソナリティアカデミー
　平成26年度冬期に実施予
定。

【課題】
・受講生の募集方法､告知。
・事業の円滑な実施。

【対応方向】
・地元新聞社、ラジオ放送局
等に実行委員会メンバーとし
て参画いただき、様々な媒体
により情報を発信していく。
・実行委員会メンバーと相談
し、また、取材先と十分な調整
及び打ち合わせ等を行う。

文化スポーツ局

27 4-2

ふくしまから
はじめよう。
若者ふるさと
再生支援事
業

9,457

　福島県の復興・再生は本県の
取り組む大きな課題であり、その
主役となるのは本県の次代を担
う若者である。
　若者が本県の復興。再生の取
組に主体的かつ積極的に関わる
ことにより、若者自身の主体性
や社会参加（参画）の意識を高
めるとともに、若者が中心となっ
た復興の加速化を図る。
１　復興に向けたワークショップ
２　復興再生に向けた取組の実
践
３　取組内容についての周知・広
報

○川内村（7月～3月実施）
・参加者…川内村と関連のあ
る企業・団体の若手職員
　・実践内容…情報発信Web
サイトの創設、「子どもの遊び
場・若者の居場所づくり」に関
する村への企画・提案
○南相馬市（8月～12月実施
12/21 取組実践）
・参加者…小高商業高校、小
高工業高校の生徒ほか
・実践内容…ＪＲ常磐線特別
記念列車イベント
○いわき市（10月～3月実施）
・参加者…いわき明星大学内
サテライト校の双葉高校、富
岡高校、双葉翔陽高校の生徒
ほか
・実践内容…Webサイト「双葉
郡高校生による観光・復興
マップ」の制作

○県内７方部で実施予定
・県北…福島商業高校、福島
明成高校
・県中…郡山北工業高校、あ
さか開成高校
・県南…修明高校、光南高校
・会津…喜多方桐桜高校、耶
麻農業高校
・南会津…南会津高校、只見
高校
・相双…相馬高校、相馬東高
校
・いわき…小名浜高校、いわき
海星高校

○各方部ごとに青少年育成に
関わる民間団体に運営を委託
する。
※高校生が社会参画の実感
を持てるよう、委託先の団体と
連携し、効果的に事業を進め
る。

○県内３方部で高校生ワーク
ショップを実施

＜県中＞
・郡山北工業高校、あさか開
成高校
　H26.5.26　第1回ワークショッ
プ実施
　H26.6.19　第2回ワークショッ
プ実施
＜会津＞
・喜多方桐桜高校、耶麻農業
　H26.6.16　第1回ワークショッ
プ実施
＜いわき＞
・小名浜高校、いわき海星高
校
　H26.6.4　第1回ワークショップ
実施

【課題】
　県内青少年への普及啓発。

【対応方向】
・県内中・高生向け学校内掲
示用壁新聞による周知。
・県広報（番組、ホームペー
ジ、Face book 等）による周
知。
・プレスリリースによるメディア
広報。

生活環境部

28 4-2

学校給食地
場産物活用
事業

58,226

　望ましい食習慣の形成や食育
の観点から、学校給食に地場産
物を活用する市町村の取組を支
援する。
１　「いただきます。ふくしまさん」
事業
　放射性物質に対する保護者の
不安を軽減し、学校給食を活用
した食育を推進する市町村の取
組を支援する。
２　学校給食おいしい県産農林
水産物活用事業
　学校給食に県産農林水産物を
利用する市町村の取組を支援す
る。

[教育庁]
１　「いただきます。ふくしまさ
ん」事業
　10市町村、59校で実施。

[農林部]
２　学校給食おいしい県産農
林水産物活用事業
【事業実績】
　実施市町村数：11市町村
　実施学校数：100校
　　（小学校68校、中学校32
校）
　補助金額：5,959千円

[教育庁]
１ 「いただきます。ふくしまさ
ん」事業
市町村等の事業に対して補助
金を交付するとともに、学校給
食へ地場産物を取り入れるた
めの勉強会等を実施する。

[農林部]
２　学校給食おいしい県産農
林水産物活用事業
　事業を活用することで、安
全・安心な地場産物（県産農
林水産物）利用促進を図り、学
校給食を通じて食育等を推進
する。

［教育庁］
「いただきます。ふくしまさん」
事業
【事業実績】
4市町村29校交付決定

[農林部]
２　学校給食おいしい県産農
林水産物活用事業
【事業実績】
　実施市町村数：12市町村
　実施学校数：56校
　　（小学校38校、中学校18
校）
　補助金額：4,964千円

[教育庁]
【課題】
　補助事業実施件数が伸びな
い。
【対応方向】
　担当者会議等でPRする。

[農林部]
【課題】
　保護者等の理解を得ながら
より多くの学校で活用してもら
い、学校給食における県産農
林水産物の利用促進を図る必
要がある。
【対応方向】
　各農林事務所及び教育庁の
事業等と連携して保護者等の
理解を得ながら県産農林水産
物の利用促進を図る。

農林水産
部
教育庁

29 4-2
土砂災害防
災教育

3,000

　土砂災害による人的被害の軽
減と防災意識の高い人材の育成
を図る目的で実施してきた出前
講座の効果を高めるため、土砂
災害の現象と対策の模型を製作
し、活用する。

［新規］ 　小中学校（10校程度）で実施
する出前講座の際に、製作し
た土砂災害の模型を活用し、
より理解度の高い出前講座を
実施する。

土砂災害模型を製作中。
（製作進捗率40％）
※8月8日納品予定。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

　陸上競技をツールに用いた取
組を行い、子どもたちの体力向
上と心身の健康を図るとともに、
将来日本一の陸上選手が本県
から誕生することを目指し、県全
体の活性化を図る。
　多数の優れた陸上選手が生ま
れ出ることを県のスポーツ環境
復興のシンボルと位置づけ、本
県スポーツの推進はもとより、ス
ポーツを通じた他県との交流も
活発化する。

１　小・中学校陸上競技出前講
座
　希望する小・中学校に指導者
を派遣し、模擬競技会形式で実
際に走ってもらう陸上教室を開
催する。
２　小学校特設陸上部指導事業
　ア　日清カップ福島県地区大会
出場校指導事業
　イ　日清カップ全国大会出場者
指導事業
３　中学校陸上選手指導事業
　ア　短距離選手指導事業
　イ　中・長距離走指導事業
４　日本陸上開催記念トップアス
リート陸上教室
　日本陸上開催記念事業とし
て、トップアスリートを講師に県
内の小学生から一般までを対象
に陸上教室を開催する。
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30 4-2

ふくしまから
はじめよう。
子ども未来
創造まちづく
り事業

14,200

　高校生等が地域に愛着を持
ち、将来にわたり継続的に本県
復興の担い手になることを目的
とし、地域の宝の発見やまちづく
りについて考えるワークショップ
やフォーラムを実施する。

［新規］ 　いわき市では、県内外の高
校生が「福島の未来」「津波被
災地のこれから」などのテーマ
別でワークショップを２日間行
い、本フォーラムで発表・フロ
アディスカッションを行い、最
終的に未来へ向けた提言をま
とめ全国へ発信する。
　喜多方市では、小学生の取
り組みとして市内5校の児童を
対象に喜多方の新たな観光資
源である「漢字（古代文字）」に
関する講演を実施。また、高
校生の取り組みとしてまちづく
りのワークショップを実施し埼
玉県川越市等蔵で有名な地
域の高校生と交流を図る
フォーラムを実施する。

　熱塩小、加納小で漢字に関
する講演を実施。また、両校
合同の修学旅行先の東京で
当該事業の一環として作成し
た会津地方への旅を呼びかけ
るパンフレットを作成し配布。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

31 4-2

双葉地区教
育構想緊急
対応事業

103,123

 サテライト開設となった富岡高
校の緊急の寮に係る生活環境
及びスポーツ競技に係る授業ト
レーニング環境を整備する。

　昨年に引き続き、授業トレー
ニング環境確保のため、猪苗
代町1か所、福島市1か所の宿
泊施設及び運動場の確保や、
体育用品の整備を行ってい
る。
　また食事等、生活環境の向
上を図るため、1名あたりの宿
泊費を増額するなどした。

　猪苗代町の寮については、
宿泊施設を新たに1か所確保
し、男女別寮とした。
これにより、生活環境のさらな
る向上を図ったところである。
　また、引き続き授業トレーニ
ング環境の維持を図っていく。

　昨年に引き続き、授業トレー
ニング環境の確保のため、猪
苗代町2カ所、福島市1カ所の
宿泊施設及び運動場の確保
を継続している。また、練習環
境の確保のため、体育用品の
整備を行っている。

【課題】
　引き続き寮での生活環境
や、授業トレーニング環境につ
いて維持を図っていく。

【対応方向】
　高校の実態を十分に把握す
る。

教育庁

32 4-2

高等学校通
学費支援事
業

30,450

　東京電力福島第一原子力発電
所の事故に伴い、サテライト校へ
の通学等により通学環境が大き
く変化している生徒の通学費を
支援する。

　実人数501人（延月数4,369
月）に対し、通学費支援金を
31,134千円交付した。

支援対象者に対し、円滑な通
学費支援を行う。

　実人数216人（延月数771月）
に対し、通学費支援金を5,482
千円交付した。

【課題】
　支援対象者に継続的に制度
の周知を図る必要がある。

【対応方向】
　各学校において、生徒を通じ
た周知を図る。

教育庁

33 4-2

公立学校等
校舎内緊急
環境改善事
業

4,443,474

　東京電力福島第一原子力発電
所の事故の影響により、市町村
が行う市町村立学校等への空調
機器等の整備を支援する。

11市町村実施
・エアコン設置 43校（354室）
・扇風機設置 5校（27室）

36市町村（455校）【現年】
・エアコン設置(6,522室)
・扇風機設置（912室)

2市（7校）【繰越】
・エアコン設置

　Ｈ26年度補助要綱を作成中
　市町村のエアコン設置状況
について情報収集中

【課題】
　予算の範囲内で市町村の要
望に応えていく必要がある。

【対応方向】
　市町村からの情報収集に努
め　、調整を進めていく。

教育庁

34 4-2

大規模改造
事業（高等
学校・特別
支援学校）

6,983,753

　老朽化した学校施設の機能を
回復する大規模改修とともに耐
震改修を併せて行い、大規模な
地震による災害時には応急的な
避難施設となる学校施設の安全
性を確保する。

　高等学校施設26棟、特別支
援学校施設3棟について、耐
震改修及び大規模改修工事
を行ったほか、耐震改修計画
策定及び実施設計を行った。

　高等学校施設57棟につい
て、耐震改修及び大規模改修
工事を行うほか、実施設計を
行う。

　発注準備が整った学校から
順次、入札手続きを進めてい
る。

【課題】
・復興事業の増加や全国的な
作業員及び資材等不足による
入札不調や工程の遅延が懸
念される。
・進捗率が低い

【対応方向】
・土木部と連携し、情報収集す
るとともに早期発注に努める。
・現在、入札中の案件が多い
ため、第2四半期以降に進捗
率が上昇する見込み。

教育庁

35 4-2

県立学校校
舎等改築事
業（勿来工、
平商、盲）

1,445,245

　耐震改修工事による耐震化が
不可能と判断された校舎につい
て改築を行う。

　勿来工業高校校舎の改築工
事を行った。平商業高校校舎
改築の設計に着手した。

　勿来工業高校校舎の改築工
事、盲学校校舎改築の設計及
び解体工事、平商業高校校舎
改築の設計を行う。

　勿来工業高校校舎の改築工
事中。平商業高校校舎改築の
設計中。

【課題】
　復興事業の増加や全国的な
作業員及び資材等不足による
入札不調や工程の遅延が懸
念される。

【対応方向】
　土木部と連携し、情報収集
するとともに早期発注に努め
る。

教育庁

36 4-2

子どもの夢
をはぐくむ読
書活動推進
事業

4,138

　各地域で活躍できる子どもの
読書活動に関わるボランティア
の育成や、専門的な研修による
経験者のスキルアップを行う。ま
た、第３次の福島県子ども読書
活動推進計画作成のための作
成委員会を立ち上げ、新たな読
書推進に向けた検討を行う。

［新規］    ボランティア初心者等向け
の基礎研修は県内7会場、1日
の研修期間で実施する。計
200名の受講者を予定。経験
者を対象にするステップアップ
研修は、4会場、2日の研修期
間で、200名の受講者を予定。

   ボランティアの育成のため
の基礎研修を県北、県中の2
会場で実施する。県北会場68
名、県中会場47名の受講者を
数える。また、第3次福島県子
ども読書活動推進計画作成に
向け、子ども読書活動推進会
議、庁内WGを開催し、検討を
進めている。

【課題】
　ボランティアの拡大とともに
資質向上のための研修が必
要。
　執行率が低いのは、7月から
11月までに研修会を開催予定
のため。

【対応方向】
　研修内容の検討及び関係機
関との連携を強化する必要が
ある。予定とおり研修会を予定
通り実施する。

教育庁

37 4-2

社会教育施
設災害復旧
事業

68,512

　東日本大震災により被災した
社会教育施設の復旧を行う。

これまでの対象施設
（１）県立社会教育施設
　・8施設
（２）市町村立社会教育施設
　・25市町村、147施設

　申請中の施設の早期復旧
と、双葉地区の早期復旧をめ
ざす。
（１）復旧工事未完了県立施設
　・1施設（県立美術館）
（２）申請市町村立施設
　・3市町、5施設

　県立1施設は事前着工に取
りかかり、7月に査定を受け工
事も完了の見通しである。
　郡山市といわき市の計3施設
は、今年度中の工事完了を目
指し事業が進んでいる。国か
ら予算の繰り越し指示もあっ
た。
　福島市及び楢葉町より新規
の申請を受ける。

【課題】
　双葉地区への実態に応じた
細やかな支援。除染等の進捗
により、その都度該当施設の
申請を受け付ける。

【対応方向】
　各関係機関との連携、情報
収集

教育庁

38 4-2

学びを通じ
た被災地の
コミュニティ
再生支援事
業

166,396

　被災地の復興に向けて、地域
コミュニティ再生のための学びの
場づくり等を推進するため、公民
館等に学習活動のコーディネー
ターを担う人材を配置するととも
に、学校支援地域本部や放課後
子ども教室への支援を行う。

　コーディネーター研修会を県
内2か所で開催し、延べ115人
が参加者。
○ 学校支援事業：13市町村
18地域本部の下、77校（園）26
名のコーディネーターが活躍。
○ 放課後支援事業：38市町
村118教室を実施。97名のコー
ディネーターが活躍。また3県
立特別支援学校でも実施。
○ 地域支援推進事業：17市
町村64施設で、490講座を実
施。37名のコーディネーターが
活躍。

　地域住民の学校教育や放課
後子ども教室への参画を進め
るなど、地域全体で子どもを支
援する体制づくりをさらに推進
していく。
　公民館等社会教育施設に配
置されたコーディネーターを中
心に各講座を展開する。

　委託先市町村との委託契約
締結完了。
　放課後支援事業は38市町村
の118本部で事業開始。93名
のコーディネーターが活動中。
学校支援事業は、18市町村の
24本部で事業開始。45名の
コーディネーターが活動中。
地域支援推進事業は、22市町
村で事業開始。622の講座を
予定している。

【課題】
　地域人材による子どもの支
援を一層充実させる。

【対応方向】
　研修会等を通して地域コー
ディネーターの育成や人材発
掘に努めるともに、事業未実
施市町村への啓発を図る。

教育庁
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39 4-2

学校・家庭・
地域連携サ
ポート事業

942

　学校支援地域本部事業や放課
後子ども教室推進事業の先進的
な取組の実施状況を見学し、実
践を学ぶために「学校支援実践
研究会」を実施するとともに、地
域支援事業、また学校支援地域
本部事業推進のためのコーディ
ネーター養成とボランティア人口
の拡充を図るために「コーディ
ネーター養成研修会」を実施す
る。

［新規］ 　「学校支援実践研修会」を教
育事務所ごとに、「コーディ
ネーター養成研修会」を年２回
開催し、コーディネーターの養
成と学校支援に携わる人材の
発掘を図るとともに、学校支援
地域本部実施校の拡充を図る

　6月12日（木）第1回コーディ
ネーター養成研修会開催。85
人参加。
　6月30日（月）学校支援実践
研修会（県北域内）開催。

【課題】
　コーディネーターの養成と資
質向上をとおして、学校支援
地域本部事業未実施市町村
への事業拡大と、既実施市町
村の活動の充実を図る。
　執行率が低いのは、各教育
事務所で実施する研修会が7
月以降に予定されていること
による。

【対応方向】
　第2回コーディネーター養成
研修会を9月に開催予定。
　各教育事務所で実施する学
校支援実践研修会を予定通り
実施する。

教育庁

40 4-2

ふくしまから
はじめよう。
学力向上の
ための「つな
ぐ教育」推進
事業

12,698

　学校と家庭・地域が課題を共
有し、児童生徒の学力向上及び
学習習慣・生活習慣の確立を図
るため、事業推進地域を指定し、
学校間・家庭及び地域との連携
を図った取組を推進するととも
に、その成果を県内すべての学
校に普及し、地域全体で児童生
徒を育む体制を構築する。

［新規］
　拠点校と推進協力校及び家
庭が一体となって学力向上や
学習習慣、生活習慣確立に取
り組んだ。また、その成果を地
区ごとの「成果報告会」及び県
教委のＨＰを通して普及した。
（学力向上地域連携事業）

　H26年度より、「つなぐ教育推
進事業」を展開し、本事業を充
実、発展させる。

　4月23日
　学力向上地域連携全体会議
の開催。
　県内14地域
　小・中学校50校で事業推進

【課題】
　小・中学校の連携強化等。

【対応方向】
　「つなぐ教育」を展開すること
による地域、学校、家庭等の
連携。

教育庁

41 4-2

「生き抜く力」
を育む防災
教育推進事
業

4,869

　学校における防災教育の一層
の充実を図り、児童生徒の防災
意識の向上に資するため、防災
カードの作成・配布や授業等で
活用できる防災学習指導資料を
作成するとともに、防災学習に関
する研修会を開催する。実践協
力校による先導的な授業実践を
支援する。

　防災教育に係る授業を実施
した学校の割合
（公立小・中学校）　95.8％
「防災学習に関する指導資料
－第1版－」の作成、研修会
（県内4会場）の開催を行う。

　防災教育に係る授業を実施
した学校の割合
（公立小・中学校）　目標
100％
　「防災教育指導資料－第2版
－」の作成、地区別研究協議
会（県内７会場）の開催を行
う。実践協力校による授業実
践への支援を行う。防災個人
カードを作成し配付する。

【課題】
　授業実施率が上がらなかっ
た。
計画的な指導の重要性を各学
校が認識する必要性がある。

【対応方向】
　実践協力校を設ける。研修
を７域内毎に実施する。

教育庁

42 4-2

放射線教育
推進支援事
業

14,885

　児童生徒が、自ら考え、判断
し、行動する力を身に付け、心身
共に健康で安全な生活を送れる
よう、放射線等に関する基礎的
な知識や放射線からの防護等に
ついての理解を深めるための取
組を行う。

　放射線教育に係る授業を実
施した学校の割合（公立小・中
学校）　　100％
　「放射線に関する指導資料
－第3版－」の作成、指導者養
成研修会、地区別研究協議会
の実施、実践協力校による授
業実践への支援を行った。

　放射線教育に係る授業を実
施した学校の割合（公立小・中
学校）　目標　100％
　「放射線に関する指導資料
－第4版－」の作成、指導者養
成研修会、地区別研究協議会
の実施、実践協力校による授
業実践への支援を行う。

　下記日程により、運営協議
会等を開催している。
 4月24日 第1回運営協議会
 5月27日 第2回運営協議会
 6月18日 指導者養成研修会

【課題】
　地域等により、温度差があ
る。

【対応方向】
　実践協力校を７域内に拡大
する。

教育庁

43 4-2

ふくしまから
はじめよう。
未来を拓く
理数教育充
実事業

13,233

　知識基盤社会において重要な
科学技術に対する関心と基礎的
素養を高めるとともに、本県の復
興を担う人材育成のために、教
員の理科、算数・数学科の指導
力向上を図るとともに、理数に関
して児童生徒の学ぶ環境や専門
的な学習の機会を充実させる。
１　科学の甲子園福島県大会事
業
　科学技術・理科・数学等に関す
る競技会を開催し、生徒の理数
に関する意欲や能力の育成を図
る。

・理科力アップ事業研修会1回
を実施した。
・算数・理科講座研修会を3回
実施した。
・算数・数学ジュニアオリンピッ
ク研修会を1回実施した。
算数・数学科指導事例集に基
づく授業研究会を9回実施し
た。

【課題】
　参加校数を増やすため、更
なる事業内容の周知が必要。

【対応方向】
　各種研究会や研修会での周
知に引き続き取り組む。

教育庁

44 4-2

小学生外国
語活動・異
文化体験活
動充実事業

9,306

　小学生を対象として、インター
ネットを活用した外国語活動の
授業や異文化体験活動を通し
て、コミュニケーション能力の素
地を育成するとともに、国際感覚
を養う。

【県内3校5・6年生児童約120
名を対象に実施】
１ ライブ授業、各クラスごと12
回実施（7月～2月）
２ 学習教材の活用（7月～2
月）
３ 外部施設における1泊2日の
異文化体験活動実施（12月）
４ 全体勉強会は、ブリティッ
シュヒルズにおける異文化体
験活動の中で実施（12月）
５ アセスメント受検、BE-GO検
定の実施（2月）

　インターネットを活用したライ
ブ授業、自学をサポートする教
材の活用、ブリティッシュヒル
ズにおける1泊2日の異文化体
験活動、また3校一斉の全体
勉強会を開催する。また、学
習の成果を実感する場として
アセスメント受検も行う。
　さらに、小・中連携による縦
の広がり、小・小連携による横
の広がりをもたせ、昨年度より
大きな成果が得られるように
する。

　5月23日第1回事業推進委員
会実施
　6月5日3校でガイダンスを行
い6月24日からライブ授業を開
始した。ガイダンス後学習教材
の活用も行っている。

【課題】
　各学校及び委託業者との連
絡・調整。

【対応方向】
　円滑な連携体制を保持す
る。 教育庁

45 4-2

サポート
ティーチャー
派遣事業

17,302

　児童生徒の心のケアと学習の
つまずきを解消するため、サ
ポートティー チャーを学校に派
遣し、教科の学習を支援するとと
もに、授業外や長期休業時にお
ける相談活動と学習支援を充実
させる。

・サポートティーチャーⅠ
　34校　41名
・サポートティーチャーⅡ
　60校 45名

　学校や教育委員会の要望に
応えられるよう適材適所の人
材配置に努める。また、各養
育事務所、市町村教育委員会
の協力のもと、人材の発掘に
も力を入れていく。

サポートティーチャーⅠ
・学校　15校　16人
・教委　2　　　 12人
サポートティーチャーⅡ
　24校　21人配置

【課題】
　サポートティーチャーの確
保。

【対応方向】
　人材発掘のため大　学等と
の連携を図る。

教育庁

・理科力アップ事業
　県内各地区で研修会を14回
実施し、理科の質的改善を図
る。
・小学生算数、理科講座事業
　算数的活動や理科の実験を
通じて、参加児童の思考力等
を高めるとともに、講座での経
験を学校現場で生かせるよう
に、教員へ働きかける。1,440
名の参加者を目指す。
・「福島県算数・数学ジュニア
オリンピック事業」
　郡山女子大学をメイン会場と
し、県内7会場で開催する。
2,000名の参加を目指す。
・「理数教育優秀教員活用事
業」
　教職員の授業力向上のた
め、理科の授業研究会の実
施、算数・数学科の優秀教員
の積極的活用を進める。
・「科学の甲子園福島県大会
事業」
　生徒が理科、数学、情報に
おける複数の競技に取り組む
ことを通して、探究心や創造性
に優れた人材育成を目指す。

・理科力アップ事業
　理科学習指導プランの合本
を作成し、各学校に配付。
・小学生算数、理科講座事業
　算数的活動や理科の実験に
1,019名が参加。
・福島県算数・数学ジュニアオ
リンピック事業
　郡山女子大学をメイン会場と
し、県内4会場で開催。
　思考力・発想力・発見力等を
問う問題に857名が参加。（金
3名、銀15名、銅22名のメダリ
ストに教育長からメダルが授
与）
・理数教育優秀教員活用事業
　教職員の授業力向上のため
理科の授業研究会を実施。算
数・数学の指導事例集を作
成･配付。
・科学の甲子園福島県大会事
業
　未知の分野に挑戦する探究
心や創造性に優れた人材の
育成を実施。
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

46 4-2

（ピュアハー
トサポートプ
ロジェクト）
道徳・人権
教育支援事
業

10,593

　県内の７校（小中高）を道徳
教育推進校に指定した。
　5/19に道徳教育推進協議会
開催、福島県の道徳教育推進
について協議した。
　6/17に道徳教育教材作成委
員会を開催、教材作成につい
て協議した。

【課題】
　カウンセラー等にあっては人
材の確保及び資質の向上。

【対応方向】
　関係する機関との連携によ
る人材の確保や、研修の充実
に努める。

教育庁

47 4-2

復興・復旧
の基盤づくり
のための教
員配置

3,010,103

　震災により遅れが懸念される
児童生徒の学習を支援するため
の教員を配置する。

　小学校337人　中学校166人
計503人を配置した。

　小学校317人　中学校186人
計503人を配置する。

【課題】
　検証方法について、具体的
な方法を確立する。

【対応方向】
　今後も継続して配置する。

教育庁

48 4-2

中山間地域
インターネッ
ト活用学力
向上支援事
業

16,882

　中山間地域の学習指導及び学
習環境の充実を図るため、町村
教育委員会の実施するインター
ネットを活用した学力向上の取
組を支援する。

　対象校において授業が分か
ると回答した生徒の割合
（目標）60.0％（実績）55.9％

　対象校において授業が分か
ると回答した生徒の割合
（目標）60.0％
○南会津学習サポート事業
1　学習意欲の向上のための
全体勉強会の実施
2　ライブ事業（数学、英語）の
実施
3　ＴＶ会議システムによる双
方向性の高い交流授業（数
学、英語）の実施
4　ゼミ教材の活用による望ま
しい学習習慣・生活習慣の育
成
・通信添削教材の活用

　下記日程により、全体会議
の開催を行い、また、ライブ授
業を開始している。
4月15日　第1回全体協議会実
施
6月25日　英語ライブ授業開始
6月9日    数学ライブ授業開始

【課題】
　ゼミ教材の効果的な活用。

【対応方向】
　学校教育活動の中で積極的
な活用を図る。

教育庁

　大震災を経験したこの時に、
「いのち」、「家族愛」、「郷土愛」
等について系統的に学ぶための
読み物資料を作成したり、ゲスト
ティーチャーを学校に派遣したり
することにより、道徳教育を推進
し、今後の福島県の復興を担う
ことになる児童生徒を健全に育
成する。
１　学校の教育活動（全体）を通
した道徳教育の充実
　道徳の時間を要として学校の
教育活動全体を通して道徳教育
を推進するとともに、家庭や地域
との連携も図りながら、児童生徒
の望ましい道徳性を育成する。
２　道徳教育総合支援事業
　学習指導要領の趣旨並びに児
童生徒、学校等の実態を踏ま
え、創意工夫を生かした道徳教
育を推進するための実践研究を
行い、その成果を普及することに
より道徳教育の充実を図る。
３　人権教育開発事業
　人権意識を培うための学校教
育の在り方について幅広い観点
から実践的な研究を行い、人権
教育に関する指導方法等の改
善及び充実を図る。
４　学校教育相談員配置事業
　教育センターに2名の学校教育
相談員を配置する。
５　スクールカウンセラー等活用
事業（小・中学校への配置）
６　緊急時カウンセラー派遣事業
　重大な事故や事件、災害等の
初期対応に当たる。
７　緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）
　大震災で被災した小・中学校
等の児童生徒等の心のケア及
び教職員に対するコンサルテー
ションに当たる。
８　スクールカウンセラー活用事
業（高等学校への配置）
９　緊急時カウンセラー派遣事業
（災害分）
　大震災で被災した高等学校の
生徒等の心のケア及び教職員
に対するコンサルテーションに当
たる。
10　スクールソーシャルワーカー
緊急派遣事業
　社会福祉等の専門的な知識や
技術を有するスクールソーシャ
ルワーカーを配置し、関係機関
と連携し、被災した児童生徒の
心のケア及び生活のケアに当た
る。
11　子ども24時間いじめ電話相
談事業
　いじめの未然防止を図るととも
に、いじめに早期に対応し、解決
を図るために、24時間電話相談
体制を整備する。
12　いじめ対策等生徒指導総合
推進事業
　生徒指導上の諸課題について
の調査研究を行う。
13　不登校対策推進事業
　関係機関が連携し、不登校対
策への支援体制の充実を図る。
14　生徒指導アドバイザー派遣
事業
　生徒指導の諸問題の未然防止
及び的確な対応のための支援な
どを行う。

１ 学校の教育活動（全体）を
通した道徳教育の充実
　推進協議会を県全体で2回、
地域ごとに6回実施。道徳教育
推進教師の役割を明確にし、
組織的な取り組みの事例を広
く発信。
２ 道徳教育総合支援事業
　道徳教育推進校による実践
研究を授業公開、地区別協議
会での実践発表により、その
成果を地域に広く発信。推進
校報告書を小・中・県立学校
に配布。
３ 人権教育開発事業
　県人権教育推進地域におけ
る実践研究を推進、県道徳教
育推進協議会を通して、研究
成果を発信。
４ 学校教育相談員配置事業
　不登校、いじめ等で悩んでい
る児童生徒、保護者に対して
相談業務を行い、未然防止及
び心のケアを実施。
５ スクールカウンセラー等活
用事業
　緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）と併せて小
学校105校、中学校227校へス
クールカウンセラーを配置。
６ 緊急時カウンセラー派遣事
業
　児童生徒の心のケアのた
め、小学校1校、中学校2校、
高等学校2校　計5校へ臨床心
理士を派遣。
７ 緊急時スクールカウンセ
ラー派遣事業（災害分）
　小学校105校、中学校227校
へスクールカウンセラーを配
置。
８ スクールカウンセラー活用
事業（高等学校）
　生徒相談及び職員研修等の
ため、県内のすべての高校に
スクールカウンセラーを配置。
９ 緊急時カウンセラー派遣事
業（災害分・高等学校）
　生徒相談及び職員研修等の
ため、県内のすべての高校に
スクールカウンセラーを配置。
10 スクールソーシャルワー
カー緊急派遣事業
　児童生徒の心・生活のケア
のため、5教育事務所に11名、
17市町村に19名、計30名のス
クールソーシャルワーカーを県
内に配置。
11 子ども24時間いじめ電話相
談事業
　いじめの未然防止及び心の
ケアに向け、児童生徒の相談
を実施。
12 いじめ対策等生徒指導推
進事業
　いじめ協議会を2回開催。
（情報交換、いじめ対策への
助言）
13 不登校対策推進事業
　不登校支援訪問を実施。不
登校対策の参考事案を収集
し、対策資料を改定。
14 （新）生徒指導アドバイザー
事業
　26年度新規事業

１ 学校の教育活動（全体）を通
した道徳教育の充実
　県推進協議会を2回、地区推
進協議会を7回実施。
２ 道徳教育総合支援事業
　推進校（小学校3校、中学校3
校、高等学校1校）を指定。授業
公開や実践報告書の作成・配
布を行い、成果を広く発信。
３ 人権教育開発事業
　大玉村を県人権教育推進地
域に指定。人権教育の充実に
向け、幼・小・中、及び地域との
連携に焦点を当てた研究を推
進し、成果を発信。
４ 学校教育相談員配置事業
　不登校、いじめ等で悩んでい
る児童生徒、保護者に対して相
談業務を行い、未然防止及び
心のケアを実施。
５スクールカウンセラー等活用
事業
６ 緊急時カウンセラー派遣事業
７ 緊急時スクールカウンセラー
派遣事業（災害分）
　５、６、７と併せて、小学校106
校、中学校224校へスクールカ
ウンセラーを配置。
８ スクールカウンセラー活用事
業（高等学校）
９ 緊急時カウンセラー派遣事業
（災害分・高等学校）
　サテライト校へカウンセラーを
配置。震災被害の大きい、いわ
き、相双地区の学校では、カウ
ンセラーの勤務時間を長くす
る。
10 スクールソーシャルワーカー
緊急派遣事業
　児童生徒のケアにため、7教
育事務所16名、19市町村21名、
計37名のスクールソーシャル
ワーカーを配置。資質や能力の
向上に向け、スーパーバイザー
を3名配置。
11 子ども24時間いじめ電話相
談事業
　いじめで悩んでいる児童生徒
に対してカウンセリング的手法
により相談業務を行い、未然防
止及び心のケアを目指す。
12 いじめ対策等生徒指導推進
事業
　社会全体でいじめ対策等につ
いて検討。
13 不登校対策推進事業
　不登校対策への支援体制の
充実を図るとともに、震災と不
登校の関係を調査。
14 （新）生徒指導アドバイザー
事業
　需要にあったアドバイザーを
選任し、生徒指導の充実に寄
与できるようにする。
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49 4-2

被災児童生
徒等就学支
援事業

1,477,665

　東日本大震災により被災、また
は、原子力発電所の事故により
避難している幼児児童生徒に就
学支援等を行う。
(被災幼児児童生徒を受入れし
た市町村において実施）
１　被災幼児就園支援事業
　被災幼児に対する幼稚園入園
料・保育料の支援を行う市町村
に対し補助金を交付する。
２　被災児童生徒就学援助事業
　被災児童生徒に対する学用品
費、通学費、学校給食費等の支
援を行う市町村に対し補助金を
交付する。

１ 被災幼児就園支援事業
　公立幼稚園　390人
　私立幼稚園　1,410人
２ 被災児童生徒就学援助事
業
　小学生　5,300人
　中学生  3,100人

１ 被災幼児就園支援事業
　適正な事務手続きに基づ
き、支給を行う。
２ 被災児童生徒就学援助事
業
　適正な事務手続きに基づ
き、支給を行う。

　なし 【課題】
　H27以降の事業継続が必
要。

【対応方向】
　事業継続の要望を国に対し
て行っていく。

教育庁

50 4-2

学力向上推
進支援事業
（義務）

43,770

　小・中学校においては、全県的
な学力調査を実施するとともに、
県独自の評価問題の作成・活用
に取り組む。また、全国学力・学
習状況調査結果を独自に分析
するための分析支援ツールを作
成し学力向上に資する。高等学
校においては、難関大学進学や
確かな学力向上のための基礎
力養成に関する取組を支援す
る。

【定着確認シート】
　年間6回のシート問題配信。
県内公立小･中学校全校で活
用。
　小学校4年～6年：国語、算
数、理科
　中学校1年～2年：国語、数
学、理科、英語
【学力調査研究事業】
　県内公立小学校第5学年、
中学校第2学年を対象に教科
調査等を実施。
　小学校5年：国語、算数、理
科、生活･学習意識調査。
　中学校2年：国語、数学、英
語、生活・学習意識調査。

【小中学校】
　各学校において、学力向上
及び学習習慣や生活習慣の
確立に向けた取組を、継続し
て行うよう事業活用を促進す
る。

【高等学校】
　大学等進学希望者に占める
国公立大学の合格者の割合
を24.6%（平成23年度）から
25.2%（平成25年度）へ向けて
上昇を目指し、「「確かな学力」
向上のための基礎力育成プラ
ン」、「大学進学希望実現事
業」及び「合同学習セミナー」
を実施する。

【定着確認シート】
　年間6回予定中、2回実施済
み。
【学力調査研究事業】
　委託契約完了、学力調査問
題の検討中。
【学力調査分析支援事業】
　委託契約完了、分析支援
ツールの作成中。

【課題】
　各学校における実効的な取
組促進。

【対応方向】
　効果的な取組事例の紹介。
　教育事務所指導主事による
指導･助言。

教育庁

51 4-2

双葉地区教
育構想（国
際人育成プ
ラン）

4,613

　震災からの復興に向けて、国
際社会に貢献できるグローバル
人材の育成及び双葉地区教育
構想の基本目標である「国際人
として社会をリードする人材の育
成」の実現のために、海外留学
や国際理解事業により、実践的
なコミュニケーション能力や異文
化理解に富む人づくりを推進す
る。

　文化交流・スポーツ交流を目
的として、フランスの姉妹校に
生徒6名、教員2名を派遣し
た。
　JICA職員等による授業を年
間6回実施した。

　　「国際人として社会をリード
する人材の育成」の実現に向
けて、海外留学や国際理解事
業等の一層の充実を図る。

　富岡高校において、ＪＩＣＡ職
員による講演会を企画し、実
施を予定している他、事業実
施の準備を進めている。

【課題】
　連携中の立地の変化への対
応や生徒数の減少に対応する
必要がある。

【対応方向】
　実施可能な方策を用いて事
業を展開する。

教育庁

52 4-2

双葉郡中高
一貫校設置
事業

4,202

１　開設準備現地事務室設置事
業
　広野町に設置する予定の中高
一貫校の開設に向け、いわき市
内に開設準備の現地事務室を
設置する。

２　双葉郡中高一貫校連絡協議
会
　平成27年4月の開設に向けて、
双葉郡8町村やサテライト校PTA
等から意見を聞く。

３　双葉郡中高一貫校設置事業
　平成27年4月に開校する中高
一貫校について、学校備品、教
材・教具の整備を行う。

新規 1　開設準備現地事務室設置
事業
　四倉高校内に事務室を設置
し、主任指導主事、管理主事、
主査の三名の駐在員を配置
し、地元との円滑な連携・調
整、児童生徒や保護者への丁
寧な説明、施設・設備の迅速
な整備等の執行体制の強化を
図る。
２　双葉郡中高一貫校連絡協
議会
　昨年末に立ち上げた中高一
貫校に関する検討協議会を継
続して開催し、地元関係者、学
識経験者、保護者などから意
見をいただき、具体的な教育
内容、既存の中学校との連携
の在り方、入学者選抜の方法
等について、検討を進める。
３　双葉郡中高一貫校設置事
業
　開校に必要な備品を精査し、
備品購入、搬入について円滑
に執行する。

・双葉郡中高一貫校の開設準
備室を四倉高校内に設置し、
平成27年4月の開校に向けて
地元との調整等業務にあたっ
ている。
・双葉郡中高一貫校連絡協議
会を4月及び6月に開催し、具
体的な教育内容等検討を行っ
た。

【課題】
　開校に向けて学校備品、教
材・教具の迅速な整備、予算
執行が必要である。

【対応方向】
　開設準備室と連携して、必要
な備品の精査、円滑な事務の
執行を図る。

教育庁

53 4-2

ふくしま高校
生進路実現
サポート事
業

25,183

　高等学校において生徒の学力
向上を図り将来への展望を抱か
せるとともに、地域に貢献できる
人材や社会においてリーダー
シップを発揮できる人材を育成
する。

［新規］ 　各学校の取組を支援すると
ともに、授業改善の先進事例
研究や進路指導担当者連絡
協議会の開催等を通して、教
員の教科指導力及び進学指
導力の向上を図る取組を行
う。

　年度当初に各校に配分した
予算に基づき、各校が計画に
従って事業を行っている。

【課題】
　各学校における実効的な取
組促進。

【対応方向】
　9月以降に事業進捗状況を
確認するため対象校訪問を実
施する。

教育庁

55 4-2

ふくしまの未
来を担う高
校生海外研
修支援事業

43,800

　国際社会に貢献できる人材を
育成するため、学校が実施する
海外ホームステイ研修に参加す
る高校生を対象に旅費の一部を
支援する。

　県立高校８校（福島商業・福
島南・郡山商業・郡山・あさか
開成・会津・平商業・湯本）私
立高校１校（会津若松ザベリ
オ学園）の9校計202名に対し
て支援を行った。

　補助対象者数のさらなる増
加を目指す。

　県立高校6校私立高校1校の
応募があり、現在補助金交付
者の審査中である。

【課題】
　事業実施内容等の周知。

【対応方向】
　県教委HP等での周知。

教育庁

56 4-2

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー教
育実践事業

7,564

　発達段階に応じて再生可能エ
ネルギーと資源の利用に関する
意識の醸成を図り、主体的に行
動する態度や資質、能力を育成
するため、教員の大学における
体験研修、エネルギー学習教材
の開発、専門家の派遣、成果の
普及・啓発等を大学に委託し、モ
デル校において学習プログラム
の実践を行う。

　小中高等学校3校ずつのモ
デル校９校において、体験的
な学習、講演会、エネルギー
施設等の見学を行い、実践成
果を学習発表会で発表し、実
験実践事例集を県内の小学
校、中学校、高等学校に配付
した。

　小・中・高等学校それぞれ３
校のモデル校9校の取組によ
る成果の普及・啓発を図る。

　文部科学省への復興教育支
援事業への申請・契約後、い
わき明星大学への委託契約を
完了した。県内9校のモデル校
も決定し、第1回の研修会、研
究協議会の開催を控えてい
る。

【課題】
　年度始めから事業が開始で
きない。

【対応方向】
　各種契約がスムーズに進む
よう働きかける。

教育庁

57 4-2

サテライト校
宿泊施設支
援事業

121,552

　サテライト校の集約に伴い、保
護者の元からの通学が困難とな
る生徒がいることから平成24年
度に宿泊施設を確保した。
　平成26年度についても引き続
き宿泊施設を確保することで、教
育環境の維持を図る。

　サテライト校の集約に伴い、
保護者の元からの通学が困
難となる生徒のために宿泊施
設を確保することで、教育環
境の維持を図った。

　サテライト校の集約に伴い、
保護者の元からの通学が困
難となる生徒が平成26年度も
いることから、引き続き宿泊施
設を確保することで、教育環
境の維持を図る。

　昨年に引き続き、保護者の
元からの通学が困難となる生
徒のために宿泊施設を確保す
ることで、教育環境の維持を
図っている。
　県北地区･･･1ヵ所
　県中地区･･･1ヵ所
　いわき地区･･･2地区
　相双地区･･･2ヵ所

【課題】
　継続して各校の実態に応じ
た教育環境の改善が必要であ
る。

【対応方向】
　各校の実態を十分に把握す
る。

教育庁

30



４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

58 4-2

サテライト校
運営管理事
業

25,704

　東日本大震災及び原子力発電
所事故に伴い設置されたサテラ
イト校の実習用バスの運営費、
体育施設などの賃借料、備品購
入経費、教育設備の整備など、
サテライト校の管理運営に係る
経費を支援する。

　東日本大震災及び原子力発
電所事故に伴い設置されたサ
テライト校の実習用バスの運
営費、体育施設などの賃借
料、備品購入経費、教育設備
の整備など、サテライト校の管
理運営に係る経費を支援し
た。

　東日本大震災及び原子力発
電所事故に伴い設置されたサ
テライト校の実習用バスの運
営費、体育施設などの賃借
料、備品購入経費、教育設備
の整備など、サテライト校の管
理運営に係る経費を平成26年
度も引き続き支援する。

・サテライト校の実習用バスの
運営費を支援した。
・サテライト校のカウンセリング
の賃借料を支援した。支援校
では、定期的にカウンセリング
を実施している。
・教育設備の整備に係る経費
を支援した。
・小高工業高校の実習棟改築
工事に係る実習設備移設費
用を支援した。

【課題】
　継続して各校の実態に応じ
た教育環境の改善が必要であ
る。

【対応方向】
　各校の実態を十分に把握す
る。

教育庁

59 4-2
サテライト校
支援事業

19,697

　サテライト校を対象として、各
学校の計画による学力向上・
キャリア教育に関する取組や、
生徒が一堂に会したり、連携型
中高一貫教育校が互いに連携
する機会を通して生徒の一体感
を高める取組を支援する。また、
県内各地区に避難を余儀なくさ
れた中学生が、他地区にあるサ
テライト校を受験しやすくなるよう
支援する。

 　サテライト校に対して、学校
行事等を一堂に会して実施で
きるようバスや会場の使用料
を支援するとともに、大学進学
や就職を希望する3年生の進
路希望の実現を図るため、就
職面接会へ参加するためのバ
スを準備するなどした。また、
Ⅰ期選抜において、受験会場
までのバスを準備した。

　学力向上・キャリア教育に係
る取組、生徒の帰属感・一体
感を高める取組、就職を支援
する取組、サテライト校を受験
する中学生を支援する取組を
行う。

　4月にサテライト校7校（浪江・
浪江津島・富岡・双葉翔陽・相
農飯舘・小高商・小高工)に対
し、学力向上・キャリア教育に
係る取組、就職を支援する取
組、生徒の帰属感・一体感を
高める取組(富岡のみ）に対す
る予算配分を行い、各校で事
業を実施している。

【課題】
　継続して各校の実態に応じ
た教育環境の改善が必要であ
る。

【対応方向】
　各校の実態を十分に把握す
る。

教育庁

60 4-2

ふくしま地域
医療の担い
手育成事業

4,368

　高等学校の医学部進学希望生
徒に、最新の医学や地域医療の
実情を理解させ、医学や地域医
療に対する関心を高めて学習の
動機付けを図ることにより、進路
希望の実現を支援し、地域医療
に貢献できる人づくりを推進す
る。

　101名参加
　参加者による4段階評価
①メディカルサポートセミナー
3.68
②地域医療体験セミナー
3.66
③放射線医学セミナー　3.89

　参加者による4段階評価にお
いて、25年度を上まわる。

○全体
　一般競争入札により、旅行
業務委託先を決定した。
　事業参加生徒確定（15校111
名）
・メディカルサポートセミナーに
ついては、プログラム内容を確
定させた。
・地域医療体験セミナーにつ
いては、県内4カ所の受入れ
医療機関が確定した。
・放射線医学セミナーについて
は、放射線医学総合研究所と
のプログラム内容の協議を進
めている。

【課題】
　ニーズにあった講座内容の
充実。

【対応方向】
　プログラム内容の再検討。

教育庁

61 4-2

高校・大学
等奨学資金
貸付事業

662,022

〔高校等〕
　高校、専修学校（高等課程）に
在学し、能力があるにもかかわ
らず、経済的理由により修学困
難と認められる者及び東日本大
震災により被災し経済的に修学
困難と認められる者に対して奨
学資金の貸与を行う。

〔大学等〕
　大学、短期大学、高等専門学
校に在学し、能力があるにもか
かわらず、経済的理由により修
学困難と認められる者に対して
奨学資金の貸与を行う。
　また、大学等へ入学しようとす
る者へ入学一時金の貸与を行
う。

〔高校等〕
(月額貸与）
①貸与者数　　 1,493名
（国公立1,049、私立444）
②貸与金額　394,870千円
　うち震災特例採用
　①貸与者数　　979名
　（国公立779、私立200）
　②貸与金額　246,601千円

〔大学等〕
（月額貸与）
　①貸与者数　258名
　（国公立71、私立187）
　②貸与金額　118,360千円
　（大学等入学一時金）
  ①貸与者数　93名
　（国公立10、私立83）
　②貸与金額　  46,500千円

　引き続き適切に対応する。 ［高校］
①継続貸与決定者 274名
②新規貸与決定者（予約分）
61名
③緊急採用決定者　1名
④在学採用募集　4～6月
⑤震災特例採用募集　5～7月
⑥予約採用募集　7～9月

［大学］
①継続貸与決定者　119名
②新規貸与決定者（予約分）
88名
③在学採用募集　4～6月
④（新）予約採用募集・（新）入
学一時金募集　7～9月

〔高校等〕
【課題】
　返還業務及び震災対応業務
の増。
【対応方向】
　引き続き適切な事務体制の
確保を図る

〔大学等〕
【課題】
　長期滞納者への対応。
【対応方向】
　訪問督促等の実施。

教育庁

62 4-2

インクルーシ
ブ教育シス
テム構築事
業

2,354

１ 地域支援体制整備充実事
業
　各教育事務所の担当指導主
事が中心となって、養護教育
センターや各特別支援学校の
担当者によるネットワーク会議
を開催し、課題の整理や具体
的な支援方法を検討してい
る。
２ 地域教育相談推進事業
　要請のあった学校等に巡回
相談員等を派遣し、個別の支
援方法や校内での支援等に
ついて相談を受け助言を行っ
ている。

【課題】
　地域のニーズに応じた地域
支援をさらに進めていくこと、
また、継続的に周知を図って
いく必要がある。
　事業は5月から開始し、相談
件数が増加するのは2学期か
らとなるため、進捗率が低い。

【対応方向】
　地域支援ネットワーク会議の
充実による地域支援のあり方
の協議及び、各種研修会等で
の周知を図る。
　相談件数増加に向けて体制
の確認等を行う。

教育庁

63 4-2

社会自立を
目指すスキ
ルアップ事
業

3,365

　特別支援学校高等部生徒の社
会参加・自立を促すため、特別
支援学校作業技能大会を開催
し、日頃の進路に関する学習の
成果を発表するとともに、外部専
門家から客観的な評価を受ける
機会とする。

　特別支援学校作業技能大会
を開催し、｢作業技能検定｣｢作
業製品品評」「デモンストレー
ション」を実施した。企業家団
体等の外部専門家6名を招聘
し、それぞれの部門での審査
及び助言をいただき、生徒の
学習意欲の向上や、各学校で
の作業学習のさらなる充実に
活かした。
※H25.7.30開催　ビッグパレッ
トふくしま
　参加生徒数219名　来場者
数　約200名

　実施方法の一部を見直し、
外部評価をさらなる授業改善
に活用しやすく工夫し実施す
る。評価の妥当性を高めるた
め、外部専門家の人数を2名
増員する。より幅広く周知を行
うために、ポスター・チラシを作
成・配布するとともに、マスコミ
等を活用して周知徹底を図
る。

　7月29日特別支援学校作業
技能大会の開催に向け、各特
別支援学校の担当者や事務
局を中心に2回の実行委委員
会を開催し計画的に準備を進
めている。
　ポスター・チラシを作成し、関
係機関に送付した。

【課題】
　参加する生徒が持てる力を
十分に発揮できる大会となる
よう、準備及び運営に当たる
必要がある。
　また、大会運営に必要な物
品等については、7月中に準
備するため進捗率が低い。

【対応方向】
　細部にわたっての運営計画
を完成させるため、7月に第3
回実行委員会を実施する。

教育庁

　特別な支援を必要とする子ども
たちへの支援体制の整備・充実
のために、関係機関連携による
ネットワークの構築や乳幼児期
からの一貫した相談体制の整備
等の取組を支援する。
１　地域支援体制整備充実事業
　発達障がいを含むすべての障
がいのある幼児児童生徒の特
別支援教育を総合的に推進する
ために、市町村が関係機関と連
携して行う取組や特別支援教育
の充実を図る。
２　地域教育相談推進事業
　特別な支援を必要とする子ども
たちとその保護者、担当教員等
に対して教育相談を行い、教
育、福祉、医療等が一体となった
乳幼児期からの一貫した相談支
援体制を整備し、早期からの支
援体制の充実を図る。
３　早期からの教育相談･支援体
制構築事業（～H25）
　特別な支援が必要となる可能
性のある子ども及び保護者に対
し、市町村が早期から情報の提
供や相談会の実施等に取り組
み、柔軟できめ細かな対応がで
きる一貫した支援体制の構築を
支援する。

１ 地域支援体制整備充実事
業
　市町村における支援体制整
備・機能充実に向けた支援、
各地域における支援の充実に
向けて体制促進協議会や地
域支援ネットワーク会議の開
催等に努めた。
２ 地域教育相談推進事業
　相談支援チームを県内6地
区の教育事務所に設置して
ケース会議等を行うとともに、
平成25年度は、巡回相談員が
学校等を訪問して、のべ950件
の個別の相談支援を行った。
３ 早期からの教育相談･支援
体制構築事業
　推進地域（伊達市）におい
て、早期支援コーディネータを
配置し、市発達支援室と連携
した相談支援や、幼稚園・保
育園訪問による支援を実施
し、就学前の早期からの教育
相談や支援を可能とする体制
の構築に努めた。

１ 地域支援体制整備充実事
業
　今後も各教育事務所におい
て、「体制促進協議会」「地域
支援ネットワーク会議」を実施
し、各市町村が関係部署と連
携した体制作りを支援してい
く。また、各市町村で設置され
てきた自立支援協議会子ども
部会を機能させるため、特別
支援教育の充実に向けた助
言を各教育事務所と市町村教
育委員会が連携して進める。
２ 地域教育相談推進事業
　個々の相談者のニーズに応
じて、巡回相談や、特別支援
学校のセンター的機能、養護
教育センターの支援等を活用
を促進するとともに、特別支援
学校のセンター的機能のさら
なる充実を図る。
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

64 4-2

被災児童生
徒等特別支
援教育就学
奨励事業

6,320

　震災により被災した特別支援
学級に就学している児童生徒の
保護者等のうち経済的理由によ
り就学が困難となった者（支弁区
分が変更となった者等）に対して
市町村が行う「特別支援教育就
学奨励事業」について、新たな
負担分を市町村に対して補助金
を交付する。
　被災した特別支援学校に就学
している幼児児童生徒のうち、経
済的理由により就学が困難と
なった者（支弁区分が変更となっ
た者等）に対して、県が保護者に
対して補助金を交付する。

　対象となる児童生徒40名の
保護者に対して、書類審査
後、適宜補助金の交付を行っ
た。

　適正な事務手続きに基づ
き、支給を行う。

　各特別支援学校に対し、適
正な事務手続き等を行うため
に必要な資料を配付した。
　保護者等から申請及び必要
な書類を提出してもらうよう依
頼した。
　なお、市町村については、文
部科学省から基準が示されて
いないため、7月以降に要項等
を配布する予定。

【課題】
　保護者等からの申請は、所
得証明書が発行される7月以
降となり、その後に書類審査を
行うため執行していない。

【対応方向】
　保護者等から申請及び必要
書類が提出された際には、適
正かつ迅速に確認及び書類
審査を行って、速やかに補助
する。

教育庁

65 4-2

平成２９年度
南東北イン
ターハイ開
催事業

43,222

　平成29年度の南東北インター
ハイ開催に向けて高校生の強化
等を実施し、高校部活動を通し
て福島県の復興を県内外に発信
する。

［新規］ 「ふくしまで一緒にやろう！」プ
ロジェクト
　補助金交付

インターハイ選手特別強化事
業
　強化拠点校　38校
　強化指定選手　71名

「ふくしまで一緒にやろう！」プ
ロジェクト
　28,800千円　交付決定

インターハイ選手特別強化事
業
　指定証交付式　5月28日
　強化拠点校　38校
　強化指定指導者　22名
　強化指定選手　71名

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　重点事業での継続を要望す
る。 教育庁

66 4-2

児童生徒の
体力向上推
進事業

3,075

　低下傾向にある児童生徒の体
力・運動能力の向上に向けて小
学校・中学校・高等学校の教員
に対し、指導方法の改善を図る
ための研修会等を実施する。

　子どもの体力向上支援委員
会を2回実施。
　各種指導者養成研修会に職
員を派遣。
　改訂予定の「運動身体プロ
グラム」について検証委員会
を5回開催。
　新たなプログラムについて研
究協力校で研究実践を実施。

　子どもの体力向上支援委員
会、体力向上地域支援委員会
をそれぞれ2回実施予定。改
訂した「運動身体づくりプログ
ラム」の講習会を各地区で実
施し、普及・定着を図る。

運動身体づくりプログラム指導
者講習会　6月　3回開催

【課題】
　子どもの体力向上。

【対応方向】
　体育・保健体育授業の充実
に取り組む。
　運動機会の確保に取り組
む。

教育庁

67 4-2

県立学校施
設等災害復
旧事業

6,179,753

　東日本大震災により被災した
県立学校施設等について、建
物、工作物、土地、設備等の復
旧を行う。

　保原高校校舎ほか５校の改
築復旧が完了したほか、県立
学校施設の復旧工事を行っ
た。
　発注状況　98.6％
　竣工状況　95.4％

　福島高校校舎の改築復旧を
含む復旧工事の早期完了を
目指す。
（実施計画）
　現年分：7校
　明許分：8校
　逓次分：5校

　いわき海星高校体育館ほか
１校の改築復旧が完了。磐城
農業高校実習棟改築工事の
着手
（進捗状況：契約済）
　現年分：4校
　明許分：7校
　逓次分：5校

【課題】
　復興事業の増加や全国的な
作業員及び資材等不足による
入札不調や工程の遅延が懸
念される。

【対応方向】
　土木部と連携し、情報収集
するとともに早期発注に努め
る。

教育庁

68 4-2

県立特別支
援学校全体
整備計画の
推進（いわき
養護学校分
校設置事
業）

46,996

　特別支援学校の児童生徒数の
増加及び通学地域の広域化に
伴う長時間通学等の課題を解消
するために、障がいのある児童
生徒等の学習活動が適切に行
える教育環境作りと複数の障が
い種に対応した専門的な教育が
行われる学校作りを推進する。
　平成26年度は、県立蓬莱高等
学校内にいわき養護学校分校
の設置に向けた改修工事。

　平成24年度末に『教育環境
の整備と複数の障がい種に対
応する専門的な教育の推進』
を図るために、「福島県県立特
別支援学校全体整備計画」を
策定した。

　「特別支援学校全体整備計
画」を見直し、緊急性のある課
題から優先的に解決を図るべ
く、計画を積極的に推進する。

　7月に開催する学校説明会
に向けた準備を進めた。
　7月10日に設計に関する検
査を実施予定。予算執行は検
査後となる。

【課題】
　課題解決のための各関係機
関との協議。

【対応方向】
　話し合いを早急に進めてい
く。

教育庁

69 4-2
英語指導力
向上事業

2,163

　震災からの復興に向けて、国
際社会の進展に対応する人づく
り及び国際社会に貢献できるグ
ローバル人材の育成を図るた
め、小中高等学校等における英
語指導及び学習評価の改善に
ついての実践研究を行うととも
に、その成果を踏まえた研修を
通して、各高等学校における推
進リーダーの育成などにより、英
語指導・評価の改善の取組の推
進・充実を図る。

　高等学校においては、郡山
高等学校を拠点校として実施
した。郡山高等学校を会場とし
て実施した授業研究会には、
県内の高校等から108名が参
加した。

　研修協力校を郡山高等学
校、連携校を安積高等学校、
会津学鳳高等学校、湯本高等
学校として実施する。県内の
すべての高校が参加する研修
会や外部講師による研修会等
を実施し、成果の普及を図る。

　5月に「校長及び推進リー
ダー研修」、6月に「第1回ＣＡＮ
－ＤＯリストによる指導・評価
改善研修」を実施した。
　本事業中の小・中学校に係
る事業については、6月に猪苗
代町教育委員会と委託契約を
結んだ。

【課題】
　さらに充実を図る。

【対応方向】
　今後も継続していく。

教育庁

70 4-2

県立学校施
設応急仮設
校舎等設置
事業

390,433

　東日本大震災の発生により校
舎が被災した学校や、原発事故
により国から区域外への避難指
示がなされ移転を余儀なくされた
学校を対象に応急仮設校舎等
の設置・賃借を行う。

　平成25年度から本校舎の使
用を開始した2校を除く17校の
仮設校舎のリースを継続して
行った。

　平成26年度から本校舎の使
用を開始した3校を除く14校の
仮設校舎のリースを継続して
行う。

　全仮設校舎契約済。 【課題】
　なし。

【対応方向】
　引き続きリースを継続してい
く。

教育庁

71 4-2

サッカーを通
じたふるさと
再生事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ９再
掲）

2,079

　本県の子ども達とJFAアカデ
ミー福島の生徒・コーチによる
サッカーを通じた交流事業を実
施することで、子ども達の夢と希
望を育むとともに、本県がアカデ
ミーとともにふるさと再生に向け
て歩みを進めていることを県内
外に情報発信する。

［新規］ 　県内の約100名の小中学生
とＪＦＡアカデミー福島の生徒
がサッカーを通して交流し、絆
を育むとともに復興に取り組む
姿を県内外に発信する。

開催に向けてJFAと協議中。 【課題】
　県内外への効果的な情報の
発信。

【対応方向】
　ＪＦＡと連携し効果的な情報
発信に努める。

企画調整部

72 4-3

地域産業復
興人材育成
事業

9,719

　地域が主体的に産業人材育成
の展開方策を検討し、必要な人
材育成事業を実施する県内の地
域産業支援団体を支援する。

　地域会議を設置し、地域で
必要とされる人材育成事業を
検討、実施した１団体に対し補
助金を交付した。
　交付金額　4,262千円
　（補助率3/4）

　平成24年度から当該事業を
実施している団体に対し、地
域単位で人材育成事業を継続
して実施できる体制を確立す
るため、引き続き支援を行う。
交付決定額　3,200千円
（補助率1/2）
　また、新たに、同様の取組を
行う地域産業支援団体に対し
支援を行う（１地域）。
交付予定金額　6,427千円
　（補助率10/10）

○継続実施団体の事業実施
状況（地域会議の実施等）を
確認。
　概算払額2,094千円
○新規実施団体の選定及び
交付決定。
　交付決定額3,715千円

【今後の課題】
　補助事業者が、継続的に人
材育成事業を実施していくた
めの財政確保と効果的な事業
の実施。

【事業の方向性】
　補助事業者への助言・指導
及び新たな地域への波及。

商工労働部
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

73 4-3
キャリア教育
推進事業

15,528

（小・中・高等学校）
①専門高校プロジェクト事業
　本事業も3年目になり、地域
の企業等との連携も確立され
つつある中で、更なる内容の
充実を図る。
②専門高校における小・中学
校連携事業
　本事業も3年目となり、小・中
学校と専門高校との連携も確
立される中で、更なる内容の
充実を図ることが目標である。

（特別支援学校）
　関係機関と連携した移行支
援会議の充実、企業等との連
携による特別支援学校におけ
る作業学習の充実、キャリア
教育の視点を踏まえた指導の
充実、就労支援に関する教員
のスキルアップ等を推進する。

　以下の各校・教育事務所か
ら提出された事業計画に基づ
き、予算配分を行った。

（小・中・高等学校）
①専門高校プロジェクト事業
・対象校数
　工業高等学校12校
　農業高等学校8校
　商業高等学校15校
②専門高校における小・中学
校連携事業
・対象校数
　県南地区
　（専門高校1校・中学校1校・
小学校2校）
　会津地区
　（専門高校2校・中学校1校・
小学校1校）

（小・中・高等学校）
【課題】
　内容のさらなる充実。
【対応方向】
　効果的な計画の立案。
　
（特別支援学校）
【課題】
　特になし。
【対応方向】
　さらに企業や関係機関と連
携した就労支援を推進する。

教育庁

74 4-3

戦略的産業
復興人材育
成支援事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ６
再掲）

3,399

　県内の産業復興に向けて、そ
の担い手となる人材育成を支援
するため、産学官連携による体
制整備と事業展開により、産業
人材育成を戦略的に推進する。

［新規］ 　産業人材の育成に関して、
産学官が連携し、効果的な人
材育成を図り、就職率・定着率
の向上による人口流出の抑制
にも寄与する。
　平成26年度はアウトカムとし
て以下の2点を設定。
・産業人材育成コンソーシアム
の設立。
・産業人材育成に係る課題、
取組策等をまとめたアクション
プランの作成。

・先進地調査(岡山県、京都府)
　産学官連携による人材育成
に関するコンソーシアム事業
の先進事例を把握
・関係団体訪問（13団体）実
施。
　人材育成に係る現状・課題・
ニーズ等を把握。コンソーシア
ムへの参画要請を実施。
・第2四半期前半にコンソーシ
アム立ち上げ予定。

【課題】
　コンソーシアムの組織体制
等を検討している段階であり、
予算ベースでの進捗率が低く
なっている。

【対応方向】
　コンソーシアム設立後、具体
的な事業計画の立案、進捗管
理を計画的に進め、効果的な
事業実施を図る。

商工労働部

75 4-3

成長産業等
人材育成事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

10,403

　職業能力開発短期大学校の専
門課程訓練科において、「再生
可能エネルギー関連産業」や
「医療関連産業」に対応したカリ
キュラムの見直し等により、学生
及び一部企業の在職者を対象と
した人材育成を行う。

［新規］ １　機器整備
会津校：小水力発電システム
浜校：風力・太陽光ハイブリッ
ド発電機、ソーラーカー用モー
タ、ホイール
２　学生向け訓練
　会津校：8回
　　　　（電気配管設備科対象）
　浜校：6回（計測制御工学科）
３　一般向け講座
　会津校：2回実施
４　職員研修等
　郡山校：2名
　会津校：バス見学4回
　浜校：2名

・機器整備（ハイブリッド発電
機、小水力発電システム、ソー
ラーカー用モーター）について
は、現在仕様書を作成中。
・職員研修：郡山校は5月に東
京で1名受講、会津校、浜校は
第3～4四半期に実施予定。
・学生見学：会津校、浜校は第
3～4四半期に実施予定。

【課題】
　業界との連携。

【対応方向】
　進捗率については、予算執
行を伴う実施事業の多くが第
２四半期以降に予定されてい
ることから低くなっているが、
今後速やかに必要機器等の
整備を実施し、研修等をとおし
て職員の技術の多様化を図る
ことにより、業界との連携をふ
まえた人材育成に取り組んで
いく。

商工労働部

　地域に定着し、地域産業を担う
人づくりを推進するため、農業高
等学校、工業高等学校、商業高
等学校及び特別支援学校にお
いて、地域の人材や関係機関と
連携しながら地域に根ざした実
践的学習の充実を図るとともに、
地元の小・中学校と連携したキャ
リア教育を展開する。

（小・中・高等学校）
１　専門高校プロジェクト事業
　農業高等学校、工業高等学
校、商業高等学校において、生
徒の実践的な知識や技能の向
上を図るとともに、地域に定着
し、地域産業を担う人づくりのた
め、キャリア教育を推進する。
２　専門高校における小・中学校
連携事業
　小・中・高等学校が連携し、小・
中学生に専門高校の取組を体
験させることなどにより、児童生
徒の発達段階に応じたキャリア
教育を推進する。

（特別支援学校）
１　特別支援学校就労推進事業
　県内全ての高等部設置特別支
援学校における就職率と職場定
着率を向上させるため、関係機
関と連携し、企業への理解啓発
と企業で働き続けることのできる
人材育成の充実を図る。

（小・中・高等学校）
①専門高校プロジェクト事業
対象校数
　工業高等学校12校
　農業高等学校8校
　商業高等学校15校
②専門高校における小・中学
校連携事業
・対象校数
　県南地区
　（専門高校1校・中学校1校・
小学校2校）
　会津地区
　（専門高校2校・中学校１校・
小学校１校）

（特別支援学校）
「特別支援学校就労推進事
業」
（H24～26）（H25予算額1,133
千円）
　高等部１年生の早い段階か
ら産業現場等における実習や
就労に対する意欲付けを行う
とともに、雇用のニーズ等を踏
まえた作業学習の工夫等を
図った。
　特別支援学校高等部卒業生
のうち、就職を希望する生徒
が就職できた割合
（H25）98.4％
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５　農林水産業再生プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 5-1

ふくしまから
はじめよう。
「食」と「ふる
さと」新生運
動推進事業

18,240

　以下の取組を実施する。

１　推進本部会議、地方推進
本部会議、意見交換会
２　食の祭典「おいしいふくしま
いただきますフェスティバル
(仮）」
３　推進大会（講演会、パネル
ディスカッション等）
４　県内の小学生親子を対象
とした、県産農林水産物の安
全・安心実感ツアーの開催
５　力強い農林水産業の生産
体制確立検討部会
６　農林水産業者等を対象とし
た、農林水産業再生セミナー
７　がんばる農林漁業者事例
集の作成
８　給食事業者や宿泊業者等
を対象とした県産農林水産物
利用推進キャラバンの実施
９　HPの運営と多言語化

1　推進本部会議等の開催
5/22　推進本部幹事会
5/30　推進本部総会
6/25　県北地方推進本部総会
6/18　県中地方推進本部総会
6/30　いわき地方推進本部総
会
２　農林水産業者等を対象とし
た農林水産業再生セミナーの
開催
6/3　第1回セミナー
３　給食事業者や宿泊業者等
を対象とした県産農林水産物
利用推進キャラバンの実施
6/20～キャラバン開始(9社訪
問)
４　HPの運営と多言語化
HPによる活動実績の情報発
信

【課題】
　今年度より開始した事業の
ため、現段階では特になし。

【対応方向】
　推進本部の各構成団体が連
携を強めて取り組んでいく。

農林水産部

2 5-1

放射性物質
除去・低減
技術開発事
業

184,443

　安全・安心な本県農林水産物
の生産を図るため、放射性物質
の除去・低減等の技術開発を行
う。

１　放射性物質の分布状況の把
握
２　放射性物質の吸収量の把握
３　放射性物質の除去・低減技
術の開発
４　放射性物質吸収抑制技術の
開発
５　農産物における放射性物質
の除去技術の開発
６　農作業における放射線被曝
低減技術の開発
７　放射性物質が森林・林産物
に与える影響
８　放射性物質が海面漁業に与
える影響
９　放射性物質が内水面漁業に
与える影響

　放射線関連支援技術情報と
して農業関係64課題、林業関
係13課題、水産関係19課題を
とりまとめ、安全・安心な本県
農林水産物の生産を図るため
の放射性物質の除去・低減等
の技術開発等を行った。

　引き続き技術開発に取り組
み、成果の迅速な公表と技術
の普及を図る。

　事業概要に記載するア～ケ
までの9つの研究分野の下、
43の課題について、計画どお
り実施中。

【課題】
　平成27年度以降財源（国費
予算）の確保。

【対応方向】
　平成27年度以降の国予算確
保のため復興庁へ継続要望。

農林水産部

3 5-1

ふくしまの恵
み安全・安
心推進事業

708,990

　県産農産物の安全性確保と消
費者の信頼回復を図るため、産
地における放射性物質検査体制
の強化を支援するとともに、検査
結果や産地の取組の消費段階
での見える化を進める農産物安
全管理システムを構築・運用す
る。

１　安全管理システム緊急強化
対策事業
(1) 協議会の設置・運営
(2) 産地支援活動
２　安全管理システム地区推進
事業
(1) 検査機器等整備
(2) 検査施設整備拡充
(3) 地域の恵み安全対策協議会
設置・運営
(4) 精米用ラベルの作成と貼付
推進
(5) 精米ラベル自動貼付機補助
３　安全・安心見える化対策事業
(1) 安全管理基本システムの管
理運営
(2) 見える化整備（産地）

１
(1)ふくしまの恵み安全対策協
議会の設置・運営（13団体等、
Ｈ24．5．2）
(2)農林事務所を中心とした放
射性物質吸収抑制対策等産
地支援活動の実施
２
(1．2)検査機器整備　米202台
（自己資金等による整備6台を
含む）、園芸品目104台。
(3)地域協議会の設置・運営
37協議会（51市町村）、
（エ、オ）精米ラベルの貼付推
進　448万枚配付
３
(1)システム開発業務委託によ
り、検査結果等の情報を発信
する「農産物安全管理システ
ム」を構築：米と園芸36品目
(2)流通業者に検査結果等の
情報発信ツールとしてタッチパ
ネル式ディスプレイを導入
109か所（店舗）
※数値は平成24年度からの
累計

１
(1)ふくしまの恵み安全対策協
議会の設置・運営
(2)農林事務所を中心とした放
射性物質吸収抑制対策等産
地支援活動の実施
２
(1．2)検査機器整備　米206台
（自己資金等による整備6台を
含む）、園芸品目113台、
(3)地域協議会の設置・運営
40協議会（54市町村）、
（エ、オ）精米ラベルの貼付推
進　1,000万枚配付
３
(1)システム開発業務委託によ
り、検査結果等の情報を発信
する「農産物安全管理システ
ム」を構築：米と園芸36品目
(2)流通業者に検査結果等の
情報発信ツールとしてタッチパ
ネル式ディスプレイ109か所
（店舗）の運用
　※数値は平成24年度からの
累計

１
(1)ふくしまの恵み安全対策協
議会　通常総会開催　6/9
(2)産地支援活動の実施　随時
２
(1．2)検査機器整備　米202台
（新規の整備は見送り（南相馬
市）、園芸品目105台（新規：相
馬市1台）
(3)地域協議会設置　37協議会
（51市町村）
(4．5)精米ラベルの貼付推進
25年産　487万枚、26年産　取
組を関係者に周知（6月末）
３
(1)システムの改良及び保守管
理業務を委託
・保守管理契約　4/1～（アクセ
スログ解析を含む）
・改良業務契約　6/16（検査結
果分析ツール）

【課題】
　システムにより発信する情報
の充実。

【対応方向】
　産地情報等の拡充を図る。

農林水産部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

※H25年度は「ごちそうふくしま
絆づくり推進事業」により実
施。
※実績・成果は上記事業によ
る推進本部の取組を記載。

１　推進本部会議を平成25年
10月5日に31機関・団体をもっ
て設立。
２　 地方の実情に応じた運動
の推進を図るため、7地方毎に
地方推進本部を設立。
３　県内7地方において、生産
者、流通業者、消費者等との
意見交換会を開催（計8回、参
加者数：延べ210名）。
４　平成26年2月、「『食』と『ふ
るさと』安全・安心シンポジウ
ム」を開催（参加者約200名)。
５　「ごちそう ふくしま満喫フ ェ
ア2013」において食の安全・心
に関するアンケート調査、紙芝
居、パネル展示等を実施（アン
ケート回答者数： 313 人）。
６　専門部会「力強い農林水産
業の生体制確立部会」 を設立
し、国の「攻め の農林水産業」
等に関する意見交換会やオラ
ンダ農業の特徴や成長要因な
どに関する研修会 を実施 （研
修会参加者： 80 名）。
７　風評の払拭等に関して消
費者等との意見交換を実施
（参加者数：19名）。
８　給食事業者や製造業者５
社を訪問し 、県産食材の利用
を呼びかけ る県産食材利用
推進キャラバンを実施。
９　新生運動のホームページ
を開設。
１０　 県公式 Facebookにおい
て「がんばる農業者」シリーズ
を開始し、各地域で頑張って
いる農林漁業者の声や取組を
発信。

 「ふくしま農林水産業新生プラ
ン」の目指す姿の実現に向け
て、生産者自らの積極的な取り
組みはもとより、生産から消費に
至る様々な立場の人々が一体と
なり、その思いと力を一つにして
取り組む「ふくしまから　はじめよ
う。「食」と「ふるさと」新生運動」
を展開する。
１　「食」と「ふるさと」新生運動推
進本部の運営
２　「食」と「ふるさと」新生運動推
進大会の運営
３　食の安全・安心運動の推進
　県産農林水産物の安全性確保
に対する理解促進を図るため、
小学生（親子）を対象に県産農
林水産物の安全・安心体験ツ
アーを開催。
４　生産再生運動の推進
５　風況払拭・消費拡大運動の
推進
　県産品愛用運動を実施し、県
産農林水産物の理解促進と消
費拡大を図るため、推進本部構
成団体が様々な機会に活動を展
開する。
６　情報発信運動の推進

【平成２６年６月末現在】
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５　農林水産業再生プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

4 5-1

農畜産系有
機性資源活
用推進事業

114,620

　農畜産系有機性資源の放射性
物質の影響を把握し、利用可能
な有機性資源の活用体制を構
築する。
１　有機性資源の放射性濃度調
査
２　落ち葉等有機質資材利用再
開支援事業
３　農業系副産物循環利用体制
再生・確立事業（推進事業）
４　農業系副産物循環利用体制
再生・確立事業（整備事業）

１　牛ふん堆肥の放射性セシ
ウム検査件数：291件。うち
92％が暫定許容値以下とな
り、利用可能と判断した。
２　（26年度からの新規）
３　新たなマッチングによる滞
留堆肥の利用促進を図った結
果、約20,000tの滞留堆肥が利
用された。
４　堆肥の滞留状態を解消す
るため、川内村内の畜産農家
が中心となった生産組織が事
業実施主体となり、新たな堆
肥舎を建設した。

１　畜産農家に対し、堆肥製造
過程の再確認と生産方法の見
直しを誘導の上、引き続き、堆
肥等有機性資源の放射性物
質の汚染状況を把握し、循環
利用の再構築を図る。
２　現在、利用自粛となってい
る有機質資材の利用再開を図
るため、予備調査を行う。
３．４　放射性物質が暫定許容
値以下の堆肥であっても利用
が滞っている堆肥等有機性資
源について利活用を推進し、
地力低下などの問題を解決す
るため、堆肥の安全性を確認
しながら耕畜連携体制の再構
築を進める。

１　今年度の牛ふん堆肥の放
射性セシウム検査は6月下旬
からの開始となった。

２　予備調査を実施するため
の計画作成中。

３　事業実施申請中。

４　事業実施主体側にて計画
書作成中。

【課題】…１
　耕畜連携体制の確立・再生
が必要である。アは今年度の
実施が始まったばかり、イウエ
は現在事業申請中である。

【対応方向】
　引き続き推進する。

【課題】…２．３．４
　依然として有機性資源の循
環利用が停滞している。

【対応方向】
　有機性資源の安全性を確認
の上、地域ごとのマッチングを
支援し、滞留解消と流通促進
を図る。

農林水産部

5 5-1

ふくしまから
はじめよう。
農林水産物
販売力強化
事業

1,798,039

【課題】
・原子力災害による風評が
残っている。汚染水等の問題
が継続しており、販売へのマイ
ナス要因が減少しない。
・特に米、畜産物は棚の回復
が進まず販売に苦戦してい
る。また、海産物は今後の流
通量拡大に伴う安全性の丁寧
な説明、販路対策等が求めら
れる。
・県の検査体制など国民の認
知度がいまだ低い。
・予算確保(H27～）
・輸入規制が解除されない

【対応方向】
・効果的かつ戦略的なＰＲ手
法の継続・拡大
・人にフォーカスした情報発信
の強化
・国と連携して安全・安心の理
解を促進する
・販路拡大策（米、畜産等）
・新たなPR展開（水産物）

農林水産部

6 5-1

米の全量全
袋検査推進
事業

6,620,000

　県産米の全量全袋検査を確実
に実施し、安全確保を徹底する
ため、運搬費や作業員の人件費
など検査に必要な追加的費用に
対して、賠償金が支払われるま
での間、検査運営資金の貸付を
行う。

・平成25年8月16日：ふくしまの
恵み安全対策協議会への資
金貸付実施（5,000,000千円）
・平成26年3月31日：県に対す
る貸付金の全額返還
（参考）
・全量全袋検査実施件数：
1,095万件（H26.3.31現在）
・損害賠償合意額：4,876,061
千円（H26.3.31現在）

　25年度に引き続き米の全量
全袋検査の確実な実施を図る
ため、賠償金が支払われるま
での間、ふくしまの恵み安全
対策協議会に対し検査の追加
的経費に相当する資金の貸付
を行う。

　26年産米の全量全袋検査実
施に向けて、資金貸付準備を
進めている。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　26年産米の検査が開始され
る前までに貸付を行う。 農林水産部

7 5-1

肥育牛全頭
安全対策推
進事業

59,449

　肥育牛を県外へ出荷する際
に、放射性物質検査を全頭実施
し安全性を確保することで、牛肉
に対する消費者等の信頼を回復
するとともに、県産ブランドの再
生及び肥育牛農家の経営の安
定を図る。
１　県外と畜場において採取され
た検査材料の放射性物質検査
を検査機関に委託する。
２　出荷予定の和牛廃用牛等の
血液中や筋肉中の放射性物質
を検査する。

　県外と場において牛肉を採
取し、流通前に放射性物質検
査を行い安全を確認すること
で牛肉に対する消費者の信頼
回復を図った。
県外と畜  17,360頭(H25.4.1-
H26.3.31)
(うち本事業により実施：4,941
頭)
 全て基準値以下

　県外と場において牛肉を採
取し、流通前に放射性物質検
査を実施。
 予定頭数　6,447頭

①県外でと畜し委託により放
射性物質検査を実施。（6月末
現在）
 頭数　1,257頭
 支払い　5,953千円

②ゲルマニウム半導体検出器
保守点検 681千円

【課題】
　特に課題はない。

【対応方向】
　継続し情報発信。

農林水産部

8 5-1

県産材検査
体制整備事
業

5,585

　県産材の安定的な流通を確保
するため、県産材の放射性物質
検査体制の構築を促進するとと
もに、安全性のPRを行う。

　県産材を取り扱っている県内
の製材工場等において、年4
回、製材品の表面線量調査を
行い、放射性防護に詳しい専
門家から、環境や健康への影
響は無いとの評価が得られ
た。

　本事業は継続事業であり、
引き続き県産材を取り扱って
いる県内の製材工場等におい
て、年4回、製材品の表面線量
調査等を実施する。

　6月分の調査として、県内の
製材工場等において製材品の
表面線量調査を実施してい
る。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部


9 5-1

農林水産物
等緊急時モ
ニタリング事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
１再掲）

220,128

　本県産の農林水産物等の安全
性確保のため、緊急時モニタリ
ング検査（野菜、果実、山菜、き
のこ、穀類、肉類、魚介類、原
乳、鶏卵、飼料作物等）を実施す
るとともに、その結果を消費者や
生産者、流通業者に迅速かつ的
確に公表する。

　検査点数：27,160点
　うち基準値（又は暫定規制
値）超過点数：390点

　検査点数：41,000点 　検査点数：7,147点
　うち、
　基準値超過点数：67点

【課題】
　出荷制限品目の周知徹底。

【対応方向】
　周知状況を確認し、出荷管
理の徹底を図る。

農林水産部

１　「ふくしま新発売。」復興プロ
ジェクト事業
・モニターツアー 3回
・店頭イベント 6回
・対話交流イベント 3回
２　みんなの力で農林水産絆づく
り事業
・がんばろう ふくしま！応援店
2,700事業所
・応援店プレゼントキャンペーン 9
回
・応援店ホームページ作成、運営
・「おいしい ふくしま　いただきま
す！」キャンペーン40回(日)
・食の祭典の開催 1回
・社内給食等における地元農林
水産物活用推進
３　復興サポート事業
・トップセールスの実施 7回
・県域農業団体補助 6団体
・福島県米消費拡大推進連絡会
議運営
・天のつぶＰＲ等各種プロモー
ション、イベント対応
・ふくしまの恵みＰＲ支援事業　市
町村補助38市町村、民間団体補
助100団体
・県産畜産物の消費回復を図る
ため、首都圏等でのイベントで
PR、各種商談会への参加を支
援。また、福島牛の安全性の
PR、「福島牛を育てる会」や枝肉
共励会の開催、産地懇談会での
トップセールスによる販売促進
PR、おいしさに注目した需要創出
の検討を行う。
４　新生！ふくしまの恵み発信事
業
・新生！ふくしまの恵み発信会議
3回
・テレビ等メディアを用いたＰＲ Ｃ
Ｍ6種類等
・メディアセミナー・ツアー 各2回
５　輸出回復緊急対策事業
・輸入規制国の規制解除に向
け、国と連携しながら政府関係者
を招へいするなど安全安心の取
組みの理解を深める。
・輸出量の拡大に向けて、戦略
的に輸出可能な品目・地域ごとに
販路拡大行う。

１　「ふくしま新発売。」復興プロ
ジェクト事業
・モニターツアー 3回
・店頭イベント 6回
・対話交流イベント 3回
２　みんなの力で農林水産絆づく
り事業
・がんばろう ふくしま！応援店
2,242事業所
・応援店プレゼントキャンペーン 2
回
・応援店バスツアー 3回
・うつくしま農林水産ファンクラブ
通信の発行
・応援店ホームページ作成、運営
・「おいしい ふくしま　いただきま
す！」キャンペーン40回（日)
・地元農林水産物活用推進依頼
３　復興サポート事業
・トップセールスの実施 7回
・県域農業団体補助 5団体
・福島県米消費拡大推進連絡会
議運営
・天のつぶＰＲ等各種プロモー
ション、イベント対応
・福島県産農林水産物ＰＲ支援
事業　市町村補助36市町村、民
間団体補助111団体
・「福島牛を語る会（共励会、産地
懇談会）」2回開催
・首都圏における畜産物PRイベ
ント3回開催
・福島県種雄牛共励会１回開催
・福島牛販路拡大キャンペーン58
店舗
・福島牛産地ツアー1回開催
・福島牛県内PRイベント2回開催
・福島牛指定店ガイドチラシ作成
配布
・福島牛料理コンテスト開催
・銘柄「福島牛」フェア17店舗開催
・地鶏についてイベント・商談会で
PR 7回実施
４　新生！ふくしまの恵み発信事
業
・新生！ふくしまの恵み発信協議
会6回
・テレビ等メディアを用いたＰＲ Ｃ
Ｍ6種類等
・メディアセミナー・ツアー 各3回
５　輸出回復緊急対策事業
・輸出再開に向けた輸入規制国
へのＰＲ活動3期3回
・県産農産物輸出促進セミナー 1
回

　消費者や流通関係者等の信頼
回復に向けた効果的かつ戦略
的なプロモーション及びリスクコ
ミュニケーションにより、風評払
拭、消費者及び流通関係者の理
解促進と信頼回復を図る。

１　「ふくしま新発売。」復興プロ
ジェクト事業
  大消費地である首都圏等へ迅
速かつ正確な情報発信を行い風
評による甚大な影響を払拭す
る。
２　みんなのチカラで農林水産絆
づくり事業
　県内消費拡大や地産地消を推
進するため、「がんばろう　ふくし
ま！」応援店の拡大や県産農産
物等の消費拡大キャンペーンを
実施。
（1）「がんばろう　ふくしま！」応
援店等拡大事業
（2）農林水産物利用促進絆づく
り事業
　県産農林水産物の美味しさの
再認識を図り、地域の絆を取り
戻すため、県内消費拡大キャン
ペーン等を実施。
３　復興サポート事業
　県と県域農業団体等が連携し
て風評払拭活動を展開する。
（1）全国へのキャラバン隊の派
遣
（2）ふくしま米消費拡大推進事
業
（3）ふくしまの畜産ブランド復活
事業
（4）福島県産農林水産物PR支
援事業
４　新生！ふくしまの恵み発信事
業
５　輸出回復緊急対策事業

ア　「ふくしま新発売。」復興プ
ロジェクト事業
  （各イベント実施調整中）
イ　みんなの力で農林水産絆
づくり事業
・がんばろう ふくしま！応援店
2244事業所
・応援店プレゼントキャンペー
ン　1回
・応援店ホームページ作成、
運営
・「おいしい ふくしま　いただき
ます！」キャンペーン10回(日)
・社内給食等における地元農
林水産物活用推進　10事業所
ウ　復興サポート事業
・トップセールスの実施 3回
・県域農業団体補助 6団体
・福島県米消費拡大推進連絡
会議運営
・天のつぶＰＲ等各種プロモー
ション、イベント対応
・ふくしまの恵みＰＲ支援事業
　市町村補助37市町村、民間
団体補助171団体
・（畜産課が記入する）
エ　新生！ふくしまの恵み発
信事業
・新生！ふくしまの恵み発信会
議１回
・テレビ等メディアを用いたＰＲ
ＣＭ2種放映済み
オ　輸出回復緊急対策事業
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10 5-1

学校給食地
場産物活用
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ４再掲）

58,226

　望ましい食習慣の形成や食育
の観点から、学校給食に地場産
物を活用する市町村の取組を支
援する。
１　「いただきます。ふくしまさん」
事業
　放射性物質に対する保護者の
不安を軽減し、学校給食を活用
した食育を推進する市町村の取
組を支援する。
２　学校給食おいしい県産農林
水産物活用事業
　学校給食に県産農林水産物を
利用する市町村の取組を支援す
る。

[教育庁]
１　「いただきます。ふくしまさ
ん」事業
　10市町村、59校で実施。

[農林部]
２　学校給食おいしい県産農
林水産物活用事業
【事業実績】
　実施市町村数：11市町村
　実施学校数：100校
　　（小学校68校、中学校32
校）
　補助金額：5,959千円

[教育庁]
１ 「いただきます。ふくしまさ
ん」事業
市町村等の事業に対して補助
金を交付するとともに、学校給
食へ地場産物を取り入れるた
めの勉強会等を実施する。

[農林部]
２　学校給食おいしい県産農
林水産物活用事業
　事業を活用することで、安
全・安心な地場産物（県産農
林水産物）利用促進を図り、学
校給食を通じて食育等を推進
する。

［教育庁］
「いただきます。ふくしまさん」
事業
【事業実績】
4市町村29校交付決定

[農林部]
２　学校給食おいしい県産農
林水産物活用事業
【事業実績】
　実施市町村数：12市町村
　実施学校数：56校
　　（小学校38校、中学校18
校）
　補助金額：4,964千円

[教育庁]
【課題】
　補助事業実施件数が伸びな
い。
【対応方向】
　担当者会議等でPRする。

[農林部]
【課題】
　保護者等の理解を得ながら
より多くの学校で活用してもら
い、学校給食における県産農
林水産物の利用促進を図る必
要がある。
【対応方向】
　各農林事務所及び教育庁の
事業等と連携して保護者等の
理解を得ながら県産農林水産
物の利用促進を図る。

農林水産
部
教育庁

11 5-2

ふくしまから
はじめよう。
攻めの農業
技術革新事
業

17,718

　認定農業者や産地をリードす
る担い手の技術革新を支援する
ため、売れるものづくりを前提と
しながら、フィールドベースで実
証に取り組み、先進技術の可視
化とスピード感を持った普及展
開により、強みある「経営体」の
育成を図ることで本県農業の復
興の加速化を図る。

［新規］ １ 各地方協議会の運営。
２ 実用性の高い新技術の
フィールド実証（合計10か所）。
３ 特異的な特性を有する品種
活用による加工試作と求評会
の実施。

　フィールド実証は6か箇所に
枠配分済み。ほかの箇所は、
計画策定中。
　会津坂下地域における実証
では7月1，2日に現地セミナー
を開催し、合計約130名が参加
した。

【課題】
　順次事業着手を行う。

【対応方向】
　計画的な事業取組を図る。 農林水産部

12 5-2

先端技術活
用による農
業再生実証
事業

257,248

　避難地域等において、農業者
が意欲と夢を持って農業に再
チャレンジできるよう、産学官が
コンソーシアムを編成して先端
技術を数多く組み入れた生産シ
ステムを実証する。

　野菜、花き、果樹、畜産、再
生可能エネルギーの分野で、
県が参画する5つの網羅型実
証研究と民間が主体となる4つ
の個別技術研究の取り組みが
動き始め、実証箇所14カ所
（網羅型5課題10カ所、個別技
術4課題4カ所）が決定した。

　平成26年度内にハウス等の
施設整備を完了し、現地で実
証研究を開始する。
　今年度の中間検討会で、事
業の進捗状況の確認を行い、
年度末の検討会では研究成
果のとりまとめ及び評価、並び
に次年度計画の検討を行う。

　5月～6月にかけて野菜、果
樹のコンソーシアムで推進会
議、現地検討会が行われた。7
月には再生可能エネルギー、
8月には花き、畜産のコンソー
シアムで推進会議、現地検討
会が予定されており、計画ど
おり実施中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　今後も事業実施計画に基づ
き、研究に取り組む。

農林水産部

13 5-2

ふくしまから
はじめよう。
農業担い手
経営革新支
援事業

172,134

　生産力と経営管理能力に優
れ、地域農業をけん引するプロ
フェッショナル経営体を育成する
とともに、これに続く担い手層の
経営向上を図りながら、風評に
屈しない本県農業の力強い再生
を成し遂げる。
１　プロフェッショナル経営体管
理能力向上事業
２　プロフェッショナル経営体創
出事業
３　農業担い手育成金融支援事
業
４　支援推進事業

［新規］ １　プロフェッショナル経営体
管理能力向上事業
(1)プロフェッショナル経営体へ
の経営革新のためのアドバイ
ザーによる定期的な指導の実
施。
　事業計画審査会外部審査員
出席　2回
　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる指導　対象
者 15経営体
(2)プロフェッショナル経営体同
士の連携強化、情報発信支援
　地域ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ経営体連
絡会議 6回
　ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ経営体現地調
査 6回
２　プロフェッショナル経営体
創出事業
　助成対象者　15経営体
４　支援推進事業
　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる指導を農林
事務所がﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟする活動
等の経費、市町村の事務経費
への支援。

１　プロフェッショナル経営体
管理能力向上事業
・計画承認（2,400千円）

２　プロフェッショナル経営体
創出事業
 ・第1回募集（募集期間5/9～
6/24）
７市町村（８件）の応募があっ
た。
（今後の予定）
 ・7/16事業計画審査会
 ・8月以降　補助金申請、事業
実施、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの実施

【課題】
　事業を広く周知し、プロフェッ
ショナル経営体を目指す農業
者を掘り起こす必要がある。

【対応方向】
　市町村に事業実施事例の情
報を提供するなど、引き続き
周知に取り組むとともに、追加
募集を実施する。

農林水産部

14 5-2
農地利用集
積対策事業

514,401

　担い手への農地集積と集約化
を行う農地中間管理機構を整備
し、機構が事業を行うために必
要な経費を助成する。また、人・
農地プランの話し合いの中で機
構にまとまった農地の貸付を
行った地域や機構に対する貸付
に伴って経営転換又は離農する
者等に対して協力金を交付す
る。
１　農地中間管理機構事業
２　機構集積協力金交付事業

［新規］ １　農地中間管理機構事業
　機構が農地の借入・貸付等
を行うために必要な経費を助
成し、農地の集積を図る。
〔機構による26年度農地集積
計画〕
借入：2,600ha（新規2,600ha）
貸付：2,880ha（新規2,400ha、
継続480ha）
買入：  45.0ha
売渡：  45.0ha
２　機構集積協力金交付事業
　機構が農地の借入・貸付等
を行うために必要な経費を助
成し、農地の集積を図る。
〔26年度計画〕
①経営転換協力金・耕作者集
積協力金
280,000千円
②地域集積協力金
48,000千円

１　農地中間管理機構事業
　4月末に県農業振興公社を
農地中間管理機構として指
定。5月1日から事業を開始し
た。6月末集積実績なし。

２　機構集積協力金交付事業
　要望調査を実施した。
　①経営転換挙力金
　　・実施予定　13市町村
　　・要望額　　125,700千円
　②耕作者集積協力金
　　・実施予定　　5市町
　　・要望額　　　17,760千円
　③地域集積協力金
　　・実施予定　　10市町村
　　・要望額　　111,390千円

【課題】
　新制度であるため、機構と市
町村等との連携体制の強化や
農業者等への周知が必要。

【対応方向】
　市町村等との意見交換を実
施するなど、引き続き事業の
周知と推進に取り組む。

農林水産部

15 5-2

地域農業・
担い手復興
対策事業

82,630

　震災の影響を受けて停滞して
いる農業法人等や農村女性組
織の農業生産活動の活性化を
支援するとともに、若い農業人材
の確保を促進することにより、本
県農業の力強い復興を図る。
１　農業法人等復興応援事業
(1)農業法人等支援事業
(2)農村女性活動再生事業
２　農業復興人材就農促進事業
(1)農業教育連携促進事業
(2)農業法人等就業促進事業

１
（1）農業法人等支援事業
　25事業主体へ補助。
（2）農村女性活動再生事業
①組織活動再生事業
  17事業主体へ補助。
②女性農業経営者育成研修
　農村女性の経営能力向上に
向けた体系的な研修を実施。
　　5月～11月　8名受講
２
(1)農業教育連携促進事業
①プロジェクト活動
　会津農林高校生35名、受入
農家9戸
②フレッシュ農業ガイド
　県内⑤農業高校の生徒174
名参加。
(2）農業法人等就業促進事業
　県農業会議に無料職業紹介
所設置。

１
（1）農業法人等支援事業
（2）農村女性活動再生事業
①組織活動再生事業
②女性農業経営者育成研修
　 農村女性の経営能力向上
に向けた体系的 な研修を実
施。今年度は経営管理能力の
向 上を図る「マネージメント
ゲーム」を取り入れる。5月14
日開講、7名受講
２
(1)農業教育連携促進事業
①プロジェクト活動
②フレッシュ農業ガイド
　県内各農林で事業予定。
(2)農業法人等就業促進事業
　県農業会議に無料職業紹介
所運営。

１
（1）農業法人等支援事業
　　事業実施計画募集開始。
（2）農村女性活動再生事業
①組織活動再生事業
　 第１次募集にて16事業主体
の補助を決定。事業実施計画
第２次募集開始。
②女性農業経営者育成研修
　　　 5月14日開講、8名受講
中。
２
(1)農業教育連携促進事業
　ア　プロジェクト活動
　イ　フレッシュ農業ガイド
　　　会津農林。
(2)農業法人等就業促進事業
　　　県農業会議を支援。

農業法人等支援事業
【課題】
　なし。
【対応方向】
　現在要望調査中。

農村女性活動再生事業
【課題】
　女性農業経営者育成研修の
受講者数が当初見込みを下
回っている。
【対応方向】
　更なる周知を行い、受講に
向けて誘導する。

農業教育連携促進事業
【課題】
　なし。
【対応方向】
　全農業高校において取り組
む。

農林水産部
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

16 5-2

被災農家経
営再開支援
事業

283,340

　東日本大震災で津波等の被害
を受けた地域において、地域農
業の再生と早期の経営再開を図
る。
１　経営再開支援金交付事業
　農地等の復旧作業を共同作業
で行う農業者に対して、農業復
興組合を通じてその活動に応じ
経営再開支援金を交付する。
２　経営再開支援推進事業
　経営再開支援金の交付等に係
る県の推進事務及び市町村が
支援金交付事業を実施するのに
必要な事務経費を助成。

　復興組合を通じて、経営再
開支援金を交付するとともに、
交付に必要な事務経費を助成
した。
１　経営再開支援交付事業
・実施数 2市町（12復興組合）
・実施面積　1,017.41ha
２　経営再開支援推進事業
・実施数 2市町村、県

　経営再開に向けて復旧作業
を共同で行う農業者の活動を
支援する。
１　経営再開支援交付事業
・実施予定 2市町
２　経営再開支援推進事業
・実施予定 2市町村、県

１　経営再開支援交付事業
・計画認定　１町（32,601千円）
２　経営再開支援推進事業
・計画認定　１町、県、（計740
千円）

　

【課題】
　計画的な復旧作業の実施。

【対応方向】
　市町村のニーズを踏まえ、
事業を実施していく。

農林水産部

17 5-2

被災地域農
業復興総合
支援事業

140,772

　被災市町村が被災農業者等へ
の貸与を目的に導入する農業用
施設・機械を整備する経費を補
助し、地域の意欲ある多様な経
営体の育成・確保及び早期の営
農再開を図る。

　４市町村において、トラクター
等の農業用機械、養液栽培施
設等の園芸用施設を導入し、
被災農業者等に貸与、地域農
業の復興は図られた。
実施市町村：
　南相馬市、相馬市、新地町、
飯舘村

　引き続き、被災した農業者へ
の貸与を目的とした農業用施
設・機械の整備を支援していく
実施予定市町村：
　新地町、飯舘村

　新地町、飯舘村へ交付決定
済み。
・新地町：53,250千円
 5月に第1回目農業用機械等
の入札終了。11月に施設関係
の第2回目入札予定。
・飯舘村：87,552千円
　パイプハウス17棟・付属施設
一式、トラクター2台・付属機器
一式等について、県内は事業
着工済み、県外は資材の調達
手段を調整中。

【課題】
　被災地の状況により、復興
の進度は様々である

【対応方向】
　市町村のニーズを踏まえ、
適切な時期に事業を実施して
いく。

農林水産部

18 5-2

地域と連携
した企業農
業参入支援
事業

14,446

　企業等の地域と連携した農業
参入を支援し、本県農業の復
興、多様な担い手の確保、被災
者等の雇用拡大に資する。
１　農業参入相談マッチング活動
事業
　意向調査、誘致活動、相談会
等を実施し、企業等と地元関係
者のニーズをマッチングする。
２　企業農業参入支援事業
(1) 農業参入円滑化支援
(2) 提案型企業農業参入支援
(3) 企業等定着促進支援

１　農業参入相談マッチング活
動事業
   参入意向調査（観光業また
は飲食業で首都圏の企業500
社対象）及び相談会（県内企
業16社参加）を実施した。
２　企業農業参入支援事業
　2社（飲食業１社、その他１
社）に対して、農業参入に必要
な初期経費や定着して営農す
るために必要な施設整備を支
援。

１　農業参入相談マッチング活
動事業
　参入意向調査や相談会を実
施。特に、参入意向の高い企
業に対しては、継続した情報
提供、個別相談を実施。
２　企業農業参入支援事業
　農業参入に必要な初期経費
等に対する支援を継続して実
施。

１　農業参入相談マッチング活
動事業
　企業農業参入促進リーフレッ
ト（1,000部）を作成し、農業参
入に関心のある企業に情報提
供及び個別相談を実施した。

【課題】
　参入後、農業事業の安定化
が求められる。

【対応方向】
　既参入企業に対する支援を
拡充する。

農林水産部

19 5-2

有機農業活
用！６次産
業化サポー
ト事業

2,843

　原子力発電所事故により生産
量及び取引量の減少など甚大な
影響を受けている本県の有機農
業を再生させるため、生産体制
の再構築を図ったうえで新たな
販路を開拓し、販売体制を構築
する。
１　販路の開拓と販売体制の構
築
(1) 販売体制の構築
(2) 有機農産物を活用した6次産
業化への支援
２　需要に対応できる生産体制
の構築
(1) エコファーマー、特別栽培か
ら有機農業へのステップアップに
よる生産行程管理者の育成
(2) 技術の高位平準化
(3) 生産行程管理者の連携強化

１　有機農産物流通の専門家
のアドバイスや支援を得なが
ら、県産有機農産物の風評払
拭、販路確保のため、商談会
等を行った。
・「オーガニックEXPO2013」福
島県ブース出展
・「福島県産オーガニックの6次
産業化に向けた勉強会」開催
・情報誌「ふくしまオーガニック
通信」の発行
H25年度5回発行
２　需要に対応できる産地育
成を目指して、有機農業チャレ
ンジほを設置する等行った。
・実証ほの設置　県内10カ所
・各方部にて研修会や組織活
動支援を実施

　原子力発電所事故により生
産量及び取引量の減少など甚
大な影響を受けている本県の
有機農業を再生させるため、
生産体制の再構築を図ったう
えで新たな販路を開拓し、販
売体制を構築する。
１　販路の開拓と販売体制の
構築
(1) 販売体制の構築
(2) 有機農産物を活用した6次
産業化への支援
２　生産体制の構築
(1) エコファーマー、特別栽培
から有機農業へのステップ
アップによる生産行程管理者
の育成
(2) 技術の高位平準化
(3) 生産行程管理者の連携強
化
(4)県推進計画の推進

　（財源となる国庫事業の交付
決定は5月15日）

１　販路の開拓と販売体制の
構築
各種開催イベント等の実施検
討中
・商談会の実施（11月予定）
・情報誌「ふくしまオーガニック
通信」の発行　1回目発行済み

２　生産体制の構築
各方部にて研修会や組織活
動支援を実施
・有機農業現地研修会の開催

【課題】
　県産有機農産物の販路確
保。

【対応方向】
　販売面における支援体制を
強化。

農林水産部

20 5-2

地域産業６
次化交付金
事業

646,987

　本県農林水産業の真の復興の
ため、農林漁業者の異業種への
参入を推進するとともに、県産農
林水産物を活用した６次化商品
の開発を支援する。
１　ふくしま・６次化人材育成事
業
２　地方ネットワーク強化事業
３　地域産業６次化支援事業
(1)6次産業化推進事業
(2)6次産業化施設整備事業

［新規］
１　ふくしま・6次化創業塾開講
3コース32名卒塾
２　7地方6ネットワークを運営
H25年度末会員数1,439名
３　6次産業化施設整備事業
実施箇所数2カ所

　昨年度に引き続き、事業を
適切に執行する。

　ふくしま地域産業6次化創業
塾委託契約締結済
全県交流会開催委託契約締
結済
　地域産業6次化支援事業（事
業実施主体から提出された事
業計画について国と協議中）

【課題】
　整備事業の対象が６次化法
等認定事業者と限定されてい
る。

【対応方向】
　当該法認定取得の支援を行
う。

農林水産部

21 5-2

ふくしまから
はじめよう。
地域産業６
次化復興推
進事業

87,212

　地域産業6次化を推進するた
め、農林漁業者の異業種への参
入を推進するとともに、県産農林
水産物を活用した6次化新商品
の開発を支援する。
１　売れる6次化商品づくり推進
事業
(1)地域産業6次化イノベーター
バンク活用事業
(2)県産品加工支援センター体制
整備事業
(3)6次化新商品首都圏等マーケ
ティング事業
２　地域産業6次化復興支援事
業

１　H26新規
２　地域産業6次化復興支援
事業
(1) 6次産業化創業サポート事
業　41件
(2) 地域産業6次化新商品加
工支援事業　25件

１　地域産業6次化を目指す事
業者に対して、適切なアドバイ
スを行う専門家（イノベーター）
を登録し、適宜派遣する
２　事業者の要望に適切に応
じた支援を行うとともに、経営
の安定化に向け支援を行う。

　地域産業6次化イノベーター
バンク登録・運営に係る委託
契約締結済。
　地域産業6次化復興支援事
業に係る募集終了（第１期）。

【課題】
　事業者に対するフォローアッ
プを行う。

【対応方向】
　イノベーターの派遣などによ
り経営の安定化を支援する。

農林水産部

22 5-2

地域産業６
次化復興
ファンド出捐
金

46,300

　東日本大震災及び原子力災害
により甚大な被害を受けた本県
農林水産業の復興を目指し、農
林漁業者の所得の向上と地域
産業6次化を推進するため、「ふ
くしま地域産業6次化復興ファン
ド」（H25設立）運営のために必要
な資金を出捐する。

　4/30「ふくしま地域産業６次
化復興ファンド」設立。
　ファンド説明会実施（いわき
(5/31)、県北(6/3)、会津(6/4)、
県中(6/27)　計約300名出
席）。

　新規創業する6次産業化事
業体（合弁事業体）に資本金
を出資する。

　第1号出資案件決定。
「ワンダーファーム」（いわき
市）

【課題】
　ファンドを活用する案件の発
掘
【対応方向】
　ファンドを活用する将来性の
ある６次産業化事業体の育成

農林水産部

23 5-2

ふくしま米産
地戦略推進
事業

30,623

　産地競争力の回復・強化を
図っていくため、地域の特色を生
かしながら、実需者や消費者等
と連携した多様な米づくりの取組
を支援し、力強い米産地の育成
を図る。
１　ふくしま米産地形成支援事業
２　米産地育成連携促進事業

［新規］ 　特色ある米づくり、多様な米
づくりに取り組む団体を支援
し、力強い米産地の育成を図
る。また、地域段階で新たな米
産地の形成に向けた意見交
換会を開催するとともに、多様
な米づくりを目指す産地の取
組を県域で共有するためのセ
ミナーを開催する。

　事業計画を公募し、審査の
結果、14団体への助成を決定
した。（うち1団体は取り下げ）
配分補助金額　20,410千円

【課題】
　多様な米づくりの取り組む産
地の発掘。

【対応方向】
・8月中に第2回の募集を行
い、予算枠の残り5団体程度を
採択する。
・セミナー等を通じて新たに産
地形成に取り組む地域の誘導
を図る。

農林水産部
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24 5-2

園芸産地復
興支援対策
事業

100,000

　本県園芸産地の復興を図るた
め、津波及び東京電力福島第一
原子力発電所事故により甚大な
被害を受けた地域において、園
地整備、施設等の導入に係る費
用を軽減し、営農再開や品目転
換等を支援する。

　津波被災地や避難先での営
農再開等が図られた（18件）

　園地整備、管理用機械、施
設、初期生産資材等の整備支
援

　県北の1箇所で事業実施中 【課題】
　円滑な事業執行。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

25 5-2

園芸施設再
生可能エネ
ルギー導入
促進事業

4,304

　太陽光等の再生可能エネル
ギーを活用した生産効率の向上
や農作業の軽減を目的とした新
たな生産方式のモデル的な整備
を行う。
１　再生可能エネルギー利用の
推進
　実践者や大学での研究事例の
取組を広く周知するセミナー等を
開催する。
２　再生可能エネルギー施設導
入支援
　「太陽光」利用の普及・拡大を
図るため、避難地域や無電源地
区等における再生可能エネル
ギーを利用した自立環境制御な
ど、生産効率の向上や農作業の
軽減を目的とした生産方式のモ
デル整備を行う。

　農業者等の取組みを促進す
るための、アドバイザー派遣
やセミナー開催。（セミナーの
開催（2回）、 支援アドバイ
ザーの派遣（1回））

・再生可能エネルギー利用の
推進。
・再生可能エネルギー施設導
入支援。

・施設導入事業の要望調査を
実施。（会津農林事務所管内
から1箇所要望）。
・地方の農業者等の取組みを
促進するためセミナー開催準
備。（相双地方で9月上旬開催
予定）

【課題】
　農業者等への周知。

【対応方向】
　セミナー等の開催。

農林水産部

26 5-2

ふくしまの特
産品復活支
援事業

601,224

　本県特産品の復興に向けた取
組に対して支援する。
１　あんぽ柿産地再生事業
　農業生産工程管理の取組を確
立し、原料柿の放射性セシウム
検査を実施するとともに非破壊
検査機器の性能向上及び導入
等を支援する。
２　おたねにんじん需要即応生
産支援事業
　生産体制の支援を行うととも
に、低コスト生産システム、種苗
供給体制の構築を図る。

あんぽ柿
　安全な原料柿の確保、全量
検査を可能とする非破壊検査
機器の導入を図った。（12台設
置）

おたねにんじん
・生産体制の再構築のための
推進協議会や栽培セミナー等
の開催（3回）
・低コスト生産システム、種苗
供給体制の構築のための実
証ほの設置（生産システム
46a、種苗増殖ほ10a）

あんぽ柿
・非破壊検査機器の増設
・農業生産工程管理（ＧＡＰ）の
取組み継続等
・6月補正で25,184千円増額補
正予定

おたねにんじん
・生産体制の再構築等

あんぽ柿
・非破壊検査機器の導入支援
　事業実施計画承認済

おたねにんじん
・栽培研修会（5/20）を開催し、
新規栽培者等の栽培技術向
上を図った。
・整備事業(種苗増殖生産対
策、低コスト省力生産対策の
初期生産資材の導入支援）の
要望調査を実施。（会津農林
事務所管内から2箇所要望）

【課題】
　円滑な事業執行。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

27 5-2

東日本大震
災農業生産
対策事業

633,912

　東日本大震災により被害を受
けた農業用施設や営農用資機
材等の復旧及び消費者の信頼
回復や新たな高付加価値化に
向けた取組、並びに生産資材等
の購入経費への助成等を通じて
被災地の復興を図る。
１　被災地における生産力の回
復
２　農畜産物の販売力の回復
　（286,565　県122,392)
　（繰越224,955
　　　国136,337　県88,618）

・整備事業
共同利用施設整備他被災した
農業施設の整備等（6件）（繰
越6件）
・推進事業
放射性物質吸収抑制対策、生
産資材の導入等（44件）

　被災地域の復旧・復興を図
るため、必要な取組を支援す
る。
要望状況（件数）
・整備事業　13件
・推進事業　73件

・第1回交付申請（整備7件、推
進54件）（H26.6.24)
・繰越事業4件事業終了

【課題】
　円滑な事業執行。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

28 5-2

肉用牛生産
力再生推進
事業

46,400

　避難農家が避難先や帰還後に
経営再開する場合や繁殖農家
が規模拡大を図るために必要な
繁殖雌牛を導入する経費を助成
し、本県畜産の生産基盤の回復
を図る。

　避難先での経営再開として
南相馬市にて20頭の導入助
成。
また、繁殖農家が規模拡大を
図るため、1000頭の繁殖雌牛
の導入に助成した。

　避難先又は帰還して経営再
開するための繁殖雌牛の導入
に対する助成。100頭。
また、繁殖農家が規模拡大す
るための繁殖雌牛の導入に対
する助成。1,000頭。

・規模拡大のため、本年度は
1,000頭を導入する見込みであ
る（事業主体全農福島）。
・田村市で営農再開した畜産
農家が本事業を活用予定。

【課題】
　農林事務所、生産者団体一
体となり事業に取り組んでおり
課題はない。

【対応方向】
　生産力の回復に向け関係機
関との連携により事業を進め
ていく。

農林水産部

29 5-2

ふくしまの畜
産産地再生
支援事業

3,553

　離農している畜産農家や経営
を中止した企業に対して、経営
再開に向けた支援を行う。
１　畜産経営再開指導事業
　畜産経営再開・規模拡大に向
けたコンサルタントの実施、技術
指導及び情報提供に係る経費を
助成する。
２　畜産経営再開推進事業
　放射性物質に関する技術的な
指導や経営再開した農家等の連
携強化を図る。
３　企業的畜産経営再開推進事
業
　本県で畜産経営を行っていた
企業等の経営再開や県内への
新規参入などの誘致活動を実施
する。

１　畜産経営再開指導事業
・経営再開意向調査 2回実施
・畜産経営再開に向けた指
導・助言 4回実施
・経営コンサルタント 3回実施
２　畜産経営再開推進事業
・研修会開催に向けた検討を
行った。
３　企業的畜産経営再開推進
事業
・企業訪問 6社（養鶏2社、養
豚3社、酪農1社）・計13回
・企業来庁 3社（養豚2社、酪
農1社）・計5回
・市町村訪問 2市、2町、2村計
6市町村

　離農した農家の経営再開に
向けた助言指導。
　経営再開意向調査
　経営再開農家に対する放射
性物質対策技術指導強化、情
報交換会開催。
　企業的経営再開のための企
業訪問、現地検討会。

（企業的畜産経営再開推進事
業）
　企業的経営再開・新規参入
支援のため企業訪問1社（養
鶏）1回、現地案内１社（養鶏）
1回、現地市町村との打合せ6
市町村延べ9回を実施した。

【課題】
　畜産企業で興味を示す企業
がある一方、除染の遅れ等か
ら避難・休業した農家の営農
再開が本格化していない。

【対応方向】
　関係機関と連携し、補助事
業等を活用しながら営農再開
に向けた支援を継続していく。 農林水産部

30 5-2
酪農復興緊
急対策事業

44,800

　県外から乳用雌牛を緊急的に
導入する経費や、雌雄判別精液
を活用して乳用雌牛を確保する
ための経費を助成する。
１　緊急乳用雌牛導入支援
　生産基盤を回復するため、県
外から乳用雌牛を導入する場合
の掛かり増し経費を助成する。
２　生産基盤回復円滑化
　乳用雌牛の出生割合を増すこ
とで、安価で安定的に優良乳用
雌牛を県内で確保するため、雌
雄判別精液を活用した交配に係
る経費を助成する。

１　緊急乳用雌牛導入支援
・乳用雌牛導入（増頭）実績
450頭

２　生産基盤回復円滑化
・雌雄判別精液 1,031本の活
用による後継牛生産（推定）
515頭

　震災・原発事故により減少し
た乳用雌牛を県外導入により
増頭を図る。500頭増頭。

　後継牛確保のため性判別精
液を活用した授精を推進す
る。雌雄判別凍結精液 1,200
本（乳用雌子牛600頭）。

　乳用雌牛導入500頭、及び性
判別精液の利用1,200本の事
業事業計画を承認し、交付決
定(4/1)した。
　6月末までの県外導入実績
は109頭(進捗率21.8%）、性判
別精液利用約100本（進捗率
8.3%)。

【課題】
　初妊牛市場価格の高騰等に
よる導入意欲減退、及び雌雄
判別精液の受胎率向上。

【対応方向】
　人工授精技術向上のための
研修会開催・技術指導等。 農林水産部

31 5-2

東日本大震
災畜産振興
対策事業

2,347,385

　東日本大震災及び原子力発電
所事故からの早期復旧・復興を
図るため、生産力回復に資する
施設整備や家畜導入及び自給
飼料生産組織の高度化に必要
な機械の導入等に対して支援す
る。
１　東日本大震災畜産振興対策
整備事業
２　東日本大震災畜産振興対策
推進事業

［新規］
東日本大震災農業生産対策
交付金
・整備事業 4件
　  712,431,000円
・推進事業17件
  　290,738,156円
 合　計　21件
　　1,003,169,156円

東日本大震災農業生産対策
交付金
 （当初予算ベース）
・整備事業
　4件  1,794,351,000円
・推進事業
　14件　  375,731,000円
　 計　18件
　2,170,082,000円-①
（繰越）
・整備事業
　２件177,303,000円-②
合計（①１＋②）
　2,347,385,000円

（現年度分）
　第1回交付申請（整備4件、
推進31件）(H26.6.24)

（繰越分）
・共同経営牧場
事業完了(5/27)
・家畜市場
事業完了予定（10月末）

【課題】
　円滑な事業実施。

【対応方向】
　今後も復旧・復興に必要な
機械・施設の整備や家畜の導
入を支援していく。

農林水産部
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32 5-2

自給飼料生
産復活推進
事業

283,320

　草地の除染が完了するまでの
間、畜産農家における安全な粗
飼料を確保するため、粗飼料の
購入に必要な資金の貸し付けを
行う。

　粗飼料購入に必要な資金の
貸付。153,000千円

　自給粗飼料が利用できるま
での間に必要な粗飼料購入資
金を貸付。150,000千円

　粗飼料購入資金貸付契約
（5/9）
　福島県酪農協 150,000千円

【課題】
　自給飼料基盤の早期回復。.

【対応方向】
　除染、吸収抑制対策推進。

農林水産部

33 5-2

耕作放棄地
活用条件整
備復興促進
事業

40,411

　原子力災害により甚大な被害
を受けた本県の農業の復興のた
め、大規模面積での農地集約が
しやすい耕作放棄地を有効な
ツールとして活用し、農業法人の
経営規模拡大や農業への企業
参入を促進することで、地域農
業を支える他よな担い手を育成
するとともに、発生する雇用ニー
ズにより被災農業者等の雇用と
所得を確保する。
１　大規模耕作放棄地再生支援
事業
２　農業用機械施設等整備支援
事業

［新規］
　事業実施地区調整中。

計画面積　30ha
事業費40,000千円（補助金ﾍﾞｰ
ｽ）

　6月27日から事業公募開始 【課題】
　事業公募中。

【対応方向】
　引き続き、事業の円滑な実
施に取り組む。

農林水産部

34 5-2

農地・水保
全管理支払
事業（復旧）

14,381

　東日本大震災により被災を受
けた施設、またはその影響によ
り機能低下等を生じた水路の補
修等に取り組む活動を支援す
る。

組織数：37組織

事業費：18,612千円

組織数：27組織

事業費：14,381千円

　組織数：25組織 【課題】
　協議会からの請求がない
が、進捗状況を確認しながら
執行予定。

【対応方向】
　引き続き事業の円滑な実施
に取り組む。

農林水産部

35 5-2
多面的機能
支払事業

623,576

　農業・農村の有する多面的機
能の維持・発揮のため、地域内
の農業者等が共同で取り組む地
域活動を支援する。

［新規］ 組織数：619組織
事業費：623,576千円

農地・水からの移行　312組織
新規組織　59組織

【課題】
　協議会からの請求がない
が、進捗状況を確認しながら
執行予定。　各組織における
活動内容及び運営等につい
て、さらなる充実を図る必要が
ある。
【対応方向】
　引き続き、優良事例等を収
集し、事例集を作成するととも
に、研修会を通じて情報発信
する。

農林水産部

36 5-2
災害調査事
業

404,032

　被害箇所の補助申請事務を早
急かつ円滑に執行するため、耕
地災害及び海岸災害の調査等
を実施する。

地区数：8地区
事業費：276,040千円

地区数：6地区
事業費：404,032千円

・2地区について発注済み
・4地区について起工及び発注
準備中

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

37 5-2 除塩事業 172,491

津波による海水の浸入によって
塩害を受けた農用地の除塩作
業を行う。

地区数：46地区
事業費：37,624千円

地区数：18地区
事業費：172,491千円

・来年度の作付に向け計画的
に事業を実施中

【課題】

【対応方向】
　引き続き事業の進捗に取り
組んでいく。

農林水産部

38 5-2
耕地災害復
旧事業

14,895,913

　被災した農地・農業用施設に
ついて、復旧事業を実施する。

【県営】
　地区数：39地区
　事業費：6,477,765千円
【団体営】
　地区数：699地区
　事業費：5,437,681千円

【県営】
　地区数：24地区
　事業費：8,930,595千円
【団体営】
　地区数：331地区
　事業費：5,965,318千円

【県営】
・工事発注準備中
・藤沼湖などの用地及び補償
費について実施。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

39 5-2

災害関連事
業（災害関
連生活環境
施設復旧事
業）

148,025

　被災した農村生活環境施設
（集落排水施設等）について、復
旧事業を実施する。

地区数：44地区
事業費：417,924千円

地区数：1地区
事業費：148,025千円

　1件について業務発注準備
中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

40 5-2

ため池等汚
染拡散防止
対策実証事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
１再掲）

1,849,919

　ため池等の農業水利施設から
の農地への放射性物質の流入
防止を目的として、モニタリング
を強化しつつ、農業用水の水質
改善技術の確立、ため池等の汚
染土対策技術の確立を目指し、
有効な新技術の実証に取り組
む。
１　ため池、農業用水路等のモ
ニタリングの強化
２　農業用水水質改善対策技術
の実証
３　ため池等の汚染土対策の実
証

地区数：19地区

事業費：800,000千円

地区数：10地区

事業費：1,849,919千円
(H26当初1,500,000千円
　H25繰越  349,919千円）

地区数：5地区
（飯舘村、浪江町、天栄村）
繰越分：県、玉川村
事業費：365,922千円
（H26当初　43,274千円
   H25繰越322,648千円）

【課題】
　ため池における放射性物質
の動態、対策工法の実施につ
いて知見が不足している。

【対応方向】
　本年度中に対策マニュアル
を策定する予定でいる。農水
省等と打ち合わせを行い、本
年度の執行方針を調整中。よ
り広範に対策技術の知見を集
めるため、技術公募を開始。

農林水産部

41 5-2

農家経営安
定資金融通
対策事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

69,106

　被災農業者等の営農の維持・
安定や県内での営農再開に必
要な資金の融通を円滑にするた
め、融資機関に対し利子補給を
行う。

貸付件数　114件
貸付額　371,590千円
利子補給額　60,692千円

　震災・原発事故被害農業者
等が必要とする資金の円滑な
融通をはかり、経営の維持安
定や営農再開を支援する。

　利子補給承認実績
　　8件　34,000千円

【課題】
　資金需要等を踏まえ適切な
運用を図る必要がある。

【対応方向】
　市町村、融資機関等との情
報共有に努める。

農林水産部

42 5-2

小水力等農
業水利施設
利活用実施
計画費（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ７再
掲）

15,910

　農村地域における再生可能エ
ネルギーの活用及び推進を図る
ため、土地改良施設を利用した
小水力発電のための事業計画
を策定する。

地区数：2地区
　・導入可能性詳細調査
　　3箇所
　・マスタープラン策定
　　県内一円
事業費：25,500千円

地区数：1地区
　・小水力発電事業計画策定
　　2箇所

事業費：15,910千円

・委託業務発注に向けて、関
係機関と協議中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　円滑な実施に向けて、関係
機関と綿密な連絡調整を行
う。

農林水産部

43 5-2

海岸災害復
旧事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ１１再
掲）

9,565,126

　被災した海岸保全施設につい
て、災害復旧を実施する。

地区数：14地区
事業費：7,602,846千円

地区数：13地区
事業費：9,565,126千円

・消波ブロック製作工事のため
の仮設ヤードの借地契約を実
施　　　　　・13地区について業
務発注準備中

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

44 5-2

災害関連事
業（農地災
害関連区画
整理事業）
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ１
１再掲）

399,470

　大規模経営など効率的営農を
図るため、被災農地について未
被災農地と併せて大区画のほ場
整備を行う。

地区数：2地区

事業費：419,210千円

（区画整理工）

地区数：2地区

事業費：399,470千円

（区画整理工）

・2地区ともに工事実施中。 【課題】
　東日本大震災による耕土流
出及び地盤沈下による客土材
の不足。

【対応方向】
　関係機関による不足土に関
する連絡協議会等を活用し、
引き続き情報収集を行い、必
要土量の確保に努める。

農林水産部

39



５　農林水産業再生プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

45 5-2

復興基盤総
合整備事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ１
１再掲）

14,090,903

　津波被災を受けた沿岸部の農
業の振興を図るため、ほ場の大
区画化等による農業生産性の向
上及び担い手への農地集積を
促進し、効率的かつ安定的な農
業経営の確立を目指す。

地区数：9地区

事業費：2,687,266千円

（区画整理工）

地区数：9地区

事業費：14,090,903千円

（区画整理工）

・5地区が工事実施中
・3地区が発注作業中

【課題】
　東日本大震災による耕土流
出及び地盤沈下による客土材
の不足。

【対応方向】
　関係機関による不足土に関
する連絡協議会等を活用し、
引き続き情報収集を行い、必
要土量の確保に努める。

農林水産部

46 5-3

森林整備加
速化・林業
再生基金事
業

1,366,883

　国産材の供給体制の整備を図
るため、間伐、路網整備や地域
木材・木質バイオマスの利用促
進を図る事業等を実施する。

１ 路網整備事業
路網整備延長　21,780m
・H25予算当年　19,000m
・H24予算繰越　 2,780m
２ 森林・林業人材育成加速化
事業
・森林施業プランナーの育成
支援 24人
・現場管理責任者等の育成支
援 306人
・市場動向に機動的に対応で
きる人材の育成支援 46人
３ 木材加工流通施設等整備
事業
・木材加工流通施設等整備　9
箇所
４ 木質バイオマス利用施設等
整備事業
・木質バイオマス利用施設整
備　2箇所
５ 地域材利用開発事業
・6プロジェクト
６ 森林病虫獣害対策
・実施面積978ha

【課題】
１ 路網整備事業
　森林整備加速化・林業再生
基金事業の最終年度であるた
め、確実に期間内に事業完了
することが必要である。
７ 森林病虫獣害対策
　熊対策の効果を実証する。

【対応方向】
１ 路網整備事業
　事業主体に対して、必用な
助言・指導を行い、事業の早
期発注・早期着手に努める。
７ 森林病虫獣害対策
　テープ巻、バンド巻及び収計
施業を確実に実施する。

農林水産部

47 5-3
広葉樹林再
生事業

39,150

　放射性物質の影響が比較的小
さい地域で、きのこ原木林の再
生と将来における原木の安定供
給を確実にするため、広葉樹林
の更新を図る。

［新規］ 広葉樹林更新作業　150ha 　説明会を実施するとともに事
業内容について随時情報提供
を行い、事業実施要望者に取
組準備を進めるよう依頼して
いる。

【課題】
　事業主体（市町村・森林組合
等）が放射性物質の測定等に
不慣れである。

【対応方向】
　試験方法を具体的に示すと
ともにきめ細かく助言を行う。

農林水産部


48 5-3
ふくしま森林
再生事業

6,108,004

　原発事故の影響から森林整備
が停滞し森林の荒廃が懸念され
るため、公的主体による森林整
備と放射性物質対策を一体的に
推進し、森林の再生を図る。

全体計画作成  11市町村 森林整備 2,943ha
放射性物質対策　25市町村
（計画作成・流出防止柵設置
等）

（繰越事業分を含む）

森林整備　515ha着手済み
放射性物質対策　17市町村実
施中。

（繰越事業分）

【課題】
　事業主体（市町村）の事業実
行（積算）の不慣れ、人手不
足。

【対応方向】
　県が事業主体の計画策定の
方針決定や発注積算について
継続的に助言・支援を行う。

農林水産部


49 5-3

災害復旧事
業（林道災
害復旧事
業）

2,700,091

　市町村等が維持管理する林道
施設について、異常気象等によ
る被災箇所の復旧事業を実施す
る。

・平成23年発生災害
　被災349箇所、発注321箇
所、
　発注率92％
　※被災箇所には、廃工4箇所
含む。
・平成24年発生災害
　被災16箇所、発注16箇所、
発注率100％
・平成25年発生災害
　被災59箇所、発注29箇所、
発注率49％

・平成23年発生災害
　残24箇所の発注
・平成25年発生災害
　残30箇所の発注

・平成23年発生災害
　残24箇所中、発注7箇所。
　発注率29％

・平成25年発生災害
　残30箇所中、発注7箇所。
　発注率23％

【課題】
・予算配分年次と復旧工程の
相違。
・入札不調による復旧工程の
遅れ。

【対応方向】
・災害復旧予算配分年次の制
度改善を国へ要望。
・単価等の適正な見直し。

農林水産部


50 5-3

安全なきの
こ原木等供
給支援事業

164,369

　放射性物質による森林汚染の
影響によりきのこ原木等の価格
の高騰が見られているため、き
のこ生産者の負担を軽減する取
組を行う団体を支援する。

　きのこ原木165千本、おが粉
18,000m3、種菌37千本、栄養
材12千袋、栽培容器の購入支
援を行った。

　きのこ原木165千本、おが粉
18,000m3、種菌37千本、栄養
材12千袋、栽培容器の購入支
援を行う。

　補助金交付申請を国に提出
し、交付決定を受けたところ。
7月下旬に交付決定予定。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部


51 5-3
治山施設災
害復旧事業

1,413,331

　山地を保全し、住民の生活の
安全を確保するため、被災した
治山施設の速やかな復旧を行
う。

・平成25年度までに査定実施
箇所12箇所のうち10箇所着手
済み（うち4箇所完了】

・残り2箇所については、廃工
が1箇所、林野庁との設計協
議解除準備中が1箇所。

5箇所　継続実施
2箇所　新規着手
1箇所　詳細設計委託着手

・継続実施5箇所　全て契約済
み。
・新規着手2箇所　うち1箇所は
林野庁と設計協議解除準備
中。外1箇所は設計書作成
中。
・詳細設計委託1箇所　他所管
調整中。

【課題】
　工事規模が大きく復旧工法
にも制限を受けるため、復旧
期間5ヶ年での完了が困難。

【対応方向】
　国へ期間の延長を要望。

農林水産部


52 5-3 治山事業 13,681,668

　山地災害からの県民の生命・
財産の保全や水源かん養など
の国土保全を目的として、荒廃
林地の復旧や地すべり防止等の
治山事業を行う。

・治山ダム　7箇所　12.5基
・流路工　2箇所　89.9ｍ
・山腹工　11箇所　2.94ha
・森林整備　4箇所　16.88ha

・治山ダム　11箇所　19.0基
・護岸工　1箇所　100.0ｍ
・流路工　3箇所　150.0ｍ
・山腹工　19箇所　27.95ha
・森林整備　28箇所　227.27ha

・森林整備 13箇所契約済み。
・治山ダム等の測量調査設計
委託 8箇所契約済み。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部


53 5-3

森と住まい
のエコポイン
ト事業

25,000

　県産木材を使用して木造住宅
の建設等を行う建築主に対し
て、県産の農林水産品等と交換
可能なポイントを交付する。

交付件数：
　105件 24,000千円

交付予定件数：
 最大120件 24,000千円

・補助金交付決定
・ポイントとの交換商品を登録
・広報周知（チラシ配布等）
・7月1日より募集開始

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の周知、活動の実施。

土木部

54 5-3

ふくしまから
はじめよう。
森林とのき
ずな事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ９再
掲）

9,868

　震災以降の本県森林の現状に
対する理解を深め、森林づくりの
意識の浸透や拡大を図るため、
森林環境に関する情報発信と森
林づくり活動の推進に取り組む。

１ 森林環境情報発信事業
・福島民友新聞に新聞広告掲
載（4/9）
・県ホームページを随時更新
・パンフレット及びポスター
　「豊かな森林を未来の子ども
たちへ」を作成・配布。

２ 森林づくり県民運動推進事
業
・森林(もり)づくり検討委員会
開催
　第1回：6/11
　第2回：9/18
　第3回：12/19
・全国植樹祭県外調査実施

１ 森林環境情報発信事業
・ポスター、チラシ作成配布各
1回
・コミュニティFM局ラジオＣＭ4
回
・県ホームページ上での情報
発信

２ 森林づくり県民運動推進事
業
・森林（もり）づくり活動ワーク
ショップ開催　4回（県内）
・全国植樹祭プレイベント6回
　（県内5箇所、県外1箇所）

１ 森林環境情報発信事業
・森林環境情報パンフレット
160箇所、約29,000部配布

２ 森林づくり県民運動推進事
業
　全国植樹祭の開催県内定後
の9月から計画している。

【課題】
　震災及び原子力災害の発生
を受け、森林を未来へ引き継
いで行くためには県民参加の
森林(もり)づくりを県民運動と
して展開する必要がある。

【対応方向】
　森林環境に関する的確な情
報発信に取り組むとともに、地
域における森林(もり)づくり意
識の醸成を図るワークショップ
や、部局横断による全国植樹
祭プレイベントを実施する。

農林水産部


１　路網整備事業
路網整備延長　34,823m
■H26予算　24,330m
 （当初24,099m→変更
24,330m）
・実施計画承認　 2,340m
・未承認　21,990m
■H25予算繰越　10,493m
・完成　0m
・未完成　10,493m
２　森林・林業人材育成加速
化事業
　着手済
・高性能林業機械等の導入
　着手済
３　木材加工流通施設等整備
事業
・木材加工流通施設等整備　5
箇所交付決定済
４　木質バイオマス利用施設
等整備事業
・木質バイオマス利用施設整
備　1箇所交付決定済
オ）地域材利用開発事業
・1プロジェクト交付決定済
５ 原木しいたけ再生回復緊急
対策事業
・1団体交付決定済

１ 路網整備事業
路網整備延長　34,823m
・H26予算当年  24,330m
（当初24,099m→変更
24,330m）
・H25予算繰越　10,493m
２ 森林・林業人材育成加速化
事業
・森林施業プランナーの育成
支援 30人
・現場管理責任者等の育成支
援 1,500人
・高性能林業機械等の導入
車両系伐出機械の危険防止
設備の整備 87台
３ 木材加工流通施設等整備
事業
・木材加工流通施設等整備　8
箇所（うち1箇所前年度からの
繰越）
エ）
４ 木質バイオマス利用施設等
整備事業
・木質バイオマス利用施設整
備　6箇所
５ 地域材利用開発事業
・1プロジェクト（前年度からの
繰越）
６ 原木しいたけ再生回復緊急
対策事業・1団体
７ 森林病虫獣害対策
・実施予定面積21ha
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５　農林水産業再生プロジェクト
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

55 5-4

ふくしまから
はじめよう。
漁業再開ス
テップアップ
事業

58,600

　早期の漁業再開を図るため、
放射性物質の効率的な自主検
査体制を構築する。また、原子
力災害からの復興に必要な技
能・知識を身に着けた漁業担い
手の確保・育成と新たな漁法に
チャレンジするための漁具・漁労
機材の整備を支援する。
１　漁業再開支援事業
２　新漁業チャレンジ支援事業
３　加工・流通支援事業

新規 １　漁業再開支援事業
　漁協の検査体制構築のため
の検討会を6回開催予定。併
せて検査体制の仕様に係る調
査を外部に委託予定。
２　新漁業チャレンジ支援事業
　安全性の確保されている魚
種を対象とした漁法の導入に
必要な漁具等の整備を支援予
定。
３　加工・流通支援事業
　生産者が行う県産水産物の
付加価値向上に繋がる取り組
みを支援予定。

１
　検査体制検討部会におい
て、委託調査の仕様について
水産業界と調整中。
２
　漁協等に事業内容を説明
し、事業対象要件等の整備を
進行中。
３
　漁協等に事業内容を説明
し、需要調査を実施。現在、事
業計画書を精査中。7月交付
予定。

１
　委託調査の仕様決定次第、
事業委託を実施予定。
２
　既存の復旧事業と本事業の
対象要件等の整合性を取るこ
とが難しいことから事業着手
が遅れており、今後漁協との
協議を深めて事業着手の早期
化を図る予定。
３
　漁協下部組織である青壮年
部等が実施主体であることか
ら、効果的な取り組みができる
よう、漁協と連携して指導して
いく予定。

農林水産部

56 5-4
さけ資源増
殖事業

17,974

　東日本大震災の影響により、さ
け稚魚のふ化・放流事業に取り
組める団体等が減少しているこ
とから、さけ増殖団体が行う回帰
率の高い大型種苗を放流する取
組を支援する。
　また、被災したさけ増殖施設の
再整備を支援する。

　下記団体が行うさけ稚魚の
育成・放流に対して支援を実
施した。
　１　阿武隈川　　12.7万尾
　２　宇多川　　　328.8万尾
　３　真野川　　　　 430.0尾
　４　新田川　　　　30.0万尾
　５　夏井川　　　　80.0万尾
　　　　計　　　　　881.5万尾

（種苗放流）
　さけ増殖団体が行うさけ稚魚
の育成・放流に対して支援予
定。
　5河川で992.3万尾を放流す
る。

（施設再整備）
　南相馬市が実施する鮭親漁
捕獲施設（真野川）の設備再
導入を補助予定。

（種苗放流）
　放流時期が3月であるため、
現時点では未執行。

（施設再整備）
　南相馬市へ交付決定、現在
導入作業中。
交付額：4,744千円

【課題】
　避難指示区域指定のため、
事業着手ができない団体が5
団体ある。

【対応】
　今後の復旧状況を随時確認
していく。

農林水産部

57 5-4
漁業調査指
導事業

76,782

　震災後の資源状況に対応した
資源管理を推進するため、資源
状況の調査を行うとともに、漁業
者への情報提供や新たな管理
方策の提案により、漁業者間の
協議を促進する。

　調査船により、下記日数の
調査を実施した。
１　こたか丸による調査
　　計106日
２　拓水による調査
　　計90日

　底魚資源調査、海底環境調
査、海洋観測調査等につい
て、調査船により実施予定。
・こたか丸、いわき丸による調
査
　　計114日
・拓水による調査
　　計121日

・こたか丸、いわき丸による調
査
　　計28日
・拓水による調査
　　計26日

【課題】
　特になし。

【対応】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

58 5-4
水産物流通
対策事業

35,800

　本県流通加工業者が原材料を
調達していた地域の漁港等が被
災したことにより、当面の間、加
工原材料を緊急的に遠隔地から
確保せざるを得ない状況となっ
たため、運搬料等、業者の新た
な負担となった掛かり増し経費
に対して支援する。

　加工原料や出荷包資材の安
定確保と効果的な販促活動の
ために、県漁連等3団体に対し
て14,986千円を補助した。

　県漁連、漁協が行う遠隔地
からの原料確保、出荷用包装
資材の製作にかかる経費に対
して支援予定。

　県漁連など3団体に対し、計
35,591千円を交付決定。

【課題】
　遠隔地からの原料仕入れ
量、包装資材の製作料は、水
揚げ量の影響を大きく受ける
ため、計画的な執行が困難。

【対応】
　事業の進行管理を適宜行
い、事業主体の適切な執行を
支援していく予定。

農林水産部

59 5-4
経営構造改
善事業

1,505,115

　東日本大震災により、本県水
産業において重要な役割を果た
してきた市場等の共同利用施設
が甚大な被害を受けたことから、
これら施設の機能復旧に必要な
機器及び施設本体の整備を支
援する。

　被災した施設の整備、機能
の早期復旧に必要な機器等
の整備を行う漁協等8団体に
対して支援した。

（H26事業）
　漁協等8団体に対して、被災
した共同利用施設の復旧に必
要な機器整備、および施設本
体の整備を支援予定。

（繰越事業）
　前年度からの事業継続予
定。

（H26事業）
　相馬双葉漁協など6団体に
対して、計622,970千円を交付
決定。

（繰越事業）
331,867千円を交付決定済。

【課題】
　原発近傍の施設、漁港かさ
上げ工事が遅れている施設に
ついて、事業着手ができない
ものがある。

【対応】
　対象施設の復旧が完了する
まで、国に対して補助事業の
継続を求めていく予定。

農林水産部

60 5-4
漁場復旧対
策支援事業

1,550,890

１　漁場生産力回復事業
　震災により漁場に堆積した瓦
礫の回収を支援し、低下・喪失し
た漁場の機能を再生・回復させ
る。
２　漁場堆積物除去事業
　漁場に堆積している倒壊した
家屋の瓦礫や車等の回収処理
を行い、低下・喪失した漁場の機
能を再生・回復させる。また、漁
場に堆積している瓦礫の分布状
況を調査して、漁業再開に備え
る。

１　漁場生産力回復事業
　(1)回収した瓦礫数量　665ト
ン
　(2)回収に従事した人員
33,134人

２　漁場堆積物除去事業
　瓦礫分布調査　浪江町、双
葉町、大熊町、富岡町

１　漁場生産力回復事業
　これまで実施してきた一般回
収型3グループに加え、底曳網
漁業操業中回収型3グループ
に対して支援予定。

２　漁場堆積物除去事業
　福島県沿岸3箇所について、
漁場堆積物除去工事を実施
予定。併せて水深20～30mの
2箇所で堆積物分布調査を実
施予定。

１
　一般回収型3グループは6月
から事業着手。底曳網漁業操
業中回収型3グループについ
ては9月から事業着手予定。

２
　相馬市沖の1箇所について
受注者が決定。

１
　旧警戒区域の漁場は事業未
着手であり、着手に向けて関
係者協議を行う予定。

２
　入札不調により計画どおりの
進捗が図れない。これから発
注時期や発注ロットの検討を
行う予定。

農林水産部

61 5-4

共同利用漁
船等復旧支
援対策事業

2,058,464

　東日本大震災により修繕がで
きないほどの甚大な被害を受け
た漁船が多数にのぼることか
ら、漁業協同組合等が組合員の
共同利用に供する漁船建造費
等に対し補助し、早急な漁業生
産活動の継続・再開を支援す
る。

　3つの漁業協同組合等が実
施した、漁船41隻の建造・取
得及び漁具80隻分の取得に
対して支援した。

（H26事業）
　漁協等2団体が実施する漁
船の建造・取得および漁具の
取得に対して支援予定。
・漁船27隻
・漁具42隻分

（繰越事業）
　前年度からの事業継続予
定。

（H26事業）
　漁協1団体に対して、実施計
画の承認を行った。7月中に交
付申請書の提出見込み。

（繰越事業）
　前年度からの事業継続中。

【課題】
　H26事業の国からの内示が7
月中旬頃の予定で、事業開始
が遅れている。

【対応】
　国費の内示を受け、事業実
施者に対して推進会議を開催
予定（7月下旬）。

農林水産部

62 5-4

東日本大震
災漁業経営
対策特別資
金貸付事業

250,000

　被災した漁業者、水産加工業
者等の経営安定のため、震災な
どで消失した漁具・設備などの
購入や経営維持に必要な資金
の融通に対して支援する。

　1件の申請に対して、5,000千
円の貸付を福島県信用漁業
協同組合連合会を通して行っ
た。

　福島県信用漁業協同組合連
合会に対して事業資金を預託
し、当該団体の無利子貸付事
業を支援予定。

　信漁連に対して250,000千円
を預託し事業実施中。1件
（5,000千円）の貸付を行った。

【課題】
　漁業再開の見込みが立たな
いため、融資を希望する漁業
者が少ない。

【対応】
　今後、試験操業の動向等を
踏まえ、融資の掘起しを図る。

農林水産部

63 5-4

アワビ・ウ
ニ・アユ栽培
漁業振興対
策事業

74,786

　栽培漁業の振興を図るため、
アワビ、ヒラメ栽培事業及びアユ
増殖事業について支援を行う。

　他機関の施設を利用したヒラ
メ、アワビの稚魚・稚貝の生
産・放流に対して支援するとと
もに、（公財）福島県栽培漁業
協会産のアユ稚魚を放流して
いた漁協がこの代替物を確保
する取組を支援した。
１　ヒラメ
　平成25年7月に10万尾の稚
魚を放流。
２　アワビ
　平成25年7～10月に5万個の
稚貝を放流。平成26年度に放
流する稚貝を生産中。
３　アユ
　13漁協の11,303kgのアユ放
流を支援。

　（公財）福島県栽培漁業協会
が実施する他県施設を利用し
たヒラメ、アワビの種苗生産・
放流事業、および13漁協が実
施するアユ稚魚放流事業に対
して支援予定。

・ヒラメ　10万尾
・アワビ　3万個
・アユ　12,481kg

・ヒラメ
　10万尾を生産中。

・アワビ
　3万個を生産中。

・アユ
　12漁協に対して、11,990kgの
放流に対して交付決定。

【課題】
　アユ放流に関して、出荷制限
指示や避難指示区域指定に
より事業参加ができない漁協
がある。

【対応】
　今後の復旧状況を随時確認
していく。 農林水産部
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64 5-4
調査船建造
事業

918,181

　水産業の復興に必要な調査を
実施するため、被災した調査船
「いわき丸」の代船を建造し、資
源・海洋環境・水産物の放射性
物質調査の実施体制を整備す
る。

　調査船「いわき丸」の代船建
造に際し必要となる工事監
督、打合せ、検査等を行った。

　2ヶ年にわたる調査船「いわ
き丸」の代船建造および工事
監督、打合せ、検査のH26事
業分を行う予定。H25事業分を
繰り越しているため、こちらも
併せて実施予定。

　H25事業分が完了間近で、7
月に検査完了し次第支出予
定。H26事業分についても並
行して実施中。

　今年度中に事業完了見込み
で特に問題なし。

農林水産部

65 5-4

水産種苗研
究・生産施
設復旧事業

261,205

　本県水産業の復興を図るた
め、水産種苗研究・生産施設の
復旧に必要な調査・測量及び実
施設計を行う。

基本設計の実施
　委託料　13,472千円

調査測量の実施
　委託料　31,013千円

実施設計の実施
　委託料　91,460千円
　（総額　228,652千円）

調査測量
・県職員による設計書作成
・起工

実施設計
・見積徴収
・県職員による設計書作成

【課題】
　特になし

【対応】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

66 5-5

福島県営農
再開支援事
業

5,079,265

　原発事故の影響により、農産
物等の生産断念を余儀なくされ
た避難区域等において、営農再
開を目的として行う下記の一連
の取組を支援する。

１　避難区域等における営農再
開支援
 (1)　除染後農地等の保全管理
 (2)　鳥獣被害防止緊急対策
 (3)　放れ畜対策
 (4)　営農再開に向けた作付実
証
 (5)　避難からすぐ帰還しない農
家の農地を管理耕作する者への
支援
 (6)　放射性物質の交差汚染防
止対策
 (7)　新たな農業への転換支援
２　放射性物質の吸収抑制対策
 (1)　放射性物質の吸収抑制対
策
 (2)　放射性物質の吸収抑制対
策の効果的な実施体制の整備
３　特認事業

【課題】
　避難区域等における除染が
遅れており、住民の帰還や営
農再開が進んでいない状況に
ある。

【対応方向】
　特認事業を創設するなど、地
域の実情を踏まえた支援を継
続して取り組んでいく。

農林水産部

67 5-5

農業再生研
究拠点整備
事業

679,562

　避難地域等の営農再開・農業
再生を図るため、現地において
調査研究を行う拠点「（仮称）浜
地域農業再生研究センター」を
整備する。

　別事業（農業技術開発推進
事業）により、基本計画を策
定。

　前年度策定した基本計画に
基づき、施設の設計及び建設
工事を実施する。

　実施設計業務委託について
発注済み。現在実施中。（前
年度繰越事業）

【課題】
　現時点では特にない。今後
に向けては、県発注建設工事
の入札不調が相次ぐなど不透
明な要素がある。
　
【対応方向】
　進捗管理を適切に行う。

農林水産部

　避難区域等における営農再
開を推進するため、地域の実
情を踏まえ、必要な取組を支
援した。

【事業実施状況】
１　避難区域等における営農
再開支援
 (1)　除染後農地の保全管理：
11市町村
 (2)　鳥獣被害防止緊急対策：
10市町村
 (3)　営農再開に向けた作付
実証：4市町村
 (6)　放射性物質の交差汚染
防止対策：4市町村
２　放射性物質の吸収抑制対
策
 (1)　放射性物質の吸収抑制
対策：43市町村
 (2)　放射性物質の吸収抑制
対策の効果的な実施体制の
整備：13市町村
３　特認事業
 (1)　営農再開に向けた復興
組合支援：6市町村
 (2)　稲作生産環境再生対策：
5市町村
 (3)　作付再開水田の均平化
対策：1市

【決算額】
　2,892,087千円

　引き続き、避難区域等にお
ける営農再開を推進するた
め、地域の実情を踏まえ、必
要な取組を支援する。

１　避難区域等における営農
再開支援
 (1)　除染後農地等の保全管
理
 (2)　鳥獣被害防止緊急対策
 (3)　放れ畜対策
 (4)　営農再開に向けた作付
実証
 (5)　避難からすぐ帰還しない
農家の農地を管理耕作する者
への支援
 (6)　放射性物質の交差汚染
防止対策
 (7)　新たな農業への転換支
援
２　放射性物質の吸収抑制対
策
 (1)　放射性物質の吸収抑制
対策
 (2)　放射性物質の吸収抑制
対策の効果的な実施体制の
整備
３　特認事業
 (1)　営農再開に向けた復興
組合支援
 (2)　稲作生産環境再生対策
 (3)　農業者の安全管理支援
 (4)　避難指示区域におけるイ
ノシシ等有害鳥獣捕獲対策
 (5)　斑点米対策
 (6)　作付再開水田の漏水対
策
 (7)　南相馬市における米の放
射性物質吸収抑制特別対策

【事業実施状況（6/30現在内
報分）】
１　避難区域等における営農
再開支援
 (1)　除染後農地の保全管理：
11市町村
 (2)　鳥獣被害防止緊急対策：
10市町村
 (3)　放れ畜対策：福島県
 (4)　営農再開に向けた作付
実証：11市町村
 (6)　放射性物質の交差汚染
防止対策：4市町村
 (7)　新たな農業への転換支
援：1市
２　放射性物質の吸収抑制対
策
 (1)　放射性物質の吸収抑制
対策：44市町村
 (2)　放射性物質の吸収抑制
対策の効果的な実施体制の
整備：11市町村
３　特認事業
 (1)　営農再開に向けた復興
組合支援：9市町村
 (2)　稲作生産環境再生対策：
6市町村
 (3)　農業者の安全管理支援：
福島県
 (4)　避難指示区域におけるイ
ノシシ等有害鳥獣捕獲対策：
福島県
 (6)　作付再開水田の漏水対
策：3市町
 (7)　南相馬市における米の放
射性物質吸収抑制対策：1市

※上記の事業のうち、「福島
県」と表記のあるものは県自ら
が事業主体となって実施。
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1 6-1

中小企業国
際化支援事
業

8,653

　本県企業の海外展開支援のた
め、METALEX（タイ・バンコク）、
日中ものづくり商談会（中国・上
海）への県の出展により、県内中
小企業の取引拡大を支援する。

［新規］ １　METALEX出展
　県がMETALEXで4ブースを
確保し、県内企業が出展する
ことにより、取引拡大の場を提
供する。

２　日中ものづくり商談会(上
海)出展
　県が日中ものづくり商談会
（上海）で8ブースを確保し、県
内企業が出展することにより、
取引拡大の場を提供する。

１　METALEX出展（11月）
　ジェトロが出展するジェトロ・
パビリオンに出展するため、参
加企業を募集したところ、2社
から応募があった。ジェトロ・パ
ビリオンへの応募が多数と
なったことから、抽選になった
が、2社とも出展できることと
なった。現在、出展するための
出展物等の登録を行ってい
る。

２　日中ものづくり商談会(上
海)出展（9月）
　4月に出展者を募集したとこ
ろ、6社からの申し込みがあっ
た。各企業について審査したと
ころ、いずれも県が出展料を
負担することが妥当と認めら
れた。現在、渡航日程を調整
中。

１　METALEX出展
【課題】
　各社ともタイでの商談は初め
てで不慣れとなっている。

【対応方向】
　ジェトロや東邦銀行の協力を
得ながら、引き続き商談会の
参加が成功となるよう、フォ
ローを行っていく。

２　日中ものづくり商談会(上
海)出展
【課題】
　成約率をさらに向上させるた
めの取り組みが必要。

【対応方向】
　引き続き、上海事務所、東邦
銀行と連携しながら、出展企
業の情報等を提供可能な期間
を通じてPRを強化していく。

商工労働部

2 6-1

避難地域商
工会等機能
強化支援事
業

57,230

　被災中小企業等の事業再開・
継続を推進し、地域経済の持続
的発展と、商工会の地元帰還を
促進するため、避難地域にある
商工会等の機能を回復・強化す
る支援をハード・ソフト両面から
行う。

［新規］ 　会館復旧　2カ所
　復興専門員配置　5名

　全館復旧1カ所（小高商工
会）申請中。
　復興専門員5名配置済。

【課題】
　飯舘村商工会については現
在調整中。
　関係機関（全国商工会連合
会、県商工会連合会）との円
滑な連携。

【対応方向】
　引き続き適切かつ迅速な支
援を実施する。

商工労働部

3 6-1
福島県企業
間連携事業

17,993

　原子力災害による避難事業者
の経営課題の解決に向け、身近
な支援拠点を設け、取引関係の
構築や技術支援等幅広い経営
支援に加え、高齢化が進む県内
中小企業の円滑な事業承継へ
の支援を行い、本県産業の活力
を維持する。

［新規］ 　避難場所で事業再開を図っ
た事業者に対して経営課題の
解決に向けた支援を行うととも
に、事業承継に向けた支援を
行う。

　委託予定先である福島県産
業振興センターと委託内容に
関し協議中。また、設置予定
場所である郡山商工会議所に
対して近々に入居条件等を調
整するとともにアドバイザー候
補人選依頼予定。（なお、設置
予定場所である郡山商工会議
所会館の竣工が資材調達難
等により当初の9月から11月と
2か月程度遅れており契約書
条項等も検討の段階）

【課題】
　関係機関との円滑な連携。

【対応方向】
　課題に対し適切かつ迅速な
支援を実施する。

商工労働部

4 6-1

震災関係制
度資金推進
事業

2,320,321

　東日本大震災により事業活動
に影響を受けた中小企業者を支
援する県制度資金「ふくしま復興
特別資金」及び「震災対策特別
資金」について、利子補給、保証
料補助及び損失補償を行う。

保証料補助　504,903千円
利子補給　 2,782,191千円

　遅滞なく執行に努める。 保証料補助
　平成26年5月30日
第1回支出済（全４回）

【課題】
　東日本大震災により事業活
動に影響を受けた中小企業に
対し、金融支援を通じて復興
を加速化させる必要がある。

【対応方向】
　引き続き、中小企業の負担
軽減を図る。
　なお、今後の支払について
は、保証料補助は8、11、2月
に支払予定。利子補給は上期
分を8月、下期分を2月に支払
予定。

商工労働部

5 6-1

中小企業復
旧・復興経
営強化事業

2,930

　中小企業金融円滑化法の終了
及び消費税増税による県内中小
企業への影響に対応し、さらに
避難解除等区域等にある事業
者の事業再開・継続を支援する
ため、経営支援体制の強化を目
的に各地域でワンストップ相談
会を開催する経費を補助する。

　開催回数9回
　金額　815千円

　開催回数18回
　金額　2,930千円

　7月以降に実施。 【課題】
　事業者に対して広く周知を図
る。

【対応方向】
　引き続き、被災中小企業等
の事業再開・継続を支援す
る。

商工労働部

6 6-1
ふくしま復興
特別資金

42,870,000

　東日本大震災により事業活動
に影響を受けている中小企業者
の資金繰りを支援するため「ふく
しま復興特別資金」について、十
分な融資枠を確保し、支援を継
続する。

H25融資実績　1,393件
18,278,695千円

H26融資枠　240億円 平成26年5月末実績
177件　2,424,834千円

【課題】
　中小企業が利用しやすい制
度の構築。

【対応方向】
　引き続き、中小企業の資金
繰りを支援する。

商工労働部

7 6-1

中小企業制
度資金貸付
金（ふくしま
復興特別資
金を除く）

45,267,000

　「ふくしま産業育成資金」（環境
や再生可能エネルギーなど今後
の発展が見込まれる産業、除染
事業者及び県内に本社機能を
有し業歴5年以上の方を対象と
する）をはじめとした制度資金に
ついて、十分な融資枠を確保し、
支援を継続する。

H25融資実績　3,310件
24,807,733千円

H26融資枠　720億円 平成26年5月末実績
433件　3,070,420千円

【課題】
　中小企業が利用しやすい制
度の構築。

【対応方向】
　引き続き、中小企業の資金
繰りを支援する。

商工労働部

8 6-1

経営支援プ
ラザ等運営
事業

101,825

　コラッセふくしまの「福島県経営
支援プラザ」において、県内中小
企業者等に対する総合的な支援
を行うため、次の事業を実施す
る。
１　コンサルティングサービス事
業
　中小企業者等の抱える経営課
題を解決するため、窓口専門ス
タッフを配置し、課題解決に向け
た相談対応を行う。
２　情報提供サービス事業
　創業や経営に関する支援情報
など中小企業者等が必要とする
幅広い情報を提供する。
３　経営強化・復興枠
　東日本大震災及び原子力発電
所事故の影響や中小企業円滑
化法の期限の到来などの経営
課題に対応するため、専門ス
タッフを配置し、復興に向け取り
組んでいる中小企業を支援す
る。

H25相談実績　592件 遅滞なく執行に努める。 平成26年5月末
相談実績　84件

【課題】
　県内企業の経営力強化。

【対応方向】
　金融機関等との連携強化。

商工労働部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

9 6-1

ふくしま産業
復興雇用支
援事業【緊
急雇用創出
事業】

13,338,226

　産業施策と一体となった安定
的な雇用を創出するため、企業
の雇用経費を助成する。

ふくしま産業復興雇用支援事
業
　雇用実績：19,355人（支給決
定ベース）
　　　　　　　 18,900人（支給対
象ベース）
　支給対象事業所数：3,515事
業所
　目標達成率：86.4％（19,355
÷22,400）

ふくしま産業復興雇用支援事
業
　雇用創出人数：約32,000人

※事業の実績は、平成23年度
からの継続雇用分

ふくしま産業復興雇用支援事
業
　19,345人　3,515事業所
　目標達成率：61.0％
　　　　（19,355÷31,749）

※事業の実績は、平成23年度
からの継続雇用分(5月末現
在)

【課題】
・制度の趣旨に則した事業の
適正執行。

【対応方向】
・事業の趣旨に則した制度の
厳格化により一層努める。
・今年度の募集開始は7月16
日。
・早急な支払が求められてい
るため、今年度採択分より支
払回数を年2回から年1回に変
更するなど、事務の見直しを
随時実施する。

商工労働部



10 6-1

ふくしま回帰
就職応援事
業

27,677

　福島県内に就職を希望してい
る首都圏の学生や若年者等を
対象として、東京窓口での就職
相談や県内企業の情報発信、合
同企業説明会の開催等の就職
支援を通じて、県内回帰、ミス
マッチの解消を図り、本県産業
の復興につなげる。
１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口運営事業
２　知事メッセージ伝達事業
　 本県の未来を担う人材となる
新規高卒者に対して、知事から
のメッセージを伝達する。
３　企業見学訪問バスツアー
　首都圏及び県内の学生を対象
として、成長産業分野や福祉介
護等県内事業所の魅力を伝える
ことにより、県内への就職促進
や職業意識の醸成、県内企業の
人材確保の支援を行う。
４　Ｆターン就職ガイダンスの開
催
　合同企業説明会を開催し、若
年者の県内企業への就職を支
援する。

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・　Ｆターンコーディネーター3
名配置
・　利用者数：3,136人、
・大学等訪問数：391件
・登録者数：601人、就職決定
者数：109人
２　新規高卒者知事メッセー
ジ：19,110人
３　Ｆターン就職ガイダンス
・実施日：東京会場：平成25年
12月1日（日）
 郡山会場：平成25年12月15
日（日）
・セミナー参加者数：354人、
・合同企業説明会参加者数：
880人
・参加企業数：161社
※ふるさと福島若年者就職サ
ポート事業と統廃合

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・利用者数：2,500人以上
・大学等訪問数：340校以上
・県内への就職決定件数：100
人以上
２　新規高卒者知事メッセー
ジ：新規高卒者対象
３　企業見学訪問バスツアー
　計7回実施
４　Ｆターン就職ガイダンス
・27年3月に東京と福島で各1
回開催

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・利用者数：392人
・大学等訪問数：88校
･登録者数：50人
・県内への就職決定件数：36
人
（5月末現在）
２　新規高卒者知事メッセージ
　2月に実施予定
３　企業見学訪問バスツアー
　業務委託企画コンペ公告
　　　　　　　　　　　　　6月25日
　企画コンペ7月17日予定
４　Ｆターン就職ガイダンス
　　3と同じ

【課題】
　首都圏の学生等の県内就職
促進と復興を担う人材の確保

【対応方向】
　東京窓口において、福島窓
口や応援センターとも連携し
て、きめ細かい就職相談や職
業紹介を行うとともに、企業見
学や合同説明会の開催による
県内企業の魅力情報の発信
により県内への就職促進、人
材確保、ミスマッチの解消を図
る。 商工労働部

11 6-1

ふくしま産業
競争力強化
支援事業

4,289

　生産性向上や在庫削減など現
場改善により、県内中小企業等
の収益力向上や競争力強化を
図るため専門家による指導を行
う。

［新規］ 　中小企業等が抱える現場の
課題解決や希望する現場改
善のため専門家による指導を
行う。

・補助事業の受託先となる福
島県産業振興センターと事業
内容等について調整中（7月中
に補助要綱等を整備予定）
・専門家の派遣元となる企業
（トヨタ東日本）と事業内容等
について調整中

【課題】
　専門家の選定。

【対応方向】
　事業の実施について専門家
の選定を行う。

【進捗率が低い理由】
　事業受託先及び専門家の派
遣元となる企業、それぞれと
現在調整中。7月中に要綱等
を整備予定で事業計画を進め
ている。

商工労働部

12 6-1

中小企業等
復旧・復興
支援事業

1,349,844

　東日本大震災及び福島第一原
子力発電所事故により被害を受
けた中小企業等が事業再開・継
続する場合における空き工場・
空き店舗等への賃借料等の補
助、建物の建て替え、修繕に対
して補助する。

　797事業者に対し、復旧･復
興を支援した。

　空き工場、店舗等の借り上
げ経費及び購入等に対して支
援する。

　6月2日～7月15日まで本年
度第１回目の募集中。

【課題】
　帰還への対応。

【対応方向】
　状況を見ながら検討
【進捗率が低い理由】
　現在1回目の募集を行ってい
るため（7月15日まで）

商工労働部

13 6-1

輸送用機械
関連産業集
積育成事業

4,720

　県内企業等の開発力・技術力・
提案力の向上を図り、新技術等
への他応強化を促進するととも
に、新たな取引拡大を支援する
ため、自動車関連メーカーとの
商談会やセミナーの開催等を行
う。

・デンソー懇談会
　H25.10.15
　ビッグパレットふくしま（郡山
市）
　参加　121名
　講師　デンソー等
・デンソー工場見学会
　H26.2.13～14
　大雪のため工場見学会は中
止したが、調達担当者からの
説明会を実施した。参加45名
・とうほくトヨタ商談会
　H27.1.30～31
　福島県参加7社

・県単独デンソー商談会
　H26.9.4～5　愛知県刈谷市
・とうほく刈谷商談会
　H27.2.5～6 愛知県刈谷市

・デンソー商談会に対する申
込み　38社
・刈谷商談会に対する申込み
14社（今後10社程度選定する
見込）

【課題】
　商談成立に結びつく積極的
な対応。

【対応方向】
　企業に積極的な参加を呼び
かける。

商工労働部

14 6-1

ものづくり中
小企業取引
拡大支援事
業

4,300

　県内の製造業における中小企
業の取引拡大に向け、首都圏で
の商談会を開催し、本県経済の
活性化を図る。

　Ｈ25年11月21日から22日に
東芝府中事務所にて企業展
示商談会63社、686名来場。
　Ｈ25年9月5日から6日国際フ
ロンティア産業メッセ11社出
展。
　Ｈ25年10月24日から26日び
わ湖環境ビジネスメッセ5社出
展。
　Ｈ25年10月18日多摩地区企
業交流会14社出展。

　特定ものづくりメーカーとの
展示商談会や県内中小企業と
他地域の企業を結びつけるた
めの事業を開催する。

　9月、国際フロンティア産業
メッセ（神戸）に5社出展予定。

【課題】
　メーカーへのアプローチ。

【対応方向】
　企業に積極的な参加を呼び
かける。 商工労働部

15 6-1

福島の未来
を担う開発
型企業育成
支援事業

93,856

　県内のものづくり企業が、下請
型企業から開発型企業へ転換を
図るため、ハイテクプラザによる
巡回支援や技術相談のための
危機整備を行うことで、県内企業
の受注回復、成長産業への進出
を後押しする。

(新事業)
（巡回支援事業は継続して実
施）

　ハイテクプラザ巡回支援事
業において、引き続き、影響を
受けている県内中小企業等の
受注回復、取引拡大を図るた
め、取り組みを支援していく。
　・巡回支援：目標100件
　・技術開発：目標13件
　・現場支援：目標20件
　また、機器整備事業におい
て、ハイテクプラザに高精度・
高機能な機器を導入し、県内
企業の高付加価値な製品開
発を通じ、企業の復興・展開を
支援する。

1.ハイテクプラザ巡回支援事
業
　・巡回支援：24件
　・技術開発：1件
　・現場支援：3件
2.機器整備事業
 ・機器購入計画書を作成。
 ・県内企業・職員向けセミ
ナー、機器実習の実施計画を
作成中（7月中旬に第1回開催
予定）。
 ・導入機器接続用ネットワー
ク開通を準備。

【課題】
　受注が未だ回復していない
企業が多数あり、新たな顧客
獲得のための試作や技術開
発支援が求められている。

【対応方向】
　試作や技術開発の支援強化
に努める。

商工労働部
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

16 6-1
地域産業復
興支援事業

17,940

　東日本大震災等の影響によ
り、受注の減少した本県中小企
業に対して、自社の保有技術を
活かした新商品開発の支援を行
うとともに、企業の販売力を強化
するため、展示会出展等経費の
一部を助成する。

【新規】
①　製品開発セミナー（7回開
催）
②　御用聞き訪問等による企
業支援（月2日）
・支援企業数　延べ35社（3月
末現在）
・開発中商品（3件）
③　成果報告会の開催
　日時　平成26年2月25日
（火）13:30-17:00
　場所　ホテル福島グリーンパ
レス
　内容　堀切川先生から実施
報告、企業から取組発表、商
品等展示。

　企業訪問等により、県内企
業が抱える技術的課題の解
決、及び各社が保有する技術
を活かした新商品開発を支援
するとともに、商品化のサポー
トを行う。　併せて、展示会出
展・販路拡大の経費の一部を
助成する。

・製品開発セミナー　2回実施
　（福島市、いわき市）
・企業訪問　5社
・企業面談　2社
・販売まで至った新商品数　2
件

【課題】
　事業範囲を超えた支援を希
望する企業への対応。

【対応方向】
　事業内容の周知徹底
展示会出展・販路拡大の経費
補助については、7月公募開
始予定。

【進捗率が低い理由】
　補助金交付事業を含んでお
り、事業費の大部分を占める
ため。

商工労働部

17 6-1

商工業者の
ための放射
能検査支援
事業

19,999

　風評被害払拭のため、商工会
議所連合会へ簡易放射能測定
器設置費用の補助等を行う。

加工食品の放射能測定状況
　・10商工会議所、26商工会
　・測定検体数　2,626件

　引き続き測定機器の校正へ
の補助等により、全県的な検
査体制を維持する。

　前年度に引き続き県内の商
工会議所、商工会連合会に対
して交付決定。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　継続実施。

商工労働部

18 6-1
放射能測定
事業

4,432

　県内食品製造業における風評
被害への対応として、検査に伴
う事業者の負担軽減と検査の迅
速化、検査頻度の向上を図るた
め、県内の食品加工業者を対象
に加工食品の放射能測定業務
を行う。

（1）工業製品
　相談件数　　368件
　測定件数　1,196件
（2）加工食品
　相談件数　　2,692件
　測定件数　　2,559件

継続実施 （1）工業製品
　相談件数　63件
　測定件数　200件
（2）加工食品
　相談件数　549件
　測定件数　616件

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　継続実施。

商工労働部

19 6-1

中小企業等
グループ施
設等復旧整
備補助事業

35,143,884

　東日本大震災及び原発事故に
より甚大な被害を受けた中小企
業等の事業再開に向け、中小企
業等グループによる一体的な復
旧・復興事業に対し、経費の一
部を補助する。

認定グループ数47グループ
交付決定事業者数 383者
交付決定額 122億円

　津波・原発被害により未だ事
業再開出来ずにいる中小企業
者等グループへの補助。

　第15次・16次　交付申請書
審査中。
　第17次・18次　7月末公募予
定。

【課題】
　事業再開を希望している事
業者へのきめ細かな対応。

【対応方向】
　国に対し、きめ細かな制度運
用及び十分な予算の確保を要
望。

商工労働部

20 6-1

復興まちづく
り加速支援
事業

66,161

　復興まちづくりを加速させるた
め、避難解除等区域における商
業機能の確保等を支援するとと
もに、その他の被災地域におけ
る地域商業の復興・再生に向け
た取組に対し支援する。

［新規］ １ 避難解除等区域商業機能
回復事業
・公設商業施設運営費補助　3
件
・買い物支援ｼｽﾃﾑ保守管理
1件
２ 避難解除等区域買い物環
境確保支援事業
・商業機能存続支援　3件
３ 復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活
用事業
・専門家派遣　42件
４ 商業まちづくり復興課題対
応ﾓﾃﾞﾙ事業
・施設修繕補助　2件

1避難解除等区域商業機能回
復事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・買い物支援ｼｽﾃﾑ管理委託
契約締結
2避難解除等区域買い物環境
確保支援事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活用
事業
・専門家派遣　14件
4商業まちづくり復興課題対応
ﾓﾃﾞﾙ事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応

【課題】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動の遅滞
【対応方向】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動を活性化する
ため、引き続き、市町村や商
工会等を個別訪問し、地域の
抱える問題点の把握と解決支
援に取り組む。

【進捗率が低い理由】
・避難解除区域等の住民帰還
が進んでいないため、商業機
能回復活動が遅滞している。
これに伴い、補助申請も遅滞
している。
【進捗率向上に係る対応方
向】
・商業機能回復のための取組
み事例の紹介や活動案の提
示等により避難解除区域等に
おける問題点の解決に努め、
商業機能回復活動の活性化
を図る。

商工労働部

21 6-1

戦略的産業
復興人材育
成支援事業

3,399

　県内の産業復興に向けて、そ
の担い手となる人材育成を支援
するため、産学官連携による体
制整備と事業展開により、産業
人材育成を戦略的に推進する。

［新規］ 　産業人材の育成に関して、
産学官が連携し、効果的な人
材育成を図り、就職率・定着率
の向上による人口流出の抑制
にも寄与する。
　平成26年度はアウトカムとし
て以下の2点を設定。
・産業人材育成コンソーシアム
の設立。
・産業人材育成に係る課題、
取組策等をまとめたアクション
プランの作成。

・先進地調査(岡山県、京都府)
　産学官連携による人材育成
に関するコンソーシアム事業
の先進事例を把握
・関係団体訪問（13団体）実
施。
　人材育成に係る現状・課題・
ニーズ等を把握。コンソーシア
ムへの参画要請を実施。
・第2四半期前半にコンソーシ
アム立ち上げ予定。

【課題】
　コンソーシアムの組織体制
等を検討している段階であり、
予算ベースでの進捗率が低く
なっている。

【対応方向】
　コンソーシアム設立後、具体
的な事業計画の立案、進捗管
理を計画的に進め、効果的な
事業実施を図る。

商工労働部

22 6-1

成長産業等
人材育成事
業

10,403

　職業能力開発短期大学校の専
門課程訓練科において、「再生
可能エネルギー関連産業」や
「医療関連産業」に対応したカリ
キュラムの見直し等により、学生
及び一部企業の在職者を対象と
した人材育成を行う。

［新規］ １　機器整備
会津校：小水力発電システム
浜校：風力・太陽光ハイブリッ
ド発電機、ソーラーカー用モー
タ、ホイール
２　学生向け訓練
　会津校：8回
　　　　（電気配管設備科対象）
　浜校：6回（計測制御工学科）
３　一般向け講座
　会津校：2回実施
４　職員研修等
　郡山校：2名
　会津校：バス見学4回
　浜校：2名

・機器整備（ハイブリッド発電
機、小水力発電システム、ソー
ラーカー用モーター）について
は、現在仕様書を作成中。
・職員研修：郡山校は5月に東
京で1名受講、会津校、浜校は
第3～4四半期に実施予定。
・学生見学：会津校、浜校は第
3～4四半期に実施予定。

【課題】
　業界との連携。

【対応方向】
　進捗率については、予算執
行を伴う実施事業の多くが第
２四半期以降に予定されてい
ることから低くなっているが、
今後速やかに必要機器等の
整備を実施し、研修等をとおし
て職員の技術の多様化を図る
ことにより、業界との連携をふ
まえた人材育成に取り組んで
いく。

商工労働部

23 6-1

ふくしまから
はじめよう。
首都圏情報
発信拠点事
業

103,785

　首都圏において物販や観光情
報、食の安全確保の取組など総
合的な情報発信を行うための拠
点を設置し、「福島の魅力や元
気」、「復興に向かう福島の今」を
タイムリーに発信することによ
り、早期の風評払拭と「ふくしま」
ブランドイメージの回復を図る。

［新規］

（参考）
H25：首都圏情報発信拠点施
設整備
「日本橋ふくしま館 MIDETTE」
（東京都中央区日本橋室町4-
3-16 柳屋太洋ビル1階 134.5
㎡）
プレイベント（2月20日～2月27
日）実施

「日本橋ふくしま館」の運営
　（委託先：福島県観光物産交
流協会）
　目標年間入場者数　20万人

「日本橋ふくしま館」の広報
・オープニング告知（新聞広
告、チラシ配付等）
・オープニングセレモニー開催
（H26年4月12日）
・広報誌発行（6月より毎月）
・季節の催事開催

「日本橋ふくしま館」の運営
・6月22日（72営業日）に来館
者10万人達成。
・リピーター確保対策として、
ポイントカードを6/4から導入。
「日本橋ふくしま館」の広報
・読売、朝日、毎日、日経、産
経、東京の6紙に新聞広告を
掲載（4/12朝刊）。三越前駅、
神田駅等でのチラシ配布
（4/12～4/14の3日間）。
・オープニングセレモニー開催
（4/12）。
・広報誌（6月号、7月号の2回）
発行。
・日本酒イベントを一般向け
（6/9～6/13の5日間）、飲食店
向け（6/21）に開催。

【課題】
　リピーター確保、企業利用の
増加。

【対応方向】
　ポイントカードの導入や定期
的な催事の開催などにより、リ
ピーターの確保に努めるととも
に、企業利用の促進を図るた
め、東京事務所とも連携した
PR活動を行う。

観光交流局
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

24 6-1

県産品振興
実践プロジェ
クト

94,967

　平成25年3月に策定した県産
品振興戦略を実践するため、風
評払拭対策、販路開拓、県産品
ブランド化の推進、新商品開発
支援、海外展開支援等の事業を
実施する。

・応援シェフによる産地見聞会
(1回開催）
・物産展
　名古屋市、京都市、那覇市
で各1回開催
・リーディングプロジェクト（支
援企業5社）
・ものづくりの力強化事業
　（支援団体１件　染色関係の
技術ロードマップ作成）
・ＡＳＥＡＮ地域への販路開拓
　（タイ・マレーシアへの桃等の
輸出）
・インテリア雑貨展示会出展
　（メゾン・エ・オブジェ（フラン
ス・ﾊﾟﾘ）　28事業者の商品出
展）
・パリ市庁舎における県産品レ
セプション開催（1月）

・情報発信連携事業（応援シェ
フによる交流会（5回）及び産
地見聞会(1回）、雑誌掲載4回
以上）
・ふくしま県産品販路開拓プロ
デュース事業
　国内（食品、非食品　各１分
野）
　海外（工芸品関係の展示会
出展）
・ものづくりの力強化事業
　　（染色技術開発の支援）
・ＡＳＥＡＮ地域への販路開拓
　　（タイ・マレーシアへの桃等
の輸出）
・ブランド認証制度の見直し

・情報発信連携事業
　委託先を決定し、今年度の
実施内容を調整中。
・ふくしま県産品販路開拓プロ
デュース事業
　国内（食品）のプロデュー
サーを決定し、補助対象事業
を募集中。
・ものづくりのチカラ強化事業
　補助対象事業者を募集し、
福島県ニット工業組合への補
助を決定した。
・ＡＳＥＡＮ地域への販路開拓
　タイ、マレーシア、インドネシ
アへの桃等の輸出に向けた現
地打合せの実施。
・ブランド認証制度の見直し
　ブランド認証事業者へのヒア
リングの実施。

【課題】
①地場産業産地とコーディ
ネーター等の連携による事業
の定着化。
②海外情勢を踏まえた東南ア
ジア地域への輸出の拡大。

【対応方向】
①プロデューサー活用事業の
成果を発信することにより、他
事業者・他産地への訴求を図
る。
②タイ・マレーシアの国内情勢
等を見極めつつ、現地流通事
業者等との連携を密にして輸
出の拡大を図る。

観光交流局

25 6-1

ふくしまから
はじめよう。
ハンサム起
業家育成・
支援事業
（人口減少ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ再掲）

39,742

　女性の仕事と子育ての両立や
若者の県内定着を促進するた
め、豊かな感性を有する女性及
び本県の未来を担っていく若者
の企業を支援する。

［新規］ ○ 女性・若手起業家育成事
業（7111千円）→20者の起業
を目標
○ 子育て世代向けコワーキン
グスペース補助金（補助率
2/3、6600千円上限）→県内1
箇所に整備
○ 創業補助金は8月に募集開
始の予定（補助率4/5、上限
200万円、10者想定）。

○ 女性・若手起業家育成塾
は有限責任監査法人トーマツ
が受託した。福島市内で
8/24，8/31に開催する。
○ 子育て世代向けコワーキン
グスペース補助金は、クリフが
交付決定を受けた。福島市内
に開設し、8/24に起業塾と合
同でオープニングイベントを行
う。

【課題】
　コワーキングスペース利用
者確保、起業塾の受講者確
保。

【対応方向】
　積極的な広報活動。

商工労働部

26 6-1

地域産業復
興人材育成
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ４再掲）

9,719

　地域が主体的に産業人材育成
の展開方策を検討し、必要な人
材育成事業を実施する県内の地
域産業支援団体を支援する。

　地域会議を設置し、地域で
必要とされる人材育成事業を
検討、実施した１団体に対し補
助金を交付した。
　交付金額　4,262千円
　（補助率3/4）

　平成24年度から当該事業を
実施している団体に対し、地
域単位で人材育成事業を継続
して実施できる体制を確立す
るため、引き続き支援を行う。
交付決定額　3,200千円
（補助率1/2）
　また、新たに、同様の取組を
行う地域産業支援団体に対し
支援を行う（１地域）。
交付予定金額　6,427千円
　（補助率10/10）

○継続実施団体の事業実施
状況（地域会議の実施等）を
確認。
　概算払額2,094千円
○新規実施団体の選定及び
交付決定。
　交付決定額3,715千円

【今後の課題】
　補助事業者が、継続的に人
材育成事業を実施していくた
めの財政確保と効果的な事業
の実施。

【事業の方向性】
　補助事業者への助言・指導
及び新たな地域への波及。

商工労働部

27 6-2

ふくしまICT
産業立地促
進事業

31,600

(1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進事
業
　県内にICT企業を誘致し、本県
の交流人口を拡大させるととも
に、地元新規雇用の創出や地域
活性化を図るため、新規立地す
る場合の費用等に対して補助す
る。
(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
　県内大学生や専門学校生を対
象として高度なＩＣＴ技術者を養
成し、県内企業への就職を支援
する。

［新規］ (1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進
事業
　ICT企業誘致　3社
(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
　ＩＣＴ関連の講座3コース程度
を実施

(1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進
事業
補助内容を精査、要綱等を制
定し募集を開始した。
(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
要綱制定中。

(1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進
事業
【課題】
　制度の周知。

【対応方向】
　引き続き、様々な媒体を活用
した情報発信に取り組む。
【進捗率が低い理由】
　6月20日から、募集を開始し
ているため。

(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
【課題】
　県内企業への就職率が低
い。

【対応方向】
　県内ＩＣＴ企業の周知を図る。
要綱を作成次第公募実施。

商工労働部

28 6-2

（ふくしま産
業復興企業
立地支援事
業）ふくしま
産業復興企
業立地補助
金

63,345,100

１　ふくしま産業復興企業立地補
助金
　企業の生産拡大及び雇用創出
を図るため、県内で新・増設を行
う企業に対し、初期投資費用の
一部を補助する。

２　立地補助金事務管理業務委
託
　ふくしま産業復興企業立地補
助金の適正な補助金交付事務
の執行を図るため、業務管理委
託を行う。

１　ふくしま産業復興企業立地
補助金
　143件 43,355,400千円

２　立地補助金事務管理業務
委託
　1件 5,935千円

１　平成26年度に新増設完了
を予定している約180件の補
助金交付
　
２　円滑な事業の推進。

・H26.7.2現在
　支出負担行為件数　36件

・進捗状況のアンケートとりま
とめ中。引き続き、指定企業と
連携しながら事業の進捗を管
理していく

【課題】
１　津波補助金との整合性
２　円滑な執行

【対応方向】
１　経産省と密に情報交換す
る。
２　円滑な執行に努める。

【進捗率が低い理由】
　深刻な人手不足の影響によ
り、建屋等の建築の遅れや雇
用要件に満たない等、投資計
画が進まないため。
　アンケートを用いるなど、指
定企業と連携しながら事業の
進捗状況を管理していく。

商工労働部

29 6-2

（ふくしま産
業復興企業
立地支援事
業）工業団
地造成利子
補給金

154,180

　本格的な産業復興のための基
盤となる工業団地の早急な再生
と分譲価格の低減による販売促
進のため、工業団地を造成する
市町村等に対し、利子相当分を
補助する。

工業団地造成利子補給金
　1件 1,184千円
※下太田工業団地(南相馬市)

補助先
下太田工業団地(南相馬市)
郡山西部第一工業団地(郡山
市)

　補助申請に向け、(事業)起
債計画について各市と調整し
ている。

【課題】
　市町村等の(事業)起債計画
に対応した事業予算の確保。

【対応方向】
　市町村等との連絡調整を図
る。
【進捗率が低い理由について】
補助先である工業団地の造成
が進んでいないため。

商工労働部

30 6-2

いわき四倉
中核工業団
地整備分譲
事業

44,819

１　いわき四倉中核工業団地精
算金
　県が独立行政法人中小企業基
盤整備機構（以下、「中小機構」
という。）と共同事業として行って
いるいわき四倉中核工業団地整
備事業について、県を代行して
業務を行う県土地開発公社に損
失が生じた場合には県が損失を
補償する。
２　いわき四倉中核工業団地整
備・分譲業務委託事業
　福島復興再生特別措置法に基
づき中小機構より譲渡を受けた
工業用地について、第2期区域
の整備に関する調査を行うととも
に、第1期未分譲地にかかる販
売・維持管理を行う。

１　いわき四倉中核工業団地
精算金
　福島県土地開発公社に対
し、事業損失(9億円)を補償し
た。
２　いわき四倉中核工業団地
整備・分譲業務委託事業
　いわき四倉中核工業団地第
2期区域について、基本調査
及び環境調査等を実施した。
　また、第1期区域の未分譲地
６区画について、販売活動及
び維持管理を行い、そのうち１
区画について分譲した。

１　いわき四倉中核工業団地
精算金
　該当なし

２　いわき四倉中核工業団地
整備・分譲業務委託事業
　いわき四倉中核工業団地第
2期区域について、環境継続
調査等を実施、整備について
の検討を行う。
　また、第1期区域の未分譲地
について、引き続き販売活動
及び維持管理を行う。

１ いわき四倉中核工業団地精
算金
　該当なし

２ いわき四倉中核工業団地整
備・分譲業務委託事業
○1期区域
　商談中：6区画(7.5ha)
○2期区域
　環境継続調査(猛禽、植物、
井戸水等)を実施している。

【課題】
　2期整備の検討

【対応方向】
　国、市及び関係機関等と連
携し、整備について検討を進
めるとともに、企業の誘致を図
る。

商工労働部
企業局
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６　中小企業等復興プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

31 6-3

ふくしまから
はじめよう。
震災対応技
術実用化支
援事業

711,582

　原子力災害被災地の企業等に
よる災害対応のロボットの技術
開発への支援など、新たな産業
の創出に資する震災対応技術
の実用化を支援する。

［新規］ （1）震災対応技術実用化支援
事業
　県内企業とハイテクプラザが
共同で、災害で飛散した有害
物質の洗浄・除去を可能とす
る洗浄・吸引ノズル等及び除
去剤を試作し展示会へ出展す
る。
（2）災害対応ロボット産業集積
支援事業
　円滑な補助事業の公募の実
施と、予算の執行

（1）委託研究内容について、
仕様書を作成、参考見積徴収
を行い入札手続き中。
・備品購入（6軸多関節ロボッ
ト、３DCADシステム）について
も、所内審査会を終え入札手
続き中。
・成果出展展示会（2月開催予
定）の要綱調査を実施。
（2）公募を開始

【課題】
　予算の速やかな執行。

【対応方向】
（1）委託研究及び備品購入の
入札手続き中であり、第二四
半期には具体的な研究に着手
できる見込み。
　大学及び企業と連携しなが
ら、速やかな事業執行に取り
組む。
（2）交付決定に向け事務作業
を進める。

商工労働部

32 6-4

原発被災地
復旧企業等
支援事業

20,000

　グループ補助金を活用し、避
難解除等区域に帰還して事業再
開したグループに対し、グループ
化によって築いた新たな取引関
係やネットワークを活かして取り
組む顧客回復・受注機会の増に
つながる共同事業を行う際に必
要な経費の一部について補助を
行う。

［新規］ 補助率1/2、上限100万円×20
グループ

　補助金交付要綱作成中。 【課題】
　特になし。

【対応方向】
　早急に要綱を作成し、事業
に着手したい。

商工労働部

33 6-4

中小企業等
復旧・復興
支援事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ６再
掲）

1,349,844

　東日本大震災及び福島第一原
子力発電所事故により被害を受
けた中小企業等が事業再開・継
続する場合における空き工場・
空き店舗等への賃借料等の補
助、建物の建て替え、修繕に対
して補助する。

　797事業者に対し、復旧･復
興を支援した。

　空き工場、店舗等の借り上
げ経費及び購入等に対して支
援する。

　6月2日～7月15日まで本年
度第１回目の募集中。

【課題】
　帰還への対応。

【対応方向】
　状況を見ながら検討
【進捗率が低い理由】
　現在1回目の募集を行ってい
るため（7月15日まで）

商工労働部

34 6-4

中小企業等
グループ施
設等復旧整
備補助事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ６
再掲）

35,143,884

　東日本大震災及び原発事故に
より甚大な被害を受けた中小企
業等の事業再開に向け、中小企
業等グループによる一体的な復
旧・復興事業に対し、経費の一
部を補助する。

認定グループ数47グループ
交付決定事業者数 383者
交付決定額 122億円

　津波・原発被害により未だ事
業再開出来ずにいる中小企業
者等グループへの補助。

　第15次・16次　交付申請書
審査中。
　第17次・18次　7月末公募予
定。

【課題】
　事業再開を希望している事
業者へのきめ細かな対応。

【対応方向】
　国に対し、きめ細かな制度運
用及び十分な予算の確保を要
望。

商工労働部

35 6-4

復興まちづく
り加速支援
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ６再掲）

66,161

　復興まちづくりを加速させるた
め、避難解除等区域における商
業機能の確保等を支援するとと
もに、その他の被災地域におけ
る地域商業の復興・再生に向け
た取組に対し支援する。

［新規］ １ 避難解除等区域商業機能
回復事業
・公設商業施設運営費補助　3
件
・買い物支援ｼｽﾃﾑ保守管理
1件
２ 避難解除等区域買い物環
境確保支援事業
・商業機能存続支援　3件
３ 復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活
用事業
・専門家派遣　42件
４ 商業まちづくり復興課題対
応ﾓﾃﾞﾙ事業
・施設修繕補助　2件

1避難解除等区域商業機能回
復事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・買い物支援ｼｽﾃﾑ管理委託
契約締結
2避難解除等区域買い物環境
確保支援事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活用
事業
・専門家派遣　14件
4商業まちづくり復興課題対応
ﾓﾃﾞﾙ事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応

【課題】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動の遅滞
【対応方向】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動を活性化する
ため、引き続き、市町村や商
工会等を個別訪問し、地域の
抱える問題点の把握と解決支
援に取り組む。

【進捗率が低い理由】
・避難解除区域等の住民帰還
が進んでいないため、商業機
能回復活動が遅滞している。
これに伴い、補助申請も遅滞
している。
【進捗率向上に係る対応方
向】
・商業機能回復のための取組
み事例の紹介や活動案の提
示等により避難解除区域等に
おける問題点の解決に努め、
商業機能回復活動の活性化
を図る。

商工労働部
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 7-1

ふくしまから
はじめよう。
再エネ発電
モデル事業

218,800

　地元企業などの太陽光発電へ
の新規参入を促す事業や人材
育成と連携する事業に対し、事
業費の一部を補助することによ
り、地域主導による事業の立ち
上げを促進する。

［新規］ 　各モデルとも負担行為の前
段となる業務を次の通り実施
しており、第二四半期以降に、
負担行為等を行う予定。
１　人材育成モデル
（１）補助事業
　補助事業者の公募準備中。
（２）技術者養成講座
　企画コンペにより事業者を選
定し、委託契約手続中。
２　参加促進モデル
（１）補助事業
　5月1日～6月20日まで公募
を行い、申請内容の審査中。
（２）起業講座
　委託業務内容の検討中。
３　営農継続モデル
（１）補助事業
　5月30日～6月30日まで公募
を行い、申請内容の審査中。
（２）起業講座
　委託業務内容の検討中。

企画調整部

2 7-1

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー普
及拡大事業

967,977

　地域主導による再生可能エネ
ルギー事業の立ち上げ支援を拡
充するとともに、引き続き住宅用
太陽光発電の設置補助事業に
取り組む。また、地域の創意と主
体性に基づく取組を促進するた
め、リーダー人材や実務者を育
成し、市町村やNPO等の率先的
取組を支援する。

企画調整部

3 7-1

再生可能エ
ネルギー導
入等による
防災拠点支
援事業

5,262,868

太陽光などの地域資源を活用し
た災害に強い自立・分散型再生
可能エネルギーシステムの導入
に要する費用に助成し、安全・安
心な地域づくりと地球温暖化対
策を推進する。
１ 市町村公共施設支援事業
２ 民間施設支援事業

１ 市町村公共施設支援事業
　補助施設数　130施設
２ 民間施設支援事業
　補助施設数　4施設

１ 市町村公共施設支援事業
　補助施設数　165施設
２ 民間施設支援事業
　補助施設数　7施設

１ 市町村公共施設支援事業
　交付決定施設数　60施設
２ 民間施設支援事業
　交付決定施設数　0施設
　　（応募〆切 6/30及び8/31）

【課題】
　復興途上にあり設備整備を
十分に進められない状況であ
るため、事業終期(H27)までに
整備が難しい施設がある。

【対応方向】
　国に事業期間の延長を要望
する。

生活環境部

4 7-1

小水力等農
業水利施設
利活用実施
計画費

15,910

　農村地域における再生可能エ
ネルギーの活用及び推進を図る
ため、土地改良施設を利用した
小水力発電のための事業計画
を策定する。

地区数：2地区
　・導入可能性詳細調査
　　3箇所
　・マスタープラン策定
　　県内一円
事業費：25,500千円

地区数：1地区
　・小水力発電事業計画策定
　　2箇所

事業費：15,910千円

・委託業務発注に向けて、関
係機関と協議中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　円滑な実施に向けて、関係
機関と綿密な連絡調整を行
う。

農林水産部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

１　再生可能エネルギー導入
推進検討事業
・福島県再生可能エネルギー
導入推進連絡会（1回）及び専
門部会（3回）を開催。
・地熱発電に関する情報連絡
会（地熱情報連絡会）を2回開
催
・福島実証モデル事業運営委
員会を2回開催し、事業の成果
とりまとめ。
２　再生可能エネルギー事業
可能性調査補助事業
・6件を採択（計8,284千円）
・次年度の事業計画策定につ
なげる。
３　住宅用太陽光発電設備設
置補助事業
・補助件数　6,514件
４　再生可能エネルギーマッチ
ング事業
・新規候補地の掘り出しと事業
者への情報提供の強化を図っ
た。
・事業化5件、候補地23件
５　福島空港ソーラー発電事
業
・本県復興のシンボルとして、
再生可能エネルギーの体験学
習機能を備えた太陽光発電施
設「福島空港メガソーラー」を
県主導・県民参加で建設した。
・発電所用地の整地等設置工
事中
６　エネルギーパーク事業
・理解促進を図る展示施設の
整備。
・電気自動車用急速充電器の
整備。
７　地域主導型小水力発電導
入支援事業
・3件を採択（計13,794千円）う
ち1件（6,000千円）繰越。
・次年度の着工につなげる。
８　県有施設等活用再生可能
エネルギー導入推進事業
・復興公営住宅14棟（郡山5
棟、いわき7棟、会津若松2棟）
及び大笹生学園の「屋根貸し」
事業者を募集、決定し、パネ
ル設置に向け調整中。

１　再生可能エネルギー導入
推進検討事業
　再生可能エネルギー導入推
進方策の進行管理をするた
め、外部有識者で構成する再
生可能エネルギー導入推進連
絡会を開催。
　温泉事業者、自然保護関係
者等の地熱発電に関する疑問
について意見交換・情報交換
を行うため、地熱「連絡協議
会」を開催。
２　再生可能エネルギー事業
可能性調査補助事業
　市町村、事業者、民間団体
が行う再生可能エネルギーの
事業可能性調査や電力会社と
の技術的な検討にかかる費用
について助成（補助率1/2以内
小水力発電又は地熱発電：上
限2,500千円　風力発電：上限
5,000千円）。
３　住宅用太陽光発電設備設
置補助事業
　一般家庭の太陽光パネル設
置にかかる初期投資費用の
軽減（35千円/kW　上限140千
円）。
４　再生可能エネルギーマッチ
ング事業
  太陽光発電等の候補地を広
く募集し、そのデータを提供す
ることにより、土地所有者と事
業者のマッチングを図る。
５　県民参加型ファンド支援補
助事業
  事業費として県民参加型ファ
ンドを導入する事業者に対し、
組成費用の一部を補助（補助
率1/2、上限2,000千円）。
６　地域主導型再生可能エネ
ルギー導入支援事業
　地域主導により行う小水力
発電等の事業計画づくりや、
設計などにかかる費用等につ
いて助成（補助率1/2以内　小
水力：上限6,000千円　風力：
上限20,000千円　太陽光：上
限1,000千円）。
７　（新）再生可能エネルギー
見える化推進事業
　再生可能エネルギーの普及
拡大のための見学会開催等
のソフト事業について、費用の
一部を助成。

【課題】
１　再生可能エネルギー導入
推進検討事業
 再エネ推進のための適切な
課題を抽出し、有識者等の意
見を会議で集約する。
２　再生可能エネルギー事業
可能性調査補助事業
　事業採算性の判断が困難な
面がある
３　住宅用太陽光発電設備設
置補助事業
　設置需要の維持
４　再生可能エネルギーマッチ
ング事業
  事業者の応募に対し候補地
数が不足している。
５　県民参加型ファンド支援補
助事業
  県内での市民ファンドの組成
実績が７件程度と少ない。
６　地域主導型再生可能エネ
ルギー導入支援事業
　事業計画等確認中
７　（新）再生可能エネルギー
見える化推進事業
　新規事業であるため、見学
会等の認知度向上が必要

【対応方向】
１　再生可能エネルギー導入
推進検討事業
　検討会等を開き、有識者等
の意見を参考にすることで次
の再エネ推進施策に生かす。
２　再生可能エネルギー事業
可能性調査補助事業
　早期の申請を促す
３　住宅用太陽光発電設備設
置補助事業
　引き続き広報等よる太陽光
発電システム理解促進により
需要を喚起する。
４　再生可能エネルギーマッチ
ング事業
  候補地の募集を継続して行
う。
５　県民参加型ファンド支援補
助事業
　創業予定事業者へのファンド
導入補助金の周知を図る。
６　地域主導型再生可能エネ
ルギー導入支援事業
　早期の申請を促す
７　（新）再生可能エネルギー
見える化推進事業
　事業主体とともに周知徹底を
図る。

【課題】
１　人材育成モデル
　即戦力となる人材を育成でき
る講座の運営を行う必要があ
る。
２　参加促進モデル
　補助事業者に対し、適切な
会計処理、施工管理を徹底す
る必要がある。
３　営農継続モデル
　太陽光発電設備設置以降も
営農を継続できるよう指導す
る必要がある。

【対応方向】
１　人材育成モデル
　県内の既参入事業者へのヒ
アリングの実施等により、より
実践的な内容となるカリキュラ
ム構成とする。
２　参加促進モデル
　補助事業の進捗管理、会計
事務の指導を行う。
３　営農継続モデル
　市町村農業委員会、農林事
務所（普及指導部門）と連携
し、効率的な営農方法の研
究、指導を図る。

１　人材養成モデル
　県内企業等の太陽光発電事
業参入を支援するため、技術
者養成講座（委託）を開講。太
陽光発電設備の設計、施工、
保守管理を担う人材を養成。
　実際の太陽光発電設備の施
工現場での実地研修に協力
する事業者に対し、太陽光発
電設備設置に係る経費の一
部を助成（補助率1/3、上限
7,000千円以内）。
２　参加促進モデル
　県内企業等の太陽光発電事
業参入を支援するため、太陽
光発電設備（５０ｋW未満の小
規模なもの）を新たに導入する
事業者に対し、その経費の一
部を助成（補助率1/3、上限
7,000千円以内）。起業講座
（委託）を開講し、太陽光発電
設備の設計、施工、保守管
理、運用等に関するノウハウ
を習得。
３　営農継続モデル
　農業所得と売電収入で安定
した農業経営のモデルを作る
ため、農業と共存した営農型
発電設備を新たに導入する事
業者に対し、その経費の一部
を助成（補助率1/3、上限7,000
千円以内）。

１　再生可能エネルギー導入
推進検討事業
　
２　再生可能エネルギー事業
可能性調査補助事業
・2件を採択（計2,550千円）
　　外3件審査中。
３　住宅用太陽光発電設備設
置補助事業
・申請件数　883件
４　再生可能エネルギーマッチ
ング事業
 ・マッチング1件（賃貸）
５　県民参加型ファンド支援補
助事業
・申請なし（1事業者の予定あ
り）
６　地域主導型再生可能エネ
ルギー導入支援事業
・審査中1件
７　（新）再生可能エネルギー
見える化推進事業
・補助事業：4月募集開始（9月
末まで）
　3件申請有り。審査中。
・委託事業：6月契約締結済。

【平成２６年６月末現在】
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

5 7-1

園芸施設再
生可能エネ
ルギー導入
促進事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ５再
掲）

4,304

　太陽光等の再生可能エネル
ギーを活用した生産効率の向上
や農作業の軽減を目的とした新
たな生産方式のモデル的な整備
を行う。
１　再生可能エネルギー利用の
推進
　実践者や大学での研究事例の
取組を広く周知するセミナー等を
開催する。
２　再生可能エネルギー施設導
入支援
　「太陽光」利用の普及・拡大を
図るため、避難地域や無電源地
区等における再生可能エネル
ギーを利用した自立環境制御な
ど、生産効率の向上や農作業の
軽減を目的とした生産方式のモ
デル整備を行う。

　農業者等の取組みを促進す
るための、アドバイザー派遣
やセミナー開催。（セミナーの
開催（2回）、 支援アドバイ
ザーの派遣（1回））

・再生可能エネルギー利用の
推進。
・再生可能エネルギー施設導
入支援。

・施設導入事業の要望調査を
実施。（会津農林事務所管内
から1箇所要望）。
・地方の農業者等の取組みを
促進するためセミナー開催準
備。（相双地方で9月上旬開催
予定）

【課題】
　農業者等への周知。

【対応方向】
　セミナー等の開催。

農林水産部

6 7-2

ふくしまから
はじめよう。
産総研福島
拠点連携技
術開発推進
事業

86,881

　平成26年4月に開所した産業
技術総合研究所福島再生可能
エネルギー研究所と連携した技
術開発支援や人材育成事業を
通じて、県内企業の技術高度化
等を推進する。

［新規］ ・産総研連携強化型技術開発
　ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞが福島再エネ研
究所と連携し、技術開発を実
施
・再エネ研究開発補助事業
　3件程度を支援。
　　補助率2/3、上限10,000千
円
・連携推進委員会
　　福島再エネ研究所との情
報共有等
・工業高校生を対象とした関
連技術に関する講座等開催
・情報発信
　本県取組等を国内外に情報
発信。

・産総研連携強化型技術開発
   ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ「太陽光発電用ｼ
ﾘｺﾝｳｪﾊ加工技術に関する研
究」について、参画企業等と研
究内容等を調整中。
・再エネ研究開発補助事業
  公募中（～7/31）、審査会（8
月予定）
・連携推進委員会
　委員見直しを検討。
・工業高校生を対象とした関
連技術に関する講座等開催。
   講座内容等調整中。
・情報発信
　ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催（4/18）。
　採録記事掲載（5月）。

【課題】
　ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ及び補助事業の
研究開発について進捗管理を
適切に行う必要がある。

【対応方向】
　引き続き、福島再生可能エ
ネルギー研究所と十分に連携
を図って事業を推進してまい
る。
　ハイテク備品機種選定、再エ
ネ補助については8月中には
決定。

商工労働部

7 7-3

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー技
術実用化事
業

20,365

　新たに開発した実用化の見込
みのある再生可能エネルギーに
関連する製品・技術などを実際
の場面で使用し、実用化に向け
ての問題を検証する県内企業等
を支援するとともに、再生可能エ
ネルギーに関する製品に対する
県民の理解を深める。

［新規］ ・ふくしま発再エネ技術実用化
補助
　2件程度を支援。
　補助率　2/3
  上限10,000千円

・公募及び審査会終了（6/27）
　　　3件採択予定。

【課題】
　採択した案件の着実な実用
化。

【対応方向】
　補助対象となった実証事業
の進捗管理を適切に行う。
　7月中に補助交付決定予定。

商工労働部

8 7-3

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー関
連産業基盤
強化事業

11,823

　再生可能エネルギー関連産業
の基盤を強化するため、関連産
業に関する情報の共有・発信を
行うとともに、関連企業と県内企
業とのマッチング等を行う。

・再生可能エネルギー関連産
業推進研究会
　入会団体　499団体
　太陽光等4つの分科会を開
催
・コーディネーターによるマッチ
ング
　再エネフェア、ENEX2014等
におけるマッチングを実施。
・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業
推進
　研究会による展示会出展を
実施
　展示会：ENEX2014（1/29-
1/31）

・再生可能エネルギー関連産
業集積推進協議会1回実施。
・再生可能エネルギー関連産
業推進研究会
　太陽光等4つの分科会を各3
回程度実施。
・コーディネーターによるマッチ
ング
　関連企業と県内企業との
マッチングを実施。
・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業
推進
　研究会による展示会出展を
実施予定。

・再生可能エネルギー関連産
業集積推進協議会
　構成員の見直し。
・再生可能エネルギー関連産
業推進研究会
　企画運営委員会を開催
（6/10）。
　各分科会の企画・日程調整
実施。
・コｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによるﾏｯﾁﾝｸﾞ
　5/1付でｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置。
・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業
推進研究会による展示会出
展。
　出展展示会を調整。

【課題】
　新規参入に向けて引き続き
産学官のネットワークを強化し
ていく必要がある。

【対応方向】
　引き続き左記の取組を進め
る。
　協議会8月実施予定。
　研究会7月末より順次実施予
定。
　展示会は9月以降着手予
定。

商工労働部

9 7-3

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー関
連産業集積
促進事業

44,018

　再生可能エネルギー関連産業
の集積に向けて、産業フェアを
開催するとともに本格化する各
プロジェクトについて関係機関と
連携しながら推進する。

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ﾌｪｱ
2013
　開催日11/6-7
　出展：153団体262小間
　来場者：5,590名
・浮体式洋上風力発電実証研
究
　11月　運転開始
　（2MW風車及び洋上変電所）
・ふくしま地域再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進協議会
　研究成果発表会及び推進協
議会等開催。

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ﾌｪｱ
2014
　開催日12/3-4　出展目標：
260小間
・浮体式洋上風力発電実証研
究
　風力発電関連産業への県内
企業参入に向けた調査・検討
を実施。
・ふくしま地域再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｲﾉベｰｼｮﾝ推進協議会研究
成果発表会等の開催。

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ﾌｪｱ
2014
　出展企業募集中（～7/31）。
・浮体式洋上風力発電実証研
究
　調査等契約締結（5/21）
　検討会実施（5/27）
・ふくしま地域再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進協議会
　4/1付で事務局長配置。
　研究成果発表会を開催
（5/16）。

【課題】
　再エネ産業フェア2014の出
展者及び来場者の確保。

【対応方向】
　企業等へ効果的な周知を図
る。 商工労働部

10 7-3

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー次
世代技術開
発事業

804,894

　県内企業等の技術の高度化を
図るため、藻類バイオマスの生
産など次世代の技術に関する研
究開発等を推進する。

○　再生可能エネルギー次世
代技術開発　4件採択
　・(一社)藻類産業創成ｺﾝｿｰｼ
ｱﾑ
　「土着藻類によるﾊﾞｲｵﾏｽ生
産技術の開発」
　・（独）産業技術総合研究所
　「水素利用蓄ｴﾈﾙｷﾞｰの有効
利用のためのｺｼﾞｪﾈ技術の開
発」等
○　プロジェクトマネージャー
設置キックオフ会議等を実施。

○　再生可能エネルギー次世
代技術開発　4件実施予定。
　・（一社）藻類産業創成ｺﾝｿｰ
ｼｱﾑ
「土着藻類によるﾊﾞｲｵﾏｽ生産
技術の開発」などを実施。
○　プロジェクトマネージャーを
設置。
　上記研究開発について、進
捗管理等を実施。

○　再生可能エネルギー次世
代技術開発
・間接補助事業３件交付額調
整
・調査委託事業１件契約額調
整
　ハイテクプラザにおいて、
・気象観測装置の製作委託準
備
・産総研等との研究打合せ
・第1回推進会議準備
○　4/1付でﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ
配置。県内企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ等
を実施。

【課題】
　県内企業の参画による技術
力向上。

【対応方向】
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬ-等による
ﾏｯﾁﾝｸﾞなどを実施。
　７月中に補助交付決定及び
契約予定。

商工労働部

11 7-3

ふくしまから
はじめよう。
成長分野産
業グローバ
ル展開事業

45,646

　「医療福祉機器」や「再生可能
エネルギー」の成長産業につい
て、県内企業等の技術や製品を
海外に情報発信し、販路拡大を
支援するとともに、海外の先進
事例を活用しながら、関連産業
の振興を図る。

【再生可能エネルギー】
　デンマークに再エネ産業推
進研究会長等を派遣し、先進
地の技術を学ぶとともに、交流
関係を深めた。
　また、ドイツNRW州環境省及
びフラウンホーファー研究機構
との再エネ分野における連携
覚書を締結した。
　県内企業２社によるフラウン
ホーファー研究機構と連携し
た研究開発を支援した。

【医療機器産業】
　JETROから採択を受けてい
るRIT事業を実施した（有識者
招聘、MEDICA出展）。
　また、ドイツNRW州経済省と
2014年中に連携にかかる覚書
を締結することで合意した。

【再生可能エネルギー】
　ドイツ及びフランスに再エネ
産業推進研究会長等を派遣
し、先進地の技術を学ぶととも
に、交流関係を深める。
　また、2つの覚書に基づき、
県内企業とドイツ企業等との
連携を進める。
　県内企業による海外先進地
と連携した研究開発を支援す
る。

【医療機器産業】
　2年目となるRIT事業を着実
に進め、企業商談を創出す
る。
　また、知事（予定）訪独によ
り、NRW州経済省との覚書を
締結する。

【再生可能エネルギー】
・専門家派遣
　7/8～7/17の予定で調整中。
・海外との連携による研究開
発の支援
　公募・審査会終了（6/27）。
　１件を採択予定。
・ドイツ展示会出展
　未着手。

【医療機器産業】
・県内企業が得意とする医療
機器に係る技術をPRするた
め、MEDICA並び併設展
COMPAMEDに出展することと
した。
・商工労働部長が訪独し、締
結する覚書の内容調整を行っ
た。

（再生可能エネルギー）
海外との連携による研究開発
【課題】
　2枠に対し1件の申請。
【対応方向】
　2次募集を実施する。
　7月中に交付決定予定。
　ドイツ展示会については、8
月以降着手予定。

（医療機器産業）
【課題】
　企業間商談を数多く創出す
るための手法を検討。

商工労働部
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８　医療関連産業集積プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 8-1

医療機器工
場生産体制
強化等事業

1,004

　安全性が高く優れた医療機器
の改良改善及び生産増大を促
すため、製品の品質を確保する
薬事法及び医療ニーズの視点
から、医療機器製造業許可を取
得した県内企業に対する人材育
成セミナーや病院等の医療機器
安全管理責任者に対するセミ
ナーを開催する。

［新規］ （１）医療機器品質マネジメント
人材育成事業
　平成26年5月～8月中、新規
参入企業の責任技術者等を
対象に、計6回程度のセミナー
を実施する。
（２）医療機器安全管理セミ
ナー
　7～11月中、郡山・いわき・会
津の3地区において、安全管
理責任者対象のセミナーを実
施する。

（１）医療機器品質マネジメント
人材育成事業
　未実施。
（２）医療機器安全管理セミ
ナー
　セミナー講師の選定等準備
中。

【課題】
　薬事法改正にかかる政省令
の公布が遅れ、明確な品質マ
ネジメントに係る基準等が示さ
れていない。

【対応方向】
　関連政省令が公布された
後、同法施行前（11月下旬）
に、当初計画に沿った内容で
両セミナーを実施修了する予
定。

保健福祉部

2 8-1

ふくしまから
はじめよう。
医療福祉機
器実証・事
業化支援事
業

1,870,860

　ファンド採択企業を中心とし
た、事業化が視野に入っている
県内立地・増設予定医療福祉機
器新規開発事業者に対し、効果
的に事業化へ向けた支援を行う
ため、新たに開発した機器の実
証・事業化のための施設整備費
及びそれに関する実証試験等に
要する経費の一部を補助する。
　また、事業の進捗管理を行う。

（新規事業） ・本県の医療関連産業の集積
につながる企業の採択。
・速やかな採択と交付決定
等。

・補助事業の公募を行い、審
査会を実施。申請企業12社
中、7社を採択した。
・現在、申請書の精査中であ
り、7月中に交付決定を行う予
定。

【課題】
①時期を捉えた申請内容進捗
状況の確認。

【対応方向】
①補助事業者への定期的な
状況確認の実施。
②現在、申請書の精査中であ
り、7月中に交付決定を行う予
定。

商工労働部

3 8-1

医療機器開
発・安全評
価拠点整備
事業

11,703,573

　本県を医療関連産業の一大集
積地とするため、医療機器の安
全性評価等を実施する（仮称）福
島県医療機器開発・安全性評価
センターを整備するとともに、医
療福祉機器の開発・実証、手術
支援ロボット等の先端医療機器
の製品開発等を支援する。

（拠点整備）
　センターの基本設計終了、
実施設計開始。
　一般財団法人ふくしま医療
機器産業推進機構の設立、職
員3名採用。

（補助金）
・ふくしま医療福祉機器開発事
業費補助金　採択：20件
・国際的先端医療機器開発実
証事業費補助金　採択：2件
・革新的医療機器開発実証事
業費補助金　採択：4件

（拠点整備）
　センターの平成28年度早期
開所に向けて、設計、入札、建
設工事を着実に進める。

（補助金）
・事業化の実現性が高い企業
の採択。
・事業管理受託者と連携し、補
助事業者の円滑な事業遂行
に資する。

（拠点整備）
　センターの実施設計や郡山
市との協議を進めるとともに、
周辺住民に対する説明会を
行った。
（補助金）
　ふくしま医療福祉機器開発
事業費補助金
・応募19件に対して11件を新
規採択した。
・35件の継続申請事業者に交
付決定を行った。
　国際的先端医療機器開発実
証事業費補助金
・H26年度分の交付決定、及び
申請が立った事業者への概算
払いを行った。
　8/5にBNCT見学会を実施予
定。
革新的医療機器開発実証事
業費補助金
・H25.3.31事業終了案件：2件
・H26.6新規採択：１件
・継続2案件の交付決定、概算
払いを実施。

（拠点整備）
【課題】
　センターの平成２８年度早期
開所に向けて、設計、入札、建
設工事を着実に進める必要が
ある。

【対応方向】
　関係機関と連携を密にしな
がら進捗管理を行う。

（補助金）
【課題】
①事業化状況の把握及び当
補助金の運用の委託事業者と
の連携
②補助金成果物の情報発信

【対応方向】
①業務受託者と連携を密に
し、把握する情報、時期及び
方法並びに把握した情報の共
有方法を確定する。
②補助金採択事業者への展
示会案内と補助及び県広報媒
体での情報発信。

商工労働部

4 8-1

ふくしまから
はじめよう。
成長分野産
業グローバ
ル展開事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ７
再掲）

45,646

　「医療福祉機器」や「再生可能
エネルギー」の成長産業につい
て、県内企業等の技術や製品を
海外に情報発信し、販路拡大を
支援するとともに、海外の先進
事例を活用しながら、関連産業
の振興を図る。

【再生可能エネルギー】
　デンマークに再エネ産業推
進研究会長等を派遣し、先進
地の技術を学ぶとともに、交流
関係を深めた。
　また、ドイツNRW州環境省及
びフラウンホーファー研究機構
との再エネ分野における連携
覚書を締結した。
　県内企業２社によるフラウン
ホーファー研究機構と連携し
た研究開発を支援した。

【医療機器産業】
　JETROから採択を受けてい
るRIT事業を実施した（有識者
招聘、MEDICA出展）。
　また、ドイツNRW州経済省と
2014年中に連携にかかる覚書
を締結することで合意した。

【再生可能エネルギー】
　ドイツ及びフランスに再エネ
産業推進研究会長等を派遣
し、先進地の技術を学ぶととも
に、交流関係を深める。
　また、2つの覚書に基づき、
県内企業とドイツ企業等との
連携を進める。
　県内企業による海外先進地
と連携した研究開発を支援す
る。

【医療機器産業】
　2年目となるRIT事業を着実
に進め、企業商談を創出す
る。
　また、知事（予定）訪独によ
り、NRW州経済省との覚書を
締結する。

【再生可能エネルギー】
・専門家派遣
　7/8～7/17の予定で調整中。
・海外との連携による研究開
発の支援
　公募・審査会終了（6/27）。
　１件を採択予定。
・ドイツ展示会出展
　未着手。

【医療機器産業】
・県内企業が得意とする医療
機器に係る技術をPRするた
め、MEDICA並び併設展
COMPAMEDに出展することと
した。
・商工労働部長が訪独し、締
結する覚書の内容調整を行っ
た。

（再生可能エネルギー）
海外との連携による研究開発
【課題】
　2枠に対し1件の申請。
【対応方向】
　2次募集を実施する。
　7月中に交付決定予定。
　ドイツ展示会については、8
月以降着手予定。

（医療機器産業）
【課題】
　企業間商談を数多く創出す
るための手法を検討。

商工労働部

5 8-2

福島医薬品
関連産業支
援拠点化事
業

3,826,134

　創薬産業の振興を図るため、
県立医科大学に創薬分野の研
究拠点を整備するとともに、新規
薬剤の研究開発等を支援する。

　医薬品関連産業支援拠点
（医療―産業トランスレーショ
ナルリサーチセンター）整備
（建設工事、高圧受変電設備
工事、新駐車場整備）につい
ては、Ｈ28年度のセンター開
所に向けて、今年度より工事
を着工する。
　また、拠点運営としての創薬
研究については、10分野にお
いて、将来的にがんを中心とし
た諸疾患の新規治療薬・診断
薬・検査試薬等の開発の基礎
となる遺伝子発現プロファイル
等のデータ取得・整理を継続
して実施するとともに新規の生
体材料を作製するなどの研究
開発を継続して行う。（一例：
遺伝子発現プロファイルデー
タ取得目標2,000サンプル以
上）

・医療-産業トランスレーショナ
ルリサーチ（ＴＲ）センターの建
設工事をはじめ、新駐車場の
整備、高圧受変電設備工事を
開始した。
　また、拠点運営としての創薬
研究については、昨年度に引
き続き、データ収集・分析・評
価を行っているところである。

【課題】
　建設工事については保健福
祉部と、また、新駐車場及び
高圧受変電設備工事について
は保健福祉部及び総務部と調
整を図りながら、計画に沿って
進める必要がある。また、Ｈ28
年度の全面稼働に向けて、工
期等の遅れがないように進捗
管理を行う必要がある。

【対応方向】
　福島県立医科大学内の担当
窓口である研究推進課との連
携はもちろんのこと、建設工事
等を管轄する復興事業推進課
とも連携を図りながら、また、
県庁内関連部署と調整・連携
を深めながら進捗管理を行う。

商工労働部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

　研究拠点となる医療―産業
トランスレーショナルリサーチ
センターに係る施設の実施設
計が終了し、Ｈ26年度の建設
工事着工に向けて3月末に入
札公告を行った。
　また、拠点運営としての創薬
研究については、癌を中心とし
た諸疾患のサンプルからゲノ
ム解析、プロテオーム（タンパ
ク質）解析、遺伝子発現解析
等を行っているが、遺伝子発
現解析において、ヒト由来検体
については当初目標であった
1,450検体を超える1,751検体
を、また、遺伝子発現プロファ
イルについては当初目標で
あった1,048サンプルの約2倍
の2,080サンプルの取得を達
成した。他に種々の薬物に対
するヒトがん細胞の応答情報
（反応）を解析するため、ヒト乳
がん細胞等に対して抗がん剤
を中心に130種類の化合物の
感受性試験を行い、2,900の
データを取得した。がんの悪
性度等に関する遺伝子マー
カー2件については、現在も特
許出願に向けて準備を継続中
である。さらにＨ25年度は2件
の共同研究を締結した。
　なお、駐車場整備について
は、新駐車場整備のための準
備を行うとともに、同センター
の施設整備に伴い当面不足
する駐車場の確保のため、医
大内のグラウンドに仮設駐車
場を整備した。

【平成２６年６月末現在】
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 9-1

知のネット
ワークを活
用した復興
推進事業

4,803

　地域だけでは解決できない課
題の解決を図るため、専門的知
見を有する研究者等を含む調査
研究会を設置して解決策の検討
を行い、その実践に向けた取組
を支援する。

１地域課題調査研究事業
(1)調査研究課題を選定
　課題:「地域の社会･経済構
造と再生可能エネルギー」
　課題に取り組む自治体：会
津坂下町
(2)調査研究会５回開催
(3)成果報告書を作成
(4)解決策の実践に向けた取
組を支援
（上記ｲ～ｴ超学際的研究機構
委託事業）

２ 地域課題解決実践活動支
援事業
　前年度に取り組んだ地域課
題について、本宮市において、
他自治体の担当者も招いて、
研究報告会を開催した。
(11/6)

１ 地域課題調査研究事業
　地域行政だけでは解決でき
ない課題の解決を図るため、
市町村から地域課題を公募し
1件を選定。
　選定した課題に関する専門
的知見を有する研究者等を含
む調査研究会を設置。
　解決策の検討を行い、その
実践に向けた取組を支援。
２ 地域課題解決実践活動支
援事業
　前年度に取り組んだ地域課
題について、引き続き解決策
の実践に向けた取組を支援す
るとともに、その解決策の他地
域への活用を促進する。
市町村：会津坂下町
テーマ：地域の社会・経済構造
と 再生可能エネルギー

１ 地域課題調査研究事業
(1)調査研究課題を選定
　課題:「原子力災害による風
評被害の現状と払拭の取組
（仮）」
　課題に取り組む自治体：郡
山市
(2)調査研究会1回開催（6/27）

２ 地域課題解決実践活動支
援事業
　前年度に取り組んだ地域課
題について研究報告会を開催
し、県内各自治体、森林組合、
関連企業等120人以上が参加
した。（7/3）

市町村：会津坂下町
テーマ：地域の社会・経済構造
と再生可能エネルギー

【課題】
　課題の解決策の他地域への
活用。

【対応方向】
　他地域への活用を意識した
調査研究を実施していくととも
に、その解決策の効果的・効
率的な活用方法を検討してい
く。

企画調整部

2 9-1
地域づくり総
合支援事業

506,196

１　サポート事業
・一般枠
　採択件数：183件
　補助金額：252,883千円
・過疎・中山間地域集落等活
性化枠
  採択件数：25件
  補助金額：21,795千円
２　県戦略事業
  決算額　44,853千円
            （事務費除く）
３　ふるさと・きずな維持・再生
支援事業
　採択件数：36件
　補助金額：119,745千円

１　サポート事業（5月末現在）
・一般枠
　採択件数：89件
・過疎・中山間地域集落等活
性化枠
  採択件数：12件
  補助金額：175,127千円
・地域資源事業化枠
　申請件数：　3件
２　県戦略事業
　各地方会議で決定した１４事
業について、各地方振興局 が
中心となり、出先機関と連携
し、計画的に事業を実施。
３　ふるさと・きずな維持・再生
支援事業
・交付決定日：6月1日
・採択件数：30件
・補助金額：112,590千円

企画調整
部
文化ス
ポーツ局

3 9-1

復興へ向け
た多様な主
体との協働
推進事業

29,908

　行政、企業、NPO法人等の多
様な主体が地域の課題について
の認識を共有し、協働して課題
解決に取り組むための協議の場
を設置する。また、地域の課題
の解決に向けて活動するNPO法
人等の自立的活動を支援するた
め活動基盤の整備及び協働推
進体制の強化を図る。

・復興へ向けた多様な主体と
の協働推進戦略会議を設置
し、第1回会議（5月30日）、第2
回会議（7月24日）、第3回会議
（11月22日）、第4回会議（2月
13日）を開催し、地域の課題に
ついて情報共有するとともに、
協働推進の仕組みづくりの検
討を行った。また、協働事業推
進連絡調整会議を3テーマ（被
災者支援・産業対策・地域団
体育成）で設置し、第1回会議
（9月11日・12日）、第2回会議
（10月15日・17日）を開催し、協
働事業創出の可能性を検討し
た。
・NPO法人等活動基盤整備事
業・中間支援NPO法人等支援
機能強化事業（「ふくしま地域
活動団体サポートセンター」委
託事業）を実施し、NPO法人等
の運営力の底上げを行い、復
興・被災者支援に自立的かつ
継続的に取り組む担い手の育
成を行った。

　復興へ向けた多様な主体と
の協働推進戦略会議を年3回
開催予定。NPO法人等基礎的
能力強化事業の実施するとと
もに、協働推進コーディネー
ターの派遣や協働推進の情報
発信（ホームページ「情報ひろ
ば」）により、行政等とNPO等と
の新たな協働事業の創出を図
る。

・協働推進戦略会議
　第1回会議（6月10日）開催
・NPO法人等基礎的能力強化
事業（「ふくしま地域活動団体
サポートセンター」）
【開催済み講座等】
・専門家派遣（8回）
・ニュースレター発行（1回）
・ホームページリニューアル

【課題】
　協働推進の仕組みづくりか
ら、次のステップとなる具体的
な協働事業の創出、検証・評
価（PDCA）が必要である。

【対応方向】
　協働事業のマッチングや協
働事業の紹介等モデル事例を
増やしていく。

文化スポーツ局

4 9-1

ふくしまから
はじめよう。
「地域のたか
ら」伝統芸能
継承事業

10,287

　被災地の団体や子供が演じ手
になっている団体を中心に伝統
芸能の公演及び代表者の交流、
担い手である子供の交流事業を
実施することにより伝統芸能承
継の意欲を高めるとともに、震災
からの心の復興を図り、ふるさと
への回帰を促進する。
１　「地域のたから」伝統芸能承
継事業
　当事業の円滑な運営を図るた
め、地元関係者と組織する実行
委員会に対し負担金を交付す
る。
２　「地域のたから」伝統芸能担
い手交流事業
　担い手である子どもたちが、今
後も伝統芸能を継続しようという
気持ちを持ち続けられるよう子ど
も同士が交流し専門家の指導を
受ける。
３  「地域のたから」伝統芸能担
い手交流事業］
   担い手である子供たちの交流
会及び発表会を開催。

・開催時期　平成25年9月14日
（土）～15（金）
・開催場所　小名浜港アクアマ
リンパークほか
・開催内容
［地域伝統芸能公演］
被災地の団体や子どもが演じ
手となっている団体を中心と
なって出演を公演の開催
［代表者交流会］
専門家による「民俗芸能団体
の現状報告」及び各団体が抱
える問題点について情報交換
の開催

・開催時期　平成26年10月4日
（土）～5（金）
・開催場所　福島市四季の里
・開催内容
［地域伝統芸能公演］
被災地の団体や子どもが演じ
手となっている団体を中心と
なって出演を公演の開催。
［代表者交流会］
専門家による「民俗芸能団体
の現状報告」及び各団体が抱
える問題点について情報交換
の開催
 「地域のたから」伝統芸能担
い手交流事業］
   担い手である子供たちの交
流会及び発表会を開催。

・平成26年度第1回ふるさとの
祭り実行委員会 （5月27日）開
催
・ふるさとの祭り出演団体交渉
実施

【課題】
  活動停止芸能の支援。

【対応方向】
　関連事業との連携。
　出演を契機とした活動再開
支援。

文化スポーツ局

　住民が主役の個性と魅力ある
地域づくりの推進や復興に向け
た活動の促進を図るため、民間
団体等が行う震災等からの復興
に向けた地域づくり活動や、過
疎・中山間地域の集落や地域づ
くり団体が行う取組等を支援す
る。
　地方振興局を中心に出先機関
が連携し、各地域の状況に応じ
た各種の活性化対策を企画・実
施する。
　地域資源を活用した経済循環
を構築するため、事業展開の方
策検討から事業化までを支援す
る。
１　サポート事業
２　県戦略事業（過疎・中山間地
域連携事業）
　過疎・中山間地域の振興を図
るため、地域の特性や地域住民
の声を十分反映したきめ細かな
施策を出先機関自らが企画・実
施する。
３　ふるさと・きずな維持・再生支
援事業
　東日本大震災・原子力災害か
らの復興支援、被災者支援等を
行うNPO法人等の取組を支援す
ることにより、高い運営力を有す
るNPO法人等を育成し、もって復
興や被災者支援の継続的な取
組の促進を通して、本県のきず
なの維持・再生を図る。

１　サポート事業
　復興関連事業を優先的に採
択し、復興への地域づくり活動
の活性化を促進するとともに、
採択件数を震災以前の状態
に戻せるよう地域づくり活動の
掘り起しに努める。
　また、地域資源事業化枠（里
山経済活性化事業）を新たに
設け、地域資源を活用した事
業展開に有効な方策の検討
から事業実施に至るまで、県
が総合的なコンサルティングを
行う。
２　県戦略事業
   各地方会議で決定した復興
に向けた事業を中心に効果的
な事業実施に努め、過疎・中
山間地域の振興を図る。
３　ふるさと・きずな維持・再生
支援事業
・募集時期：4月3日～4月18日
・補助事業の実施期間：交付
決定日～平成27年3月31日
・会計説明会及び交流会：8月
上旬頃
・実施状況報告書提出：11月
頃
・現地調査時期：10月～翌年1
月頃

【課題】１・２
　地域づくり活動の活性化によ
る復興の加速。

【対応方向】
　サポート事業については、復
興関連事業を優先的に採択す
るとともに、新たに設定した地
域資源事業化枠により、地域
資源を活用した経済循環の構
築を誘導する。
　また、県戦略事業について
は、振興局ごとに異なる課題
に柔軟に対応するため、振興
局がリーダーシップを発揮し、
地域に寄り添った事業を実施
し、過疎・中山間地域の復興・
活性化を進める。

【課題】３
　被災地固有の問題解決には
長期にわたる期間を要する
が、本事業については平成26
年度限りとされている。

【対応方向】
　事業の延長や要件なども含
めて、現在内閣府と調整を
行っている。

【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
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【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

5 9-1

生涯学習に
よる復興応
援事業

1,579

　地域をつなぐ活動や自治組織
の形成を支援するため、行政と
住民の協働による、コミュニティ
再生についての講座等を開催
し、地域の核となる人材を養成
する。

○地域コミュニティ再生のため
の県民講座
・時期：平成25年10月～11月
（計4回）
・場所：県ハイテクプラザ等（計
4カ所）
・参加者数：延べ123名
・内容：各回とも下記のとおり
実施。
①パネルディスカッション
・講師・コーディネーター
　福島大学准教授　丹波史紀
氏
・パネリスト（3団体発表）
②ワークショップ
・ファシリテーター
　ふくしま連携復興センター事
務局理事長兼事務長　山崎庸
貴氏ほか

　地域再生について、自治体
の職員や地域住民が共に見
識を深めることで、今後のコ
ミュニティの形成に寄与すると
ともに、震災後の住民組織や
ネットワークづくりを支援し、地
域社会の再生を促す。
・地域コミュニティ再生のため
の県民講座
　県内4方部で開催予定
　延べ参加人数：120名予定

　今後、関係市町村と調整しな
がら、事業実施方部（会場）、
講師等を選定する。

【課題】
　講座の周知。

【対応方向】
　市町村や地域団体等と連携
し、情報を発信していく。

文化スポーツ局

6 9-1

地域の「きず
な」を結ぶ民
族芸能支援
事業

16,000

　継承の危機に瀕している民俗
芸能の円滑な継承を促進し、ふ
るさとに対する誇りや郷土愛を
確認し、地域のつながりを再構
築するための活動に対して補助
をする。
稽古の様子、公演での演技披露
の様子の記録保存を委託する。

・民俗芸能保存団体に対する
補助金の交付　18団体
･ふるさとの祭り2013出演団体
の映像記録・保存（ＤＶＤ作成）

　存続の危機にある民俗芸能
の継承を図るため、避難先等
で民俗芸能を継承･公開する
活動等に助成するとともに、稽
古や演目披露の様子を記録
保存する。
【H26当初予算】
　保存団体助成
   18団体13,000千円
　映像記録保存　3,000千円

 補助予定団体　27団体
 内示済　14団体

【課題】
　保存団体の構成員が県内外
に避難している。

【対応方向】
　関係機関・団体等との連携を
継続する。

教育庁

7 9-1

地域コミュニ
ティ復興支
援事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

1,064,532

　東日本大震災の被災地及び被
災地からの避難者を受け入れて
いる地域において、「関係者間の
総合調整」、「地域の支援体制の
構築」、「被災者等のニーズ把握
及び孤立防止のための支援」等
を行うことにより、地域コミュニ
ティの復興を図るため、対象事
業を実施する市町村及びNPO等
各支援団体に補助する。

　県内29の市町村社会福祉協
議会に生活支援相談員200人
（平成25年4月1日時点）を配
置し、応急仮設住宅や民間借
り上げ住宅へ避難している被
災高齢者等を個別訪問し、見
守り、相談支援等を行った。
　また、避難により通常の範囲
を超えて活動している民生委
員児童委員の負担軽減のた
め、市町村民生児童委員協議
会に対し旅費や報償費を補助
した。
　その他、被災者を支援する
自治体や社会福祉法人等の
支援団体に対し、補助金を交
付した。
・平成25年度補助金交付実績
　採択件数　7件（いわき市、伊
達市、福島県社会福祉協議
会、他4団体）

　新規補助事業を公募し、社
会福祉法人及びNPO等各支
援団体と連携して地域コミュニ
ティの復興を図る。

・県内29の市町村社会福祉協
議会に生活支援相談員193人
（平成26年6月1日時点）を配
置。

・平成26年度補助金交付実績
　採択件数　5件
　○いわき市
　○福島県社会福祉協議会
　○富岡町社会福祉協議会
　○NPO法人しんぐるまざあず
　　　・ふぉーらむ・福島
　○楢葉町民生児童委員協議
会

【課題】
　避難生活の長期化に伴い、
生活支援相談員等の見守り人
員を配置する事業を中長期的
に実施するための財源確保。

【対応方向】
　厚生労働省及び復興庁に対
し、事業継と生活支援相談員
の複数年雇用が可能となるよ
う財政的支援の拡充を引き続
き要望していく。

保健福祉部

8 9-1

高齢者見守
り等ネット
ワークづくり
支援事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

1,051,760

　仮設住宅等被災高齢者等生活
支援事業
（１）高齢者サポート拠点の整
備・運営
　市町村が仮設住宅等に高齢者
等サポート拠点を整備する場合
に、建設費や運営費等を補助す
る。また、県が設置した高齢者等
サポート拠点を引き続き運営す
る。
（２）介護支援専門員等の派遣
（３）相双地域等介護職員応援事
業
（４）地域支え合いに資する事業
補助
　緊急通報設備の設置等、地域
の支え合いに資する事業を実施
する市町村に補助する。

　市町村設置の高齢者等サ
ポート拠点1か所の整備及び
これを含む高齢者等サポート
拠点26か所の運営を行ったほ
か、介護支援専門員等の派
遣、地域支え合い体制づくり助
成事業を通して被災高齢者等
の支援を行った。
　また、　地域支え合い体制づ
くり助成事業により、高齢者等
を地域で支え合う体制づくりを
支援した。

１　仮設住宅等被災高齢者等
生活支援事業
　被災高齢者等の状況に応じ
て、高齢者等サポート拠点や
市町村等への補助事業を通し
て生活支援を継続する。
２　地域支え合い体制づくり助
成事業
　高齢者等を地域で支え合う
体制の整備をめざす。

（１）高齢者サポート拠点の整
備・運営
　県が設置する21カ所のサ
ポート拠点への委託契約、4町
村が設置する5カ所のサポート
拠点に対する交付決定。
（２）介護支援専門員等の派遣
　福島県介護支援専門員への
委託契約。
（３）相双地域等介護職員応援
事業
　福島県社会福祉協議会への
委託契約。
（４）地域支え合いに資する事
業補助
　13市町村29事業に対する交
付決定。

【課題】
　被災者の支援ニーズにあっ
た支援を行う。

【対応方向】
　被災高齢者のニーズを把握
して、適切な支援を行ってい
く。

保健福祉部

9 9-2

ふるさとの絆
電子回覧板
事業

59,704

　避難者とふるさとの絆を維持す
るため、原発避難者特例法に基
づく市町村から県内外へ避難し
た人たちに行政情報をリアルタ
イムで配信し、併せてふるさとの
画像なども配信する。

　県内外に避難された方々
に、通信機能付きデジタルフォ
トフレームやタブレット端末　を
配付し、県及び市町村の行政
情報やふるさとの画像、復興
に向けた動きなどをリアル　タ
イムで情報配信し、ふるさとと
の絆の維持を図った。
・デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年3月末現在）：22,560台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）
・全体稼働率：41.4％

・公益社団法人に業務委託
し、原発避難者特例法に基づ
く指定市町村のうち事業希望
の9市町村において情報発信
業務を支援。
（平成25年度から飯舘村が追
加）
・各市町村の状況に応じたサ
ポートを行い、避難者にとって
必要な情報のわかりやすい発
信に努める。

○デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年6月末現在）：22,495台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）

○全体稼働率：40.5％

【課題】
　端末の更なる利用向上。

【対応方向】
　県内外における端末利用講
習会などにより、利用を促進
する。

知事直轄

10 9-2

サッカーを通
じたふるさと
再生事業

2,079

　本県の子ども達とJFAアカデ
ミー福島の生徒・コーチによる
サッカーを通じた交流事業を実
施することで、子ども達の夢と希
望を育むとともに、本県がアカデ
ミーとともにふるさと再生に向け
て歩みを進めていることを県内
外に情報発信する。

［新規］ 　県内の約100名の小中学生
とＪＦＡアカデミー福島の生徒
がサッカーを通して交流し、絆
を育むとともに復興に取り組む
姿を県内外に発信する。

開催に向けてJFAと協議中。 【課題】
　県内外への効果的な情報の
発信。

【対応方向】
　ＪＦＡと連携し効果的な情報
発信に努める。

企画調整部

11 9-2

母子避難者
等高速道路
無料化支援
事業

251,500

　原発事故に伴う母子避難者等
に対する高速道路の無料化措
置を図るため、高速道路会社に
対し、無料措置に伴う減収分を
補填する。

・市町村、国、高速道路各社と
連携し事業の円滑な実施に努
めた。
【補填額 149,457千円】
【委託料　　1,363千円】
【市町村による証明書発行件
数　　2,608件】

　引き続き、関係各機関と連携
し、事業の円滑な実施を図っ
ていく。

　

○実施状況
・証明書の発行件数
2,738件（6/30現在 ※25年度
からの累計）

【課題】
　事業実施期間が平成27年3
月31日までで、それ以降が未
定であること。
　本来「子供・被災者支援法」
に基づき国が直接実施すべき
事業であること。

【対応方向】
　事業の延長と事業の直接実
施を国に求めていく。

生活環境部
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12 9-2

ふくしま原子
力事故影響
払拭プロジェ
クト

39,176

　首都圏において大規模イベント
を開催し、本県の復興に向かう
姿や観光、定住・二地域居住を
発信することに加え、これまで企
業等の取組で実施されてきた被
災地支援や視察研修を積極的
に福島に誘導する新たな取り組
みを行う。

［新規］

（参考）
H25:ふくしま再生交流推進プ
ロジェクト
「みんな笑顔で、「福」満開！
ふくしま大交流フェア」
日時：平成25年12月23日（月・
祝）
場所：東京国際フォーラム
入場者数：14,668人

　「ふくしまデスティネーション
キャンペーン」と連携して一層
の情報発信及び集客を目指
す。また、「ふくしま大交流フェ
ア」を機会に企業との交流を
促す取り組みを実施する。

・当初10月5日を予定していた
開催日を、平成27年1月12日
に変更したことにより、再調整
を行った。
・企業及び地域のマッチング
等新たな試みがあるため、市
町村へのニーズ調査等を踏ま
え、事業の設計を行っていると
ころ。

【課題】
　一過性のイベントに終わらせ
ない取り組みが必要である。

【対応方向】
　広く一般向けの大交流フェア
に加え、具体的なテーマを定
めた取り組みを併催すること
で、今後につながる取り組み
にしていく。

観光交流局

13 9-2

ふるさとふく
しま帰還支
援事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

456,733

　東日本大震災により県外に避
難した県民に対して、本県に帰
還するまでの間、避難先での生
活安定化を図り、最終的に本県
への帰還につなげるため、各種
情報提供や支援団体への補助
等を実施する。
　また、リアルタイムでふるさとの
状況を確認できるウェブカメラの
維持管理費を市町村に対して補
助する。

生活環境部

14 9-2

ふくしまから
はじめよう。
首都圏情報
発信拠点事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

103,785

　首都圏において物販や観光情
報、食の安全確保の取組など総
合的な情報発信を行うための拠
点を設置し、「福島の魅力や元
気」、「復興に向かう福島の今」を
タイムリーに発信することによ
り、早期の風評払拭と「ふくしま」
ブランドイメージの回復を図る。

［新規］

（参考）
H25：首都圏情報発信拠点施
設整備
「日本橋ふくしま館 MIDETTE」
（東京都中央区日本橋室町4-
3-16 柳屋太洋ビル1階 134.5
㎡）
プレイベント（2月20日～2月27
日）実施

「日本橋ふくしま館」の運営
　（委託先：福島県観光物産交
流協会）
　目標年間入場者数　20万人

「日本橋ふくしま館」の広報
・オープニング告知（新聞広
告、チラシ配付等）
・オープニングセレモニー開催
（H26年4月12日）
・広報誌発行（6月より毎月）
・季節の催事開催

「日本橋ふくしま館」の運営
・6月22日（72営業日）に来館
者10万人達成。
・リピーター確保対策として、
ポイントカードを6/4から導入。
「日本橋ふくしま館」の広報
・読売、朝日、毎日、日経、産
経、東京の6紙に新聞広告を
掲載（4/12朝刊）。三越前駅、
神田駅等でのチラシ配布
（4/12～4/14の3日間）。
・オープニングセレモニー開催
（4/12）。
・広報誌（6月号、7月号の2回）
発行。
・日本酒イベントを一般向け
（6/9～6/13の5日間）、飲食店
向け（6/21）に開催。

【課題】
　リピーター確保、企業利用の
増加。

【対応方向】
　ポイントカードの導入や定期
的な催事の開催などにより、リ
ピーターの確保に努めるととも
に、企業利用の促進を図るた
め、東京事務所とも連携した
PR活動を行う。

観光交流局

15 9-3

ふくしまから
はじめよう。
戦略的情報
発信事業

404,835

「ふくしまから　はじめよう。」の理
念の浸透を情報発信戦略上の
重要課題とし、広報課の官房機
能を強化するとともに、県内外さ
らには海外との縁やゆかりを育
み、ふくしまから新しい流れを
創っていくための情報発信を行
う。

１ 情報発信力の強化
・情報発信戦略アドバイザー
の委嘱・助言（年31回）
・広報担当職員向け研修会の
開催。
・学校法人立命館との情報発
信に関する協定を締結（平成
25年12月20日）
・県外との新たな交流活動の
実施。
福岡県（8月3日～5日 福岡県
庁ほか）、京都府・滋賀県（8月
22日～23日京都府庁、滋賀県
庁ほか）
２ フェイスブックを活用した部
局横断的な情報発信
・「いいね！（＝支持者）」：
40,204件（平成26年4月21日時
点）※都道府県公式フェイス
ブックで最多。
３ 学生等による情報発信
学生など若者の発信力を活用
し、インターネットやイベント等
を通じて、ふくしまの「魅力」と
「今」を発信（委託先11団体）。

【平成26年度ふくしまから はじ
めよう。情報発信戦略】
（目的）
　県として統一感を持って情報
を発信し、「ふくしまから はじ
めよう。」の想いのもと、民間
等と連携した取り組みを始め、
ふくしまならではの情報発信を
国内外に向けて行い、本県の
新しいイメージを創ることで、
風化を防止するとともに、風評
の払拭を図る。
（基本方針）
　「伝える」発信から「伝わる」
発信に改善
（基本戦略）
１　情報マネジメントによる効
果的発信
２　民間等との共創の推進
３　個々の情報発信力の向上

●情報マネジメントによる効果
的な発信
・「平成26年度ふくしまから は
じめよう。情報発信戦略」の策
定。
・情報発信戦略アドバイザー
の委嘱。
・情報発信分析事業の委託
（第1四半期分について調査実
施）。
・「ふくしまとはじめよう。in ＢＫ
Ｃ（立命館大学びわこ・くさつ
キャンパス）」での部局連携し
た発信。
●民間等との共創の推進
・「（仮称）ふくしまから はじめ
よう。大応援団」結成に向けた
取組
・学生による情報発信事業の
委託（採用団体決定）。
・応援隊情報発信事業の委託
（県人会への委託）。
●個々の情報発信力の向上
・職員研修会等の企画（7月、8
月に実施）。

【課題】
　部局間の連携不足、十分に
「伝わらない」発信、「ふくしま
から はじめよう。」の想いの浸
透不足。

【対応方向】
　左記「平成26年度ふくしまか
ら はじめよう。情報発信戦略」
に基づき対応し、「伝わる」情
報発信を行う。

知事直轄

１ 地元紙提供事業
　全国の公共施設等に地元紙
（民報・民友）を送付し、避難者
に対してふるさと福島の情報
提供を行った。
【送付先】46都道府県513カ所
に対し、週2回送付（H26.3.31
現在）
２ 広報誌等送付事業
　原発特例法対象地域（川俣
町を除く12市町村）からの避難
世帯に対し、国・県・市町村の
広報誌やお知らせ、地元紙の
ダイジェスト版をDMで送付。
【発送世帯・回数】約43,000世
帯へ月2回発送。
３ 地域情報紙の発行
　避難者向け地域情報紙を月
1回、約10万部発行し、全国の
交流拠点や公共施設等に発
送。年2回は拡大版、年4回は
子育て世帯向けの特集号を発
行。
【発送先】公共施設等約1,600
箇所
４ 県外避難者支援事業
　県外において、避難者に対し
て支援事業を行う団体に対
し、その経費の一部を助成。
【交付実績】27都府県90団体。
　また、支援情報の収集・発信
や支援団体間のネットワーク
を構築する人員として、全国各
地の主要な支援団体から「地
域調整員」を配置。これに合わ
せ、支援情報を掲載したＨＰを
開設。
５ ウェブカメラ設置
　維持管理費を交付（双葉地
方広域市町村圏組合、南相馬
市、飯舘村）。

１ 地元紙提供事業
　送付先施設や読者等へのア
ンケートを実施することによ
り、より避難者ニーズに即した
事業とする。
２ 広報誌等送付事業
　これまでの送付先に加え、そ
れ以外の市町村からの県外
自主避難世帯にも対象を拡大
し、広報誌等を送付する。市町
村と連携し、地域の復興に向
けた取組を伝える広報物の提
供に努める。
３ 地域情報紙の発行
　引き続き25年度と同様の頻
度で発行するとともに、支援団
体等と連携し、避難者ニーズ
に即した情報を提供する。
４ 県外避難者支援事業
　左記に加え、避難者の相談
に対する案内窓口を開設し、
避難者のニーズに対応する。
また、県民を県外に派遣し、福
島の正しい情報を伝えること
で、県外避難者に帰還のため
の判断材料を提供する。
５ ウェブカメラ設置
　前年度に続き、維持管理費
を交付（双葉地方広域市町村
圏組合、南相馬市、飯舘村）

１ 地元紙提供事業
【送付先】46都道府県461箇所
（491部）に週2回送付
（H26.6.30時点）
２ 広報誌等送付事業
【発送世帯等】
・原発特例法指定12市町村か
らの県内・県外避難世帯約
42,000世帯に月2回送付
・県外自主避難世帯約5,500世
帯に月1回送付
３ 地域情報紙
・第19号～第20号発行（計2
回）
【送付先】47都道府県など約
1,600箇所、広報誌等送付事
業により避難者世帯に送付。
（約10万部発行）
４ 県外避難者支援事業
・5/23 補助金交付決定 全国
23都府県86団体
【主な事業】
・避難者交流サロン運営事業
・避難者交流会開催事業
・避難者からの相談受付事業
・避難者宅の訪問等による見
守り事業
５ ウェブカメラ設置
　交付決定済み（双葉地方広
域市町村圏組合(4/1)、南相馬
市(4/1)、飯舘村(4/1)）

【課題】
　避難生活が長期化するなか
にあって、ふるさととのきずな
を維持し、将来的な帰還に繋
げるため、避難者に寄り添っ
た支援活動の継続と、避難者
のニーズに対応した情報発信
の充実が必要である。

【対応方向】
　県内の民間団体と連携して
新たに避難者向け総合相談
窓口を開設し、避難者への相
談体制の充実強化を図るとと
もに、県独自に整備した避難
者情報データベースや意向調
査の結果を反映させながら、
より正確な避難者の実態や
ニーズを把握し、きめ細かな
情報発信に努めていく。

（ウェブカメラ）
【課題】
　カメラの維持管理。

【対応方向】
　引き続き、カメラの維持管理
経費を交付し、ウェブカメラに
よる住民への情報提供を支援
する。
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

No
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番号

事 業 名
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予算額
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【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

16 9-3

ふくしま復興
促進連携事
業

33,438

　東日本大震災の犠牲者を悼む
とともに復興に向けて県民の心
をひとつにする行事の開催や、
他県・他団体と連携した情報発
信・PR活動などにより、震災の
風化の防止と風評の払拭につな
げていく。

　平成26年3月に東日本大震
災追悼復興祈念式、ふくしまコ
ンサート〝復興のひびき″及
びキャンドルナイト『希望のあ
かり』を開催。
　また、東北被災４県（青森、
岩手、宮城、福島）が連携し、
平成26年2月13日に東京都内
において、復興支援・風化防
止等を目的とした「東日本大
震災復興フォーラム」を開催。

　平成27年3月にふくしま復興
の誓い事業を開催する。
　・東日本大震災犠牲者追悼
復興祈念式
　・キャンドルナイト
　・ふくしま復興シンポジウム

　また、東北被災４県（青森、
岩手、宮城、福島）が連携し、
首都圏において復興支援・風
化防止等を目的とした復興
フォーラムを開催する。

　ふくしま復興の誓い事業につ
いては、今年度の事業実施に
向けて、事業内容を検討して
いるところ。
第3四半期には、委託契約を
締結できるよう、準備を進めて
いく。

　復興フォーラムについては、
平成27年2月の開催に向け、４
県が連携し、準備を進めてい
く。

【課題】
　県内外への効果的なメッ
セージの発信。

【対応方向】
　効果的な情報発信等を意識
し、企画立案していく。 企画調整部

17 9-3

ふくしまから
はじめよう。
女性元気発
信イベント事
業

34,587

　国内最大級のファッションイベ
ントである「東京ガールズコレク
ション」を本県に誘致し、本県の
情報を全国に積極的に発信する
ことで、東日本大震災からの復
興に向けた起爆剤とする。

［新規］ 　メディアを活用した全国への
情報発信を図るとともに、イベ
ント開催にあたり以下の目標
を設定している。
　イベント来場者数（周辺イベ
ントも含む）10,000人以上
有料チケット販売率　100%

　「東京ガールズコレクションｉｎ
福島2014」を4月29日にビッグ
パレットふくしまで実施した。
・イベント来場者数は周辺イベ
ントも含めて約11,000人
・有料チケット販売率100%（完
売）

【課題】
　県内外への効果的なメッ
セージの発信。

【対応方向】
　効果的な情報発信等を意識
し、企画立案していく。

企画調整部

18 9-3

地域密着型
プロスポーツ
創造事業

12,143

以下の事業を実施した
１　県政ＰＲ事業
　福島ユナイテッドＦＣのＪＦＬ
アウェーゲーム時に原子力災
害からの復興を目指す本県の
姿や観光情報等を広く県外で
情報発信する業務をクラブに
委託した。（全17回）
２　親子ふれあいサッカー教室
事業
　福島ユナイテッドＦＣのＪＦＬ
ホームゲーム開催時等におい
て親子ふれあいサッカー教室
を開催した。全11回（555組、
1,157人の参加）
３　応援バス運行支援事業
　福島ユナイテッドＦＣのＪＦＬ
ホームゲーム開催会場までサ
ポーターを輸送する応援バス
の運行補助を行った。全17試
合（述べ1,245人の利用）

１ ふくしま元気情報発信事業
　全15回中7回実施（4/6、
4/20、5/4、5/18、5/25、6/8、
6/22）

２ 親子ふれあいサッカー教室
事業
　全10回中2回実施（6/8、
6/22）

３ 福島県サポーティングマッ
チ開催事業
・試合告知チラシ・ポスターの
作成
・新聞社訪問にＰＲ
・6/28に会津若松駅前物産市
に出店しＰＲを実施

【課題】
　県内外への効果的なメッ
セージの発信。

【対応方向】
　効果的な情報発信等を意識
し、企画立案していく。

企画調整部

19 9-3

タブレット端
末の復興業
務への活用

7,972

　復興業務を情報の面から組織
横断的に支援するため、タブレッ
ト端末を導入・活用し、県として
の組織総合力の強化を図る。

［新規］ 　タブレット端末40台を導入
し、復興業務担当所属に配布
し、活用方法の技術的なサ
ポートを行う。
　また、タブレットの導入効果
を検証する。

　将来の拡張性に配慮した、
設計の検討を行った。

【課題】
　昨年度導入した、サーバー
の効率的な運用を行うため、
仕様の見直しも含めて、設計
の検討が必要となった。

【対応方向】
　設計の検討が完了したの
で、以下のスケジュールにより
実施予定。
　今後のスケジュール
　8月上旬　入札
　9月末　　整備完了
　10月～　配布開始

企画調整部

20 9-3

文化で元
気！「新生
ふくしま」グ
ランドステー
ジ事業

8,275

　全国的に著名な芸術家等によ
る公演、展覧会等の開催により
誘客を図り、本県の姿を全国に
発信するため、主催者に対して
補助金を交付する。

　第1期　1件採択
　第2期：4件採択
　第3期：5件採択
　第4期：5件採択
　合計採択件数：15件
　助成団体数：延べ15団体

　16団体に対して助成する。 ・第1期（4月～7月）分の審査
会（5月27日）を開催
　申請　2件　交付　2件

【課題】
　申請件数が想定より少ない。

【対応方向】
　公演施設や展示施設等に対
して更なる周知を図る。

文化スポーツ局

●フェイスブックによる発信
・「いいね！（＝支持者）」：
43,302件（平成26年7月1日時
点）
● 県人会のネットワークを活
用し、全国各地の人々にふくし
まの「魅力」と「今」を発信（委
託先9団体）。
●キビタンわくわくドキドキ交
流事業
・キビタンによる外交事業　募
集中。
・ご当地キャラ子ども夢フェス
タ　9月27～28日　白河市
・キビタンがゆく34回
●ふくしまから はじめよう。の
見える化
・テレビ事業契約済（県内4件、
関東圏1件）
・新聞事業契約済（2件）
・全国紙委託契約済

４ 県人会と連携した情報発信
県人会のネットワークを活用
し、全国各地の人々にふくしま
の「魅力」と「今」を発信（委託
先11団体）。
５ 「ふくしまから はじめよう。」
プロジェクト
県内マスメディアと連携した情
報発信の取組を実施。
６ 復興が見えるテレビ事業
   従来からの県政広報番組に
加え、既存の情報番組を活用
し、県民に分かりやすく復興の
状況等を発信（年間120番
組）。
７ 復興が見える新聞事業
地元紙の県政特集を拡充し、
本県の復興の進捗状況をテー
マ毎に特集し、客観的かつ分
かりやすい記事体で紹介(通
常枠を含めて計10回掲載）。
８ ハンサムウーマン事業
「八重の桜」の放送に合わせ、
震災に負けずにふくしまで頑
張る女性を紹介。
・テレビ放送（24回放送）
・新聞（県内２紙24回、全国紙
１紙9回掲載）
９ 国内パブリシティ発信事業
ふくしまの「魅力」と「今」、復興
に向けた取組等を首都圏等の
メディアに情報提供（計335件
を配信）。
10 海外パブリシティ発信事業
ふくしまの「魅力」と「今」、復興
に向けた取組等を海外メディ
アに情報提供（計654件を配
信）。

　J3に参入した福島ユナイテッド
ＦＣを地域に根ざしたシンボル
チームになるよう支援することに
より、県民の一体感を醸成し県
民生活に元気と活力を与え、震
災からの心の復興を図るととも
に交流人口の拡大による地域活
性化を図る。

１　ふくしま元気発信事業
　アウェーゲームにおいて、原子
力災害からの復興を目指す本県
の姿や観光情報等を広く県外で
情報発信する業務をクラブに委
託し、本県に対する風評払拭や
観光誘客を図る。
２　親子ふれあいサッカー教室
事業
　県内（浜・中・会津）各地で親子
サッカー教室を開催することで、
原子力災害により運動不足と
なっている子どもたちの体力向
上や将来のＪリーガーを目指す
子どもたちの夢を育む。
３　福島県サポーティングマッチ
開催事業
　県がクラブのＪ3ホームゲーム
のスポンサーとなり、観客増加に
向けた様々なイベントを同時開
催する等、クラブの応援を通じて
県民の一体感の醸成を図る。

１　ふくしま元気発信事業
　 Ｊ3アウェーゲームにおい
て、原子力災害からの復興を
目指す本県の姿や観光情報
等を広く県外で情報発信する
業務をクラブに委託し、本県に
対する風評払拭や観光誘客を
図る。（全15回実施予定）
２　親子ふれあいサッカー教室
事業
　県内（浜・中・会津）各地で親
子サッカー教室を開催すること
で、原子力災害により運動不
足となっている子どもたちの体
力向上や将来のＪリーガーを
目指す子どもたちの夢を育
む。（全10回実施予定）
３　福島県サポーティングマッ
チ開催事業
　県がクラブのＪ3ホームゲー
ムのスポンサーとなり、観客増
加に向けた様々なイベントを
同時開催する等、クラブの応
援を通じて県民の一体感の醸
成を図る。（7/20、11/9開催予
定）
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【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

21 9-3

東日本大震
災記録保存
活用事業

4,999

　東日本大震災及び原子力災害
の体験や教訓、復興の姿を次世
代へ継承するため、風化・散逸さ
れることが懸念される伝えるべき
資料、残すべき資料等を収集・
保存し、活用を図る。

○記憶の映像化・資料の収集
等
・震災体験証言収録　100組
（100人）
・写真、手記等の記録　約550
点
・パネル展の開催　県内2、県
外5回
・展示用パネルの製作20点
・体験証言映像編集

◎東日本大震災の教訓等を
継承していく取組みを行う。
・体験記録等の映像化
【震災体験証言収録】50人（予
定）
・パネル展示、パネルの貸し出
し
・体験証言映像編集・テープお
こし。

　震災体験の映像証言に協力
していただける方を庁内各部
局を通じて依頼中。

　体験記録の映像化について
業者と委託契約を締結済み。
（H26.6.6）

【課題】
　震災体験証言収録の協力依
頼。

【対応方向】
　庁内各部局等と連携して事
業を実施する。

文化スポーツ局

22 9-3

スポーツ環
境復興緊急
対策事業

10,000

　短期間で競技力の向上が見込
める福島のお家芸と言われた10
競技を対象に　重点的な強化を
図り、国民体育大会をはじめ多く
の全国大会で上位入賞するこ
とにより、本県スポーツ環境の復
活を発信するとともに、本県の復
興の象徴とする。
１　県内・県外コーチングクリニッ
ク事業
　県外から優秀な指導者を招
き、本県競技指導者と選手が指
導を受ける。

・指定した10競技の国体競技
得点が、86点から208点に伸
び、4年ぶりとなる天皇杯30位
台（35位）の原動力となった。

　昨年度実績を上回る。 6月末日現在、
　フェンシング、自転車、ボウリ
ング、弓道、水泳、ウエイトリフ
ティング、カヌーの7競技につ
いて交付決定済み。
　ボクシングとボートは7月に、
スキーは冬期に申請を予定し
ている。

【課題】
　競技力の維持策。

【対応方向】
　積極的な強化事業展開。

文化スポーツ局

23 9-3

災害学習列
車・交流促
進事業
（JR只見線
復旧推進事
業）

11,803

　風評の払拭及び観光を核とし
た被災地の復興を図るため、県
内外の親子がJR只見線に乗車
し地域の被災状況や復興に向け
て取り組む姿を学ぶとともに、地
域の魅力を体験する各種事業を
行う。

【新規】 　子どもたちによる地域の被災
状況学習、地域の魅力体験を
通じて交流を促進し、風評払
拭、被災地の復興をはかる。

　5月9日　奥会津五町村活性
化協議会へ委託

【課題】
　実施団体・日時の決定。

【対応方向】
　関係市町村等と連携し、事
業を進めていく。

生活環境部

24 9-3

ふくしまから
はじめよう。
「復興福島」
世界への情
報発信事業

32,516

４　ふくしま絆ネットワーク事業
　JET青年を対象としたスタ
ディツアーを3回開催しのべ38
名が参加。
（参考）
　第1回　H25.10.19～20
　　　　　　会津方面
　第2回　H25.11.16～17
　　　　　　いわき方面
　第3回　H26.　2.22～23
　　　　　　相双方面

1　欧州訪問について開催時
期を決定し、セミナーの概要、
訪問する国際機関等について
検討している。
２　　開催時期の調整（→8月
下旬）、準備作業（各県人会へ
の参加打診、視察候補先の選
定）
３ 　　ロンドン、オランダ、フラ
ンスの各県人会にＰＲグッズ
等を送付。
４　留学生を対象としたスタ
ディツアーを6月28日（土）～29
日（日）に実施。　（参加者　6
校、9カ国、20名参加）
５　増刷するパンフレットの内
容を検討。クレアソウル事務
所に本県パンフレットを送付。

１【課題】
　十分な参加者の確保。

【対応方向】
　現地機関等と連携しながら
魅力的かつ効果的な内容とす
るべく立案を進める。

生活環境部

25 9-3

ふくしまから
はじめよう。
森林とのき
ずな事業

9,868

　震災以降の本県森林の現状に
対する理解を深め、森林づくりの
意識の浸透や拡大を図るため、
森林環境に関する情報発信と森
林づくり活動の推進に取り組む。

１ 森林環境情報発信事業
・福島民友新聞に新聞広告掲
載（4/9）
・県ホームページを随時更新
・パンフレット及びポスター
　「豊かな森林を未来の子ども
たちへ」を作成・配布。

２ 森林づくり県民運動推進事
業
・森林(もり)づくり検討委員会
開催
　第1回：6/11
　第2回：9/18
　第3回：12/19
・全国植樹祭県外調査実施

１ 森林環境情報発信事業
・ポスター、チラシ作成配布各
1回
・コミュニティFM局ラジオＣＭ4
回
・県ホームページ上での情報
発信

２ 森林づくり県民運動推進事
業
・森林（もり）づくり活動ワーク
ショップ開催　4回（県内）
・全国植樹祭プレイベント6回
　（県内5箇所、県外1箇所）

１ 森林環境情報発信事業
・森林環境情報パンフレット
160箇所、約29,000部配布

２ 森林づくり県民運動推進事
業
　全国植樹祭の開催県内定後
の9月から計画している。

【課題】
　震災及び原子力災害の発生
を受け、森林を未来へ引き継
いで行くためには県民参加の
森林(もり)づくりを県民運動と
して展開する必要がある。

【対応方向】
　森林環境に関する的確な情
報発信に取り組むとともに、地
域における森林(もり)づくり意
識の醸成を図るワークショップ
や、部局横断による全国植樹
祭プレイベントを実施する。

農林水産部


26 9-3
全国植樹祭
準備事業

2,971

　復興に力強く歩み続ける県民
の姿を全国へ発信するとともに、
緑豊かな県土を再生し、豊かな
森林を守り育て、次の世代に引
き継いでいくためのシンボル的
なイベントとして全国植樹祭の開
催を目指す。

［新規］ 　平成30年全国植樹祭の招致
に向け、「全国植樹祭準備委
員会」を開催するとともに、基
本構想の策定や、調査等を行
う。

　全国植樹祭第3回福島県準
備委員会を5月22日に開催

【課題】
　今後、メイン会場の整備やサ
テライト会場の検討を進めて
いく必要がある。

【対応方向】
　今後も準備委員会を開催し、
基本構想の策定や調査を行
う。

農林水産部


27 9-3

東日本大震
災福島県復
興ライブラ
リー整備事
業

7,565

　東日本大震災に関連する資料
等を収集・保存し、広く県民に情
報を提供するとともに、移動図書
館車の巡回により資料の貸出を
行う。

１ 図書資料購入
　3,009冊
２ 仮設住宅・仮設校他学校へ
の移動図書館号巡回
　稼働：延べ18箇所
　貸出4,832冊

・地域コミュニティ・防災など今
後発行が予想される分野の図
書資料を収集し、資料の充実
を図り県民への情報提供を行
う。
・被災（避難）自治体への支援
において支援活動を充実す
る。

・震災及び原発事故関連資料
収集
　資料収集件数797冊
・避難自治体支援
　移動図書館（あづま号）によ
る資料貸出
　稼働4回　貸出1,826冊

【課題】
　引き続き被災（避難）自治体
への支援活動が充実するよう
に取り組む。

【対応方向】
　自治体教育委員会との連
携、被災（避難）自治体の状況
についての情報収集の強化が
必要である。

教育庁

28 9-3

ふくしまから
はじめよう。
“元気発信”
動画コンテス
ト事業（人口
減少ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ再掲）

4,048

　“福島の元気な姿”を発信し、
福島の魅力の回復とにぎわい創
出を図るため、復興に関連した
映像作品を県内の“子どもや若
者たち”から募集するとともに、
優秀作品は「福島県公式チャン
ネル」等に掲載し、様々な発信手
段を通じて県内外に発信する。

［新規］ ・6月　委託先選定
・7～9月　作品募集
・9月　作品審査、プロモーショ
ンビデオ作成、表彰式
・10月～　発信

・県内テレビ局及び新聞社に
協力を依頼し、共催または後
援の承諾を得た。
・委託先選定のための企画コ
ンペを実施した。
・「ゆめだより」及び県政広報ラ
ジオ番組を活用した広報活動
を実施した。

【課題】
　数多くの応募作品数を集め
る方策。

【対応方向】
　委託業者と協力しながら、メ
ディアキャラバン、県政広報メ
ディア枠の活用等を行い、引
き続き事業の周知に取り組
む。

企画調整部

１　 （新）海外における福島復興
ＰＲ事業
　ジュネーブ、ロンドン、上海等
を訪問し、各地の国際機関、在
外公館等において復興に向け
た本県の取組等を説明する。
２　　（新）第2回在外県人会サ
ミット開催事業
　13ヵ国24県人会を対象に第2
回県人会サミットを開催する。
３ 　（新）ワールド県人会を活用
した情報発信事業
　海外でイベント等を行う県人
会にＰＲグッズ等を送付する。
４　ふくしま絆ネットワーク事業
　JET青年（2回）、留学生（2
回）、青年海外協力隊候補生
（年4回）を対象としたスタディツ
アーを開催し、県広報媒体や参
加者の個人的なネットワークを
活用した情報発信を行う。
5(新)在外公館等を活用した情
報発信事業
　福島県紹介パンフレットを増
刷し、在外公館、クレア海外事
務所、JICA海外事務所等へ送
付し、本県の復旧・復興の取組
や魅力等の情報を世界に発信
する。

１ （新）海外における福島復興ＰＲ
事業
　震災及び原発事故による風評を
払拭するため、海外において、影
響力のある者に対して、直接、本
県の正しい情報を発信する。
２ （新）第2回在外県人会サミット
開催事業
　在外県人会サミットを開催し、県
人会ネットワークの活用により、本
県の復興に取り組む姿や魅力を
発信し、風評の払拭を図る。
３ （新）ワールド県人会を活用した
情報発信事業
　ワールド県人会会員に本県情報
の発信を依頼し、海外における風
評払拭及び本県イメージの向上
等を図る。
４ ふくしま絆ネットワーク事業
　ＪＥＴプログラム参加者や県内の
留学生及びＪＩＣＡ二本松の青年海
外協力隊候補生を対象に県内の
スタディツアーを実施し、福島の現
状について理解を深めるととも
に、海外への情報発信を行う。
５ （新）在外公館等を活用した情
報発信事業
　在外公館やクレア海外事務所、
ＪＩＣＡ海外事務所等へパンフレット
等を送付し、本県の情報を発信す
る。
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

29 9-3

ふくしまから
世界へ！
「ふくしま夢
アスリート」
育成支援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

24,949

［新規］ １　「ふくしま夢アスリート」の競
技成績の向上。
２　トップコーチ養成講習会の
対象者の中央競技団体との連
携強化。
３　「ふくしま夢アスリート」との
ふれあいからスポーツに興味
を持つ子供を増やす。
４　「ふくしま夢アスリート」が医
科学的な支援をいかした発育
発達段階に応じた練習の実
施。

・トップコーチ養成講習会
　5月22日開催
・スタートダッシュミーティング
　6月18日開催

【課題】
　夢アスリートやトップコーチが
事業計画を立てやすいよう、
早期の指定が必要である。
マルチサポート事業のメディカ
ルチェックが、予定した期間内
の終了が困難である。

【対応の方向性】
　指定の早期化。
　各競技ごとにシーズンが異
なり、一期間内でのメディカル
チェック実施が困難であること
から、関係機関の協力を得て
複数期間の設定で対応する。

文化スポーツ局

30 9-3

平成２９年度
南東北イン
ターハイ開
催事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

43,222

　平成29年度の南東北インター
ハイ開催に向けて高校生の強化
等を実施し、高校部活動を通し
て福島県の復興を県内外に発信
する。

［新規］ 「ふくしまで一緒にやろう！」プ
ロジェクト
　補助金交付

インターハイ選手特別強化事
業
　強化拠点校　38校
　強化指定選手　71名

「ふくしまで一緒にやろう！」プ
ロジェクト
　28,800千円　交付決定

インターハイ選手特別強化事
業
　指定証交付式　5月28日
　強化拠点校　38校
　強化指定指導者　22名
　強化指定選手　71名

【課題】
　財源の確保。

【対応方向】
　重点事業での継続を要望す
る。 教育庁

31 9-3

ふくしまから
はじめよう。
観光復興
キャンペーン
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ１０再掲）

560,914

　観光復興の取組を進めるた
め、正確な情報発信と誘客に取
り組むとともに、平成２７年のふく
しまデスティネーションキャン
ペーン開催に向けて準備事業を
展開する。

【課題】
　大河ドラマ終了による入り込
み減少の影響が見られる。

【対応方向】
　デスティネーションキャン
ペーン開催を核に、積極的な
情報発信、観光誘客を進め
る。

観光交流局

32 9-3

太平洋・島
サミット関連
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ１０再掲）

11,258

　平成27年5月にいわき市で開
催される第7回太平洋・島サミット
の成功に資するとともに、広く世
界に対して本県の正しい情報を
発信する機会とするため、広報
資材の作成や関連イベントの開
催を行う。

［新規］ 　平成27年5月に開催する島
サミットの気運醸成のため、プ
レイベントを開催する。

　プレイベントの開催時期及び
場所について決定し、イベント
の内容及び気運醸成のため
のプログラムについて検討し
ている。

【課題】
　島サミット及びプレイベントの
広報、集客方法。

【対応方向】
　兼の広報手段や、チラシの
配布などにより周知を図る。ま
た、集客力のある署名人をイ
ベントのゲストに選定する。

生活環境部

　2020年東京オリンピックを見据
え、将来、世界での活躍が期待
される青少年を「ふくしま夢アス
リート」として指定し、育成を支援
する。

１　「ふくしま夢アスリート」スター
トダッシュミーティング
　専門家による講習やオリンピア
ンからの助言を受けるミーティン
グを開催し、「ふくしま夢アスリー
ト」の効果的な交流強化がスター
トできるよう支援する。
２　「ふくしま夢アスリート」交流
事業
　「ふくしま夢アスリート」がJOC
や中央競技団体等の実施する
強化練習会などへの参加の支
援を行う。
３　「ふくしま夢アスリート」ふれあ
い教室
　「ふくしま夢アスリート」が県内
の小中学校と交流するスポーツ
教室を開催する。
４　トップコーチ養成講習会
　本県競技力向上の推進役とし
て期待される指導者に対しJOC
等の助言のもと国際競技力向上
に資する研修を実施する。
５　マルチサポート事業
　「ふくしま夢アスリート」が、安心
して効果的な競技力向上が図れ
るよう医学的、心理学的、栄養
学的な支援を行う。

○大河ドラマキャンペーン
・首都圏での春のPRキャラバ
ン・集中ＰＲを実施　H26.2.12～
2.13
・関西・ふくしま交流フェアを
H25.8.9～10京都で開催　来場
者14,500人
・リアル宝探しコードＦ4
H26.3.21～8.31
  宝箱発見者4/27現在約40,000
人
○日本一の観光地づくり推進事
業
・観光まちづくりワークショップ
１３地域採択
・おもてなし研修会　6地域＋ガ
イド向け開催
　参加者2,490人
・観光地調査事業　観光地満足
度調査965人、
　観光イメージ調査2,600人、経
営実態調査222施設
・おもてなし案内人ガイドブック
20万部作成
・花スタンプラリー　H26.3.21～
6.30
○観光有料道路3ライン無料開
放事業、スキーエリア誘客対策
事業
・観光有料道路3ラインH25.7.25
一般県道化により補助終了
・H25.4.8～7.24通行台数
185,237台（H24比25%増）
・スキーエリア　H26.1.14～3.31
平日実施　38,179名利用
○観光素材総合プロモーション
事業
・6社10コースで磨き上げ及びツ
アー造成を実施
○旅行AGT招聘事業
・H25.9.2～4　首都圏・関西圏Ａ
ＧＴ招聘ツアー実施　首都圏等
旅行会社25名参加
○県内周遊観光魅力づくり事業
・クーポン&プレゼントキャン
ペーン　H26.2.17～12.31
　参加施設数約700
○デスティネーションキャンペー
ン推進事業
・ロゴ・キャッチコピー　H25.8.26
決定
・プレDCパンフレット50万部作
成、販促物作成

○観光復興総合対策事業
　・イベント等を活用した観光
地としての魅力の発信のほ
か、「おもてなし」など、市町村
と連携した観光地の魅力の磨
き上げ、より高い経済効果に
つながる広域周遊への誘導な
ど、観光復興に向けた総合的
な事業を展開する。
○観光誘客プロモーション事
業
・本県観光のイメージアップと
直接的な誘客を目指して、メ
ディアや交通機関、ＩＴを活用し
た一般観光客向けプロモー
ションを強力に展開するほか、
旅行会社やバス事業者と連携
した誘客施策、地域観光団体
等と連携した誘客事業に取り
組む。
○デスティネーションキャン
ペーン推進事業
・平成27年度春のデスティネー
ションキャンペーン開催に向け
て、平成26年度春のプレキャ
ンペーン及び準備事業を展開
する。
○スキーエリア誘客緊急対策
事業
・冬場の本県観光の核となる
スキー場への誘客を図り、減
少傾向にあるスキー人口増加
を図るため、20～22歳を対象
にリフト券の無料化事業を行
う。
また、併せて首都圏大学生等
をターゲットとした広報・誘客
事業を展開する。

○観光復興総合対策事業
・世界最大級の旅行博「ツーリ
ズムＥＸＰＯジャパン」（9/25～
28）出展準備
・首都圏旅行会社に対するＰＲ
「七転び八起き観光キャラバ
ン」（9/2）実施準備
・全国6カ所（札幌、仙台、名古
屋、大阪、金沢、福岡）での観
光説明会準備
・市町村の観光復興事業への
支援
補助制度新設に向けて要綱準
備中
○観光誘客プロモーション事
業
・ＤＣの機運醸成等のため、県
内新聞2紙と連携してプレＤＣ
期間の情報発信を実施。
○デスティネーションキャン
ペーン推進事業
・全国宣伝販売促進会議
（5/21）
　ＤＣに向けた観光素材のプレ
ゼンテーション会議及び交流
会を旅行会社等職員600名、
県内関係者500名の1,100名で
開催。
・　　〃　　エクスカーション
（5/22～23）
旅行会社職員等による県内観
光地の現地視察を実施
　1泊2日5コース、日帰り2コー
ス　約210名参加
○スキーエリア誘客緊急対策
事業
・補助先である県索道協会と
事業の枠組みについて協議中
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト
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【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

33 9-3

国際会議等
誘致推進事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
１０再掲）

5,558

１ 国際会議等の誘致活動事業
　政府系の国際会議等を誘致す
るため、訪問活動を行い情報収
集に努めるとともに、必要に応じ
て開催の要請等を行う。
２ 復興福島ＰＲ事業
　国際会議の開催前後に風評払
拭のため、復旧・復興する福島
の姿を会議の参加者に見てもら
い、正確な情報を対外的に発信
する。
３ 国際会議見本市への出展事
業
　国際ミーティングエキスポへ出
展し、正しい情報の発信により風
評の払拭を図るとともに、本県へ
の国際会議等の誘致を行う。
４ （新）国際会議等キーパーソン
招へい事業
　国際会議等の主催者等キー
パーソンを対象としたツアーを開
催し、本県での国際会議等の開
催につなげる。

１　国際会議等の誘致活動事
業
　外務省、国際機関等訪問等
31件
　パンフレット等作成3件
　資料入れバッグ作成1件
　各種PR資材購入
 （成果）いわき市での太平洋・
島サミット開催が決定した。

２　復興福島ＰＲ事業
　エクスカーション2件
  （対象者計37名）

３　国際会議見本市への出展
事業
　国際ミーティングエキスポへ
の出展1回

１　国際会議等の誘致活動事
業
　外務省、国際機関等訪問活
動10件

２　復興福島ＰＲ事業
　国際会議等の機会における
エクスカーション3件

３　国際会議見本市への出展
事業
　国際ミーティングエキスポへ
の出展1回

４　国際会議等キーパーソン
招へい事業
　国際会議主催者等の招へい
1回

　１　外務省、国際機関等訪問
活動　4件

２　0件

３　出展方法等について検討

４　事業概要について検討

【課題】
・国際会議誘致に対する全庁
的な取組の推進。
・国際会議の開催にかかる地
元負担の予算確保。

【対応方向】
　関係課とも連携しながら効果
的な働きかけや情報発信を行
う。

生活環境部

34 9-3

ビジットふく
しま外国人
誘客復興事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
１０再掲）

61,275

１ ビジットふくしまセールス事業
○ 韓国、中国、台湾、アセアン
諸国に向けたトップセールスに
関連したプロモーションを行う。
○ インバウンドチャーター便に
対して補助を実施する。

２ ビジットふくしま受入体制整備
強化事業
　観光地等多言語表記を促進す
るとともに、受入体制強化のため
のセミナーを実施し、外国人観
光客の受入体制を強化する。

［新規］ 　トップセールスに関連したプ
ロモーション活動を実施すると
ともに、本県の外国人観光客
の受入体制の強化を図る。

１ ビジットふくしまセールス事
業
○ 韓国
・事業実施時期を調整中。
○ 中国
・事業実施時期を調整中。
○ 台湾
・秋から冬にかけて実施予定。
○ アセアン諸国
・秋から冬にかけて実施予定。
○ 旅行商品造成支援事業
・事業実施中。
２　ビジットふくしま受入体制整
備強化事業
○ 外国人観光客個人旅行者
受入促進事業
・事業実施中
○ 受入体制強化セミナー活用
事業
・事業調整中
○ 風評対策安全情報発信事
業
・ＨＰ上にて、主な観光地の空
間放射線量を継続して公開
中。

【課題】
　引き続き風評被害の払拭に
向け、本県の正確な情報を発
信していく必要がある。

【対応方向】
　各関係機関と連携・協力しな
がら効果的な情報発信に取り
組む。

観光交流局

35 9-3

ふくしまふる
さと暮らし復
興推進事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ１
０再掲）

43,504

　本県への愛着や興味が高い方
に対し、ふくしまファンクラブや東
京有楽町の相談窓口の運営な
どにより、正しい情報の発信を行
うとともに、本県の安全性をア
ピールする。また、市町村等との
連携により、避難者も含めて交
流人口を拡大させ、定住・二地
域居住につなげていく。

○ ふくしまファンクラブ
　会員数4,548人増
○ ふくしまふると暮らし情報セ
ンター設置
　相談件数1,864件
○ ふくしまふるさと暮らし推進
協議会開催
○ 福島ふるさと暮らし案内人
に新たに3名を認証
○ 移住者交流会開催

○ ふくしまファンクラブを有効
活用・強化し、会員への情報
発信や誘導策を通じて、交流
人口の拡大及び定住・二地域
居住へ誘導する。
○ 東京都に相談窓口を継続
して設置し、定住等の相談に
応じることによって、相談者に
きめ細かなサービスを提供す
る。
○ 受入れ団体間の情報交換
や、移住者間の交流の場を設
定し、受入れ態勢の強化を図
る。

・ふくしまファンクラブの活用・
強化策について設計作成中。
・東京都に相談窓口を設置し、
随時相談業務及び定期的なセ
ミナーを実施。
　相談件数200件（5月末現在）
　県主催セミナー2回

【課題】
　原子力災害を踏まえて、福
島県の魅力をＰＲする必要が
ある。

【対応方向】
　首都圏を中心的なターゲット
とし、正確な情報を継続的に
発信する。

観光交流局

36 9-3

海外風評対
策事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ１０再
掲）

109,638

1　主要市場プロモーション強化
事業等
○ 韓国、中国、台湾、アセアン
諸国を重点市場と位置付け、そ
れぞれの旅行ニーズに合ったプ
ロモーションを展開する。
○ 海外旅行市場の調査を行う。

２　外国人観光客受入体制促進
事業
　上記取組みと合わせ、外国人
観光客の受入体制を充実強化
することで、外国人観光客の満
足度を高めるとともに、本県への
リピーター化を促進する。
○ 福島特例通訳案内士育成・
活用を図る。
○ 多言語によるパンフレット・フ
リーペーパーを作成する。

○ 震災や原子力災害を起因
とする風評被害により外国人
観光客が激減していることか
ら、震災前の状態に回復させ
る。
○ 海外に対する情報発信の
強化と魅力的な観光地づくり
を促進し、外国人観光客の再
誘致を行う。
○ 外国人観光客の再誘致に
より、県内観光産業の復興を
推進する。

１ 主要市場プロモーション強
化事業
○ 韓国
　・現地ＰＲ活動1回
○ 中国
　・事業調整中
○ 台湾
　 ・現地ＰＲ活動1回
○ アセアン
   ・現地訪問活動1回
○ 市場調査事業 ・事業調整
中
○ 海外風評対策福島県観光
素材発信事業
　多言語観光ＰＲ用ＤＶＤを制
作した。
２　外国人観光客受入体制強
化事業
○ 福島特例通訳案内士育
成・活用事業
　・事業実施中
○ 外国人観光客受入体制事
業
　・事業実施中
○ 受入体制強化セミナー活用
事業

【課題】
　引き続き風評被害の払拭に
向け、本県の正確な情報を発
信していく必要がある。

【対応方向】
　各関係機関と連携・協力しな
がら効果的な情報発信に取り
組む。

観光交流局

１　主要市場プロモーション強
化事業
○ 韓国
・旅行エージェント等招聘事業
2回
○ 中国
・旅行エージェント等招聘事業
2回
・東北三県マルチビザ広報宣
伝事業の実施。
○ 台湾
・現地ＰＲ活動2回
○ アセアン
・現地ＰＲ活動2回
○ 福島県風評対策観光情報
発信事業
　多言語に対応した、福島県
の観光地の放射線量が分か
るホームページの作成等。
○ 韓国、中国、台湾における
市場調査事業
　3市場における市場調査を実
施。
○ 海外風評対策福島県観光
素材発信事業
　多言語観光ＰＲ用ＤＶＤを制
作。
２ 外国人観光客受入体制強
化事業
○ 福島特例通訳案内士育
成・活用事業
・福島特例通訳案内士を44名
育成。
○ 外国人観光客受入体制事
業
飯坂地区において、外国人観
光客の受入体制強化のモデ
ル事業を実施。
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

【平成２６年６月末現在】

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

37 9-3

Ｂ－１グラン
プリ開催支
援事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ１０再
掲）

2,000

　平成26年10月に開催される
「第9回B-1グランプリ」の実行委
員会に参加し、全国の方々に本
県観光や産品の魅力、食の安全
性などを伝えることにより、早期
の風評払拭を図るとともに、本県
のイメージアップを図る。

［新規］ 「第9回B-1グランプリin郡山」
平成26年10月18日(土）～19
日（日）
郡山市開成山公園等で開催。

実行委員会負担金　2,000千
円

○企画・広報部会が開催され
（5/23）、おもてなし事業、ＰＲ
事業計画等を決定した。
○負担金2,000千円を支出し
た。

【課題】
　大会における「福島県」の効
果的な情報発信。

【対応方向】
　大会本体におけるPR活動に
制約があることから、郡山市
が開催するサブイベント等を
活用し、本県の食の安全確保
の取組や、観光・物産の魅力
をPRする。

観光交流局

38 9-3

ふるさと帰還
環境づくり事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
１１再掲）

20,000

　広野町浅見川において帰還支
援の環境づくりとして、住民等が
憩い・集える親水施設の整備を
行う。

［新規］ 　広野町浅見川において、国
道6号から上流部において、地
域住民が憩い・集える親水施
設整備を行う。

　工事に向けて用地買収を実
施中。

【課題】
　工事着手にあたり、除染の
必要性を検討。

【対応方向】
　モシタリングを実施し、対応
方針を検討中。

土木部

39 9-4

(広報事業事
務経費）県
人会事業

1,336

　県外避難者や本県出身者との
絆をより強めるため、県人会の
方々に本県に対する理解と協力
をいただき、県人会総会等様々
な場で本県の情報提供等を行
う。

　県外の主な県人会（北海道、
東京、東海、関西等）の総会
等へ参加など、本県の状況の
情報提供等を行った。

　県外の主な県人会総会等へ
参加や、各県人会への資料の
提供など、全国の県人会への
本県の情報発信を行う。

　H26.6.2 東京福島県人会春
季総会に村田副知事が出席。
　H26.6.7 北海道福島県人会
連合会総会に村田副知事が
出席。

【課題】
　計画どおり執行しており、特
に問題はない。

【対応方向】
　今後の執行予定
・東海県人会10月
・東京福島県人会(秋季)11月
・関西県人会2月

知事直轄

40 9-4

ふるさとの絆
電子回覧板
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ９再掲）

59,704

　避難者とふるさとの絆を維持す
るため、原発避難者特例法に基
づく市町村から県内外へ避難し
た人たちに行政情報をリアルタ
イムで配信し、併せてふるさとの
画像なども配信する。

　県内外に避難された方々
に、通信機能付きデジタルフォ
トフレームやタブレット端末　を
配付し、県及び市町村の行政
情報やふるさとの画像、復興
に向けた動きなどをリアル　タ
イムで情報配信し、ふるさとと
の絆の維持を図った。
・デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年3月末現在）：22,560台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）
・全体稼働率：41.4％

・公益社団法人に業務委託
し、原発避難者特例法に基づ
く指定市町村のうち事業希望
の9市町村において情報発信
業務を支援。
（平成25年度から飯舘村が追
加）
・各市町村の状況に応じたサ
ポートを行い、避難者にとって
必要な情報のわかりやすい発
信に努める。

○デジタルフォトフレーム・タブ
レット端末の配付台数（平成26
年6月末現在）：22,495台（いわ
き市、南相馬市、楢葉町、富
岡町、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村の9市町
村）

○全体稼働率：40.5％

【課題】
　端末の更なる利用向上。

【対応方向】
　県内外における端末利用講
習会などにより、利用を促進
する。

知事直轄
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10　ふくしまの観光交流プロジェクト

No
重点
番号 事 業 名

現 計
予算額

事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 10-1

ふくしまから
はじめよう。
観光復興
キャンペー
ン事業

560,914

　観光復興の取組を進めるた
め、正確な情報発信と誘客に取
り組むとともに、平成２７年のふく
しまデスティネーションキャン
ペーン開催に向けて準備事業を
展開する。

【課題】
　大河ドラマ終了による入り込
み減少の影響が見られる。

【対応方向】
　デスティネーションキャン
ペーン開催を核に、積極的な
情報発信、観光誘客を進め
る。

観光交流局

2 10-2

磐梯山ジオ
パーク推進
事業

2,565

　磐梯山周辺の観光振興、自然
保護への理解促進、環境教育の
推進及び火山による地域防災意
識の高揚等を目的に、磐梯山ジ
オパークが世界ジオパーク認定
を目指すための取組を支援す
る。
１　磐梯山ジオサイトのポイント
解説看板整備事業
　北塩原村、磐梯町及び猪苗代
町が、ジオサイトポイント解説看
板整備を行う費用を補助する。

２　磐梯山ジオパークへの理解
促進事業
　ジオパークへの理解促進のた
めの普及啓発や、ガイド養成等
を行う費用を補助する。

３　磐梯山地質遺構・研究活用
事業
　地質遺構の研究等のため、ア
ドバイザーを招へいする費用を
補助する。

　 磐梯山ジオパークが世界ジ
オパーク認定を目指すための
下記の取組を支援する。
１　磐梯山ジオサイトのポイン
ト解説看板整備事業
・ジオサイトの解説看板設置。

２　磐梯山ジオパークへの理
解促進事業
・案内看板設置を磐梯町に設
置。
・磐梯山ジオパークフォーラム
の開催。
・ジオツアー、出前講座、出前
授業の開催。
・ガイドマップ作成等。

３　磐梯山地質遺構・研究活
用事業
・アドバイザー派遣の実施。

【課題】
　県内外への周知を行っていく
必要がある。

【対応方向】
　情報発信、理解促進、及び
ジオガイドの育成等を行う磐
梯山ジオパーク協議会等の取
組を支援する。

企画調整部

3 10-2

日本陸上競
技選手権大
会開催費

125,558

　平成26年6月6日～6月8日の
日程で「とうほう・みんなのスタジ
アム」を会場に開催される第98
回日本陸上競技選手権大会の
運営に必要な環境整備を行うと
ともに、サブイベントの実施やに
ぎわい広場を設置し、本県の魅
力を全国に発信する。

［新規］ 　国内最大規模の陸上競技大
会である「第98回日本陸上競
技選手権大会」が、開催され
るため、国内のトップアスリー
トが福島で最高のパフォーマ
ンスを発揮してもらえるよう
に、環境整備を図っていく。
　また、当日は、サブイベント
の開催やにぎわい広場を設置
して、福島ならではのおもてな
しの心で福島の魅力・復興を
全国に発信していきます。

　平成26年6月6日～6月8日の
日程で「とうほう・みんなのスタ
ジアム」を会場に第98回日本
陸上競技選手権大会が開催さ
れた。

　天候には恵まれなかったが、
36，500人もの方が来場した。

【課題】
　第2弾のポスター、チラシの
作成が遅れており、PRとして
の広報が不足。

【対応方向】
　県政広報や直前イベント、首
都圏でPRを集中的に実施す
る。

文化スポーツ局

4 10-2

ふくしまから
はじめよう。
スポーツ発
信・全国大
会誘致事業

6,000

　来県者が期待できるブロック大
会規模以上のスポーツやレクリ
エーションの大会を本県に誘致
し、県民へ元気を与えるととも
に、地域の活性化につなげる。
また、全国に福島県の本当の姿
を発信し、風況被害の払拭を図
る。
１　大会開催支援事業
　大会への県外参加者の規模に
応じて、大会の開催運営費に対
して補助する。

　今年度で2年目の事業であ
る。この事業の広報活動が実
を結んできつつあり、各競技
団体からの申請数も徐々に多
くなってきた。

　限られた予算ではあるが、本
県のスポーツ活動の推進及び
災害からの復興に大いに寄与
する事業である。今年度も、実
りある事業とするため積極的
に各競技団体と連携を図って
いく。

　7団体の申請について、交付
決定済み。

【課題】
　広報活動。

【対応方向】
　各競技団体（競技・生涯）と
の連携。

文化スポーツ局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

○観光復興総合対策事業
・世界最大級の旅行博「ツーリ
ズムＥＸＰＯジャパン」（9/25～
28）出展準備
・首都圏旅行会社に対するＰＲ
「七転び八起き観光キャラバ
ン」（9/2）実施準備
・全国6カ所（札幌、仙台、名古
屋、大阪、金沢、福岡）での観
光説明会準備
・市町村の観光復興事業への
支援
補助制度新設に向けて要綱準
備中
○観光誘客プロモーション事
業
・ＤＣの機運醸成等のため、県
内新聞2紙と連携してプレＤＣ
期間の情報発信を実施。
○デスティネーションキャン
ペーン推進事業
・全国宣伝販売促進会議
（5/21）
　ＤＣに向けた観光素材のプレ
ゼンテーション会議及び交流
会を旅行会社等職員600名、
県内関係者500名の1,100名で
開催。
・　　〃　　エクスカーション
（5/22～23）
旅行会社職員等による県内観
光地の現地視察を実施
　1泊2日5コース、日帰り2コー
ス　約210名参加
○スキーエリア誘客緊急対策
事業
・補助先である県索道協会と
事業の枠組みについて協議中

○観光復興総合対策事業
　・イベント等を活用した観光
地としての魅力の発信のほ
か、「おもてなし」など、市町村
と連携した観光地の魅力の磨
き上げ、より高い経済効果に
つながる広域周遊への誘導な
ど、観光復興に向けた総合的
な事業を展開する。
○観光誘客プロモーション事
業
・本県観光のイメージアップと
直接的な誘客を目指して、メ
ディアや交通機関、ＩＴを活用し
た一般観光客向けプロモー
ションを強力に展開するほか、
旅行会社やバス事業者と連携
した誘客施策、地域観光団体
等と連携した誘客事業に取り
組む。
○デスティネーションキャン
ペーン推進事業
・平成27年度春のデスティ
ネーションキャンペーン開催に
向けて、平成26年度春のプレ
キャンペーン及び準備事業を
展開する。
○スキーエリア誘客緊急対策
事業
・冬場の本県観光の核となる
スキー場への誘客を図り、減
少傾向にあるスキー人口増加
を図るため、20～22歳を対象
にリフト券の無料化事業を行
う。
また、併せて首都圏大学生等
をターゲットとした広報・誘客
事業を展開する。

○大河ドラマキャンペーン
・首都圏での春のPRキャラバ
ン・集中ＰＲを実施　H26.2.12
～2.13
・関西・ふくしま交流フェアを
H25.8.9～10京都で開催　来場
者14,500人
・リアル宝探しコードＦ4
H26.3.21～8.31
  宝箱発見者4/27現在約
40,000人
○日本一の観光地づくり推進
事業
・観光まちづくりワークショップ
１３地域採択
・おもてなし研修会　6地域＋
ガイド向け開催
　参加者2,490人
・観光地調査事業　観光地満
足度調査965人、
　観光イメージ調査2,600人、
経営実態調査222施設
・おもてなし案内人ガイドブック
20万部作成
・花スタンプラリー　H26.3.21～
6.30
○観光有料道路3ライン無料
開放事業、スキーエリア誘客
対策事業
・観光有料道路3ライン
H25.7.25一般県道化により補
助終了
・H25.4.8～7.24通行台数
185,237台（H24比25%増）
・スキーエリア　H26.1.14～
3.31平日実施　38,179名利用
○観光素材総合プロモーショ
ン事業
・6社10コースで磨き上げ及び
ツアー造成を実施
○旅行AGT招聘事業
・H25.9.2～4　首都圏・関西圏
ＡＧＴ招聘ツアー実施　首都圏
等旅行会社25名参加
○県内周遊観光魅力づくり事
業
・クーポン&プレゼントキャン
ペーン　H26.2.17～12.31
　参加施設数約700
○デスティネーションキャン
ペーン推進事業
・ロゴ・キャッチコピー
H25.8.26決定
・プレDCパンフレット50万部作
成、販促物作成

　　 磐梯山ジオパークが世界
ジオパーク認定を目指すため
の下記の取組を支援する。
１　磐梯山ジオサイトのポイン
ト解説看板整備事業
・ジオサイトの解説看板設置に
係る補助申請受領。(4ヶ所、
設置場所の許可申請中)
２　磐梯山ジオパークへの理
解促進事業
・案内看板設置場所について
磐梯町と調整中
・磐梯山ジオパークフォーラム
の冬季開催に向け、企画等に
ついて検討を進めている。
・ジオツアー、出前講座、出前
授業の開催。
(7月10日 英語のジオツアー開
催に向け準備を進めている。)
・ガイドマップ(増刷版）は納品
済み。
リニューアル版を作成中。
３　磐梯山地質遺構・研究活
用事業
(7月18日に本年度1回目の講
演会を予定)

　磐梯山ジオパークが世界ジ
オパーク認定を目指すための
下記の取組を支援した。
１　磐梯山ジオサイトのポイン
ト解説看板整備事業
・ジオサイトの解説看板設置
完了。(5箇所)
２　磐梯山ジオパークへの理
解促進事業
・磐梯山ジオパークの案内看
板を北塩原村に設置。
・東北ジオパークフォーラムin
磐梯山を開催。平成25年9月5
日、猪苗代町のフォーラムに
は約200名が参加。9月6日の
ジオツアー(3コース)には約90
名が参加。
・住民向け出前講座の開催。
（9回）
・小･中学校、高校向け出前授
業の開催。（17回）
・新たなジオガイド9名を認定。
(計51名)
３　磐梯山地質遺構・研究活
用事業
・アドバイザー派遣を実施し、
セミナーを開催。（平成26年3
月、3回)

【平成２６年６月末現在】
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10　ふくしまの観光交流プロジェクト

No
重点
番号 事 業 名

現 計
予算額

事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

5 10-2

太平洋・島
サミット関連
事業

11,258

　平成27年5月にいわき市で開
催される第7回太平洋・島サミット
の成功に資するとともに、広く世
界に対して本県の正しい情報を
発信する機会とするため、広報
資材の作成や関連イベントの開
催を行う。

［新規］ 　平成27年5月に開催する島
サミットの気運醸成のため、プ
レイベントを開催する。

　プレイベントの開催時期及び
場所について決定し、イベント
の内容及び気運醸成のため
のプログラムについて検討し
ている。

【課題】
　島サミット及びプレイベントの
広報、集客方法。

【対応方向】
　県の広報手段や、チラシの
配布などにより周知を図る。ま
た、集客力のある署名人をイ
ベントのゲストに選定する。

生活環境部

6 10-2

国際会議等
誘致推進事
業

5,558

１ 国際会議等の誘致活動事業
　政府系の国際会議等を誘致す
るため、訪問活動を行い情報収
集に努めるとともに、必要に応じ
て開催の要請等を行う。
２ 復興福島ＰＲ事業
　国際会議の開催前後に風評払
拭のため、復旧・復興する福島
の姿を会議の参加者に見てもら
い、正確な情報を対外的に発信
する。
３ 国際会議見本市への出展事
業
　国際ミーティングエキスポへ出
展し、正しい情報の発信により風
評の払拭を図るとともに、本県へ
の国際会議等の誘致を行う。
４ （新）国際会議等キーパーソン
招へい事業
　国際会議等の主催者等キー
パーソンを対象としたツアーを開
催し、本県での国際会議等の開
催につなげる。

１　国際会議等の誘致活動事
業
　外務省、国際機関等訪問等
31件
　パンフレット等作成3件
　資料入れバッグ作成1件
　各種PR資材購入
 （成果）いわき市での太平洋・
島サミット開催が決定した。

２　復興福島ＰＲ事業
　エクスカーション2件
  （対象者計37名）

３　国際会議見本市への出展
事業
　国際ミーティングエキスポへ
の出展1回

１　国際会議等の誘致活動事
業
　外務省、国際機関等訪問活
動10件

２　復興福島ＰＲ事業
　国際会議等の機会における
エクスカーション3件

３　国際会議見本市への出展
事業
　国際ミーティングエキスポへ
の出展1回

４　国際会議等キーパーソン
招へい事業
　国際会議主催者等の招へい
1回

　１　外務省、国際機関等訪問
活動　4件

２　0件

３　出展方法等について検討

４　事業概要について検討

【課題】
・国際会議誘致に対する全庁
的な取組の推進。
・国際会議の開催にかかる地
元負担の予算確保。

【対応方向】
　関係課とも連携しながら効果
的な働きかけや情報発信を行
う。

生活環境部

7 10-2

第３回国連
防災世界会
議関連事業

2,550

　宮城県仙台市で平成27年に開
催される第3回国連防災世界会
議を通して、安全で魅力ある本
県の姿を理解してもらう機会とす
るための関連事業を実施する。

Ｈ２６新規 　関連事業を通して、地震、津
波に加え原子力発電所事故
や風評被害から、復興に向け
本県が取り組んでいる姿を国
連防災世界会議参加者に見
てもらう。

・ポスト兵庫行動枠組への日
本政府提案に対し、本県の意
見を提出。
・スタディーツアー、エクスカー
ションについて、関係省庁（内
閣府、復興庁、経済産業省、
農林水産省、環境省）と打合
せ。
・関連事業（スタディーツアー、
エクスカーション、シンポジウ
ム等）の予算化に着手。

【課題】
①本体会議参加者を参加させ
るための仕組み作り。
②国からの財政支援。

【対応方向】
①国、仙台市と連携を図り、本
体会議参加者を参加させるた
めの仕組み作りを行う。
②復興庁と協議する。

生活環境部

8 10-2

ビジットふく
しま外国人
誘客復興事
業

61,275

１ ビジットふくしまセールス事業
○ 韓国、中国、台湾、アセアン
諸国に向けたトップセールスに
関連したプロモーションを行う。
○ インバウンドチャーター便に
対して補助を実施する。

２ ビジットふくしま受入体制整備
強化事業
　観光地等多言語表記を促進す
るとともに、受入体制強化のため
のセミナーを実施し、外国人観
光客の受入体制を強化する。

［新規］ 　トップセールスに関連したプ
ロモーション活動を実施すると
ともに、本県の外国人観光客
の受入体制の強化を図る。

１ ビジットふくしまセールス事
業
○ 韓国
・事業実施時期を調整中。
○ 中国
・事業実施時期を調整中。
○ 台湾
・秋から冬にかけて実施予定。
○ アセアン諸国
・秋から冬にかけて実施予定。
○ 旅行商品造成支援事業
・事業実施中。
２　ビジットふくしま受入体制整
備強化事業
○ 外国人観光客個人旅行者
受入促進事業
・事業実施中
○ 受入体制強化セミナー活
用事業
・事業調整中
○ 風評対策安全情報発信事
業
・ＨＰ上にて、主な観光地の空
間放射線量を継続して公開
中。

【課題】
　引き続き風評被害の払拭に
向け、本県の正確な情報を発
信していく必要がある。

【対応方向】
　各関係機関と連携・協力しな
がら効果的な情報発信に取り
組む。

観光交流局

9 10-2

会議等誘
致・交流促
進事業

44,214

１　合宿誘致・交流促進事業
　県内で合宿を実施する学校等
に対して、人数及び移動距離に
応じた助成を行う。

２　コンベンション開催支援事業
　県内で東北大会規模以上のコ
ンベンションを開催する団体に対
して助成を行う。

［新規］ ○ 県内で合宿を実施する学
校等を誘致することにより、交
流人口の増加、風評払拭を図
る。
○ 県内で東北大会規模以上
のコンベンションを開催する団
体を誘致することにより、交流
人口の増加、風評払拭を図
る。

○ 合宿誘致・交流促進事業
　事業委託契約済み。
　ＰＲチラシを作成し学校等へ
ＰＲを実施。

○ コンベンション開催支援事
業
　委託契約準備中。
　8月～11月申請受け付け予
定。

【課題】
　震災から3年が経過し、被災
地応援のコンベンションは減
少傾向。

【対応方向】
　市町村等と連携し、本県がコ
ンベンション開催適地であるこ
とをＰＲする。

観光交流局

10 10-2

ふくしまふる
さと暮らし復
興推進事業

43,504

　本県への愛着や興味が高い方
に対し、ふくしまファンクラブや東
京有楽町の相談窓口の運営な
どにより、正しい情報の発信を行
うとともに、本県の安全性をア
ピールする。また、市町村等との
連携により、避難者も含めて交
流人口を拡大させ、定住・二地
域居住につなげていく。

○ ふくしまファンクラブ
　会員数4,548人増
○ ふくしまふると暮らし情報セ
ンター設置
　相談件数1,864件
○ ふくしまふるさと暮らし推進
協議会開催
○ 福島ふるさと暮らし案内人
に新たに3名を認証
○ 移住者交流会開催

○ ふくしまファンクラブを有効
活用・強化し、会員への情報
発信や誘導策を通じて、交流
人口の拡大及び定住・二地域
居住へ誘導する。
○ 東京都に相談窓口を継続
して設置し、定住等の相談に
応じることによって、相談者に
きめ細かなサービスを提供す
る。
○ 受入れ団体間の情報交換
や、移住者間の交流の場を設
定し、受入れ態勢の強化を図
る。

・ふくしまファンクラブの活用・
強化策について設計作成中。
・東京都に相談窓口を設置し、
随時相談業務及び定期的なセ
ミナーを実施。
　相談件数200件（5月末現在）
　県主催セミナー2回

【課題】
　原子力災害を踏まえて、福
島県の魅力をＰＲする必要が
ある。

【対応方向】
　首都圏を中心的なターゲット
とし、正確な情報を継続的に
発信する。

観光交流局
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No
重点
番号 事 業 名

現 計
予算額

事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

11 10-2
海外風評対
策事業

109,638

1　主要市場プロモーション強化
事業等
○ 韓国、中国、台湾、アセアン
諸国を重点市場と位置付け、そ
れぞれの旅行ニーズに合ったプ
ロモーションを展開する。
○ 海外旅行市場の調査を行う。

２　外国人観光客受入体制促進
事業
　上記取組みと合わせ、外国人
観光客の受入体制を充実強化
することで、外国人観光客の満
足度を高めるとともに、本県への
リピーター化を促進する。
○ 福島特例通訳案内士育成・
活用を図る。
○ 多言語によるパンフレット・フ
リーペーパーを作成する。

○ 震災や原子力災害を起因
とする風評被害により外国人
観光客が激減していることか
ら、震災前の状態に回復させ
る。
○ 海外に対する情報発信の
強化と魅力的な観光地づくり
を促進し、外国人観光客の再
誘致を行う。
○ 外国人観光客の再誘致に
より、県内観光産業の復興を
推進する。

１ 主要市場プロモーション強
化事業
○ 韓国
　・現地ＰＲ活動1回
○ 中国
　・事業調整中
○ 台湾
　 ・現地ＰＲ活動1回
○ アセアン
   ・現地訪問活動1回
○ 市場調査事業 ・事業調整
中
○ 海外風評対策福島県観光
素材発信事業
　多言語観光ＰＲ用ＤＶＤを制
作した。
２　外国人観光客受入体制強
化事業
○ 福島特例通訳案内士育
成・活用事業
　・事業実施中
○ 外国人観光客受入体制事
業
　・事業実施中
○ 受入体制強化セミナー活
用事業

【課題】
　引き続き風評被害の払拭に
向け、本県の正確な情報を発
信していく必要がある。

【対応方向】
　各関係機関と連携・協力しな
がら効果的な情報発信に取り
組む。

観光交流局

12 10-2

福島県教育
旅行再生事
業

73,451

　本県教育旅行の再生を図るた
め、「震災を体験した福島ならで
はの教育旅行プログラム」のモ
ニターツアー等を実施し、教育旅
行関係者や保護者、生徒に“ふく
しまの今”を理解いただく取組を
進める。

①アンケート調査結果
・配布数：23,102校
・回収校：5,857校
②「語り部」発掘・養成
・養成人員：11名
③教育旅行関係者福島県視
察
・招へい校及び人数：26校27
名
④教育旅行モデルコース体験
・15コース造成、モニターツ
アー30名
⑤合宿の里再生
・5コース造成、モニターツアー
60名

　教育旅行として新しい福島な
らではの魅力をつくり、PR等を
行うことで次回の教育旅行先
選考時において、本県への教
育旅行誘致を図る。

①教育旅行再生戦略策定
②「語り部」の養成・強化（30
名）
③モニターツアー（500名）
④教育旅行関係者の招へい
（60名）

○モニターツアー、教育旅行
関係者の招へいについては、
事業者と委託契約済
　教育旅行キャラバンなどの
際に事業をＰＲしている

○「語り部」の養成・強化につ
いては、プロポーザル終了

【課題】
　モニターツアーや招へい事
業は実施時期が限られる。

【対応方向】
　各事業内容に応じて、適切
な実施時期に業務を遂行して
いく。 観光交流局

13 10-2

子供「ふるさ
と福島」魅力
発掘プロ
ジェクト事業

28,727

　子ども達自らが地域の観光資
源を発掘し磨き上げ、全国へ向
けて発表する機会を設けること
により、地域の魅力や素晴らしさ
を再発見することにより、「ふるさ
と」福島への愛着心を醸成する。

○選考活動団体
　18団体(申込団体数：30団
体)
○結団式及び活動オリエン
テーション
　平成25年8月2日(金)
○プレゼン大会
　 成 年 木

○広報活動に重点をおき、事
業の周知を図る。
○27年春のＤＣ本番に向け
て、子ども達のまとめた新たな
視点の旅行プランが実現でき
るように努める。

○委託契約済み
○事業に参加する15団体の選
考終了
　今後、各団体毎の活動を支
援していく

【課題】
　旅行商品の実現にむけて努
める。

【対応方向】
　旅行会社にはたらきかけて
いく。

観光交流局

14 10-2

Ｂ－１グラン
プリ開催支
援事業

2,000

　平成26年10月に開催される
「第9回B-1グランプリ」の実行委
員会に参加し、全国の方々に本
県観光や産品の魅力、食の安全
性などを伝えることにより、早期
の風評払拭を図るとともに、本県
のイメージアップを図る。

［新規］ 「第9回B-1グランプリin郡山」
平成26年10月18日(土）～19
日（日）
郡山市開成山公園等で開催。

実行委員会負担金　2,000千
円

○企画・広報部会が開催され
（5/23）、おもてなし事業、ＰＲ
事業計画等を決定した。
○負担金2,000千円を支出し
た。

【課題】
　大会における「福島県」の効
果的な情報発信。

【対応方向】
　大会本体におけるPR活動に
制約があることから、郡山市
が開催するサブイベント等を
活用し、本県の食の安全確保
の取組や、観光・物産の魅力
をPRする。

観光交流局

15 10-2

小名浜の新
たな魅力創
造事業

13,000

　新しいまちづくりに向けて、小
名浜港と周辺施設等との連携の
あり方を検討するため、既存市
街地と新たなまちを回遊させる
社会実験やシンポジウム等を行
う。

［新規］ 　小名浜港周辺地区の新たな
まち開きに向け、回遊性社会
実験やシンポジウムの開催な
どを行う。

　5月業務委託契約を締結。 【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

16 10-2

文化による
心の復興支
援プロジェク
ト

58,097

　美術館及び博物館において、
文化による心の復興を支援する
ため、県外の施設等と連携を図
りながら観光交流等も視野に入
れた企画展を開催する。

　下記の企画展覧会を開催し
た。
【美術館】
・震災復興支援特別展
　「若冲が来てくれました」
　入館者数：155,592人
【博物館】
・2013NHK大河ドラマ特別展
　「八重の桜」
　入館者数：23,977人

　25年度に引き続き、美術館
及び博物館で、県民の心の復
興を支援するための企画展覧
会を開催する。
【美術館】
・ちひろ美術館コレクション展
・飛騨の円空展
【博物館】
・みちのくの観音さま展

　 【課題】
　観光集客のための広報体制
の確立。

【対応方向】
　各関係機関との連携強化及
びSNS等による積極的な情報
発信に努める。

教育庁

17 10-2

地域に根ざ
した文化財
の災害復旧
支援事業

1,462

　文化財保護のため、個人・法
人の文化財所有者が東日本大
震災により被災した国登録文化
財の修復等保存事業を実施する
場合に、補助金を交付する。
　国登録：1/4（上限1,500千円）

　国登録文化財3件3,400千円 　適切な指導等を行い、迅速
かつ確実に文化財の修復が
行われるよう事業を実施する。

【H26当初予算】
　国登録文化財4件1,462千円

　国登録文化財
・交付決定予定4件

【課題】
　早期修復が求められるが、
文化財の修復は時間を要す
る。

【対応方向】
　関係機関との連携を継続す
る。

教育庁

18 10-2

指定文化財
保存活用事
業（災害復
旧事業）

69,629

　文化財保護のため、文化財所
有者が東日本大震災による被災
した国指定・県指定文化財の修
復等保存事業を実施する場合
に、補助金を交付する。
　国指定：国庫補助残の1/2
　県指定：1/2

国指定文化財8件 29,735千円
（うち繰越2件 9,439千円）
県指定文化財 4件 64,866千
円

　適切な指導等を行い、迅速
かつ確実に文化財の修復が
行われるよう事業を実施する。

【H26当初予算】
　国指定文化財3件
　　　25,756千円
　県指定文化財3件
　　　43,873千円

国指定文化財
・交付決定済み3件

県指定文化財
・交付決定済み2件
・交付決定予定1件

【課題】
　早期修復が求められるが、
文化財の修復は時間を要す
る。

【対応方向】
　関係機関との連携を継続す
る。

教育庁

１　主要市場プロモーション強
化事業
○ 韓国
・旅行エージェント等招聘事業
2回
○ 中国
・旅行エージェント等招聘事業
2回
・東北三県マルチビザ広報宣
伝事業の実施。
○ 台湾
・現地ＰＲ活動2回
○ アセアン
・現地ＰＲ活動2回
○ 福島県風評対策観光情報
発信事業
　多言語に対応した、福島県
の観光地の放射線量が分か
るホームページの作成等。
○ 韓国、中国、台湾における
市場調査事業
　3市場における市場調査を実
施。
○ 海外風評対策福島県観光
素材発信事業
　多言語観光ＰＲ用ＤＶＤを制
作。
２ 外国人観光客受入体制強
化事業
○ 福島特例通訳案内士育
成・活用事業
・福島特例通訳案内士を44名
育成。
○ 外国人観光客受入体制事
業
飯坂地区において、外国人観
光客の受入体制強化のモデ
ル事業を実施。
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10　ふくしまの観光交流プロジェクト

No
重点
番号 事 業 名

現 計
予算額

事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

19 10-2

ふくしまから
はじめよう。
首都圏情報
発信拠点事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

103,785

　首都圏において物販や観光情
報、食の安全確保の取組など総
合的な情報発信を行うための拠
点を設置し、「福島の魅力や元
気」、「復興に向かう福島の今」を
タイムリーに発信することによ
り、早期の風評払拭と「ふくしま」
ブランドイメージの回復を図る。

［新規］

（参考）
H25：首都圏情報発信拠点施
設整備
「日本橋ふくしま館 MIDETTE」
（東京都中央区日本橋室町4-
3-16 柳屋太洋ビル1階 134.5
㎡）
プレイベント（2月20日～2月27
日）実施

「日本橋ふくしま館」の運営
　（委託先：福島県観光物産交
流協会）
　目標年間入場者数　20万人

「日本橋ふくしま館」の広報
・オープニング告知（新聞広
告、チラシ配付等）
・オープニングセレモニー開催
（H26年4月12日）
・広報誌発行（6月より毎月）
・季節の催事開催

「日本橋ふくしま館」の運営
・6月22日（72営業日）に来館
者10万人達成。
・リピーター確保対策として、
ポイントカードを6/4から導入。
「日本橋ふくしま館」の広報
・読売、朝日、毎日、日経、産
経、東京の6紙に新聞広告を
掲載（4/12朝刊）。三越前駅、
神田駅等でのチラシ配布
（4/12～4/14の3日間）。
・オープニングセレモニー開催
（4/12）。
・広報誌（6月号、7月号の2回）
発行。
・日本酒イベントを一般向け
（6/9～6/13の5日間）、飲食店
向け（6/21）に開催。

【課題】
　リピーター確保、企業利用の
増加。

【対応方向】
　ポイントカードの導入や定期
的な催事の開催などにより、リ
ピーターの確保に努めるととも
に、企業利用の促進を図るた
め、東京事務所とも連携した
PR活動を行う。

観光交流局

20 10-2

ふくしま原子
力事故影響
払拭プロ
ジェクト（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ９再
掲）

39,176

　首都圏において大規模イベント
を開催し、本県の復興に向かう
姿や観光、定住・二地域居住を
発信することに加え、これまで企
業等の取組で実施されてきた被
災地支援や視察研修を積極的
に福島に誘導する新たな取り組
みを行う。

［新規］

（参考）
H25:ふくしま再生交流推進プ
ロジェクト
「みんな笑顔で、「福」満開！
ふくしま大交流フェア」
日時：平成25年12月23日（月・
祝）
場所：東京国際フォーラム
入場者数：14,668人

　「ふくしまデスティネーション
キャンペーン」と連携して一層
の情報発信及び集客を目指
す。また、「ふくしま大交流フェ
ア」を機会に企業との交流を
促す取り組みを実施する。

・当初10月5日を予定していた
開催日を、平成27年1月12日
に変更したことにより、再調整
を行った。
・企業及び地域のマッチング
等新たな試みがあるため、市
町村へのニーズ調査等を踏ま
え、事業の設計を行っていると
ころ。

【課題】
　一過性のイベントに終わらせ
ない取り組みが必要である。

【対応方向】
　広く一般向けの大交流フェア
に加え、具体的なテーマを定
めた取り組みを併催すること
で、今後につながる取り組み
にしていく。

観光交流局

21 10-2

ふくしまから
はじめよう。
女性元気発
信イベント事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
９再掲）

34,587

　国内最大級のファッションイベ
ントである「東京ガールズコレク
ション」を本県に誘致し、本県の
情報を全国に積極的に発信する
ことで、東日本大震災からの復
興に向けた起爆剤とする。

［新規］ 　メディアを活用した全国への
情報発信を図るとともに、イベ
ント開催にあたり以下の目標
を設定している。
　イベント来場者数（周辺イベ
ントも含む）10,000人以上
有料チケット販売率　100%

　「東京ガールズコレクションｉｎ
福島2014」を4月29日にビッグ
パレットふくしまで実施した。
・イベント来場者数は周辺イベ
ントも含めて約11,000人
・有料チケット販売率100%（完
売）

【課題】
　県内外への効果的なメッ
セージの発信。

【対応方向】
　効果的な情報発信等を意識
し、企画立案していく。

企画調整部
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11　津波被災地等復興まちづくりプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 11-1

治山事業
（海岸防災
林造成事
業）

9,540,324

　津波により大きな被害を受けた
海岸防災林について、十分な林
帯幅の確保や盛土及び植栽を
することなどにより、津波防災機
能を強化した復旧・整備を図る。

・護岸工　1箇所　115.6ｍ
・盛土工　2箇所　49,695ｍ3

・海岸防災林整備　7箇所
42ha

・測量調査設計委託 3箇所契
約済み。

【課題】
　用地買収。

【対応方向】
　用地担当職員の増など体制
整備。

農林水産部


2 11-1
海岸災害復
旧事業

9,565,126

　被災した海岸保全施設につい
て、災害復旧を実施する。

地区数：14地区
事業費：7,602,846千円

地区数：13地区
事業費：9,565,126千円

・消波ブロック製作工事のため
の仮設ヤードの借地契約を実
施　　　　　・13地区について業
務発注準備中

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

3 11-1

災害関連事
業（農地災
害関連区画
整理事業）

399,470

　大規模経営など効率的営農を
図るため、被災農地について未
被災農地と併せて大区画のほ場
整備を行う。

地区数：2地区

事業費：419,210千円

（区画整理工）

地区数：2地区

事業費：399,470千円

（区画整理工）

・2地区ともに工事実施中。 【課題】
　東日本大震災による耕土流
出及び地盤沈下による客土材
の不足。

【対応方向】
　関係機関による不足土に関
する連絡協議会等を活用し、
引き続き情報収集を行い、必
要土量の確保に努める。

農林水産部

4 11-1
復興基盤総
合整備事業

14,090,903

　津波被災を受けた沿岸部の農
業の振興を図るため、ほ場の大
区画化等による農業生産性の向
上及び担い手への農地集積を
促進し、効率的かつ安定的な農
業経営の確立を目指す。

地区数：9地区

事業費：2,687,266千円

（区画整理工）

地区数：9地区

事業費：14,090,903千円

（区画整理工）

・5地区が工事実施中
・3地区が発注作業中

【課題】
　東日本大震災による耕土流
出及び地盤沈下による客土材
の不足。

【対応方向】
　関係機関による不足土に関
する連絡協議会等を活用し、
引き続き情報収集を行い、必
要土量の確保に努める。

農林水産部

5 11-1
道路整備事
業

12,382,670

　海岸堤防や防災緑地などとの
防災・減災機能の役割分担を踏
まえ、道路の最適な配置や構造
形式を選定し、二線堤の機能を
付加するなど、災害に強く安全で
安心なまちづくりを支える道路整
備を行う。

事業箇所Ｎ＝23箇所 事業箇所Ｎ＝23箇所
事業促進

　関係機関との事業調整や地
元調整等を図りながら工事発
注準備を進めている。

【課題】
・入札不調による事業の遅
れ。
・作業員不足による事業の遅
れ。

【対応方向】
・不調対策のため、設計条件、
方法等を随時見直し。
・適切な労務費・資材単価を採
用し、発注工種の統合や分割
により受注者を確保する。

土木部

6 11-1
公共災害復
旧費

50,404,410

　東日本大震災により被災した
海岸施設等の復旧を行う。

　公共災害復旧工事（再生・復
興）について、会津地方及び
中通り地方について概ね工事
を完了させた。

　引き続き、浜通り地方の公共
災害復旧工事（再生・復興）に
ついて工事を進める。

　負担行為済額ベースでの進
捗率は13.8%

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

7 11-1
河川改修事
業

5,915,610

　東日本大震災により被災した
河口部の河川堤防について、海
岸堤防の整備に併せて河川堤
防の嵩上げを実施し、震災被害
の軽減を図ります。

・早期完成に向け、工事等を
実施。

・H25に引き続き、測量設計、
用地買収、工事等を実施し、
事業の進捗を図る。

　負担行為済額ベースでの進
捗率は23.9%。

【課題】
　他機関等との調整に時間を
要す。

【対応方向】
　関係機関との綿密な調整を
行う。

土木部

8 11-1
海岸整備事
業

14,173,669

　津波被害に強い地域づくりを推
進するため、海岸・港湾・漁港に
おける堤防の無堤区間の解消
等を実施する。

・早期完成に向け、工事等を
実施。

・H25に引き続き、測量設計、
用地買収、工事等を実施し、
事業の進捗を図る。

事業実施に向け、測量設計・
用地交渉等を実施中であり、
工事についても一部着工して
いる。

【課題】
　他機関等との調整に時間を
要す。

【対応方向】
　関係機関との綿密な調整を
行う。

土木部

9 11-1

ふるさと帰還
環境づくり事
業

20,000

　広野町浅見川において帰還支
援の環境づくりとして、住民等が
憩い・集える親水施設の整備を
行う。

［新規］ 　広野町浅見川において、国
道6号から上流部において、地
域住民が憩い・集える親水施
設整備を行う。

　工事に向けて用地買収を実
施中。

【課題】
　工事着手にあたり、除染の
必要性を検討。

【対応方向】
　モシタリングを実施し、対応
方針を検討中。

土木部

10 11-1
防災緑地整
備事業

12,740,338

　東日本大震災を教訓に津波に
強い地域づくりを推進するため、
津波被害を軽減する機能を有す
る防災緑地を整備する。

・早期完成に向け、工事等を
実施。

・H25に引き続き、用地買収、
工事等を実施し、事業の進捗
を図る。

○工事発注状況
　9箇所／全10箇所

【課題】
　土砂流用等関連事業との調
整が必要となる。

【対応方向】
　関係機関との綿密な調整を
行う。

土木部

11 11-1

治山施設災
害復旧事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ５
再掲）

1,413,331

　山地を保全し、住民の生活の
安全を確保するため、被災した
治山施設の速やかな復旧を行
う。

・平成25年度までに査定実施
箇所12箇所のうち10箇所着手
済み（うち4箇所完了】

・残り2箇所については、廃工
が1箇所、林野庁との設計協
議解除準備中が1箇所。

5箇所　継続実施
2箇所　新規着手
1箇所　詳細設計委託着手

・継続実施5箇所　全て契約済
み。
・新規着手2箇所　うち1箇所は
林野庁と設計協議解除準備
中。外1箇所は設計書作成
中。
・詳細設計委託1箇所　他所管
調整中

【課題】
　工事規模が大きく復旧工法
にも制限を受けるため、復旧
期間5ヶ年での完了が困難。

【対応方向】
　国へ期間の延長を要望。

農林水産部


12 11-1

治山事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ５再
掲）

13,681,668

　山地災害からの県民の生命・
財産の保全や水源かん養など
の国土保全を目的として、荒廃
林地の復旧や地すべり防止等の
治山事業を行う。

・治山ダム　7箇所　12.5基
・流路工　2箇所　89.9ｍ
・山腹工　11箇所　2.94ha
・森林整備　4箇所　16.88ha

・治山ダム　11箇所　19.0基
・護岸工　1箇所　100.0ｍ
・流路工　3箇所　150.0ｍ
・山腹工　19箇所　27.95ha
・森林整備　28箇所　227.27ha

・森林整備 13箇所契約済み。
・治山ダム等の測量調査設計
委託 8箇所契約済み。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部


13 11-２

福島県防災
対策強化事
業

53,361

　県地域防災計画の見直しにつ
いて具現化するため、市町村職
員等を地域防災力の核となる防
災士としていく育成するとともに、
避難行動要支援者避難訓練等
を防災士と協力して実施するほ
か、発災直後、流通機能が回復
するまでの間、迅速に支援物資
を提供できるよう、県が食料等の
物資を備蓄する。

・防災士養成研修を3回開催
し、計148名が受講した。
・避難行動要支援者避難訓練
を県内3箇所で実施した。
・備蓄物資について、平成24
年度から平成26年度までの
3ヶ年で食料など約8,500人分
の行政備蓄を行う計画に対
し、平成25年度分にかかる備
蓄物資の購入手続きを行っ
た。

・防災士養成研修を開催し、計
147名の防災士を養成する。
・避難行動要支援者避難訓練
を県内3箇所で実施する。
・備蓄物資は、平成26年度も
引き続き購入手続きを行う。

・防災士養成研修は10月11,12
日、10月22,23日の2回開催す
ることとし、各市町村に対して
受講者の募集を依頼した。
・避難行動要支援者避難訓練
は訓練を実施する3市町村が
決定した。
・備蓄物資は10月以降に購入
手続きを行う予定。

【課題】
・防災士の積極的な活用
・備蓄物資保管場所の調整

【対応方向】
・訓練等に防災士の参加を求
めるなどしてを防災士会との
連携を強化していく。
・保管可能な県有施設を各部
局に照会し、現在調整を行っ
ている。
・今年度から作成が義務化さ
れた避難行動要支援者名簿を
活用した避難訓練を行う。

生活環境部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】
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11　津波被災地等復興まちづくりプロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

14 11-２

福祉避難所
の指定促進
事業

584

市町村の福祉避難所の指定を
促進するため、市町村や関係団
体等に対して、福祉避難所の必
要性、指定方法、運営方法等に
関する研修を行う。

①未指定市町村への個別訪
問による働きかけを実施。(45
市町村)
②福祉避難所に関する研修（9
月8日）開催。
③災害時に福祉避難所へ福
祉機器等を供給するための協
定について関係団体と協定締
結（9/12)。
④各保健福祉事務所等から
未指定市町村への働きかけを
実施（25年11月～26年3月）。
⑤市町村等が活用できる「福
島県福祉避難所指定・運営ガ
イドライン」の作成・配付
（12/20）。
 （参考　H26年3月末現在：31
市町村(52.5%)、216施設 ）

・目標：H26年度内に、全市町
村(100%)における福祉避難所
の指定を目標とする。
・計画：
①未指定市町村や関係団体
への働きかけ
②福祉避難所に関する研修会
の開催（9/8）
③災害時の福祉・介護専門職
チーム派遣体制の構築

①各保健福祉事務所から未
指定市町村・関係団体への働
きかけを実施中。
②災害時の福祉・介護専門職
派遣体制構築に向けた取組を
実施中（部内関係課と連携）。
③福祉避難所に関する研修準
備

 （参考　H26年3月末現在：31
市町村(52.5%)、216施設 ）

保健福祉部

15 11-２

震災対策農
業水利施設
整備事業

334,599

　東日本大震災では、ため池等
農業水利施設に甚大な被害を生
じており、これを踏まえ、ため池
の堤体内部に地震時に不安定と
なりやすい土層を内在していな
いか等の耐震性の検証と、必要
に応じた補強対策が急務とされ
るところである。また万が一の災
害に備え、観測態勢の強化、浸
水想定の普及など、減災対策も
併せて進める必要がある。
　このため、農業水利施設の耐
震検証と補強、ダム等の観測設
備の充実や浸水想定区域図の
作成など農業水利施設の地震
に対する防災・減災対策を進め
ていく。
ア　農業用ダム、ため池、水路橋
等農業水利施設の耐震性検証
イ　農業用ダムの浸潤線観測設
備等の新設
ウ　農業用ダム、ため池の浸水
想定区域図の作成
エ　農業用ダム、ため池、水路橋
等の耐震補強

地区数：13地区

事業費：176,988千円

地区数：15地区

事業費：334,599千円
･県営1地区
･団体営14地区

･県営1地区発注済
・団体営3地区契約済
・団体営11地区について業務
発注準備中

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　事業の円滑な実施。

農林水産部

16 11-２

地域におけ
る防災力向
上支援事業

2,860

　今後の災害に備え、地域の防
災拠点である公民館等社会教育
施設において、地域防災力を向
上させるため、市町村の社会教
育関係者等を支援するプログラ
ムを実施する。

　支援者養成プログラムでは、
各教育事務所、自然の家職員
を対象に「防災に関する基礎
知識」「地域の状況把握と事業
企画の視点」の研修を行った。
参加者22名。
　県内7カ所で「基礎編」「応用
編」の各2回の支援プログラム
を、行政職員や社会教育関係
者等を対象に実施し、322名の
参加があった。災害発生時の
基本的な対処法や充実した演
習を行うことができた。

　25年度の各教育事務所7カ
所での研修では、行政職員が
中心の参加者であったため、
災害発生時のことを考え、町
内会や婦人会等の社会教育
関係者や地域に根ざした人材
活用も視野に研修を実施す
る。
　事業の周知に努め、各市町
村の公民館や社会教育事業
への移行というところも考えな
がら推進していく。

　6/3(火)に地域防災力支援者
養成プログラムを実施。各教
育事務所、各自然の家職員を
対象に、「防災に関する基礎
知識と情報伝達」「地域防災・
震災復興と地域コミュニティ」
に関する研修を行った。
　参加者26名。

【課題】
　地域で活躍できる人材の育
成が必要。執行率が低いの
は、各地区の支援プログラム
が、7月から12月までに予定さ
れていることによる。

【対応方向】
　県内7域内で、支援プログラ
ムを計画的に実施すること。
地域人材の活用についての検
討と防災意識の活性化を図
る。

教育庁

17 11-２

原子力安全
監視対策・
防災体制整
備事業

472,249

　地域防災計画の見直し内容に
合わせ、緊急時連絡網の整備や
防災資機材の配備を行う。

（防災体制整備事業）
・国の原子力災害対策指針の
見直しを踏まえ、県地域防災
計画(「原子力災害対策編）の
見直しを行った。
・また、地域防災計画に基づ
き、広域避難計画の策定を進
めた。

（防災体制整備事業）
・広域避難計画に基づき、市
町村等による具体的な避難計
画の策定を促進する。
・防災資機材の整備や維持管
理を計画的に進め、防災体制
の充実強化を図っていく。

（防災体制整備事業）
・広域避難計画を策定　（4月
30日公表）、市町村間のマッチ
ング作業中。

【課題】
・更なる防災体制の充実強化

【対応方向】
・市町村等による具体的な避
難計画の策定を促進する。
・防災資機材の整備等を計画
的に進めていく。

生活環境部

18 11-２

「生き抜く力」
を育む防災
教育推進事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

4,869

　学校における防災教育の一層
の充実を図り、児童生徒の防災
意識の向上に資するため、防災
カードの作成・配布や授業等で
活用できる防災学習指導資料を
作成するとともに、防災学習に関
する研修会を開催する。実践協
力校による先導的な授業実践を
支援する。

　防災教育に係る授業を実施
した学校の割合
（公立小・中学校）　95.8％
「防災学習に関する指導資料
－第1版－」の作成、研修会
（県内4会場）の開催を行う。

　防災教育に係る授業を実施
した学校の割合
（公立小・中学校）　目標
100％
　「防災教育指導資料－第2版
－」の作成、地区別研究協議
会（県内７会場）の開催を行
う。実践協力校による授業実
践への支援を行う。防災個人
カードを作成し配付する。

【課題】
　授業実施率が上がらなかっ
た。
計画的な指導の重要性を各学
校が認識する必要性がある。

【対応方向】
　実践協力校を設ける。研修
を７域内毎に実施する。

教育庁

19 11-3

小名浜の新
たな魅力創
造事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ１０再
掲）

13,000

　新しいまちづくりに向けて、小
名浜港と周辺施設等との連携の
あり方を検討するため、既存市
街地と新たなまちを回遊させる
社会実験やシンポジウム等を行
う。

［新規］ 　小名浜港周辺地区の新たな
まち開きに向け、回遊性社会
実験やシンポジウムの開催な
どを行う。

　5月業務委託契約を締結。 【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

【課題】
　担当職員の異動等により、
福祉避難所の知識が継承され
ていない市町村や施設に対す
る継続性の確保。
【対応方向】
　研修会の開催や市町村や関
係施設への個別訪問等を実
施するとともに、担当職員が異
動しても、毎年、福祉避難所の
開設・運営を含めた市町村防
災訓練が実施できるよう、教
育媒体（DVD等）の作成に取り
組む必要がある。

【課題】
　福祉避難所運営に携わる福
祉・介護専門職が不足してお
り、広域的な派遣体制の構築
が必要。
【対応の方向】
　福祉・介護専門職派遣に係
る協定の締結に向けて調整を
さらに進める（庁内関係課との
連携）。

【課題】
　指定先の施設において、要
配慮者の受け入れ人数や
ニーズの多様性により、福祉
機器等が不足する可能性があ
る。
【対応の方向】
　協定締結先の県福祉機器協
会との連携により、市町村防
災訓練において福祉機器の迅
速な供給に向けた訓練が行え
るよう教育媒体（DVD等）の作
成に取り組む必要がある。
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12　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

No
重点
番号

事 業 名
現 計

予算額
事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

1 12-1

国道１１５号
相馬福島道
路事業の負
担金

5,580,000

　被災地の早期の復旧・復興を
図るため、東北中央自動車道
（相馬～福島間）の整備を促進
する。

・霊山～福島間の事業化
(H25.5.15)により、全線事業化
済。
・阿武隈東道路（相馬西～阿
武隈東）のH28年度開通見通
し公表(H25.6.14)
・用地取得に関する協力（国か
ら用地事務を受託）による事
業促進（相馬～相馬西、阿武
隈東～阿武隈）
（以下、H26年度実績）
・阿武隈東～阿武隈、霊山道
路（阿武隈～霊山）のH29年度
開通見通し、相馬西道路（相
馬～相馬西）のH30年度開通
見通し公表(H26.4.25)

・関係機関調整による事業促
進
・用地取得に関する協力（国か
ら用地事務を受託）による事
業促進（霊山～福島）

・第4回復興道路会議開催
（5/19）
・設計・用地調査説明会（霊山
～福島）を開催（6/30,7/2,3,4）

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　関係機関との連携（用地事
務受託含む）による事業促
進。

土木部

2 12-1
道路整備事
業

28,521,178

　災害に強いネットワークを構築
するため、機能を強化する道路
改築や街路の整備、道路の安全
性を高める耐震、防災対策を行
う。

　本格的な復興に向け、復興
に資する箇所を抽出し、国の
大型補正等を活用して重点的
に事業の促進を図った。
◆防災・耐震対策
【防災・震災対策：139か所】

　本格的な復興に向けて、事
業効用の早期発現を目指し、
引き続き重点的に事業の促進
を図る。
◆防災・耐震対策
【防災・震災対策：111か所】

　関係機関との事業調整や地
元調整等を図りながら工事発
注準備を進めている

【課題】
・入札不調による事業の遅
れ。
・作業員不足による事業の遅
れ。

【対応方向】
・不調対策のため、設計条件、
方法等を随時見直し。
・適切な労務費・資材単価を採
用し、発注工種の統合や分割
により受注者を確保する。

土木部

3 12-1
緊急現道対
策事業

404,070

　原発事故に起因する迂回交通
による急激な交通量の増加等が
生じている路線において、緊急
的な現道対策を実施し、避難住
民や復興事業従事者などの交
通を支援する。

・現道対策に向けた詳細調査
を実施した。
・現道上の対策工事を実施し
た。

・現道対策に向けた詳細調査
を実施する。
・現道上の対策工事を実施す
る。

　現道対策の対象となる地域・
路線を限定し、町村をはじめと
する関係機関との連絡調整に
より、交通需要を確認。発注準
備が整った箇所から随時、発
注を行う。

【課題】
　特に無し。

【対応方向】
　町村をはじめとする関係機
関との連絡調整等により、交
通需要に関する情報収集に努
める。

土木部

4 12-2

福島空港復
興再生推進
事業

71,782

［新規］ 　国際定期路線の再開、福島
空港の防災機能の充実強化、
国内路線の開設・拡充、福島
－関西の大学生との交流を通
じた一層の交流拡大を図る。

観光交流局

5 12-2

小名浜港東
港地区国際
物流ターミナ
ル整備事業

4,754,929

　国際バルク戦略港湾に選定さ
れた小名浜港の取扱量の増大、
船舶の大型化等に対応するた
め、国と県で連携して岸壁・泊
地・道路・護岸等の整備やふ頭
の埋立造成等を行います。

　直轄事業では、岸壁・道路等
の事業、県事業では護岸やふ
頭の埋立造成等の事業進捗
を図った。

　直轄事業では、岸壁・道路等
の事業を、県事業では護岸や
ふ頭の埋立造成等の進捗を
図る。

　直轄事業では、岸壁・道路等
の事業、県事業では護岸やふ
頭の埋立造成等の事業を実
施している。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

6 12-2

相馬港３号
ふ頭地区国
際物流ターミ
ナル整備事
業

1,071,018

　相馬港の取扱貨物量の増大、
船舶の大型化に対応するため、
国と県で連携して防波堤・岸壁・
泊地・道路等の整備やふ頭の埋
立造成を行います。

　直轄事業では岸壁、県事業
では岸壁や道路、ふ頭埋立造
成等の事業進捗を図った。

　直轄事業では防波堤の事業
進捗を図り、県事業では岸壁
や道路、ふ頭埋立造成等の事
業完成を目指す。

・直轄事業では防波堤、県事
業では岸壁や道路、ふ頭埋立
造成等の事業を実施してい
る。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

7 12-2
公共災害復
旧費（港湾）

8,825,053

　東日本大震災により被災した
港湾施設等の復旧を行う。

・県事業では主要な岸壁等の
復旧の完了を図った。
・国事業では、防波堤の復旧
事業の進捗を図った。

・県事業では主要な岸壁等の
復旧の完了を図る。
・国事業では、防波堤の復旧
事業の進捗を図る。

・県事業では主要な岸壁等の
復旧を実施している。
・国事業では、防波堤の復旧
事業を実施している。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

8 12-2

ふくしまから
はじめよう。
子ども未来
創造まちづく
り事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

14,200

　高校生等が地域に愛着を持
ち、将来にわたり継続的に本県
復興の担い手になることを目的
とし、地域の宝の発見やまちづく
りについて考えるワークショップ
やフォーラムを実施する。

［新規］ 　いわき市では、県内外の高
校生が「福島の未来」「津波被
災地のこれから」などのテーマ
別でワークショップを２日間行
い、本フォーラムで発表・フロ
アディスカッションを行い、最
終的に未来へ向けた提言をま
とめ全国へ発信する。
　喜多方市では、小学生の取
り組みとして市内5校の児童を
対象に喜多方の新たな観光資
源である「漢字（古代文字）」に
関する講演を実施。また、高
校生の取り組みとしてまちづく
りのワークショップを実施し埼
玉県川越市等蔵で有名な地
域の高校生と交流を図る
フォーラムを実施する。

　熱塩小、加納小で漢字に関
する講演を実施。また、両校
合同の修学旅行先の東京で
当該事業の一環として作成し
た会津地方への旅を呼びかけ
るパンフレットを作成し配布。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

【課題】
　関係機関等との調整、実施
内容、汚染水等風評対策。

【対応方向】
１　国際定期路線等再開・開
拓交流促進支援事業
　運休中の国際定期路線（上
海、ソウル）の再開を働きかけ
るとともに、近年需要が高まっ
ている台湾、ベトナム島の
チャーター便誘致に取り組む。
２　福島空港防災拠点化推進
事業
　引き続き国に対し、施設整備
に向けた働きかけを行うととも
に、災害時の空港交流課マ
ニュアルの作成・セミナーの開
催等を行う。
３　福島空港ウルトライメージ
アップ事業
　７月から事業実施予定、
４　福島空港路線開設・拡充
促進事業
　引き続き大阪便のさらなる大
型化と沖縄便などの路線開設
を働きかけていく。
５　新規就航航空会社支援事
業
　沖縄便などの路線開設を働
きかけていく。
６　国内線就航先大学生交流
事業
　秋に事業者の選定会を実施
し、冬に関西学生の福島訪問
を予定。

１　国際定期路線等再開・開
拓交流促進支援事業
　アシアナ航空によるソウル
チャーターが7月に計画された
が、韓国国内の船舶沈没事故
による自粛ムードの影響等で
中止となった。実績としては、5
月に台湾1本、ベトナム1本の
チャーター便を実施。今後、8
月にモンゴル、9月に台湾の
チャーターを各1本実施予定。
２　福島空港防災拠点化推進
事業
　6月に、防災拠点として必要
な施設等の整備について国へ
の要望活動を実施。
３　福島空港ウルトライメージ
アップ事業
４　福島空港路線開設・拡充
促進事業
　本年3月末より大型化した大
阪便の1便に支援を実施。
５　新規就航航空会社支援事
業
　　4月に沖縄チャーターを4本
実施。
６　国内線就航先大学生交流
事業

【平成２６年６月末現在】

１ 国際定期路線等再開・開拓交
流促進事業
　国際定期路線の早期再開とア
ジア地域等へのチャーター便誘
致を行う。
２　福島空港防災拠点化推進事
業
　関係機関等との連携強化、具
体的整備に向けた情報発信等を
実施する。
３　福島空港ウルトライメージ
アップ事業
　ウルトラマンや特撮をテーマと
した環境整備による雰囲気作づ
くりやおもてなし、イベント等など
を実施する。
４　福島空港路線開設・拡充促
進事業
　新規路線開設及び大阪便の大
型化を促す。
５　新規就航航空会社支援事業
　新規に就航する航空会社への
支援を行う。
６　国内線就航先大学生交流事
業
　就航先の大学生を本県に招
き、本県の大学生と交流等を行
う。
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現 計
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事 業 概 要 前年度実施結果 本年度実施計画 進捗状況（６月末現在） 課題と対応方向 担当部局

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

9 12-3

只見線復旧
復興事業
（基金積立）

664,064

　平成23年7月新潟・福島豪雨災
害及び東日本大震災からのＪＲ
只見線の早期全線復旧に向け、
復旧事業及び利活用促進事業
を支援するための鉄道復旧復興
基金への積立を行う。

　県及び会津17市町村により
福島県只見線復旧復興基金
への積立を行い、一般及び企
業からの寄附を上乗せした。
また、利子を積み立てた。
[実績]
　県：92,968千円
　市町村：39,843千円
　寄附金等：10,273千円

　県及び会津17市町村により
福島県只見線復旧復興基金
への積立を行い、一般及び企
業からの寄附を上乗せする。
また、利子を積み立てる。

　県及び会津17市町村により
福島県只見線復旧復興基金
への積立を行う。
[実績（累計）]
　県：557,812千円
　市町村：239,062千円
　寄附金等：10,273千円

【課題】
　只見線の全線復旧。

【対応方向】
　全国からの寄附金の募集。
　利活用事業の更なる拡充。

生活環境部

10 12-3

只見線復旧
復興事業
（復旧推進）

6,567

　東日本大震災及び新潟・福島
豪雨により甚大な被害を受けた
JR只見線の早期全線復旧を加
速させるため各種事業を行う。
１　電源地域振興・JR只見線復
旧促進事業
２　JR只見線復旧推進会議運営
事業
３　只見線応援団（仮称）交流促
進事業

　沿線自治体（只見町、金山
町）が行う復旧促進及び利活
用促進活動に関する取組に対
して、鉄道活性化対策協議会
を通じて、補助金を交付した。
　補助実績
　鉄道活性化対策協議会：
1,000千円

　ＪＲ只見線の利用促進広報
及び連携組織運営に関する事
業を実施することで、復旧を促
進する。

１　7月上旬以降交付決定予
定
２　第1回、第2回幹事会開催
３　7月21日開催予定

【課題】
１　利用者の増加
２　復旧の必要性等の全国的
発信
【対応方向】
１　利活用事業の更なる拡充
２　地方自治体等との連携強
化
３　只見線応援団の拡充及び
会員の交流

生活環境部

11 12-3

災害学習列
車・交流促
進事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ９再
掲）

11,803

　風評の払拭及び観光を核とし
た被災地の復興を図るため、県
内外の親子がJR只見線に乗車
し地域の被災状況や復興に向け
て取り組む姿を学ぶとともに、地
域の魅力を体験する各種事業を
行う。

【新規】 　子どもたちによる地域の被災
状況学習、地域の魅力体験を
通じて交流を促進し、風評払
拭、被災地の復興をはかる。

　5月9日　奥会津五町村活性
化協議会へ委託

【課題】
　実施団体・日時の決定。

【対応方向】
　関係市町村等と連携し、事
業を進めていく。

生活環境部

12 12-4

合同庁舎整
備に要する
経費

441,208

　合同庁舎の耐震性能や設備の
状況を踏まえ、必要な改修を行
う。

　南相馬合同庁舎北・南分庁
舎及びいわき合同庁舎本庁舎
においては、平成24年度に耐
震改修基本計画を策定し、平
成25年度中に実施設計を完
了している。
　会津若松合同庁舎、いわき
合同庁舎南分庁舎及び喜多
方合同庁舎においては、平成
25年度中に耐震改修基本計
画の策定を完了している。
　郡山合同庁舎本庁舎構造耐
力等調査業務委託は平成26
年3月中に契約し、現在業務
委託中。

　南相馬合同庁舎北・南分庁
舎及びいわき合同庁舎本庁舎
においては、今年度中に耐震
改修工事の契約を行い、平成
27年度中に完了させる。
　会津若松合同庁舎、いわき
合同庁舎南分庁舎及び喜多
方合同庁舎においては、今年
度中に耐震改修実施設計の
契約を行い、年度内に完了さ
せる。
　郡山合同庁舎本庁舎構造耐
力等調査業務委託は平成26
年9月までに完了させる。

　南相馬合同庁舎北・南分庁
舎及びいわき合同庁舎本庁舎
においては、耐震改修工事の
入札に向け、設計書等の作成
中。
　会津若松合同庁舎、いわき
合同庁舎南分庁舎及び喜多
方合同庁舎においては、耐震
改修実施設計の入札に向け、
設計書等の作成中。
　郡山合同庁舎本庁舎構造耐
力等調査業務委託は調査計
画に基づき業務を実施中。

【課題】
　耐震改修工事では引越を要
するため、計画的な事業進行
が必要である。

【対応方向】
　関係機関との調整を図り、引
越等の工程を整理していく。
　また、今年度耐震改修実施
設計を行う合同庁舎は、今後
の工事に備え、事前に関係機
関への周知を図る。

総務部

13 12-4

県庁舎整備
に要する経
費

3,881,815

  東日本大震災で被災した県庁
舎について、復旧工事及び庁舎
解体工事等を実施するとともに、
耐震改修工事を始めとして、安
全性の確保に必要な改修及び
補修工事を実施する。

　東分庁舎1号館解体工事は
平成25年10月末から着工し、
年度内に整備した東分庁舎倉
庫に物品等を搬出後、建屋を
解体中。
　東分庁舎代替庁舎はプロ
ポーザル審査委員会を経て委
託候補者を選定のうえ8月末
に委託契約し、利用機関と調
整のうえ2月に基本設計をまと
め、現在実施設計中。
　本庁舎耐震改修工事は年内
に契約済。耐震化工事と併せ
て行う長寿命化工事も3月中
に契約済みで、執務室移転計
画とともに工程詳細を引き続
き調整中。
　西庁舎耐震改修工事はプロ
ポーザル審査委員会を経て委
託候補者を選定のうえ10月11
日に契約し、現在基本計画策
定中。

　東分庁舎1号館解体工事の
監督、検査を施工期間中適宜
行い、平成27年1月末までに
完了させる。
　東分庁舎代替庁舎は、平成
26年8月までに基本設計・実施
設計を策定のうえ、平成27年1
月までに工事請負契約を締結
し、着工する。併せて埋蔵文
化財包蔵地として福島市へ委
託のうえ、発掘調査を5月から
実施する。
　本庁舎耐震改修工事は、工
事に伴う執務室移転を順次進
めながら、平成27年度末完了
に向け工事を監督、検査のう
え計画的に施工実施する。
　西庁舎耐震改修工事は平成
26年5月までに基本設計（中間
報告）を策定し、実施設計を平
成27年4月までに完了させる。

　東分庁舎1号館解体工事は
平成27年1月末完了に向け、
計画どおり施工中。
　代替庁舎の基本設計・実施
設計は計画どおり実施中。
　埋蔵文化財発掘調査（6/12
契約）は7月から実施予定。
　本庁舎耐震改修工事は、今
後の円滑な施工のため連絡
会議の開催など事前調整を行
いながら、計画的に施工中。
　西庁舎耐震改修工事は実施
設計の平成27年4月完了にむ
け、基本設計（中間報告）をと
りまとめ中。

【課題】
　限られた敷地内で複数の工
事期間が重複する中で、速や
かな事業進行が必要である。

【対応方向】
　関係機関との事前調整を密
にし、工事や引越に係る作業
工程を整理していく。

総務部

14 12-4

自治体クラ
ウド推進支
援事業

402

　県内市町村への「自治体クラウ
ド」の普及・啓発を図り、災害に
強い自治体システムを構築た
め、福島県電子自治体推進連絡
会議に自治体クラウド検討部会
を設置し、市町村の情報システ
ムの現状と課題、クラウド化対応
等の調査・検討を行う。

　福島県自治体クラウド検討
部会の開催（4回）。
　基幹系システム等状況調査
の実施

　福島県自治体クラウド検討
部会の開催（2回）。
　共同化検討グループを立ち
上げ調整役を務める。

・4月15日、白河市に出向き広
域による共同化検討グループ
立ち上げを要請。
・4月17日、「しらかわ地域定住
自立圏構想研究会」結成。シ
ステム共同利用が研究テーマ
に含まれた。
・第1回自治体クラウド検討部
会を7月9日に開催決定。シス
テムベンダーによる導入事例
紹介。
・第2回自治体クラウド検討部
会を8月下旬に開催予定。検
討グループ（勉強会）を立ち上
げ、個別に支援を行う。

【課題】
　共同化に向けて主体的に動
いてくれる市町村が少ない。

【対応方向】
　県主導で同一ベンダーや地
域別に市町村をグループ化し
て勉強会を開催し、積極的に
支援していく。

企画調整部

15 12-4

原子力安全
監視対策・
防災体制整
備事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ１１再
掲）

472,249

　地域防災計画の見直し内容に
合わせ、緊急時連絡網の整備や
防災資機材の配備を行う。

（防災体制整備事業）
・国の原子力災害対策指針の
見直しを踏まえ、県地域防災
計画(「原子力災害対策編）の
見直しを行った。
・また、地域防災計画に基づ
き、広域避難計画の策定を進
めた。

（防災体制整備事業）
・広域避難計画に基づき、市
町村等による具体的な避難計
画の策定を促進する。
・防災資機材の整備や維持管
理を計画的に進め、防災体制
の充実強化を図っていく。

（防災体制整備事業）
・広域避難計画を策定　（4月
30日公表）、市町村間のマッチ
ング作業中。

【課題】
・更なる防災体制の充実強化

【対応方向】
・市町村等による具体的な避
難計画の策定を促進する。
・防災資機材の整備等を計画
的に進めていく。

生活環境部
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1 －

ふくしまから
はじめよう。
“元気発信”
動画コンテス
ト事業

4,048

　“福島の元気な姿”を発信し、
福島の魅力の回復とにぎわい創
出を図るため、復興に関連した
映像作品を県内の“子どもや若
者たち”から募集するとともに、
優秀作品は「福島県公式チャン
ネル」等に掲載し、様々な発信手
段を通じて県内外に発信する。

［新規］ ・6月　委託先選定
・7～9月　作品募集
・9月　作品審査、プロモーショ
ンビデオ作成、表彰式
・10月～　発信

・県内テレビ局及び新聞社に
協力を依頼し、共催または後
援の承諾を得た。
・委託先選定のための企画コ
ンペを実施した。
・「ゆめだより」及び県政広報ラ
ジオ番組を活用した広報活動
を実施した。

【課題】
　数多くの応募作品数を集め
る方策。

【対応方向】
　委託業者と協力しながら、メ
ディアキャラバン、県政広報メ
ディア枠の活用等を行い、引
き続き事業の周知に取り組
む。

企画調整部

2 －

新編「歳時
記の郷・奥
会津」活性
化事業

193,669

　過疎化や高齢化が進行してい
る只見川流域町村の振興を図る
ため、農商工連携、定住・二地
域居住、人材育成及び広域観
光・交流の推進により「人が住
み、集まる魅力的な奥会津」を目
指す新編「歳時記の郷・奥会津」
活性化計画に基づき、只見川電
源流域振興協議会が行うソフト
事業及び流域町村が行うハード
事業に対して補助金を交付す
る。
　さらには、六次化によるブラン
ド開発、奥会津の魅力発信、観
光誘客等を促進するため、奥会
津地域おこし協力隊を配置す
る。

補助総額：187,389千円

【ソフト事業】（補助率4/5）
補助先：只見川電源流域振興
協議会
補助金額：38,687千円
【ハード事業】（補助率2/3）
補助先：柳津町、昭和村、檜
枝岐村
補助金額：148,702千円
（うち、桧枝岐分10,000千円は
繰越）

当初予算額：193,669千円
【ソフト事業】（補助率4/5）
補助先：只見川電源流域振興
協議会
予算額：39,768千円
【ハード事業】（補助率2/3）
補助先：柳津町、金山町、昭
和村、檜枝岐村、南会津町
補助金額：145,572千円
【奥会津地域おこし協力隊設
置】
設置先：奥会津振興センター
設置人数：2名
事業費：8,329千円

【ソフト事業】
6/26国の交付決定。県補助金
額39,968千円（事務費200含
む）、うち国庫37,980千円。
【ハード事業】
6/26国の交付決定。
県補助金額132,884千円、うち
国庫126,243千円。
桧枝岐村実施分（県補助金額
5,328千円、うち国庫5.062千
円）については、繰越事業完
了後に追加交付決定がある予
定。
【協力隊】
5月に募集実施、応募者2名、
採用なし。
6月に再募集実施、応募者6
名、7/14面接予定。

【課題】
　ハード事業で整備した施設
の利用促進。

【対応方向】
　奥会津アドベンチャーなどの
誘客イベントの実施、現在募
集中の地域おこし協力隊の活
用等により、リピーターの獲得
に努める。 企画調整部

3 －

市町村復
興・地域づく
り支援事業

114,176

　県民自らが主体的に復興に向
けた活動に参画していく意識を
醸成するため、民間団体や行政
との連絡調整を行う人材の育成
と地域おこし活動の促進を目的
として、意欲ある人材を県内外
から募り、一定期間雇用するしく
みを構築する。
　被災地の実情に応じた住民主
体の地域活動を支援する復興支
援員及びこれらの復興支援員を
支える復興支援専門員を設置す
る。

■採用決定数10名（専門員3、
相馬市2、新地町3、川内村2）

■3/1着任者数5名（専門員2、
相馬市1、新地町2）
残り5名は4/1に着任。

■県設置復興支援（専門）員
活動者数
H26年度当初10名　→　H26年
度末22名
■市町村設置復興支援員活
動者数
H25年度末30名　→　H26年度
末60名
■復興支援員研修会等開催
回数
H25年度0回　→　H26年度5回

■県設置復興支援（専門）員
数12名。

■市町村設置復興支援員数
44名

■復興支援員研修会開催数
 5/16第1回研修会開催。
 年度内に全6回開催予定。

【課題】
　復興支援員制度の定着を図
るため、支援員の能力向上・
設置数の増加が必要。

【対応方向】
　復興支援員専門員が中心と
なって市町村に対して自ら復
興支援員の設置を働きかける
とともに、研修会の開催により
復興支援員の質の向上を図
る。

企画調整部

4 －

空き家・ふる
さと復興支
援事業

100,300

　被災者の住宅再建や定住人口
の確保、空き家問題の改善等を
促進するため、被災者や県外か
らの移住者が自ら居住するため
に行う空き家のリフォーム、市町
村が実施する空き家の実態調査
を支援する。

［新規］ 交付予定：
① 実態調査補助　5件
　　5,000千円
② 改修等補助　　50件
　95,000千円
③チラシ作成　　　1式
　300千円

・補助金交付要綱を制定
・各公所へ予算を配分
・チラシ作成　6/6
・広報周知（新聞、ラジオ、チラ
シ配布、説明会の開催等）

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　初年度のため、事業の周知
徹底を図る。

土木部

5 －

不育症治療
費等助成事
業

4,660

　妊娠はするが、繰り返す流産
や死産により赤ちゃんを授かれ
ない不育症夫婦への支援のた
め、治療費の一部を補助する。

【助成実績】
　６件

　市町村や産科医療機関等を
通じて対象者への周知を強化
する。

・１件 【課題】
　制度の周知不足。

【対応方向】
　対象者への周知を強化す
る。

保健福祉部

6 －

地域少子化
対策強化交
付金事業

70,167

［新規］ 　１～４の県事業分については
交付決定済み。
　５の市町村企画事業につい
ては、6月末現在で南相馬市、
国見町、矢祭町が交付決定を
受けている。他に内示を受け
ているのは、郡山市、会津若
松市、大玉村。

【課題】
　内閣府と調整し、市町村企
画事業の内示を得る必要があ
る。

【対応方向】
　引き続き内閣府との調整を
図る。

保健福祉部

7 －

ふくしまで幸
せつかもうプ
ロジェクト

6,751

　社会全体で独身の男女の出会
いを応援する気運を高め、地域・
企業を含めたより広い範囲での
出会いの場づくりを推進するた
め、社団法人福島県法人会連合
会への委託により、「出会い応援
コーディネーター」を設置し、企
業と連携した出会い推進、イベン
ト実施団体の連携強化等を実施
する。
　「縁結びサポーター」を募集・養
成し、地域の結婚相談体制の充
実を図る。

　福島県法人会連合会に委託
し、福島市、会津若松市、いわ
き市において婚活パティ―を
開催した。また、婚活支援団
体の連携を強化するため、ふ
くしま若者交流ネットワーク会
議の開催、及び出会いサポー
トニュースの発行等を実施し
た。

　今年度も引き続き事業を実
施する。

　福島県法人会連合会に委託
した。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

保健福祉部

重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表

１　赤ちゃんと楽しい生活応援事
業
　乳幼児がいる家族が外出した
際に利用できる授乳室やおむつ
替えスペース等の施設情報や子
育て支援サービス情報をまとめ
て提供することにより、子育て家
庭が楽しく外出できる環境を支
援するとともに、施設事業者に対
してガイドラインを作成、提供す
る。
２　産後ママサポート事業
　核家族化、地域のつながりの
希薄化等社会の変化に伴い、地
域での育児支援が受けにくい環
境にあり、若年産婦や生活体験
の未熟等により育児知識・技術
不足の産婦に対して、宿泊ケア
により助産師による母乳育児等
の知識・技術を提供するととも
に、地域に戻ってから、日帰りケ
アによる継続的な支援を行う。
３　「復活！世話やき人」活躍推
進事業
　結婚・妊娠・出産、子育ての切
れ目ない支援を目的として、地
域で結婚から出産・子育てを応
援する「世話焼き人」を育成す
る。
４　職場で行う切れ目のない支
援促進事業
　職場における従業員の結婚・
出産、子育てを応援する機運を
高めるため、事業者を対象とす
る研修や啓発活動を行う。
５　市町村企画事業
　市町村が独自に実施する少子
化対策を支援する。

１　赤ちゃんと楽しい生活応援
事業
　ガイドブック　1,000部作成
　施設事業者へ配布する。

２　産後ママサポート事業
　出産から産後の生活へ切れ
目のない支援体制を整備し、
育児不安の軽減を図る。

３　「復活！世話やき人」活躍
推進事業
　結婚から育児までの幅広い
相談に応じるため、地域の中
で自発的に活動し、積極的に
若い世代に声をかけていく人
を世話やき人として育成し、広
く県内に周知していく。

４　職場で行う切れ目のない支
援促進事業
　職場における従業員の幸せ
づくりを応援するための機運を
高め、若い世代が仕事を続け
ながら、結婚、妊娠・出産、子
育てができる環境をつくってい
く。

【平成２６年６月末現在】
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

8 －

多子世帯保
育料軽減事
業

87,476

　認可保育所、認可外保育施設
に入所する第3子以降の3歳未
満児にかかる保育料について、
市町村が減免する額の一部を補
助する。

　平成25年度 42市町村84,880
千円

　平成26年度も引き続き事業
を継続する。

　7月7日を期限とし、保健福祉
事務所を通じ、交付申請状況
を集計中。

【課題】
 　特になし。

【対応方向】
 　継続。

保健福祉部

9 －

ふくしまから
はじめよう。
高齢者社会
参加活動支
援事業

16,525

　元気な高齢者を高齢化社会の
担い手として活用するとともに高
齢者の生きがいづくりを図るた
め、60才以上及び介護の知識・
技術を学び家庭や地域活動に
活用することを希望する者が、
介護職員初任者研修の受講に
要する経費を助成する。
　地域での子育てや子どもたちと
の交流活動を希望する高齢者
が、「シニアサポーター」として活
躍する取組を行う。

［新規］ １　高齢者社会参加活動支援
事業（13,268千円）
　シニア向け介護職員初任者
研修を開催し、H26年度は100
名修了を目標とする。
　
２　シニアサポーター倍増事業
（3,257千円）
　仮設住宅等に住む避難高齢
者等に「シニアサポーター」と
して小学校や保育所などで世
代間交流を行ってもらうことと
し、「世代間交流コーディネー
ター」を設置して、シニアサ
ポーターを増やす取組を進め
る。

１　研修5会場すべての委託が
契約済み。支出負担行為済
み。今後追加費用等を考慮の
上で、請差を12月補正で減額
予定。
　（支出負担行為済額8,268千
円 支出済額0円 進捗率
62.3%）

２　平成26年4月1日付け公益
財団法人福島県老人クラブ連
合会と委託契約を締結。事業
実施へ向けて調整中。
　（支出負担行為済額3,240千
円 支出済額0円 進捗率
99.5%）

【課題】
１　介護職員の不足、高齢者
の社会参加活動促進
２　子育て支援に携わる高齢
者をいかにして増加させていく
か。

【対応方向】
１　シニア向け介護職員初任
者研修を行い、介護人材確保
と高齢者の生きがい対策を行
う。
２　老人クラブ連合会の人脈
やノウハウを活用し、子育て支
援活動のきっかけとなる事業
を行う。

保健福祉部

10 －

認知症対策
強化重点事
業

47,444

１（新）認知症疾患医療セン
ター運営事業
　　浜通り・中通り・会津地方に
各1箇所、計3箇所の病院に委
託して8月から開設した。

２  日常生活自立支援事業
　契約締結審査会を6回開催。
平成25年度
・新規契約件数92件（うち生活
保護受給者49％）
・実利用者件数350件（うち生
活保護受給者48％）
・累計実利用者数701件（内訳
認知症407件、知的障害者127
件、精神障害者97件、その他
70件）
・問い合わせ件数381件
・相談援助件数12,149件

１　認知症疾患医療センター
運営事業（15,284千円）
　いわき市、郡山市、会津若松
市に各1箇所、計3箇所の病院
に委託して運営。あらたに県
北地域に１カ所追加指定の予
定。

２  日常生活自立支援事業
(32,160千円)
　引き続き、当該事業による福
祉サービスの利用を援助す
る。

１　認知症疾患医療センター
運営事業
　舞子浜病院、星総合病院、
竹田綜合病院に対し4月1日委
託済み。県北地域について
は、現在、厚生労働省老健局
と指定に向け協議中で回答待
ち。
  （支出負担行為済額10,863
千円 支出済額0円 進捗率
71.1%）

２　日常生活自立支援事業
　契約締結審査会を2回開催。
　実利用者数354件
　（平成26年6月30日現在）
  （支出負担行為済額32,160
千円 支出済額4,020千円 進
捗率100%）

【課題】
１　未指定の二次医療圏域へ
の対応。

２　日常生活自立支援事業の
新規契約件数及び実利用件
数が増加傾向にあることから、
新規利用希望者への迅速な
対応ができるよう、専門員の
配置等適切に事業を実施する
ための財源確保が課題であ
る。

【対応方向】
１　診療所型（身近型）を含め
検討していく。

２　引き続き、財源確保に努め
る。

保健福祉部

11 －

地域におけ
る女性活躍
促進事業

5,743

　女性が活躍しやすい環境の整
備を進めることは、本県に育った
若い世代の流出に歯止めをかけ
る一助となることから、女性の活
躍促進に向けた課題や解決策を
探るため、県民意識調査を実施
するとともに、参加者自らが課題
と解決策を見出し、提案まで取り
組むセミナーを実施する。
(1) 県民意識調査
(2) 女性活躍促進セミナー

［新規］ 1　女性活躍促進に関する県
民意識調査事業
　県内居住の満20歳以上60歳
未満の男女、県内大学生及び
高校生を対象とした女性の活
躍促進のための意識調査を実
施する。
２　女性活躍促進セミナー
　学生や再就業希望者等を対
象に、女性が活躍するための
課題や解決策を見出し、提案
するためのセミナーを実施す
る。

1　調査項目の設定、調査業
者の選定

2　9月～12月実施予定
　参加者：大学生、会社員、再
就
　　　　　　業希望者、地域活動
希
　　　　　　望者・実践者

【課題】
１　調査票の回収率向上。
２　セミナーの効果的な運営。

【対応方向】
１　効果的な手法について検
討する。
２　大学や企業等の各関係機
関との連携強化に取り組む。

生活環境部

12 －

ふくしまから
はじめよう。
ハンサム起
業家育成・
支援事業

39,742

　女性の仕事と子育ての両立や
若者の県内定着を促進するた
め、豊かな感性を有する女性及
び本県の未来を担っていく若者
の企業を支援する。

［新規］ ○ 女性・若手起業家育成事
業（7111千円）→20者の起業
を目標
○ 子育て世代向けコワーキン
グスペース補助金（補助率
2/3、6600千円上限）→県内1
箇所に整備
○ 創業補助金は8月に募集開
始の予定（補助率4/5、上限
200万円、10者想定）。

○ 女性・若手起業家育成塾
は有限責任監査法人トーマツ
が受託した。福島市内で
8/24，8/31に開催する。
○ 子育て世代向けコワーキン
グスペース補助金は、クリフが
交付決定を受けた。福島市内
に開設し、8/24に起業塾と合
同でオープニングイベントを行
う。

【課題】
　コワーキングスペース利用
者確保、起業塾の受講者確
保。

【対応方向】
　積極的な広報活動。

商工労働部

13 －

緊急雇用創
出事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

31,725,586

　国から交付された緊急雇用創
出事業臨時特例交付金を基に
造成した福島県原子力災害等復
興基金等を活用し、被災求職者
の就労支援、雇用創出を産業施
策と一体的に取り組む事業等に
より、本県産業の本格的な復興
と雇用の創出を図る。

１　震災対応等事業
２　ふくしま産業復興雇用支援事
業
３　地域雇用再生・創出モデル事
業

１　震災対応等事業
　　雇用実績：13,243人
　　目標達成率：151.9％
　　　　　（13,243÷8,720）
２　ふくしま産業復興雇用支援
事業
　雇用実績：
　19,355人（支給決定）
　18,900人（支給対象）
　支給対象事業所数：
　3,515事業所
　目標達成率：
　86.4％（19,355÷22,400）
３　地域雇用再生・創出モデル
事業
　雇用実績：905人
　目標達成率：
　101.1％（905÷895）

１　震災対応等事業
　　雇用創出人数：約6,500人

２　ふくしま産業復興雇用支援
事業
　　雇用創出人数：約32,000人

３　地域雇用再生・創出モデル
事業
　　雇用創出人数：約900人

※２及び３の事業の実績は、
平成23年度からの継続雇用
分

１ 震災対応等事業
　　4,185人
　　目標達成率：
　　68.0％（4,185÷6,450）
２ ふくしま産業復興雇用支援
事業
　　19,345人　3,515事業所
　　目標達成率：61.0％
　　　　（19,355÷31,749）
３ 地域雇用再生・創出モデル
事業
　　雇用実績：905名
　　目標達成率：98.8％
　　　　　　　（905÷916）
(5月末現在)
※２及び３の事業の実績は、
平成23年度からの継続雇用
分。

【課題】
・制度の趣旨に則した事業の
適正執行

【対応方向】
（共通）
・事業の趣旨に則した制度の
厳格化により一層努める。
（ふくしま産業復興雇用支援事
業）
・今年度の募集開始は7月16
日。
・早急な支払が求められてい
るため、今年度採択分より支
払回数を年2回から年1回に変
更するなど、事務の見直しを
随時実施する。

商工労働部


　高齢者が認知症になっても、で
きるだけ住み慣れた地域で暮ら
すことができる社会の実現を目
指すための事業を実施する。

１　認知症疾患医療センター運
営事業
　保健医療・介護機関等との連
携を図りながら、認知症疾患に
関する鑑別診断、周辺症状と身
体合併症に対する急性期治療、
専門医療相談等を実施するとと
もに、地域保健医療・介護関係
者への研修等を行う「認知症疾
患医療センター」を整備・運営す
る。
２  日常生活自立支援事業 (社
会福祉課)
　 認知症や精神障がい等により
日常生活を営むのに支障がある
方が地域で自立した生活を送れ
るよう、適切 な福祉サービスの
利用等を援助する事業の経費を
補助する。
　補助先：（社福）福島県社会福
祉協議会
　補助率：国1/2、県1/2
 (1)　県社協における本事業に係
る契約
　締結の審査、研修・指導、広報
啓発等
 (2)　市町村社協委託事業
・市町社協に県社協が業務を委
託。
・専門員と生活支援員を配置。
・福祉サービスの利用や利用料
支払等に係る援助を実施。
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

14 －

ふるさと福島
Ｆターン就職
支援事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

15,161

　県内企業への就職を希望する
学生や被災求職者等の県内就
職を促進するため、福島市に相
談窓口を設置し、きめ細かな就
職相談や職業紹介を実施する。

○ふるさと福島就職情報セン
ター福島窓口
・Ｆターンコーディネーター
　　3名配置
・利用者数：4,004人
・企業訪問数：659社
・登録者数：632人
・就職決定者数：359人

・利用者数：3,400人以上
・企業訪問数：50社以上
・登録者数：
・就職決定件数：350人以上

・利用者数：539人
・企業訪問数：0人
・登録者数：66人
・就職決定件数：42人
（5月末現在）

【課題】
・スタッフ2名体制での支援
サービスの維持。
・県内就職促進、ミスマッチの
解消。

【対応方向】
　東京窓口や応援センターとも
連携し、きめ細かい就職相談
や職業紹介を行うとともに、県
内企業の魅力情報を発信し県
内就職の促進を図る。

商工労働部

15 －

ふるさとふく
しま帰還支
援事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ２再
掲）

456,733

　東日本大震災により県外に避
難した県民に対して、本県に帰
還するまでの間、避難先での生
活安定化を図り、最終的に本県
への帰還につなげるため、各種
情報提供や支援団体への補助
等を実施する。
　また、リアルタイムでふるさとの
状況を確認できるウェブカメラの
維持管理費を市町村に対して補
助する。

生活環境部

16 －

復興公営住
宅整備促進
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ２再掲）

62,442,426

　原子力災害により、長期避難
を余儀なくされている方々の居
住の安定を確保するため、県が
復興公営住宅を整備する。

　第二次福島県復興公営住宅
整備計画をH25.12月に策定
し、全体の整備戸数を4,890戸
とした。（第一次計画から1,190
戸拡大）
　県営復興公営住宅につい
て、1,157戸分の用地を確保
し、うち1,129戸の建築設計に
着手、472戸の建築工事に着
手した。
　また、県代行による整備につ
いて、67戸の造成設計に着手
した。

　早期に第2次復興公営住宅
整備計画の全4，890戸分の用
地確保を図る。
　また、様々な整備手法・発注
方式を検討しながら、早期整
備に努める。

【6月末実績】
・交付申請戸数：3931戸
・用地取得完了：1723戸
・建築設計着手：1389戸
・建築工事着手：730戸

【課題】
・早急な用地の確保。
・住宅の供給能力の向上。
・資材や人件費高騰への対
応、入札不調に対する対策。

【対応方向】
・用地買収を推進するため、
（仮称）加速化会議の随時開
催。
・新たな整備手法や発注方式
を検討し、供給能力の向上を
図る。
・発注規模、工法・構造の検討
を行い、必要に応じて復興庁、
国交省と調整する。

避難地域
復興局
土木部

17 －

地域医療復
興事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ３再
掲）

4,528,930

　東日本大震災とそれに伴う原
子力災害により被災した浜通り
の医療の復興のため、福島県浜
通り地方医療復興計画に基づい
て、医療提供体制の再構築を図
る。
１　病院機能強化施設設備整備
事業
２　新機能整備事業
３　初期救急医療確保支援事業
４　警戒区域等医療施設再開支
援事業
５　医療情報連携基盤整備事業
６　新病院整備支援事業
７　計画進行管理経費
８　病院移転補助事業
９　中核病院救急機能強化事業
10　災害時医療用水確保事業
11　被災地域支援医療施設設備
整備事業

　浜通り地方医療復興計画に
基づき、医療機関を支援す
る。

10 災害時医療用水確保事業
　交付決定　2病院　72,213千
円

【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　申請漏れがないよう、医療機
関　に周知する。
　また、箇所付けしている医療
機関に対して連絡を密に取
り、申請書の提出を促す。

保健福祉部

１　病院機能強化施設設備整
備事業
　4病院が医療機器の整備や
施設改修を実施。
２　新機能整備事業
　1病院が歯科口腔外科施設・
設備の整備を実施。
３　初期救急医療確保支援事
業
　相馬郡医師会が南相馬市の
病院で休日夜間急患センター
を運営。
４　警戒区域等医療施設再開
支援事業
　2病院5診療所が診療再開等
へ向けた設備整備を実施。
５　医療情報連携基盤整備事
業
　2病院が医療情報連携の仕
様書作成及び院内ネットワー
クの整備を実施。
６　新病院整備支援事業
　1病院が建替えに向けた設
計等を実施。
７　計画進行管理経費
８　病院移転補助事業
　1病院が移転新築のための
施設設備整備を実施。
９　中核病院救急機能強化事
業
　1病院が病棟の新築に伴う
施設設備整備を実施。
10　災害時医療用水確保事業
11　被災地域支援医療施設設
備整備事業
　1医療機関が移転新築に伴
う施設設備整備を実施。

１ 地元紙提供事業
　全国の公共施設等に地元紙
（民報・民友）を送付し、避難者
に対してふるさと福島の情報
提供を行った。
【送付先】46都道府県513カ所
に対し、週2回送付（H26.3.31
現在）
２ 広報誌等送付事業
　原発特例法対象地域（川俣
町を除く12市町村）からの避難
世帯に対し、国・県・市町村の
広報誌やお知らせ、地元紙の
ダイジェスト版をDMで送付。
【発送世帯・回数】約43,000世
帯へ月2回発送。
３ 地域情報紙の発行
　避難者向け地域情報紙を月
1回、約10万部発行し、全国の
交流拠点や公共施設等に発
送。年2回は拡大版、年4回は
子育て世帯向けの特集号を発
行。
【発送先】公共施設等約1,600
箇所
４ 県外避難者支援事業
　県外において、避難者に対し
て支援事業を行う団体に対
し、その経費の一部を助成。
【交付実績】27都府県90団体。
　また、支援情報の収集・発信
や支援団体間のネットワーク
を構築する人員として、全国各
地の主要な支援団体から「地
域調整員」を配置。これに合わ
せ、支援情報を掲載したＨＰを
開設。
５ ウェブカメラ設置
　維持管理費を交付（双葉地
方広域市町村圏組合、南相馬
市、飯舘村）。

１ 地元紙提供事業
　送付先施設や読者等へのア
ンケートを実施することによ
り、より避難者ニーズに即した
事業とする。
２ 広報誌等送付事業
　これまでの送付先に加え、そ
れ以外の市町村からの県外
自主避難世帯にも対象を拡大
し、広報誌等を送付する。市町
村と連携し、地域の復興に向
けた取組を伝える広報物の提
供に努める。
３ 地域情報紙の発行
　引き続き25年度と同様の頻
度で発行するとともに、支援団
体等と連携し、避難者ニーズ
に即した情報を提供する。
４ 県外避難者支援事業
　左記に加え、避難者の相談
に対する案内窓口を開設し、
避難者のニーズに対応する。
また、県民を県外に派遣し、福
島の正しい情報を伝えること
で、県外避難者に帰還のため
の判断材料を提供する。
５ ウェブカメラ設置
　前年度に続き、維持管理費
を交付（双葉地方広域市町村
圏組合、南相馬市、飯舘村）

１ 地元紙提供事業
【送付先】46都道府県461箇所
（491部）に週2回送付
（H26.6.30時点）
２ 広報誌等送付事業
【発送世帯等】
・原発特例法指定12市町村か
らの県内・県外避難世帯約
42,000世帯に月2回送付
・県外自主避難世帯約5,500世
帯に月1回送付
３ 地域情報紙
・第19号～第20号発行（計2
回）
【送付先】47都道府県など約
1,600箇所、広報誌等送付事
業により避難者世帯に送付。
（約10万部発行）
４ 県外避難者支援事業
・5/23 補助金交付決定 全国
23都府県86団体
【主な事業】
・避難者交流サロン運営事業
・避難者交流会開催事業
・避難者からの相談受付事業
・避難者宅の訪問等による見
守り事業
５ ウェブカメラ設置
　交付決定済み（双葉地方広
域市町村圏組合(4/1)、南相馬
市(4/1)、飯舘村(4/1)）

【課題】
　避難生活が長期化するなか
にあって、ふるさととのきずな
を維持し、将来的な帰還に繋
げるため、避難者に寄り添っ
た支援活動の継続と、避難者
のニーズに対応した情報発信
の充実が必要である。

【対応方向】
　県内の民間団体と連携して
新たに避難者向け総合相談
窓口を開設し、避難者への相
談体制の充実強化を図るとと
もに、県独自に整備した避難
者情報データベースや意向調
査の結果を反映させながら、
より正確な避難者の実態や
ニーズを把握し、きめ細かな
情報発信に努めていく。

（ウェブカメラ）
【課題】
　カメラの維持管理。

【対応方向】
　引き続き、カメラの維持管理
経費を交付し、ウェブカメラに
よる住民への情報提供を支援
する。
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

18 －

地域医療復
興事業（第２
次）（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ３再掲）

3,207,836

　福島県浜通り地方復興計画
（第２次）（平成25年2月策定）に
基づいて、医療提供体制の再構
築を図る。

１　病院機能強化施設設備整備
事業
２　自家発電機器整備事業
３　人工腎臓装置整備事業
４　甲状腺検査機器整備事業
５　計画進行管理経費
６　在宅医療推進事業
７　臨床研究イノベーションセン
ター医師派遣事業
８　浜通り医療提供体制強化事
業

１　病院機能強化施設設備整
備事業
　９病院が医療機器の整備や
施設改修を実施。
２　自家発電機器整備事業
　4病院が自家発電機器を整
備。
３　人工腎臓装置整備事業
　　5病院が人工腎臓装置を整
備。
４　甲状腺検査機器整備事業
　　甲状腺検査機器の整備。
５　計画進行管理経費
６ 在宅医療推進事業
　4病院が訪問看護車を整備。
７　臨床研究イノベーションセ
ンター医師派遣事業
８　浜通り医療提供体制強化
事業
　20医療機関に対して支援を
実施。

　浜通り地方医療復興計画
（第２次）に基づき、医療機関
を支援する。

２　自家発電機器整備事業
　交付決定　2病院
　（繰越分　2病院）
４　甲状腺検査機器整備事業
　交付決定　4医療機関
８　浜通り医療提供体制強化
事業
　交付決定　1病院

【課題】
　事業進捗の遅れ。

【対応方向】
　申請漏れがないよう、医療機
関に周知する。
　また、箇所付けしている医療
機関に対して連絡を密に取
り、申請書の提出を促す。

保健福祉部

19 －

ふくしまから
はじめよう。
元気なふくし
まっ子食環
境整備事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ４
再掲）

29,965

［新規］

保健福祉
部
農林水産
部
教育庁

20 －

ふくしま回帰
就職応援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

27,677

　福島県内に就職を希望してい
る首都圏の学生や若年者等を
対象として、東京窓口での就職
相談や県内企業の情報発信、合
同企業説明会の開催等の就職
支援を通じて、県内回帰、ミス
マッチの解消を図り、本県産業
の復興につなげる。
１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口運営事業
２　知事メッセージ伝達事業
　 本県の未来を担う人材となる
新規高卒者に対して、知事から
のメッセージを伝達する。
３　企業見学訪問バスツアー
　首都圏及び県内の学生を対象
として、成長産業分野や福祉介
護等県内事業所の魅力を伝える
ことにより、県内への就職促進
や職業意識の醸成、県内企業の
人材確保の支援を行う。
４　Ｆターン就職ガイダンスの開
催
　合同企業説明会を開催し、若
年者の県内企業への就職を支
援する。

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・　Ｆターンコーディネーター3
名配置
・　利用者数：3,136人、
・大学等訪問数：391件
・登録者数：601人、就職決定
者数：109人
２　新規高卒者知事メッセー
ジ：19,110人
３　Ｆターン就職ガイダンス
・実施日：東京会場：平成25年
12月1日（日）
 郡山会場：平成25年12月15
日（日）
・セミナー参加者数：354人、
・合同企業説明会参加者数：
880人
・参加企業数：161社
※ふるさと福島若年者就職サ
ポート事業と統廃合

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・利用者数：2,500人以上
・大学等訪問数：340校以上
・県内への就職決定件数：100
人以上
２　新規高卒者知事メッセー
ジ：新規高卒者対象
３　企業見学訪問バスツアー
　計7回実施
４　Ｆターン就職ガイダンス
・27年3月に東京と福島で各1
回開催

１　ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口
・利用者数：392人
・大学等訪問数：88校
･登録者数：50人
・県内への就職決定件数：36
人
（5月末現在）
２　新規高卒者知事メッセージ
　2月に実施予定
３　企業見学訪問バスツアー
　業務委託企画コンペ公告
　　　　　　　　　　　　　6月25日
　企画コンペ7月17日予定
４　Ｆターン就職ガイダンス
　　3と同じ

【課題】
　首都圏の学生等の県内就職
促進と復興を担う人材の確保

【対応方向】
　東京窓口において、福島窓
口や応援センターとも連携し
て、きめ細かい就職相談や職
業紹介を行うとともに、企業見
学や合同説明会の開催による
県内企業の魅力情報の発信
により県内への就職促進、人
材確保、ミスマッチの解消を図
る。 商工労働部

21 －

輸送用機械
関連産業集
積育成事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ６
再掲）

4,720

　県内企業等の開発力・技術力・
提案力の向上を図り、新技術等
への他応強化を促進するととも
に、新たな取引拡大を支援する
ため、自動車関連メーカーとの
商談会やセミナーの開催等を行
う。

・デンソー懇談会
　H25.10.15
　ビッグパレットふくしま（郡山
市）
　参加　121名
　講師　デンソー等
・デンソー工場見学会
　H26.2.13～14
　大雪のため工場見学会は中
止したが、調達担当者からの
説明会を実施した。参加45名
・とうほくトヨタ商談会
　H27.1.30～31
　福島県参加7社

・県単独デンソー商談会
　H26.9.4～5　愛知県刈谷市
・とうほく刈谷商談会
　H27.2.5～6 愛知県刈谷市

・デンソー商談会に対する申
込み　38社
・刈谷商談会に対する申込み
14社（今後10社程度選定する
見込）

【課題】
　商談成立に結びつく積極的
な対応。

【対応方向】
　企業に積極的な参加を呼び
かける。

商工労働部

（保福部）
　食育推進の観点から関係部
局が連携し、家庭・学校・地域
が一体となって地域における
食育推進体系を再構築し「元
気なふくしまっ子が育つ食環
境整備を推進する。
１　子どもの食を考える地域
ネットワーク会議
２　保育所等を対象とした食の
指導者育成研修会
３　福島県食育応援企業団等
におけるスリムアップイベント
の開催
４　地域の子育て食環境支援
事業

（農林部）
１　食育実践サポーター派遣
事業
ア　サポーターの募集及び登
録、イ　公開　ウ　派遣
２　地域の「食」体験・交流活
性化支援事業
ア　 食に関する体験・交流等
の食育推進活動団体の選定、
業務委託 10団体
イ　食育推進活動事例の取り
まとめ・紹介

（教育庁）
　学校における食の担当者連
絡会議（5月開催）
　ふくしまっ子の食環境を考え
る会（8月12月開催）
　ふくしまっ子ごはんコンテスト
　ふくしまっ子栄養教室

（保福部）12,270千円
　食育の観点から、東日本大震
災後の子どもたちの新たな健康
課題に対応するため、家庭・学
校・地域が一体となった食育推
進体系を再構築し、「元気なふく
しまっ子」が育つ食環境整備を
進める。
１　子どもの食を考える地域ネッ
トワーク会議
２　保育所等を対象とした食の指
導者育成研修会
３　福島県食育応援企業団等に
おけるスリムアップイベント
４　地域の子育て食環境支援事
業

（農林部）12,786千円
　先進的な食育活動の実践者を
サポーターとして登録し学校等
に派遣するとともに、地域団体が
行う体験・交流等を通した特色あ
る食育活動を支援する。
１　食育実践サポーター派遣事
業
２　地域の「食」体験・交流活性
化支援事業

（教育庁）4,909千円
　保健福祉部・農林水産部・教育
委員会等関係機関が連携し、家
庭・学校・地域が一体となって地
域における食育推進体制を整備
するとともに、食育推進体系を再
構築し「元気なふくしまっ子」が育
つ食環境整備を進める。

（保福部）
【課題】
　一時的な取り組みではなく、
継続して県民運動として効果
の見える事業展開とする仕組
みづくりが必要である。

【対応方向】
　関係者・関係機関が一丸と
なって県民運動としての取り組
みを推進する。

（農林部）
【課題】
　学校等、サポーター派遣の
利用周知を図る必要がある
が、開始年度のため認知度が
低い。

【対応方向】
　関係機関・団体と連携し事業
内容等の周知徹底を図る。

（教育庁）
【課題】
　体力向上との連携。

【対応方向】
　新たに食育と体力向上の連
携方法を検討する必要があ
る。

（保福部）
１　子どもの食を考える地域
ネットワーク会議
　6保健福祉事務所で開催予
定
２　保育所等を対象とした食の
指導者育成研修会
  6保健福祉事務所で開催予
定
３　福島県食育応援企業団等
におけるスリムアップイベント
の開催
　県内10カ所で実施予定
４　地域の子育て食環境支援
事業
  公益社団法人福島県栄養士
会へ委託　(H26.5.20)

（農林部）
１　食育実践サポーター派遣
事業
ア　サポーターの募集及び登
録、
　　5／28～募集開始
イ　公開　7月末予定、ウ　派
遣　イに同じ
２　地域の「食」体験・交流活
性化支援事業　ア　 食に関す
る体験・交流等の食育推進活
動団体の選定、業務委託
　募集7月（予定）

（教育庁）
　学校における食の担当者連
絡会議　5月19日開催
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22 －

復興まちづく
り加速支援
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ６再掲）

66,161

　復興まちづくりを加速させるた
め、避難解除等区域における商
業機能の確保等を支援するとと
もに、その他の被災地域におけ
る地域商業の復興・再生に向け
た取組に対し支援する。

［新規］ １ 避難解除等区域商業機能
回復事業
・公設商業施設運営費補助　3
件
・買い物支援ｼｽﾃﾑ保守管理
1件
２ 避難解除等区域買い物環
境確保支援事業
・商業機能存続支援　3件
３ 復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活
用事業
・専門家派遣　42件
４ 商業まちづくり復興課題対
応ﾓﾃﾞﾙ事業
・施設修繕補助　2件

1避難解除等区域商業機能回
復事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・買い物支援ｼｽﾃﾑ管理委託
契約締結
2避難解除等区域買い物環境
確保支援事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応
・復興まちづくりｴｷｽﾊﾟｰﾄ活用
事業
・専門家派遣　14件
4商業まちづくり復興課題対応
ﾓﾃﾞﾙ事業
・4月・県内4会場　説明会実施
・事前相談案件への対応

【課題】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動の遅滞
【対応方向】
・避難解除区域等における商
業機能回復活動を活性化する
ため、引き続き、市町村や商
工会等を個別訪問し、地域の
抱える問題点の把握と解決支
援に取り組む。

【進捗率が低い理由】
・避難解除区域等の住民帰還
が進んでいないため、商業機
能回復活動が遅滞している。
これに伴い、補助申請も遅滞
している。
【進捗率向上に係る対応方
向】
・商業機能回復のための取組
み事例の紹介や活動案の提
示等により避難解除区域等に
おける問題点の解決に努め、
商業機能回復活動の活性化
を図る。

商工労働部

23 －

戦略的産業
復興人材育
成支援事業
（２－６再掲）

3,399

　県内の産業復興に向けて、そ
の担い手となる人材育成を支援
するため、産学官連携による体
制整備と事業展開により、産業
人材育成を戦略的に推進する。

［新規］ 　産業人材の育成に関して、
産学官が連携し、効果的な人
材育成を図り、就職率・定着率
の向上による人口流出の抑制
にも寄与する。
　平成26年度はアウトカムとし
て以下の2点を設定。
・産業人材育成コンソーシアム
の設立。
・産業人材育成に係る課題、
取組策等をまとめたアクション
プランの作成。

・先進地調査(岡山県、京都府)
　産学官連携による人材育成
に関するコンソーシアム事業
の先進事例を把握
・関係団体訪問（13団体）実
施。
　人材育成に係る現状・課題・
ニーズ等を把握。コンソーシア
ムへの参画要請を実施。
・第2四半期前半にコンソーシ
アム立ち上げ予定。

【課題】
　コンソーシアムの組織体制
等を検討している段階であり、
予算ベースでの進捗率が低く
なっている。

【対応方向】
　コンソーシアム設立後、具体
的な事業計画の立案、進捗管
理を計画的に進め、効果的な
事業実施を図る。

商工労働部

24 －

成長産業等
人材育成事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

10,403

　職業能力開発短期大学校の専
門課程訓練科において、「再生
可能エネルギー関連産業」や
「医療関連産業」に対応したカリ
キュラムの見直し等により、学生
及び一部企業の在職者を対象と
した人材育成を行う。

［新規］ １　機器整備
会津校：小水力発電システム
浜校：風力・太陽光ハイブリッ
ド発電機、ソーラーカー用モー
タ、ホイール
２　学生向け訓練
　会津校：8回
　　　　（電気配管設備科対象）
　浜校：6回（計測制御工学科）
３　一般向け講座
　会津校：2回実施
４　職員研修等
　郡山校：2名
　会津校：バス見学4回
　浜校：2名

・機器整備（ハイブリッド発電
機、小水力発電システム、ソー
ラーカー用モーター）について
は、現在仕様書を作成中。
・職員研修：郡山校は5月に東
京で1名受講、会津校、浜校は
第3～4四半期に実施予定。
・学生見学：会津校、浜校は第
3～4四半期に実施予定。

【課題】
　業界との連携。

【対応方向】
　進捗率については、予算執
行を伴う実施事業の多くが第
２四半期以降に予定されてい
ることから低くなっているが、
今後速やかに必要機器等の
整備を実施し、研修等をとおし
て職員の技術の多様化を図る
ことにより、業界との連携をふ
まえた人材育成に取り組んで
いく。

商工労働部

25 －

ふくしまICT
産業立地促
進事業（２－
６再掲）

31,600

(1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進事
業
　県内にICT企業を誘致し、本県
の交流人口を拡大させるととも
に、地元新規雇用の創出や地域
活性化を図るため、新規立地す
る場合の費用等に対して補助す
る。
(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
　県内大学生や専門学校生を対
象として高度なＩＣＴ技術者を養
成し、県内企業への就職を支援
する。

［新規］ (1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進
事業
　ICT企業誘致　3社
(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
　ＩＣＴ関連の講座3コース程度
を実施

(1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進
事業
補助内容を精査、要綱等を制
定し募集を開始した。
(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
要綱制定中。

(1)ふくしまＩＣＴ産業立地促進
事業
【課題】
　制度の周知。

【対応方向】
　引き続き、様々な媒体を活用
した情報発信に取り組む。
【進捗率が低い理由】
　6月20日から、募集を開始し
ているため。

(2)実践的ＩＣＴ人材育成事業
【課題】
　県内企業への就職率が低
い。

【対応方向】
　県内ＩＣＴ企業の周知を図る。
要綱を作成次第公募実施。

商工労働部

26 －

（ふくしま産
業復興企業
立地支援事
業）ふくしま
産業復興企
業立地補助
金（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
６再掲）

63,345,100

１　ふくしま産業復興企業立地補
助金
　企業の生産拡大及び雇用創出
を図るため、県内で新・増設を行
う企業に対し、初期投資費用の
一部を補助する。

２　立地補助金事務管理業務委
託
　ふくしま産業復興企業立地補
助金の適正な補助金交付事務
の執行を図るため、業務管理委
託を行う。

１　ふくしま産業復興企業立地
補助金
　143件 43,355,400千円

２　立地補助金事務管理業務
委託
　1件 5,935千円

１　平成26年度に新増設完了
を予定している約180件の補
助金交付
　
２　円滑な事業の推進。

・H26.7.2現在
　支出負担行為件数　36件

・進捗状況のアンケートとりま
とめ中。引き続き、指定企業と
連携しながら事業の進捗を管
理していく

【課題】
１　津波補助金との整合性
２　円滑な執行

【対応方向】
１　経産省と密に情報交換す
る。
２　円滑な執行に努める。

【進捗率が低い理由】
　深刻な人手不足の影響によ
り、建屋等の建築の遅れや雇
用要件に満たない等、投資計
画が進まないため。
　アンケートを用いるなど、指
定企業と連携しながら事業の
進捗状況を管理していく。

商工労働部

27 －

ふくしまから
はじめよう。
産総研福島
拠点連携技
術開発推進
事業（２－７
再掲）

86,881

　平成26年4月に開所した産業
技術総合研究所福島再生可能
エネルギー研究所と連携した技
術開発支援や人材育成事業を
通じて、県内企業の技術高度化
等を推進する。

［新規］ ・産総研連携強化型技術開発
　ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞが福島再エネ研
究所と連携し、技術開発を実
施
・再エネ研究開発補助事業
　3件程度を支援。
　　補助率2/3、上限10,000千
円
・連携推進委員会
　　福島再エネ研究所との情
報共有等
・工業高校生を対象とした関
連技術に関する講座等開催
・情報発信
　本県取組等を国内外に情報
発信。

・産総研連携強化型技術開発
   ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ「太陽光発電用ｼ
ﾘｺﾝｳｪﾊ加工技術に関する研
究」について、参画企業等と研
究内容等を調整中。
・再エネ研究開発補助事業
  公募中（～7/31）、審査会（8
月予定）
・連携推進委員会
　委員見直しを検討。
・工業高校生を対象とした関
連技術に関する講座等開催。
   講座内容等調整中。
・情報発信
　ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催（4/18）。
　採録記事掲載（5月）。

【課題】
　ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ及び補助事業の
研究開発について進捗管理を
適切に行う必要がある。

【対応方向】
　引き続き、福島再生可能エ
ネルギー研究所と十分に連携
を図って事業を推進してまい
る。
　ハイテク備品機種選定、再エ
ネ補助については8月中には
決定。

商工労働部
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

28 －

ふくしまから
はじめよう。
再生可能エ
ネルギー関
連産業集積
促進事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ７再
掲）

44,018

　再生可能エネルギー関連産業
の集積に向けて、産業フェアを
開催するとともに本格化する各
プロジェクトについて関係機関と
連携しながら推進する。

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ﾌｪｱ
2013
　開催日11/6-7
　出展：153団体262小間
　来場者：5,590名
・浮体式洋上風力発電実証研
究
　11月　運転開始
　（2MW風車及び洋上変電所）
・ふくしま地域再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進協議会
　研究成果発表会及び推進協
議会等開催。

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ﾌｪｱ
2014
　開催日12/3-4　出展目標：
260小間
・浮体式洋上風力発電実証研
究
　風力発電関連産業への県内
企業参入に向けた調査・検討
を実施。
・ふくしま地域再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｲﾉベｰｼｮﾝ推進協議会研究
成果発表会等の開催。

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ﾌｪｱ
2014
　出展企業募集中（～7/31）。
・浮体式洋上風力発電実証研
究
　調査等契約締結（5/21）
　検討会実施（5/27）
・ふくしま地域再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進協議会
　4/1付で事務局長配置。
　研究成果発表会を開催
（5/16）。

【課題】
　再エネ産業フェア2014の出
展者及び来場者の確保。

【対応方向】
　企業等へ効果的な周知を図
る。 商工労働部

29 －

ふくしまから
はじめよう。
戦略的情報
発信事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ９再
掲）

404,835

「ふくしまから　はじめよう。」の理
念の浸透を情報発信戦略上の
重要課題とし、広報課の官房機
能を強化するとともに、県内外さ
らには海外との縁やゆかりを育
み、ふくしまから新しい流れを
創っていくための情報発信を行
う。

１ 情報発信力の強化
・情報発信戦略アドバイザー
の委嘱・助言（年31回）
・広報担当職員向け研修会の
開催。
・学校法人立命館との情報発
信に関する協定を締結（平成
25年12月20日）
・県外との新たな交流活動の
実施。
福岡県（8月3日～5日 福岡県
庁ほか）、京都府・滋賀県（8月
22日～23日京都府庁、滋賀県
庁ほか）
２ フェイスブックを活用した部
局横断的な情報発信
・「いいね！（＝支持者）」：
40,204件（平成26年4月21日時
点）※都道府県公式フェイス
ブックで最多。
３ 学生等による情報発信
学生など若者の発信力を活用
し、インターネットやイベント等
を通じて、ふくしまの「魅力」と
「今」を発信（委託先11団体）。

【平成26年度ふくしまから はじ
めよう。情報発信戦略】
（目的）
　県として統一感を持って情報
を発信し、「ふくしまから はじ
めよう。」の想いのもと、民間
等と連携した取り組みを始め、
ふくしまならではの情報発信を
国内外に向けて行い、本県の
新しいイメージを創ることで、
風化を防止するとともに、風評
の払拭を図る。
（基本方針）
　「伝える」発信から「伝わる」
発信に改善
（基本戦略）
１　情報マネジメントによる効
果的発信
２　民間等との共創の推進
３　個々の情報発信力の向上

●情報マネジメントによる効果
的な発信
・「平成26年度ふくしまから は
じめよう。情報発信戦略」の策
定。
・情報発信戦略アドバイザー
の委嘱。
・情報発信分析事業の委託
（第1四半期分について調査実
施）。
・「ふくしまとはじめよう。in ＢＫ
Ｃ（立命館大学びわこ・くさつ
キャンパス）」での部局連携し
た発信。
●民間等との共創の推進
・「（仮称）ふくしまから はじめ
よう。大応援団」結成に向けた
取組
・学生による情報発信事業の
委託（採用団体決定）。
・応援隊情報発信事業の委託
（県人会への委託）。
●個々の情報発信力の向上
・職員研修会等の企画（7月、8
月に実施）。

【課題】
　部局間の連携不足、十分に
「伝わらない」発信、「ふくしま
から はじめよう。」の想いの浸
透不足。

【対応方向】
　左記「平成26年度ふくしまか
ら はじめよう。情報発信戦略」
に基づき対応し、「伝わる」情
報発信を行う。

知事直轄

30 －

ふくしまふる
さと暮らし復
興推進事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ１
０再掲）

43,504

　本県への愛着や興味が高い方
に対し、ふくしまファンクラブや東
京有楽町の相談窓口の運営な
どにより、正しい情報の発信を行
うとともに、本県の安全性をア
ピールする。また、市町村等との
連携により、避難者も含めて交
流人口を拡大させ、定住・二地
域居住につなげていく。

○ ふくしまファンクラブ
　会員数4,548人増
○ ふくしまふると暮らし情報セ
ンター設置
　相談件数1,864件
○ ふくしまふるさと暮らし推進
協議会開催
○ 福島ふるさと暮らし案内人
に新たに3名を認証
○ 移住者交流会開催

○ ふくしまファンクラブを有効
活用・強化し、会員への情報
発信や誘導策を通じて、交流
人口の拡大及び定住・二地域
居住へ誘導する。
○ 東京都に相談窓口を継続
して設置し、定住等の相談に
応じることによって、相談者に
きめ細かなサービスを提供す
る。
○ 受入れ団体間の情報交換
や、移住者間の交流の場を設
定し、受入れ態勢の強化を図
る。

・ふくしまファンクラブの活用・
強化策について設計作成中。
・東京都に相談窓口を設置し、
随時相談業務及び定期的なセ
ミナーを実施。
　相談件数200件（5月末現在）
　県主催セミナー2回

【課題】
　原子力災害を踏まえて、福
島県の魅力をＰＲする必要が
ある。

【対応方向】
　首都圏を中心的なターゲット
とし、正確な情報を継続的に
発信する。

観光交流局

31 －

私立幼稚園
心と体いき
いき事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

43,500

　園児の体力向上や肥満防止等
を目的としたプログラムを計画的
に実践する私立幼稚園に対し
て、その経費を助成する。

［新規］ 　私立幼稚園における、園児
の体力向上や肥満防止等を
目的としたプログラムを計画的
に実践させ、評価する。
　　補助対象園　145園

　各私立幼稚園設置者に計画
書の照会を行い、提出された
書類についての精査を行って
いる。
　精査が完了次第、交付申請
書の提出を求める予定であ
る。

【課題】
　新規事業のため幼稚園等に
事業内容の理解を深めてもら
い適切な事業執行を図る必要
がある。

【対応方向】
　各幼稚園等との連絡を密に
するとともに事業内容の周知
を図っていく。

総務部

４ 県人会と連携した情報発信
県人会のネットワークを活用
し、全国各地の人々にふくしま
の「魅力」と「今」を発信（委託
先11団体）。
５ 「ふくしまから はじめよう。」
プロジェクト
県内マスメディアと連携した情
報発信の取組を実施。
６ 復興が見えるテレビ事業
   従来からの県政広報番組に
加え、既存の情報番組を活用
し、県民に分かりやすく復興の
状況等を発信（年間120番
組）。
７ 復興が見える新聞事業
地元紙の県政特集を拡充し、
本県の復興の進捗状況をテー
マ毎に特集し、客観的かつ分
かりやすい記事体で紹介(通
常枠を含めて計10回掲載）。
８ ハンサムウーマン事業
「八重の桜」の放送に合わせ、
震災に負けずにふくしまで頑
張る女性を紹介。
・テレビ放送（24回放送）
・新聞（県内２紙24回、全国紙
１紙9回掲載）
９ 国内パブリシティ発信事業
ふくしまの「魅力」と「今」、復興
に向けた取組等を首都圏等の
メディアに情報提供（計335件
を配信）。
10 海外パブリシティ発信事業
ふくしまの「魅力」と「今」、復興
に向けた取組等を海外メディ
アに情報提供（計654件を配
信）。

●フェイスブックによる発信
・「いいね！（＝支持者）」：
43,302件（平成26年7月1日時
点）
● 県人会のネットワークを活
用し、全国各地の人々にふくし
まの「魅力」と「今」を発信（委
託先9団体）。
●キビタンわくわくドキドキ交
流事業
・キビタンによる外交事業　募
集中。
・ご当地キャラ子ども夢フェス
タ　9月27～28日　白河市
・キビタンがゆく34回
●ふくしまから はじめよう。の
見える化
・テレビ事業契約済（県内4件、
関東圏1件）
・新聞事業契約済（2件）
・全国紙委託契約済
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

32 －

子どもの医
療費助成事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

4,609,739

　子どもの疾病の早期発見及び
早期治療を促進するとともに、子
育てに伴う経済的負担を軽減
し、子どもを安心して産み育てる
環境づくりの一助とするため、市
町村が実施する子どもの医療費
助成事業に対し、必要な経費の
－部を補助する。
○ 実施主体：市町村
○ 補助対象年齢・補助率
　・就学前まで　1/2以内
　・小学校4年生から18歳 10/10

　H24年10月から全市町村に
おいて事業を開始した。

　子どもの疾病の早期発見及
び早期治療を促進するととも
に、子育てに伴う経済的負担
を軽減し、子どもを安心して産
み育てる環境づくりの一助とす
るため、市町村が実施する子
どもの医療費助成事業に対
し、必要な経費の－部を補助
する。

・6月末現在、実績なし。
 9月中旬頃、交付申請を各市
町村へ通知し、交付決定後、
その額の1／2を概算払する予
定。

【課題】
　制度継続のための財源確保
が必要である。

【対応方向】
　制度継続の財源について、
国への要望を行っていく。 保健福祉部

33 －

母子の健康
支援事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

30,892

　安心して子どもを生み育てる環
境を整備するため、妊婦や乳幼
児を持つ保護者を対象に電話相
談窓口を設置し、子育てや健康
に関する相談体制の充実を図る
とともに、必要な場合には、訪問
による支援及び妊産婦や乳幼児
を持つ保護者同士の交流の場を
設ける。
　相談の中で母乳の放射線検査
を希望する場合は、検査費用の
助成と検査後のきめ細かな相談
支援を行う。

【ふくしまの赤ちゃん健康相
談】
　電話相談件数 877件
　母乳検査　　　　51件
【妊産婦、乳児等の訪問】
　1,050件
【交流会、育児サロン】
　開催回数 202回
  参加組数 2,473組

・安心して子どもを生み育てる
環境を整備するため、引き続
き、妊婦や乳幼児を持つ保護
者を対象に電話相談を実施
し、子育てや健康に関する相
談体制の充実を図り、不安解
消に努める。

・福島県助産師会に委託し、
電話相談、交流会等を実施。
また、ＭＳＴに委託し、母乳の
放射線検査の検査費用の助
成を実施した。

【課題】
　事業継続のための財源確保
が必要である。

【対応方向】
・事業継続の財源について、
国への要望を行っていく。
・相談体制の充実を図り、妊産
婦の不安の軽減を図っていく。

保健福祉部

34 －

子育て応援
パスポート
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ４再掲）

8,187

　社会全体で子育て支援の気運
を盛り上げるため、企業、地域、
行政が一体となって子育て家庭
を応援することを目的とし、事業
の普及・拡大に向け積極的な広
報・啓発を行う。
　18歳未満の子どもを持つ世帯
を応援するため、協賛店の協力
により各種サービスが受けられ
るカード（愛称「ファミたんカー
ド」）を交付する。利用者の利便
性を向上させるため、事業の周
知を図るとともに、さらに協賛店
舗数を拡大する。
　現在交付しているカードの有効
期限が平成27年3月31日である
ことから、新カードを作成・配布
する。
　避難者が多い地域ごとにファミ
たんカード協賛店のガイドブック
を作成する。

１ カード交付枚数（H26.1.1現
在）
　361,285枚
２ 協賛店舗（H26.3.31現在）
　4,139店（2,259事業者）
３ 広域連携カード交付人数
（H26.3.31）
　茨城県：418名
　栃木県：454名
　群馬県：306名
　新潟県：213名
　埼玉県：52名

１ 新カードへの更新作業
　庁内各課、各市町村等と連
携を図りながら、新カードへの
更新を行う。
２ 協賛店舗ガイドブックの作
成

１ カード交付枚数（H26.4.1現
在）
　364,998枚
２ 協賛店舗
　4,160店（2,262事業者）
３ 広域連携カード交付人数
　茨城県：435名
　栃木県：471名
　群馬県：318名
　新潟県：227名
　埼玉県：65名

【課題】
１　新カードの配付方法
２　避難中の町村における
カード交付について

【対応方向】
１　学校等を通して幅広く配付
できるよう関係機関に協力を
求める。
２　県内部、該当町村と対応を
検討。 保健福祉部

35 －

ふくしまから
はじめよう。
豊かな遊び
創造事業（２
－４再掲）

417,921

　身近なところでの屋内遊び場
整備を支援するとともに、子ども
が野外空間で創造的な遊びを行
うことができる冒険ひろば実施団
体を支援し、併せて子ども・子育
て支援関係者の研修を行うこと
により、子どもの健やかな発育
や体力向上に寄与する。
１　屋内遊び場確保事業
　原発事故により飛散した放射
性物質に不安を抱く保護者の方
がいることなどから、身近なとこ
ろでの屋内遊び場整備を支援す
る。
２　子どもの冒険ひろば設置支
援事業
　子ども達の遊び環境が徐々に
改善してきていることから、遊び
環境づくりのモデルとして、子ど
もが野外空間で創造的な遊びを
おこなうことができる冒険ひろば
を実施する団体を支援する。
３　子どもの施設等への訪問助
言事業
　保護者等が遊びや運動につい
て専門家から助言を受ける機会
を設ける。

１　屋内遊び場確保事業
＜市町村＞13市町村16施設
へ補助　　補助額　154,561千
円
＜民間団体＞16団体16施設
へ補助　　補助額　   2,488千
円　　　補助額計　157,049千
円

２　子どもの冒険ひろば設置
支援事業
＜遊びコーディネーター養成
事業＞屋内遊び場の運営や
子どもたちへの指導に携わる
者、市町村の子育て支援関係
者等に対する研修会　4回実
施（参加者（合計）365名）
＜子どもの冒険ひろば設置モ
デル事業＞3団体へ業務委託
委託金額　9,237千円

　屋内遊び場については、6市
町へ整備拡充費用を補助する
とともに、以前に設置した屋内
遊び場を継続運営する費用を
補助していく。また、外遊びに
ついては、冒険ひろばの委託
団体を昨年度の3団体から6団
体へ拡充し、事業を推進して
いく。

・子どもの冒険ひろば設置事
業については、今年度６団体
と委託契約を結び、冒険ひろ
ばを開設している。
・屋内遊び場確保事業につい
ては、国と調整中であるため、
調整後速やかに市町村に対し
交付決定を行う。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

36 －

地域の寺子
屋推進事業
（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ４
再掲）

2,005

　東日本大震災やそれに伴う原
子力災害からの避難生活によ
り、地域の人と人との絆の重要
性が認識され、地域コミュニティ
の再生が求められている。また、
やむなく県外に避難している
方々の避難先での地域コミュニ
ティーの構築の支援が求められ
ている。
　これらの状況を踏まえ、知恵と
経験のある方と、次世代を担う
子どもとその親が、地域の資源
を活用して、互いに交流する取
組である「地域の寺子屋」を県内
外に拡大するため、以下の事業
を行う。
１　地域の寺子屋セミナー事業
２　地域の寺子屋事業

１　仮設住宅等での寺子屋
　40箇所で実施。2,067名参加
（うち、子ども987名）。
２　地域の寺子屋セミナー
　7月8日に福島市で開催（31
名参加）。
　7月18日にいわき市で開催
（36名参加）。
３　地域の寺子屋設置支援事
業
　新規30団体、継続22団体に
対し補助（うち、県外団体24団
体）。

　子育て世帯と高齢者等の地
域の人々との交流を促進する
ため、下記の事業を実施す
る。
1　地域の寺子屋セミナー
会津・浜通り各1箇所、中通り2
箇所で実施する。
2　地域の寺子屋実施事業
セミナー参加者を講師とする
寺子屋を、会津・中通り・浜通
り各3箇所ずつ実施する。

　6月13日付で公益財団法人
福島県老人クラブ連合会と委
託契約を締結した。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

37 －

ふくしまキッ
ズ夢サポー
ト事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

85,610

　未来を担う子どもたちを元気づ
けられるよう、市町村や地域の
子育て団体等と連携して、県内
各地で子どもや子育て家庭のた
めのイベントを実施する。

　県内7方部で、展示会（約1週
間）及びイベント（1日）を実施
した。

　県内7方部でイベントを開催
し、その中で展示会も行う。

　県内7方部でのイベント開催
日及び開催会場等について調
整中。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
保健福祉部
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38 －

ふくしま保育
元気アップ
緊急支援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

961,213

　放射線不安により外遊びが制
限されている保育所等の子ども
の健やかな成長を守るため、子
どもの運動量の確保や自然体験
の充実等に取り組む保育所等を
支援する市町村に対して補助を
行う。

１　ふくしま保育サポート事業
　保護者の相談や子どもの運動
量を確保する取組等を実施する
保育所等に補助を行う。
２　相談支援者育成研修事業
　保護者の相談等に必要な専門
的知識を習得するための研修会
を実施する。
３　幼児はつらつ運動プログラム
事業
　幼児向けの運動プログラムを
作成し、体を動かすことに親しみ
ながら運動習慣の定着を図る。

１　ふくしま保育サポート事業
　＜市町村＞
　28市町村 266施設へ補助
　補助額　444,001千円
２　相談支援者育成研修事業
　4会場で実施
　受講者288名

１　ふくしま保育サポート事業
　平成26年度も引き続き事業
を継続する。
２　相談支援者育成研修事業
　4会場で実施予定
３　幼児はつらつ運動プログラ
ム事業
　こども環境学会に委託する
が、より効果的なものとなるよ
う検討していく。

　各市町村（中核市除く）に対
し、事前協議書を7/10までに
提出するよう依頼した。

相談支援者育成研修
　3回（1回あたり3日間）開催予
定
　第1回目のコースで、10名修
了した。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

39 －

地域の子育
て力向上事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

44,088

　地域の子育て力を向上させ、
子育て支援を推進するため、
県、市町村及び子育て支援に取
り組む民間団体が、子育て支援
に関する各種事業を支援する。
１　子育て支援ネットワーク促進
事業
　子育て支援者の専門性の向上
と連携強化を目的として「ふくし
ま子育て支援ネットワーク」への
補助により研修会を実施する。
２　市町村企画事業
　市町村が実施する東日本大震
災により被災した子ども等への
支援に対する事業に補助する。
３　民間団体企画提案事業
　地域の子育て支援に取り組む
民間団体から企画提案 を公募
し、審査選定した事業に補助す
る。

１　子育て支援ネットワーク促
進事業
　「ふくしま子育て支援ネット
ワーク」に対し、910千円を補
助。
２　市町村企画事業
　6市町村に対し、25,449千円
を補助。
３　民間団体企画提案事業
　6団体に対し、2,500千円を補
助。

１ 子育て支援ネットワーク促
進事業
　「ふくしま子育て支援ネット
ワーク」に対し、子育て支援者
向けの研修会の開催及び連
携強化のため補助を行う。
２ 市町村企画事業
　市町村が実施する、東日本
大震災により被災した子ども
達への支援に対する事業に補
助する。
３ 民間団体企画提案事業
　地域の子育て支援に取り組
む民間団体から企画提案を公
募し、審査選定した事業に補
助する。

１ 子育て支援ネットワーク促
進事業
　「ふくしま子育て支援ネット
ワーク」に対し交付決定の手
続きを行っている途中である。
２ 市町村企画事業
　市町村と調整中。
３ 民間団体企画提案事業
　10団体を採択し、計2,500千
円の補助を行った。

【課題】
　特になし。

【対応方向】

保健福祉部

40 －

子供達によ
るふるさと
「ふくしま」の
学び事業（２
－４再掲）

5,894

　本県の子どもたちが、復興に
向けた地域の現状やふるさとの
すばらしさを学ぶため、地域の方
やふくしまにゆかりのある方等に
取材等を行い、「ふくしまの未来」
や「夢・希望」等について考え、
新聞やラジオ放送等で発信する
ことにより、ふくしまの復興を担う
子どもたちの育成を図る。
１　ジャーナリストスクールの実
施
２　パーソナリティーアカデミーの
実施

ジャーナリストスクール
【日程】
　平成25年7月23(火)～25日
(木)
　（2泊3日）
【場所】
　福島県男女共生センター
【参加人数】
　受講者35名
　講話一般聴講者400名
【特別講師】
　池上彰氏
(ジャーナリスト・東京工業大学
教授)
【講師】
　県立相馬高校　武内教諭、
　福島民報社及び福島民友新
聞社の協力

　ふくしまの復興を担う子ども
たちの育成を図る。

１　ジャーナリストスクール
　子どもたち（小学校高学年～
高校生）が、復興に向けてが
んばる本県の現状や地域の
文化、自然などについて取材
し、地域の置かれている現状
や「ふくしま」の未来について
考え、新聞にまとめ、ＨＰなど
を活用し、県内外に発信する。
【参加人数】30名程度

２　パーソナリティアカデミー
　子どもたち（小学校高学年～
中学生）が、ふくしまの良さや
夢・希望等について、街頭イン
タビューやふくしまにゆかりの
ある方々等にインタビューし、
放送原稿等にまとめ、ラジオ
放送等の中で自分の声でその
思いやふくしまの「いま」を発
信する。
【参加人数】20名程度

１　ジャーナリストスクール
【開催予定日】
日時：H26.7.23（水）～25（金）
　(2泊3日)
場所：いわき市生涯学習プラ
ザ
　　　　福島県いわき海浜自然
の家
特別講師：池上彰氏
【実行委員会の開催】
第1回：H26.4.24（木）
第2回：H26.7.7（月）（予定）
【広報】
 新聞、ＨＰ、ちらし等
【受講生の募集】
 受講生36名（決定）

２　パーソナリティアカデミー
　平成26年度冬期に実施予
定。

【課題】
・受講生の募集方法､告知。
・事業の円滑な実施。

【対応方向】
・地元新聞社、ラジオ放送局
等に実行委員会メンバーとし
て参画いただき、様々な媒体
により情報を発信していく。
・実行委員会メンバーと相談
し、また、取材先と十分な調整
及び打ち合わせ等を行う。

文化スポーツ局

41 －

ふくしまから
はじめよう。
若者ふるさと
再生支援事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

9,457

　福島県の復興・再生は本県の
取り組む大きな課題であり、その
主役となるのは本県の次代を担
う若者である。
　若者が本県の復興。再生の取
組に主体的かつ積極的に関わる
ことにより、若者自身の主体性
や社会参加（参画）の意識を高
めるとともに、若者が中心となっ
た復興の加速化を図る。
１　復興に向けたワークショップ
２　復興再生に向けた取組の実
践
３　取組内容についての周知・広
報

○川内村（7月～3月実施）
・参加者…川内村と関連のあ
る企業・団体の若手職員
　・実践内容…情報発信Web
サイトの創設、「子どもの遊び
場・若者の居場所づくり」に関
する村への企画・提案
○南相馬市（8月～12月実施
12/21 取組実践）
・参加者…小高商業高校、小
高工業高校の生徒ほか
・実践内容…ＪＲ常磐線特別
記念列車イベント
○いわき市（10月～3月実施）
・参加者…いわき明星大学内
サテライト校の双葉高校、富
岡高校、双葉翔陽高校の生徒
ほか
・実践内容…Webサイト「双葉
郡高校生による観光・復興
マップ」の制作

○県内７方部で実施予定
・県北…福島商業高校、福島
明成高校
・県中…郡山北工業高校、あ
さか開成高校
・県南…修明高校、光南高校
・会津…喜多方桐桜高校、耶
麻農業高校
・南会津…南会津高校、只見
高校
・相双…相馬高校、相馬東高
校
・いわき…小名浜高校、いわき
海星高校

○各方部ごとに青少年育成に
関わる民間団体に運営を委託
する。
※高校生が社会参画の実感
を持てるよう、委託先の団体と
連携し、効果的に事業を進め
る。

○県内３方部で高校生ワーク
ショップを実施

＜県中＞
・郡山北工業高校、あさか開
成高校
　H26.5.26　第1回ワークショッ
プ実施
　H26.6.19　第2回ワークショッ
プ実施
＜会津＞
・喜多方桐桜高校、耶麻農業
　H26.6.16　第1回ワークショッ
プ実施
＜いわき＞
・小名浜高校、いわき海星高
校
　H26.6.4　第1回ワークショップ
実施

【課題】
　県内青少年への普及啓発。

【対応方向】
・県内中・高生向け学校内掲
示用壁新聞による周知。
・県広報（番組、ホームペー
ジ、Face book 等）による周
知。
・プレスリリースによるメディア
広報。

生活環境部

42 －

ふくしまから
はじめよう。
子ども未来
創造まちづく
り事業（ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

14,200

　高校生等が地域に愛着を持
ち、将来にわたり継続的に本県
復興の担い手になることを目的
とし、地域の宝の発見やまちづく
りについて考えるワークショップ
やフォーラムを実施する。

［新規］ 　いわき市では、県内外の高
校生が「福島の未来」「津波被
災地のこれから」などのテーマ
別でワークショップを２日間行
い、本フォーラムで発表・フロ
アディスカッションを行い、最
終的に未来へ向けた提言をま
とめ全国へ発信する。
　喜多方市では、小学生の取
り組みとして市内5校の児童を
対象に喜多方の新たな観光資
源である「漢字（古代文字）」に
関する講演を実施。また、高
校生の取り組みとしてまちづく
りのワークショップを実施し埼
玉県川越市等蔵で有名な地
域の高校生と交流を図る
フォーラムを実施する。

　熱塩小、加納小で漢字に関
する講演を実施。また、両校
合同の修学旅行先の東京で
当該事業の一環として作成し
た会津地方への旅を呼びかけ
るパンフレットを作成し配布。

【課題】
　特になし。

【対応方向】
　特になし。

土木部
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重点プロジェクトに係る重点事業進捗状況一覧表
【平成２６年６月末現在】

43 －

地域でつな
がる家庭教
育応援事業
（２－４再掲）

6,107

　「親の学び」を支援するため
に、PTAと連携し、親自身が学ぶ
機会が充実するよう支援する。
また、学習プログラムを作成し、
家庭教育支援者をリードする人
材を育成するとともに、企業と連
携して地域の家庭教育推進を働
きかける。

［新規］   保護者が子育ての意欲を高
め、自信を持って役割を果た
せるようにするために、関係団
体等との連携により諸事業を
展開する。

   県地域家庭教育推進協議
会を5月26日に実施。地域家
庭教育推進（各地区）ブロック
会議を6地区で実施。1地区は
7月に実施予定。第2回につい
ては2月頃実施予定。
　親子の学び応援講座は2講
座実施。7月から12月にかけて
18講座実施予定。
　家庭教育応援企業推進活動
は今後実施予定。
　家庭教育支援者スキルアッ
プセミﾅｰは7月から10月にか
けて8回実施予定。

【課題】
　事業の大部分が7月以降に
実施する研修会等であるた
め、現在の進捗率が低い。

【対応方向】
　予定されている研修会や協
議会などを計画的に行うこと。 教育庁

44 －

ふくしまから
はじめよう。
学力向上の
ための「つな
ぐ教育」推進
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ４再掲）

12,698

　学校と家庭・地域が課題を共
有し、児童生徒の学力向上及び
学習習慣・生活習慣の確立を図
るため、事業推進地域を指定し、
学校間・家庭及び地域との連携
を図った取組を推進するととも
に、その成果を県内すべての学
校に普及し、地域全体で児童生
徒を育む体制を構築する。

［新規］
　拠点校と推進協力校及び家
庭が一体となって学力向上や
学習習慣、生活習慣確立に取
り組んだ。また、その成果を地
区ごとの「成果報告会」及び県
教委のＨＰを通して普及した。
（学力向上地域連携事業）

　H26年度より、「つなぐ教育推
進事業」を展開し、本事業を充
実、発展させる。

　4月23日
　学力向上地域連携全体会議
の開催。
　県内14地域
　小・中学校50校で事業推進

【課題】
　小・中学校の連携強化等。

【対応方向】
　「つなぐ教育」を展開すること
による地域、学校、家庭等の
連携。

教育庁

45 －

双葉郡中高
一貫校設置
事業（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ４再掲）

4,202

１　開設準備現地事務室設置事
業
　広野町に設置する予定の中高
一貫校の開設に向け、いわき市
内に開設準備の現地事務室を
設置する。

２　双葉郡中高一貫校連絡協議
会
　平成27年4月の開設に向けて、
双葉郡8町村やサテライト校PTA
等から意見を聞く。

３　双葉郡中高一貫校設置事業
　平成27年4月に開校する中高
一貫校について、学校備品、教
材・教具の整備を行う。

新規 1　開設準備現地事務室設置
事業
　四倉高校内に事務室を設置
し、主任指導主事、管理主事、
主査の三名の駐在員を配置
し、地元との円滑な連携・調
整、児童生徒や保護者への丁
寧な説明、施設・設備の迅速
な整備等の執行体制の強化を
図る。
２　双葉郡中高一貫校連絡協
議会
　昨年末に立ち上げた中高一
貫校に関する検討協議会を継
続して開催し、地元関係者、学
識経験者、保護者などから意
見をいただき、具体的な教育
内容、既存の中学校との連携
の在り方、入学者選抜の方法
等について、検討を進める。
３　双葉郡中高一貫校設置事
業
　開校に必要な備品を精査し、
備品購入、搬入について円滑
に執行する。

・双葉郡中高一貫校の開設準
備室を四倉高校内に設置し、
平成27年4月の開校に向けて
地元との調整等業務にあたっ
ている。
・双葉郡中高一貫校連絡協議
会を4月及び6月に開催し、具
体的な教育内容等検討を行っ
た。

【課題】
　開校に向けて学校備品、教
材・教具の迅速な整備、予算
執行が必要である。

【対応方向】
　開設準備室と連携して、必要
な備品の精査、円滑な事務の
執行を図る。

教育庁

46 －

ふくしま高校
生進路実現
サポート事
業（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
４再掲）

25,183

　高等学校において生徒の学力
向上を図り将来への展望を抱か
せるとともに、地域に貢献できる
人材や社会においてリーダー
シップを発揮できる人材を育成
する。

［新規］ 　各学校の取組を支援すると
ともに、授業改善の先進事例
研究や進路指導担当者連絡
協議会の開催等を通して、教
員の教科指導力及び進学指
導力の向上を図る取組を行
う。

　年度当初に各校に配分した
予算に基づき、各校が計画に
従って事業を行っている。

【課題】
　各学校における実効的な取
組促進。

【対応方向】
　9月以降に事業進捗状況を
確認するため対象校訪問を実
施する。

教育庁

キャリア教育
推進事業（ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ４再
掲）

15,528

（小・中・高等学校）
①専門高校プロジェクト事業
　本事業も3年目になり、地域
の企業等との連携も確立され
つつある中で、更なる内容の
充実を図る。
②専門高校における小・中学
校連携事業
　本事業も3年目となり、小・中
学校と専門高校との連携も確
立される中で、更なる内容の
充実を図ることが目標である。

（特別支援学校）
　関係機関と連携した移行支
援会議の充実、企業等との連
携による特別支援学校におけ
る作業学習の充実、キャリア
教育の視点を踏まえた指導の
充実、就労支援に関する教員
のスキルアップ等を推進する。

　以下の各校・教育事務所か
ら提出された事業計画に基づ
き、予算配分を行った。

（小・中・高等学校）
①専門高校プロジェクト事業
・対象校数
　工業高等学校12校
　農業高等学校8校
　商業高等学校15校
②専門高校における小・中学
校連携事業
・対象校数
　県南地区
　（専門高校1校・中学校1校・
小学校2校）
　会津地区
　（専門高校2校・中学校1校・
小学校1校）

（小・中・高等学校）
【課題】
　内容のさらなる充実。
【対応方向】
　効果的な計画の立案。
　
（特別支援学校）
【課題】
　特になし。
【対応方向】
　さらに企業や関係機関と連
携した就労支援を推進する。

教育庁

（小・中・高等学校）
①専門高校プロジェクト事業
対象校数
　工業高等学校12校
　農業高等学校8校
　商業高等学校15校
②専門高校における小・中学
校連携事業
・対象校数
　県南地区
　（専門高校1校・中学校1校・
小学校2校）
　会津地区
　（専門高校2校・中学校１校・
小学校１校）

（特別支援学校）
「特別支援学校就労推進事
業」
（H24～26）（H25予算額1,133
千円）
　高等部１年生の早い段階か
ら産業現場等における実習や
就労に対する意欲付けを行う
とともに、雇用のニーズ等を踏
まえた作業学習の工夫等を
図った。
　特別支援学校高等部卒業生
のうち、就職を希望する生徒
が就職できた割合
（H25）98.4％

　地域に定着し、地域産業を担う
人づくりを推進するため、農業高
等学校、工業高等学校、商業高
等学校及び特別支援学校にお
いて、地域の人材や関係機関と
連携しながら地域に根ざした実
践的学習の充実を図るとともに、
地元の小・中学校と連携したキャ
リア教育を展開する。

（小・中・高等学校）
１　専門高校プロジェクト事業
　農業高等学校、工業高等学
校、商業高等学校において、生
徒の実践的な知識や技能の向
上を図るとともに、地域に定着
し、地域産業を担う人づくりのた
め、キャリア教育を推進する。
２　専門高校における小・中学校
連携事業
　小・中・高等学校が連携し、小・
中学生に専門高校の取組を体
験させることなどにより、児童生
徒の発達段階に応じたキャリア
教育を推進する。

（特別支援学校）
１　特別支援学校就労推進事業
　県内全ての高等部設置特別支
援学校における就職率と職場定
着率を向上させるため、関係機
関と連携し、企業への理解啓発
と企業で働き続けることのできる
人材育成の充実を図る。

－47
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